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３．俯瞰区分と研究開発領域 

３.１ 気候変動区分 

気候変動区分では、下記の 2 つの研究開発領域を設定した。なお、緩和策についてはエネ

ルギー分野で取り扱う研究開発領域が該当すること、また、森林や農地土壌の温室効果ガス

（GHG）吸収や農地土壌による GHG 排出抑制は、気候変動区分の「気候変動影響予測・評

価」、および、循環型社会区分の「農林水産業の環境研究」で取り扱うことから、研究開発領

域として設定していない。適応策については、気候変動影響予測・評価に基づいて行われる

ため「気候変動影響予測・評価」の一部として扱う。 

 

3.1.1 気候変動予測 

3.1.2 気候変動影響予測・評価 

 

区分の概要を以下にまとめる。 

気候変動予測について、観測では、衛星による観測性能が温室効果ガス全体の把握から二

酸化炭素のみを精密に観測するまでに進んできた。陸域の炭素循環を解析するため、二酸化

炭素等のフラックス観測を行うタワーが世界各地に建設され、データの共有が始まっている。

温室効果ガス観測衛星では、GOSAT（日本、2009 年）、OCO-2（米国、2014 年）、TanSat

（中国、2016 年）、今後は、GOSAT-2（日本、2017 年）、MicroCarb（フランス、2020 年）

の打ち上げが予定されている。日本は GOSAT を持ち基礎研究で世界の中心にいる。米国は

雲・エアロゾルの三次元情報が得られるレーザレーダ（LIDAR）を用いた大規模な基礎研究

を行い、衛星開発で培った技術を地上展開する企業が現れてきている。欧州は、EU が推進

する Copernicus 計画で衛星データの実利用を推進する応用研究が急速に進む。地球システ

ムモデル（ESM：Earth System Model）では、米国は航空宇宙局（NASA）や大気研究セ

ンター（NCAR）など多数の研究機関が基礎・応用研究に取り組み世界をリードしている。

欧州は 7 つの ESM 開発チームが EU のプロジェクト CRESCENDO に参加し、基礎・応用

研究ともに強い。日本はオリジナルのモデル開発を行い研究コミュニティーの能力は高い。 

気候変動影響予測・評価について、水循環では、米国は衛星情報を利用した全球スケール

のデータ構築などで圧倒的な力を持ち基礎研究が強い。欧州は全球水文モデル開発で多数の

有力なモデルを開発し世界をリードしている。自然災害では、米国は、米国版の IPCC 報告

書とも呼べるNational Climate Assessmentを出版しており基礎研究として高い水準を保っ

ている。応用研究は各州の基金で進められている。欧州は EU の Horizon2020 などの大型プ

ログラムにより EU 全体でのモデル開発が進み、基礎・応用研究ともに強い。自然生態系で

は、米国は、NEON や LTER など、温暖化と生態系の応答を長期的にモニタリングするプ

ログラムがあり財政基盤が確立している。データベースやモデリングでも世界をリードし基

礎研究が強い。欧州は研究の歴史が長く、EU の LIFE 気候行動プログラムの実施などで基

礎・応用研究で世界をリードする。農林水産業では、日本では米や果樹などの多くの品目、

米国では主要作物（トウモロコシ、大豆、コムギ）について、定量的な影響評価が行われ、

基礎研究が進展している。欧州では緩和・適応技術が進む。健康・都市生活では、米国がこ
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れまで考慮できなかった森林火災の影響定量化手法などの開発を進めるなど基礎研究が強い。

欧州は、新たな統計モデルの開発で世界をリードし、基礎・応用研究ともに強い。日本は、

基礎研究で熱関連死亡の全球定量化、ダウンスケーリング、シナリオ開発を進め、応用研究

では全球気候モデル、都市への精緻化、新たな健康影響予測（例えば河川洪水）などを進め、

欧米と肩を並べる。極地では、米国は、公開性の高い気象数値モデル（WRF：Weather 

Research & Forecasting Model）の国際共同開発・利用を推進し、基礎研究が強い。欧州は、

北極で EU プロジェクトによる研究遂行・ネットワーク化を高めており、同プロジェクトで

は、経済影響、経済の指導を含む活動も行い、基礎・応用研究ともに強い。日本は、多年の

研究の蓄積があり、北・南極に対し、氷床コア解析と合わせた気候モデル研究も国際的評価

が高く、AUV（Autonomous Underwater Vehicle、無人水中探査）の活用等新しい技術を検

討するなど基礎・応用研究ともに強い。 
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３.１.１ 気候変動予測 

 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 

気候変動予測とは、今後、大気中の温室効果ガスや微粒子（エアロゾル）の濃度などがど

のように変化するのか仮説を立て、コンピュータを用いて気候モデルにより計算し、気候変

動を予測することである。気候モデルは、基本的には物理法則によって構築され、観測デー

タを用いて検証される。 

ここでは、大気中の温室効果ガスや気候変動に関わる物質の観測データを得るための各種

プラットフォーム（地上、船舶、航空機など）での実測技術、衛星による温室効果ガス観測

技術やその他のグローバルなリモートセンシング技術、および、大気や海洋の物理だけでは

なく、エアロゾル、植生、海洋生態系などの要素も取り入れた地球システムモデル（ESM：

Earth System Model）を対象とする。また、ESM の構成要素としてエアロゾルの観測やモ

デルも取り上げる。 

 

 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の研究開発動向 

［意義］ 

地球温暖化、オゾン層破壊、砂漠化、海洋汚染、酸性雨など、地球規模もしくは広域規模

での環境問題が深刻化する中で、地球規模の中長期的な状態を精度良く予測する必要性が高

まっている。そして、将来の地球環境変化を考えると、気候変動に関わるものが大きく、こ

こ数十年から 100 年以内にはグローバルな影響が顕著になると見込まれ、予測技術の高精度

化が強く期待される。 

気候モデルを用いた気候変動予測は、予測作業そのものおよび予測結果の評価・検証の両

面において様々な観測データを必要とする。時空間的に均一かつ高品質な観測データは、よ

り高精度なモデル計算の初期または境界条件等に必須である。また、予測結果の妥当性を裏

付ける観測データの存在は、予測結果に基づく各種対策のコスト分担の社会的議論の前提と

もなる。中でも衛星観測は全球規模で時空間的に均一／高密度なデータの取得を行える唯一

の観測方法であるため、極めて重要である。 

海陸の炭素循環や、大気微量組成間の化学反応など、生物、化学的過程を含んだ気候モデ

ルが多数開発されてきており、それらの総称が地球システムモデル（ESM）である。地球温

暖化がもたらす環境変化の包括的な予測を行う際、炭素循環と気候変化の相互作用など、従

来の気候モデルには含まれていない過程を考慮することが要請される。 

実効性のある気候変動政策を推進するためには、政策立案のための現状把握、および対策

の効果の検証が不可欠である。さらに、気象災害低減の観点から、温室効果ガスや粒子状物

質（エアロゾル粒子）による気候変動および炭素循環を短期・中期・長期的に高精度で予測

するための技術の確立が求められている。 

 

［動向（歴史）］ 

 観測 

世界初の人工衛星は 1957 年に旧ソ連が打ち上げたスプートニク 1 号であるが、その後間
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もなく人工衛星の地球観測への利用が始まっている。世界初の気象衛星である米国 TIROS-1

（極軌道衛星）は 1960 年に打ち上げられた。また、米国の静止気象衛星シリーズである GOES

の 1 号機は 1975 年に、日本の静止気象衛星シリーズであるひまわりの 1 号機は 1977 年に打

ち上げられている。 

気象衛星による観測データは、当初は雲の分布の把握等に用いられていたが、やがて熱赤

外域のカメラによる海面温度／雲頂温度の観測が行われるようになった。さらに赤外域の高

波長分解能分光計／サウンダにより、気温等の鉛直分布の観測も行われるようになった。現

在では世界気象機関（WMO）を中心に各国の気象衛星のデータ共有／観測の継続性／校正

検証といった面での連係が測られている（1972 年設置の CGMS（Coordination Group for 

Meteorological Satellites）等）。 

災害予測等にも関係する降雨観測については、日米の共同ミッションである熱帯降雨観測

衛星（TRMM : Tropical Rainfall Measuring Mission、運用：1997〜2015 年）によって先

駆的な衛星観測が行われた。その後、全球降水観測計画（GPM : Global Precipitation 

Measurement、日本が開発した GPM コア衛星は 2014 年に打ち上げ済み）が国際共同事業

として実施されている。また、米国の GPS 衛星等からの電波の到達時間が大気中の水蒸気

等によって変わることを利用して全球の水蒸気量分布を求めることも行われ、すでに気象庁

による天気予報でも利用されている。 

1988 年の気候変動に関する政府間パネル（IPCC：Intergovernmental Panel on Climate 

Change）の設置以降注目を集め続けている地球温暖化については、その要因となる温室効果

ガスの濃度およびその時空間分布の把握が強く求められているが、十分な精度の観測を衛星

より行うことは技術的に困難であり、全球に 100〜200 カ所程度ある地上局による観測に強

く依存していた。主要な温室効果ガスである二酸化炭素とメタンについて対流圏下部まで感

度をもつ観測を行った世界初の衛星は、日本の環境省・宇宙航空研究開発機構・国立環境研

究所の共同ミッションである温室効果ガス観測技術衛星（いぶき、GOSAT : Greenhouse 

Gases Observing Satellite、2009 年打ち上げ）である。その後、2014 年には二酸化炭素の

みを観測する衛星 OCO-2（Orbital Carbon Observatory 2）を米国が打ち上げ、2016 年末

には中国が TanSat を打ち上げた。2017 年度には日本が GOSAT-2 を、2020 年にはフラン

スが MicroCarb を打ち上げる予定である。 

気象観測については世界気象機関（WMO）や各国の気象機関による観測が定常的に行わ

れている。特に大気観測については世界気象機関（WMO）の GAW（Global Atmosphere 

Watch）において、温室効果ガスについては気象庁の WDCGG（World Data Centre for 

Greenhouse Gases）にて取りまとめられている。 

大気中温室効果ガス濃度を大きく左右する陸域の炭素循環については、二酸化炭素等のフ

ラックス観測を行うタワーが世界各地に建設され、そのデータについては各種地域ネットワ

ーク（AsiaFlux 等）や全球ネットワーク（FLUXNET）での共有が始まっている。 

温室効果ガスとともに大気の放射強制力を大きく左右するエアロゾルについては、米国航

空宇宙局（NASA）主導の AERONET や日本が推進している SKYNET（千葉大学）、AD-NET

（国立環境研究所）等の地上観測ネットワークが活動している。 

 地球システムモデル（ESM） 

地球表層環境をシステムとして見る考え方の提唱者としては、1970 年代に地球環境の維持
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に生物圏が能動的役割を果たすとするガイア仮説を発表し論争を起こしたジェームズ・ラブ

ロック（英）とリン・マーギュリス（米）などをあげることができる。これらの業績を礎と

しながら、地球システム科学という術語を明示的に用い、その今日的な意味の輪郭を初めて

明確にしたのは、1988 年に米国宇宙航空局（NASA）諮問会議から提出された報告書 1)であ

ろう。この報告書では地球システム科学の目標を「地球システムの構成要素および要素間の

相互作用がどのように発展してきたか、どのように機能しているか、またあらゆる時間スケ

ールについて将来どのように発展していくか、を記述して、地球システム全体についての科

学的理解を得ること」と規定し、目標達成のための道具立てとして、全球規模観測や、観測

データおよび研究成果を効率的に配布するための情報ネットワーク 、モデリングの重要性を

指摘している。 

近年になって ESM が盛んに開発されるようになったきっかけは、炭素循環フィードバッ

クによる温暖化の加速の可能性が示されたことであろう 2)。多くの ESM が炭素循環フィー

ドバックは正の符号をもつ（すなわち温暖化の加速）を示しているが、最近では陸域植生の

活動が窒素量により制限されることを考慮すると、この符号が負にもなりうることが分かっ

てきた 3)。現在、多くの研究機関が ESM への窒素循環過程導入に取り組んでいる。 

2021 年の発行が想定されている IPCC 第 6 次評価報告書（AR6）へ向け、地球温暖化予測

に関する最新の知見を得るうえで重要な役割を果たす第 6 次結合モデル相互比較プロジェク

ト（CMIP6：Coupled Model Intercomparison Project Phase 6）の実験仕様においても、

ESM の使用が必須となる実験が設定されており 4)、CMIP6 参加機関の多くから ESM を用

いた実験結果が提出される見込みである。ESM を用いた実験では、森林伐採などの土地利用

変化が地球環境に与える影響の評価も可能となる設定になっており 5)、温室効果ガスの放出

に限らず人間活動の影響を総合的に解析できるようになってきている。このことは、従来の

大気海洋結合大循環モデル（AOGCM：Atmosphere-Ocean General Circulation Model）と

大きく異なる点といえよう。 

粒子状物質（エアロゾル粒子）は、大気汚染物質であるという認識が一般的である。第二

次世界大戦直後から、ロンドン・スモッグやヨーロッパでの越境汚染など、先進国での大気

汚染は健康被害や環境被害などをもたらす社会問題となった。日本においても、高度経済成

長期に大規模な工業地域や都市部で大気汚染は深刻であり、四大公害病の一つである四日市

ぜんそくは、二酸化硫黄や、それが酸化して生成される主要エアロゾルの一つである硫酸塩

エアロゾルが引き起こす疾患であった。 

エアロゾルが引き起こす気候変動については、研究者の間では昔から認識されていた。エ

アロゾルによって地上に届く太陽光が減衰することを最初に示唆した人物は、ベンジャミ

ン・フランクリンであると言われている 6)。フランクリンは、1783〜1784 年の厳冬の理由と

して、エアロゾルの効果を想定した。また、1980 年代には、核兵器の使用による爆発や火災

に伴ってエアロゾルが大量発生することにより、「核の冬（Nuclear winter）」と呼ばれる寒

冷化が起こると考えられた。 

エアロゾルの気候変動を定量的に評価するためには、まず大気中のエアロゾルの地球規模

での分布を把握する必要がある。エアロゾルは発生源付近に偏在している傾向があり、かつ、

発生源自体が時空間変動する場合もあるため、地上での限られた地点での観測だけでは、地

球規模での把握は困難であった。1990 年代に入り、人工衛星に搭載されている受動型センサ
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で得られたデータを解析することにより、連続的な時空間分布の把握が可能となった。同じ

く 1990 年代には、組成ごとのエアロゾルの発生・輸送・沈着過程を地球規模で計算する数

値モデルの開発が進められた 7)-9)。これら数値モデルは、エアロゾルの全球分布の把握には

大きく貢献したものの、実際の大気中には様々な組成のエアロゾルが混在しているため、人

工衛星のデータと直接比較したり、エアロゾルによる気候変動を定量的に評価したりする用

途には利用できなかった。 

その欠点を克服する形で、2000 年代になり、大気中の主要エアロゾルを同時に取り扱う数

値モデルが開発された。その中でも、東京大学気候システム研究センター（CCSR、現在：

東京大学大気海洋研究所）の研究グループが開発した数値モデル SPRINTARS は、世界に先

駆けて開発された 10)。こうした数値モデルが気候モデルの大気放射（エネルギー収支）過程

や雲・降水過程と相互作用することにより、エアロゾルによる気候変動の定量的評価が可能

となった。 

 

 

（３）注目動向 

［新たな技術動向］ 

 観測 

• 温室効果ガス観測 

地球温暖化の主要原因物質である温室効果ガスについては、その濃度およびその時空間分

布の把握が強く求められているが、十分な精度の観測を衛星より行うことは技術的に困難で

あった。しかし 2009 年打ち上げの GOSAT、2014 年打ち上げの OCO-2 により、二酸化炭

素およびメタンのカラム平均濃度について衛星観測の有用性が初めて実証され、日米以外で

も温室効果ガス観測衛星が提案されるようになった。 

衛星からの温室効果ガスのカラム平均濃度観測手法は、地表面で反射された太陽光を観測

する分光計測、または、対象ガスの吸収線近傍の波長のレーザを使う能動型計測に大別され

る。GOSAT、OCO-2 ともに前者に分類されるが、GOSAT はフーリエ変換分光計とポイン

ティングミラーの組み合わせ、OCO-2 は回折格子を用いた画像分光計と衛星本体のポインテ

ィングの組み合わせとなっている。これに対し欧州のグループは回折格子を用いながら観測

幅を広げた方式を提案している。後者については日米欧で活発に研究または航空機を用いた

実証実験が進められているが、衛生計画として承認／予算措置されたものはない。 

• 雲・エアロゾル観測 

温室効果ガスとともに大気の放射強制力を大きく左右する雲やエアロゾルの衛星観測につ

いては、広刈り幅光学イメージャが長く用いられてきたが、雲・エアロゾルの三次元情報や

粒径情報をより直接的に得られるレーザレーダ（LIDAR）の利用の検討が進められてきた。

2015 年には米国航空宇宙局（NASA）が開発した CATS（Cloud-Aerosol Transport System）

が国際宇宙ステーション（ISS）に取付けられた。同機器は 3 波長（355 nm、532 nm、1064 

nm）のライダを搭載している。さらに現在日本と欧州宇宙機関（ESA）で EarthCARE 衛

星を、2018 年の打ち上げを目指して共同開発中である。同衛星には大気ライダ（ATLID：

Atmospheric Lidar、レーザの波長は 355 nm）が搭載される。 



研究開発の俯瞰報告書 

環境分野（2017年） 

 

 

 
CRDS-FY2016-FR-03 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

111 

俯
瞰
区
分
と
研
究
開
発
領
域 

• センサネットワーク 

センサネットワークは、基本的に安価・小型・軽量の in-situ 型の各種環境／気象センサと

無線通信機能から構成される。AMeDAS 等のすでに実用化されている類似のシステムもある

が、最近では民間を含めて多数の事例がある 11)-14)。 

• ドローン 

ドローン（UAV：Unmanned aerial vehicle）は無人で飛行する機械の総称であるが、昨

今のモータ等の部品技術、安定した飛行を行うための制御技術、位置と姿勢を把握する測位

技術（衛星測位（GNSS：Global Navigation Satellite System）を含む）等の長足の進歩に

より、その利用範囲が急速に広がっている。特に気象・気候分野ではドローンを用いた高層・

低層気象観測実験や気象観測に活用されている 15)-18)。 

 ESM 

従来別々の分野で開発されてきた陸域生態系モデル、大気化学モデルをサブモデルとして

ESM で統合し、両サブモデル間での物質のやり取りを扱う必要がある。こうした多数のサブ

モデルの結合を促進するため、カプラーと呼ばれるソフトウェアの開発も盛んになってきて

いる 19)-21)。 

エアロゾルに関連して、研究ツールとして最近実用的となってきたのが、地球規模の雲解

像モデルである。これは、1 つ 1 つの雲を陽に表現できる細かい時空間分解能によりシミュ

レートする数値モデルであり、その代表例として、国際的に評価されている日本のモデル

NICAM（Nonhydrostatic ICosahedral Atmospheric Model）がある。NICAM には、前述

のエアロゾルモデル SPRINTARS が組み込まれており、スーパーコンピュータ「京」を用い

て、すでに地球全体を 3.5km 格子にしたエアロゾル分布のシミュレーションには成功してい

る 22)。 

また、より日常生活に貢献可能な技術開発として、エアロゾルの濃度分布シミュレーショ

ンに適用するデータ同化システムの開発があげられる。データ同化とは、数値モデルによる

シミュレーションにおいて観測データを直接利用することであり、気象庁において、日々の

天気予報には以前から導入されている。その中で、2015 年に運用を開始した気象衛星ひまわ

り 8 号により、10 分間隔でのエアロゾル分布の把握が可能となった。このことは、例えば、

PM2.5 や黄砂の越境飛来の様子を詳細に把握できるようになったことを意味している。 

 

［注目すべき国内外のプロジェクト］ 

 観測 

• 宇宙基本計画に関係する国内関係者の活動 

今後の宇宙開発体制のあり方に関するタスクフォース会合リモートセンシング分科会（23

学会参加）の地球科学研究高度化ワーキンググループが 2016 年に取りまとめた報告書「地

球観測の将来構想に関わる世界動向の分析」23)は、地球科学に関する分野ごとに今後必要と

なる衛星観測についてまとめた包括的な報告書であり、今後の日本の地球観測衛星の長期計

画を考える上で一つのベースラインとなる文書である。 

• 欧州の Copernicus 計画（旧 GMES 計画） 

欧州委員会が推進している地球観測計画である Copernicus 計画は、衛星・航空機・船舶・

地上局等の様々なソースからの地球観測データを収集し、環境および安全保障に関係する各
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種サービスを通してユーザに信頼出来る最新の情報を提供することを目的とする。特にその

Space Component では欧州宇宙機関（ESA）と EUMETSAT（European Organisation for 

the Exploitation of Meteorological Satellites）を通して様々な地球観測を行う Sentinel 1〜

6 という 6 種類の衛星またはセンサが運用される（1A、1B、2A、3A は打ち上げ済み）。加

えて Contributing missions として ESA、EUMETSAT、これらの機関の加盟国、その他の

欧州諸国の衛星や国際サードパーティミッション等とも連係し、それらのデータを

Copernicus の枠組みで利用可能とする。 

• IG3IS 

世界気象機関（WMO）では IG3IS（Integrated Global Greenhouse Gas Information 

System）という温室効果ガス情報システムのプロジェクトを開始している。IG3IS は気候変

動枠組条約 COP21 後の各国の行動を支援するもので、ローカル、リージョナル、国、全球

レベルの空間スケールを対象とし、大気組成計測とインベントリ（排出目録）／社会経済活

動データを統合する。IG3IS に関する今後の予定は以下の通りである。 

‒ 2016 年秋 IG3IS の目的とスコープの確定 

‒ 2017 年春 IG3IS プログラムロードマップの完成 

‒ 2017 年夏 IG3IS ロードマップの関係者（Stakeholders と Sponsors）による 

レビュー 

 ESM 

日本では、海洋研究開発機構等が参加する文部科学省の「気候変動リスク情報創生プログ

ラム」（以下「創生プログラム」）や気象研究所で ESM が開発されており、ESM から得られ

る知見を、今後の温暖化抑制のための社会経済シナリオ立案に活用する研究などが進んでい

る。欧米でも主要研究機関は ESM 開発に取り組んでいるが、EU のプロジェクト

CRESCENDOは、英国気象庁ハドレーセンター、独マックスプランク研究所など7つのESM

開発チームが参加する大規模なプロジェクトであり、ESM の開発・検証や温暖化緩和政策立

案への有効活用を目指している。 

世界気候研究計画（WCRP）が推進する「第 6 次結合モデル相互比較プロジェクト」

（CMIP6）24)は、国際的な研究協力を促す重要な枠組みとなっている。 

世界の各研究機関でエアロゾルモデルを開発している研究者有志により、エアロゾルモデ

ル相互比較プロジェクト AeroCom が 2002 年に設立された。このプロジェクトは、IPCC 第

4 次および第 5 次評価報告書におけるエアロゾル関連の評価で主要な役割を果たしており、

現在も高い活動度を維持している。その他、エアロゾルや大気微量気体の気候影響をより統

合的に評価することを目的とした AerChemMIP、エアロゾルなどが降水量にもたらす影響

を評価する PDRMIP といったモデル相互比較プロジェクトも近年立ち上げられ、活動を開

始している。 

環境研究総合推進費戦略的研究開発領域 S-12（2014〜2018 年度）では、エアロゾルや大

気微量気体である短寿命気候汚染物質（SLCP：Short-Lived Climate Pollutants）に関する

研究が進められている。これは、大気化学輸送モデルと逆推計手法を用いた SLCP 排出イン

ベントリの高度化、統合評価モデル（AIM：Asian-Pacific Integrated Model）における SLCP

過程の高度化、気候モデルによる影響評価を行い、最適な SLCP 削減パスの探査を行うもの

である。 
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（４）科学技術的課題 

［課題（ボトルネック）］ 

 観測 

• 衛星からの温室効果ガス濃度観測 

GOSAT で用いられているフーリエ変換分光計は、瞬時視野が大きく雲の混入率が高いた

め、OCO-2 等の回折格子型機器と比べ最終的な気体濃度データ数が大幅に少なくなる。その

一方で回折格子型機器では観測波長範囲が狭いため、複数の温室効果ガス等の濃度を同時に

計測することは難しい。 

また、GOSAT、OCO-2 のような太陽光を使う観測の場合、太陽高度が低くなる冬期や夜

間の観測が出来ないが、レーザを使った計測（差分吸収ライダ等）ではこれらの問題点を回

避出来る可能性がある。その一方でライダでは長期間に渡る運用可能性にいまだ課題がある

（レーザ光源の寿命の問題等）。 

• 衛星ライダによるエアロゾル観測 

衛星ライダによるエアロゾル観測については、すでに CALIOP（Cloud-Aerosol LIdar with 

Orthogonal Polarization）、CATS が運用され、ATLID の開発が進められている。しかし

CALIOP はすでに寿命を越えており、CATS は ISS 搭載のため観測緯度範囲が限定されてい

る一方、ATLID は運用期間が 3 年と短い。このため ATLID 以降の衛星ライダ計画に着手す

ることが求められているが、高コストのライダ開発、長期間に渡るライダ運用可能性の問題

がある。 

 ESM 

観測データの不足のため、ESM の開発過程において十分な検証ができず、結果として異な

る ESM 間でのシミュレーション結果の差が大きくなってしまう。こうした ESM 間の相違

が、シミュレーション結果を比較して議論する際の障壁になっている。 

しかし、仮に十分な観測データがそろったとしても、生物活動に関する数式を多数含む

ESM では、含まれるパラメータの値の不確実性が大きく、その調整には膨大な手間と時間が

かかることになる。パラメータ調整の際には、パラメータの値を少しずつ変えて多数の数値

実験を行ったり、あるいはデータ同化などの応用数学的手法を用いたりして観測データと矛

盾しない結果をもたらすパラメータセットを探索することになるが、いずれの場合も膨大な

計算機資源が必要となり、例えば、前述の地球全体を 3.5km 格子にしたエアロゾル分布のシ

ミュレーションは、「京」を用いても約 1 年分の計算をするだけでも困難な状況であり、今日

のスーパーコンピュータでも十分とはいえない。 

また技術的には、多数の変数からなる膨大な ESM 出力データを保管・配信し解析したり、

多くのサブモデルを結合して ESM を開発する際の作業を支援したりするシステムが研究効

率の向上のため必須であり、欧米では OASIS19)20)、 ESMF21)などといったプロジェクトで、

情報技術者と気候学者との連携によりそうしたシステムの開発が進展している。 

 

［今後取組むべき研究テーマ］ 

 観測 

• 衛星関係 

‒ 温室効果ガス観測用フーリエ変換分光計の感度向上（露光時間短縮）、複数素子の利
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用、広範囲（数百 km 四方）を対象とした雲回避観測技術等によるデータ数増加 

‒ 温室効果ガス観測用回折格子分光計の小型化、広刈り幅化、複数気体種対応 

‒ 温室効果ガス観測またはエアロゾルレーザ計測に用いるレーザや光学部品等の長寿命

化 

‒ 宇宙用ライダの低コスト化 

• ドローン関係 

ドローンについては活発な技術開発／実証実験が進められているが、安全上の不安から各

種規制も進みつつある。今後ドローン利用を推進するためには、前提となる安全確保技術の

確立が求められる。特に気象分野では大気の鉛直プロファイル観測のために必要な安全確保

技術に関する研究が望まれる。 

 ESM 

2013 年に発行された IPCC WG1 の第 5 次評価報告書（AR5）25)は、人為起源二酸化炭素

排出の累積量と温暖化による気温上昇がよい比例関係にあることを示した。この比例関係の

傾きは「炭素排出に対する気候過渡応答」（TCRE：Transient Climate Response to cu-

mulative carbon Emission） とよばれ、人間が二酸化炭素を排出した時の地球の温まりやす

さを示している。TCRE の平均的な値は、約 400PgC（1PgC＝炭素 10 億 t）の炭素を排出

すると 1℃の昇温がもたらされることを示しているが、不確実性も大きく、温暖化抑制策立

案に資するためには TCRE の評価精度を高めていく必要がある。その際には、前述した窒素

循環と炭素循環の相互作用の ESM への導入も重要なステップとなろう。国際的な研究協力

体制を構築し、non-CO2 GHGs やエアロゾルの効果も考慮したうえで、TCRE の最尤値の同

定や不確実性の逓減を図ることが急務である。 

ESM を通した温暖化抑制策立案への貢献という観点では、土地利用変化も ESM で取り扱

うべき重要なテーマとなろう。バイオエネルギー生産のための農地拡大の気候影響や、森林

伐採による二酸化炭素放出への炭素税課税の効果など、温暖化抑制策の導入に際する社会経

済と地球環境の相互作用の評価を進める必要がある。また海洋についても、酸性化や貧酸素

化の水産業への影響など、従来の気候モデルでは取り扱いが困難な問題も顕在化してきてい

るため、高度な海洋生態系モデルを組み込んだ ESM を開発しこれらの予測を行うことが重

要な課題となっている。 

環境研究総合推進費戦略的研究開発領域 S-12 で実施しているような、SLCP が引き起こす

気温変化や降水量変化などの具体的な気候変化の定量的評価を気候モデルを用いて行うこと

が必要である。国際的なモデル相互比較プロジェクトにおいて、他機関の同様な気候モデル

によるシミュレーション結果を比較することにより、SLCP の気候影響の best estimate お

よび不確実性の幅の把握を進めなければならない。 

 

 

（５）政策的課題 

 観測 

• 衛星開発・運用経費の省庁間分担 

地球観測衛星については技術開発を完全に民間／商用ベースにすることは難しく、技術開

発に関する国の長期計画およびコスト負担の検討が必要である。一方、民間が地球観測衛星
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を長期的に運用するためには、他国の例でも明らかなように、国としての「長期契約によっ

て作り出された安定需要（アンカーテナンシー）」が望まれる。今後は技術開発省庁による長

期的な技術開発計画／予算および利用省庁によるアンカーテナンシーにかかる計画／予算を、

宇宙関連計画／予算として有機的に取りまとめることが期待される。さらにアンカーテナン

シーについては単一省庁では規模／期間的に不十分であると考えられるため、各省庁の案件

を国として集約し、民間に示すことが要請される。 

• ドローン利用に対する法規制等の緩和 

ドローンの利用を進めるためには、安全を確保した上で、飛行場所や飛行高度、飛行時間、

目視外飛行等の規制 26)を緩和することが要請される。 

 ESM 

ESM を用いた地球環境変化予測研究は、温暖化問題に関する国際交渉の場で日本が存在感

を示し公正な判断を下すための情報基盤となるため、政策課題として戦略的に推進すること

が重要である。その際には、海外に比べ立ち遅れの目立つ、モデル開発やデータ配信・処理

のためのシステム開発 19)-21),27)も含めた振興が肝要である。 

 

 

（６）キーワード 

温室効果ガス観測、エアロゾル観測、ライダ、センサネットワーク、ドローン、地球温暖化、

スーパーコンピュータ、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）、気候変動枠組条約

（UNFCCC）、パリ協定、古気候、生態系、緩和抑制策、大気汚染、エアロゾル、微量気体、

短寿命気候汚染物質（SLCP）、気候モデル、地球システムモデル、雲解像モデル、データ同

化、Climate and Clean Air Coalition （CCAC） 

 

 

（７）国際比較 

 観測 

国・ 

地域 
フェーズ 現状 

トレ

ンド 
各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ ↗ 

 温室効果ガス観測衛星についてはそのシリーズ化を受けて世界の中心と
なっている。エアロゾル観測については独自衛星（GCOM-C1）のほか
に欧州との共同プロジェクト（EarthCARE）が進行中である。ただし
衛星用観測機器の国内開発に十分なリソースをさけていない面がある
（GOSAT−2 の分光計は海外製品）。 

応用研究・

開発 
○ → 

 ひまわり 8 号や世界の雨分布速報（GSMaP）の利用拡大に向けた活動
が行われている。 

米国 

基礎研究 ◎ ↗ 

 国として、戦略的／長期的な視点に基づいて、競争的環境の中で様々な
基礎研究を進めている。特にライダを用いた温室効果ガス観測の基礎研
究を大規模かつ継続的に続けている。さらに今後の衛星開発の長期計画
策定作業も開始されている。28) 

応用研究・

開発 
◎ → 

 基盤的な広域衛星観測を行ってきたAVHRRやMODISの運用を継続し
つつ、その後継センサ（VIIRS）への移行も国として着実に進めており
（Suomi NPP, JPSS-1, JPSS-2）、データ利用の基盤が十分に整備され
ている。また衛星向け開発で培った技術の地上利用展開を行う企業もあ
る 29)。 
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欧州 

基礎研究 ○ → 
 Copernicus 計画への重点化のせいもあり、基礎研究の比重がやや低下／
小規模化しているように見受けられる。 

応用研究・

開発 
◎ ↗ 

 Copernicus 計画を中心として衛星およびその他の地球観測データの定
常的な供給を担保し、衛星データの応用、実利用を推進する体制が急速
に整備されている。他機関、海外の衛星データを Copernicus に取り込
むスキームも構築されつつある。 

中国 

基礎研究 ○ ↗ 

 温室効果ガス観測を含む数多くの地球観測衛星が打ち上げられ／計画さ
れている 30)。ただし、成果は外部からは非常に見えにくい。また地上観
測データの中には国外持ち出しが困難なものもある。 

応用研究・

開発 
△ → 

 衛星そのものは外交ツール的に利用されているが、取得された衛星デー
タの公開は遅く、その活用状況も現状目立たない。 

韓国 

基礎研究 ○ → 

 海色に重点を置いた静止衛星 COMS は独創的であったが、ひまわり 8

号の運用開始により、その優位性はやや落ちている。また COMS は欧
州の企業が開発したものである。 

応用研究・

開発 
△ ↗ 

 静止衛星 COMS については後継機（GEO-KOMPSAT-2A, B）の開発も
進んでいることもあり、今後データ利用を強く推進することが予想され
る。 

 

 ESM（エアロゾルのモデルを含む） 

国・ 

地域 
フェーズ 現状 

トレ

ンド 
各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ → 

 気象庁気象研究所、海洋研究開発機構などで ESM 開発が取り組まれて
いる。いずれの機関でもオリジナルのモデルを開発しており研究コミュ
ニティーの潜在能力は高い。創生プログラムなどで資金が拠出されてい
る。 

 【エアロゾル】先人による数多くの顕著な業績のために質が維持されて
いるが、当該分野の研究者の減少や地球科学研究専用の航空機がない 31)

ことなどから、今後は下降する懸念がある。 

応用研究・

開発 
○ → 

 社会経済分野で温暖化緩和抑制シナリオの開発に取り組む研究者と、気
候科学者との連携が盛んになってきており、ESM の成果を緩和抑制策
立案に活用する素地ができつつある。基礎研究と同様、創生プログラム
などで資金が拠出されている。 

 【エアロゾル】気象・気候モデルの開発や改良、およびそれらを使用す
るための実用的なスーパーコンピュータの導入は着実に進歩している。
IPCC 評価報告書に引用される論文は着実に増加している 32)。 

米国 

基礎研究 ◎ → 

 地球流体力学研究所、大気研究センター（NCAR）、オークリッジ国立
研究所、航空宇宙極（NASA）など多数の研究機関が ESM 開発に取り
組んでいる。 

 【エアロゾル】海洋大気局（NOAA）・NASA・大学などによる研究体制
が確立されている。人工衛星・航空機・地上からの観測が充実している
ため、基盤的な研究成果が得られやすい環境にある。 

応用研究・

開発 
◎ ↗ 

 NCAR には社会経済シナリオ開発部門が設置され、気候科学の成果を取
り入れた温暖化抑制シナリオ開発に取り組むなど、ESM による成果の
政策立案への応用が進展している。モデル開発やデータ配信・処理のた
めのシステム開発も盛んである 21)27)。 

 【エアロゾル】気候モデルの質は高いレベルにあるものの、近年は大き
な進展が見られない。IPCC 評価報告書における気候変動予測の材料と
なる主要成果を拠出する地位は維持している。 

欧州 基礎研究 ◎ → 

 英国気象庁ハドレーセンターなどが早くから ESM 開発を手掛けており
2)、国際的な研究コミュニティーにおいても牽引役となっている。EU
プロジェクトCRESCENDO には 7つのESM開発チームが参加してお
り、欧州全体での層は厚い。 

 【エアロゾル】非常にレベルの高い基礎研究が維持されている。特に大
気汚染物質と気候変動の関係性については、英国・ドイツ・ノルウェー・
スイス・フランスの研究機関や大学で顕著な業績があげられている。 
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応用研究・

開発 
◎ ↗ 

 上記 CRESCENDO では社会経済シナリオ開発と ESM との連携も重要
な課題となっている。次期 IPCC 報告書で社会経済シナリオに関する部
分を担う国際プロジェクト ScenarioMIP33)においても、米国と並び欧
州出身の研究者が多数主導的立場で活動している。モデル開発やデー
タ配信・処理のためのシステム開発も盛んである 19)20)27)。 

 【エアロゾル】基礎研究の成果を活用した気候モデルの改良を着実に進
めている。英国気象庁ハドレーセンターや独マックスプランク気象研究
所など、気候変動予測の中心となる研究機関が複数存在し、それぞれが
質の高い研究を実施している。 

中国 

基礎研究 △ ↗ 

 現在、大気物理研究所、第一海洋研究所など中国内で 7 つの研究グルー
プが ESM 開発に取り組んでいる 34)。海外で開発されたモデルをベース
に開発を行っているケースも多いが、オリジナルに開発を進めているグ
ループもある。国家的に気候科学分野のテコ入れを図っており、今後顕
著な発展を見せる可能性がある。 

 【エアロゾル】自ら測器や数値モデルを開発して研究を行うレベルに達
していない。基本的に米国・欧州・日本のこれまでの研究成果を活用し
た研究が実施されている段階である。 

応用研究・

開発 
△ ↗ 

 次期 IPCC 報告書での温暖化予測プロジェクト（CMIP6）には多数の
ESM が参加することが予想される。一方で、ESM による成果を緩和抑
制策立案に活用するという動きには乏しい。 

 【エアロゾル】後発ながら気候モデルを開発し、その研究成果が IPCC
評価報告書へ引用されるまでに成長してきた。自国の問題である大気環
境の改善と関係する分野であるため、今後の進展が見込まれる。 

韓国 

基礎研究 △ → 

 韓国気象庁（KMA）では、英国気象庁ハドレーセンターが開発した気
候モデルをベースに ESM 開発を進める方針になっており、自国で ESM
開発に取り組むには国内基盤をいっそう強化する必要がある。 

 【エアロゾル】国際的に顕著な研究成果をあまりあげていない。日本と
比較して博士課程に進学する学生の比率が高いため、今後レベルが底上
げされるポテンシャルはある。 

応用研究・

開発 
△ → 

 次期 IPCC 報告書での温暖化予測についても、英国気象庁ハドレーセン
ターとの協力のもと推進する方針である。韓国独自の観点で ESM の成
果を政策立案に活用するのは困難な状況であろう。 

 【エアロゾル】気候変動予測に参画しているグループがない。独自の全
球気象モデルを構築するための研究所を 2011 年に設立したり、静止気
象衛星による大気汚染物質の観測計画を米国とともに進めていたりす
るなど、今後の進展は期待される。 

（註1）フェーズ 

基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

 

（註2）現状 ※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価である。 

◎ 特に顕著な活動・成果が見えている、 ○ 顕著な活動・成果が見えている 

△ 顕著な活動・成果が見えていない、 × 活動・成果がほとんど見えていない 

 

（註3）トレンド 

↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.１.２ 気候変動影響予測・評価 

 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 

気候変動影響予測・評価とは、気候変動予測モデルで得た情報に基づき気候変動による影

響を予測し、その結果に基づいてリスク評価する手法である。影響予測はモデルを用いて行

い、リスク評価は、モデルによる計算結果を比較解析にて行う。 

ここでは、水循環、自然災害、自然生態系、農林業、健康・都市生活、極地（北極、南極）

を対象とする。 

 

 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の研究開発動向 

［意義］ 

気候変動の影響は、日本でもすでに現れ始めており、今後、様々な分野で拡大するとみら

れている。気候変動の影響評価では、地域ごとの影響の違いを考慮できる詳細な気候変動予

測や、複数のモデルに基づき、不確実性を確率的に評価する予測が求められる。 

しかし、影響予測には様々な不確実性があり、気候変動のもたらすリスクを把握するため

には、これらの不確実性を含めて、起こりうる影響を予測することが不可欠である。また、

現在起こりつつある影響や将来の影響に対しては、予防的な対応という考え方が重要であり、

そうした予防策の立案のためには、リスクの高い事柄について、あらかじめ把握し、考慮し

ておくことが不可欠である。 

 

 水循環 

地上に降った雨や雪が土壌など地表に浸透・滞留し、蒸発散や流出を経て、再び大気に戻

っていくまでのプロセスを水文過程と呼ぶ。温暖化の進行による降水パターンの変化が顕在

化する中、人口の増加や経済の発展により世界的に水利用は依然として増加しており、人間

にとって不可欠な水資源が将来持続的に得られるか総合的なシナリオ分析を実施することが

要請されている。こうした背景から、人間活動を含む全球水文モデル、およびそれを用いた

シミュレーションの重要性が地球科学および地球環境学の両面から強く認識されるようにな

った。 

 自然災害 

2013 年から 2014 年にかけて発表された IPCC（気候変動に関する政府間パネル）の第 5

次評価報告書（AR5）では、熱波、干ばつ、洪水、（熱帯および温帯）低気圧、高潮など人間

社会に大きく影響する極端現象（10 年に一度発生する現象）の頻度が、人間活動の寄与によ

っていずれも増大していること、またそれらの極端現象の変化に対して現在の一部の生態

系、及び多くの人間社会のシステムは深刻な脆弱性も持つこと、曝露していることを指摘し

ている。そのような極端現象の変化を伴う気候の変動に対して適応（adaptation）した社会

を構築するため、正確かつ迅速にそれらの影響を推計評価することが求められている。 

 自然生態系 

生物種の絶滅や分布域の縮小、生態系の変貌には、これまでの土地利用の影響など、他の

要因も強く作用してきたことを考慮する必要があり、気候変動の寄与がどの程度であるかを
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特定することは難しい。また、生物種は温暖化に対する適応能力、移動分散能力に差がある

ため、植物と花粉を運ぶ昆虫など、生態系の中でこれまで成り立っていた共生関係が崩れた

りする可能性がある。さらに、害虫や疫病を媒介する動物なども、これまで問題がなかった

地域まで分布域を拡大させる可能性があり、注意を要する。 

 農林業 

気候変動による影響のなかでも、生態系を基盤とする農林業には極めて大きな影響が予測

され、世界的な食料安全保障の低下が危惧されている。IPCC AR5 では、特に、気温上昇、

干ばつ、洪水、降水量の変動や極端な降水により、特に貧しい人々の食料安全保障が脅かさ

れるとともに、食料システムが崩壊するリスクが指摘されている。また、農業と森林を含む

土地利用分野からの温室効果ガス排出に対しても、化石燃料使用にともなう二酸化炭素排出

とともに、その削減が求められている。 

 健康・都市生活 

健康分野では、熱ストレスによる死亡者数、下痢性疾患、洪水による死亡者数の増加や、

感染症を媒介する生物の生息可能域の拡大などによる死亡の増加が予測されている 1)。健康

影響（例えば熱ストレスによる死亡やマラリアやデング熱）のリスク予測モデルの不確実性

や限界も明示した上で、起こりうる影響を予測することが不可欠である。 

都市生活分野では、特にヒートアイランド現象による熱ストレス影響の悪化が懸念される

ほか、短時間強雨や渇水の頻度の増加、強い台風の増加などがあり、インフラ・ライフライ

ンへ被害を及ぼす可能性がある。特に、途上国の貧困な都市は、脆弱で、人口も大きく、大

きなリスクを負っていると考えられる（IPCC AR5）。ヒートアイランドの評価のために地域

ごとの影響の違いを考慮できる詳細な気候変動予測が必要である。 

 極地 

北極では急速な温暖化と海氷減少が進行しており、海岸浸食や海洋生態系の変化が危惧さ

れるほか、日本を含む中緯度の気象へも影響を与えていることが判明しつつある。一方南極

では温暖化の影響は地域によって差があるが、氷床の変動は海水準や海洋深層循環へのイン

パクトが大きく、全地球的な影響をもつ。 

 

［動向（歴史）］ 

 水循環 

人間活動を含む全球水文モデルが最初に報告されたのは約 20 年前である 2)。以降、農業

用水および工業・生活用水の推定 3)4)、ダムの貯水と放流 5)6)、表層水および地下水からの取

水 7)-9)と、人間活動のモデルは追加されていった。世界の先進国では、人間活動を含む全球

水文モデルが現在も精力的に開発・改良されている。現時点で約 15 の有力なモデルがある

が、主要な人間要素がすべて含まれ、かつ当該分野をリードしているモデルは WaterGAP（フ

ランクフルト大学・カッセル大学・ボン大学、以上すべてドイツ）、PCR-GLOBWB（ユト

レヒト大学、オランダ）、LPJmL（ポツダム気候影響研究所、ドイツ）、H08（国立環境研究

所・東京工業大学・東京大学、日本）の 4 つである。 

 自然災害 

IPCCでは 1990年に発刊した第 1次報告書より一貫して気候変動の影響評価を主題のひと

つとしている。日本では、文部科学省主導の 21 世紀気候変動予測革新プログラム（2007〜
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2011 年度；以降革新プロ）・気候変動適応研究推進プログラム（2012〜2014 年度）・気候変

動リスク情報創生プログラム（2012〜2016 年度；以降創生プロ）、および環境省主導の気候

シナリオ「実感」プロジェクト（2007〜2011 年度；以降 S5）、温暖化影響評価・適応政策

に関する総合的研究（2010〜2014 年度；以降 S8）、地球規模の気候変動リスク管理戦略の

構築に関する総合的研究（2012〜2016 年度；以降 S10）において、IPCC 第 5 次評価報告書

のうちの気候変動影響評価の内容に大いに貢献する研究およびモデル開発が行われた。 

ISI-MIP（The Inter-Sectoral Impact Model Intercomparison Project；セクター別の気候

変動影響評価プロジェクト）は、2012 年より本格始動した国際プロジェクトであり、水（水

資源・水災害）、陸域生態系、植物生理、農業経済、健康（マラリア）という 5 つのセクター

において、異なる手法（モデル）による気候変動影響評価を相互比較する。その中の「水」

において、上記の水循環や干ばつ、洪水の将来推計に関する解析がなされている。 

CORDEX（Coordinated Regional Climate Downscaling Experiment；統合地域ダウンス

ケーリング計画）とは、世界気候研究計画（WCRP）が主導する、全球気候モデルの将来推

計結果を時空間的により詳細な情報にダウンスケールする研究計画であり、幾つかの地域に

分かれてそれぞれ領域版気候モデル（RCM）を使ったダウンスケーリングを行っている（日

本域は東アジア版 CORDEX−EA に含まれる）。 

 自然生態系 

1990 年代頃まで、生物学者は地球温暖化が生物に与える影響について懐疑的であった。温

暖化が生物に与える影響が顕在化するのはまだ先のことであり、現状は人間による流域土地

開発や富栄養化の影響の方が強く、二酸化炭素増加については植物生理に及ぼす直接的影響

に注目してきた。2000 年に入り、1700 種に及ぶ地球規模のメタ解析を実施した研究が発表

され、平均して 10 年間に 6.1km 極地方向に分布域が変化し、開花や繁殖などの春季イベン

トが 10 年間で 2.3 日早くなっていることが明らかになった 10)。これ以降 21 世紀に入り、長

期的な観測データをもとに多くの研究が実施され、温暖化の影響はすでに生物種や生態系に

影響を与えていることが明らかになった。現在では、分布域、フェノロジー、そして体サイ

ズの変化の 3 点が地球温暖化への生物の主要な応答として考えられている。 

これまでの研究の多くは、長期間の生態観測から得られた長期データを解析し、温暖化が

生物種や生態系にどのような影響を及ぼしてきたかを明らかにしてきた。一方で、国際社会

は温暖化の適応策を検討しなければならない段階に入り、将来予測に関心が向けられてきた。

将来予測は当初、気温や標高などの環境変量を用いた種分布モデル（SDM：Species Dis-

tribution Model）を用いて実施されてきた。例えば GCM（Global Climate Model）や RCM

（Regional Climate Model）によって得られた温暖化予測値を利用し、それを SDM に当ては

めて温暖化に伴う種の分布域を推定した。しかし、こうした SDM を使ったモデルは、その

環境条件において個体群が平衡状態にあることが仮定され、さらに生物の移動や分散のプロ

セスが明確にされていないなどの問題を含んでおり、近年のモニタリングデータと対象種の

予測分布が合わないケースが報告されている。そうした問題を背景に、SDM ではなく生活

史や個体群変動、移動分散を考えたプロセスモデルが検討されるようになってきた 11)。 

それらのモデルを動かすためには多くの生物、生態系パラメータ、分散障壁等の入力を必

要とする。残念ながら現状の蓄積データからはこれらのパラメータを正確に推定することが

できないことが多く、仮の値を当てはめている場合が多い。したがって、SDM とプロセス
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モデル両方を使いながら足りない部分を補完するのが現実的な対応と考えられている。 

 農林業 

日本のコメ生産は、現在より 3 ℃を越える高温になった場合、北日本を除き、減収すると

予測されている 12)13)。コメの品質について、一等米の比率は、登熟期間の気温が上昇するこ

とにより全国的に減少することが予測されている 14)。また、CO2 濃度の上昇は、施肥効果に

よりコメの収量を増加させることが FACE（Free-Air CO2 Enrichment、開放系大気 CO2 増

加）実験により実証されている 15)16)。果樹について、温暖化にともない、ウンシュウミカン

およびリンゴの主力産地の移動 17)や、リンゴの甘みが増すという食味の変化が起きているこ

とも明らかにされている 18)19)。また、家畜の成長への影響 20)21)、病害虫の発生危険性増加も

予測されている 22)。 

林業について、蒸散量の増加によるスギ人工林の脆弱性増加 23)、分布樹種の変化 24)、加害

昆虫の分布拡大 25)等が予測されている。森林の CO2吸収機能については、これまでの日本に

おける温暖化緩和への大きな貢献とともに、間伐、優良品種の利用、木材利用の促進等の技

術による将来の緩和効果について、モデルを用いた評価結果が示されている 26)。水産業につ

いても述べると、適水温海域の変化にともなう回遊性魚介類の分布範囲の移動 27)-35)、サンマ

の成長鈍化と産卵量増加 34)、養殖産地の不適化 33)-35)が予測されている。 

 健康・都市生活 

個別の健康影響について、気象・気候と関係しているという研究は古くからなされてきた。

日本でも、籾山 36)を筆頭に、詳細な研究が行われてきた。しかし、気候変動による影響に焦

点を当てた研究は、IPCC 第 4 次評価報告書に引用された McMichael らの研究 37)が、少なく

とも包括的な研究は始めてであろう。ここで扱われた影響としては、暑熱と寒冷の直接影響

（循環器疾患として）、下痢性疾患、マラリア、自然災害、低栄養であった。 

世界保健機関（WHO）のプロジェクトとして、上記の研究をアップデートする作業が始

まった。その結果は 2014 年に報告書として発表された 1)。扱われた影響は熱関連死亡、沿岸

洪水死亡、下痢性疾患、マラリア、デング熱、低栄養である。注目すべきは、熱関連死亡の

みが先進諸国でも大きな影響を及ぼし、高齢者への影響が大きいのに対し、その他の影響は

ほとんどが途上国の小児に大きな影響を及ぼすことである。 

 極地 

北極における科学的研究の国際的取り組みは、第一回国際極年（IPY：International Polar 

Year、1882~1883 年）を契機に始まった。特に 1987 年のムルマンスクにおけるゴルバチョ

フ書記長の演説の中で北極における科学協力が提案されたことを受けて、1990 年に北極圏の

8 カ国により国際北極科学委員会（IASC）が設置され、翌年には日本を含む非北極圏の 6 カ

国が加盟、以後各国が研究を活発化させた。日本は 1991 年にスバールバル諸島ニーオルス

ンに観測基地を設置し、大気、雪氷、海洋、陸域生態、超高層物理の観測を開始した。 

南極では、1957-58 年の国際地球観測年（IGY：International Geophysical Year）以降、

日本を含む多くの国々が南極観測を開始し、大気・海洋・雪氷等に関する多くの観測が現在

も継続的に実施されている。これらの長期的な観測は、南極オゾンホールの発見 38)39)につな

がったほか、氷床コアによる過去約 80 万年の気候変動復元など、地球気候の全容を知るた

めの多くの情報を与えている。雪氷、大気、気象、生態など多分野にわたる両極域での国際

的な集中観測が 2007-2008 年の第 3 回 IPY に行われ、両極の観測・研究が集中して行われ
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ている。 

氷床研究は 1957 年に人工雪の研究で知られる中谷宇吉郎が、グリーンランド氷床調査に

参加し、その後もグリーンランド氷床、南極大陸での氷床研究の国内外のプロジェクトに日

本の研究者が参加している。南極大陸では日本のドームふじ深層掘削プロジェクトが 1990

年代より活動し、3000m に及ぶほぼ全層の氷床氷の採取と、過去 72 万年前までの温室効果

気体と気候変動の記録の解析を行なっているほか、2007-2011 年のグリーンランドでの

North Greenland Eemian Ice Drilling（NEEM）プロジェクト、2015 年から開始した East 

Greenland Ice-core Project （EGRIP）プロジェクトへも参加し、国際的な氷床研究活動の

主要国となっている。 

最近の研究から、南極域の気温変動が他の地域と大きく異なる原因の一つとして、南半球

固有の気候変動パターンである南半球環状モード（SAM： Southern Annular Mode）の影

響が指摘されている。SAM は、南半球高緯度域と中緯度域の間の気圧のシーソーを表し、

SAM が正の位相になると、高緯度域では気圧・気温が低下する。1980 年代以降、この SAM

が正位相に偏る傾向が見られ、南極域での温暖化を抑える役割を果たしている。2016 年に発

表された研究成果では、南極オゾンホールの発達と地球温暖化の進行が南半球成層圏の極夜

ジェットを強化し、その結果 SAM が正位相に偏るようになったのではないかという考えに

至っている 40)。 

ニーオルスンにおける北極の継続的な観測は、貴重な北極の長期変化記録を提供してきて

いる。また、1998 年からは海洋地球研究船「みらい」による北極海海洋観測や気象観測が実

施されてきた。さらに 1990 年代よりアラスカやシベリアなど北極各地での多分野にわたる

北極気候観測・研究活動が実施されてきた。 

 

 

（３）注目動向  

［新たな技術動向］ 

 水循環 

先進国が全球水文モデルの開発に継続的・精力的に取り組み、分野的な進展が急速に進ん

でいる。特に上述した WaterGAP（ドイツ）, LPJmL（ドイツ）, PCR-GLOBWB（オラン

ダ）の開発チームには多くの人材が集まっている。また、米国では 2012 年の干ばつを受け、

エネルギー省（DOE）41)が水とエネルギーの問題の連鎖について組織的な取り組みを始めた。

これを受けて、パシフィックノースウェスト国立研究所（PNNL）などの有力な研究機関が

人間活動を含む全球水文モデルの開発を急ピッチで進めている。 

全球水文モデルコミュニティーの組織化が進みつつある。従来は個々のモデル開発チーム

が問題を設定し、データを集め、モデルを開発し、論文を執筆していたが、昨今は世界の主

要な全球水文モデルが参加する国際プロジェクトが少数立ち上げられ、問題設定とデータ収

集、シミュレーション設定を共通化し、参加モデルを横断的に分析して論文を執筆するスタ

イルに変化しつつある。 

水文モデルと社会経済モデルの連携が実施・強化されている。自然の水循環は基本的に気

象・気候によって駆動されるが、人間による水利用は人口、経済活動、技術などによって主に

駆動されるため、特に人間活動を含む全球水文モデルにおいて、連携の重要性が増している。 
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全球水文モデルの超高解像度化、具体的には 1km 解像度で全球をカバーするシミュレーシ

ョンの実施が今後の全球水文モデルの共通目標であることが世界的に広く受け入れられつつ

ある。 

 自然災害 

日本の創生プログラムにおいて将来予測の不確実性の定量化および統計解析の精度向上の

ため、現在および将来全球平均気温が 4 度上昇した時点それぞれについて約 100 個のアンサ

ンブルメンバーを用い、それぞれ数十年間のモデルシミュレーションデータを行い、2015

年 d4PDS と名付けて公表した 42)。結果の一例として、台風に伴う高潮について 100 年に一

度程度であったものが、温暖化 30 年〜50 年に一度発生することが示された 43)。同様な大量

のアンサンブルシミュレーションは、米国でも CESM−LE という名称で米国大気研究センタ

ー（NCAR）が実行している 44)。このような大量のアンサンブルメンバーを用いることで、

地球システムそのものの振る舞いに起因する気候変動（いわゆる内部変動）と人間による寄

与に起因する気候変動（外部変動）とを統計的に区別することにより、特定の自然災害をも

たらした極端現象への人間起因の温暖化の寄与を統計的に見積もるイベントアトリビューシ

ョン（EA：Event Attribution）手法が確立され、例えば 2013 年の日本の猛暑での温暖化の

影響が定量化されている 45)。また国土交通省では、2015 年 7 月に水防法が一部改正され、

激甚な浸水被害への予防的対応として「想定最大規模降雨」を用いた河川計画を行うことが

決定しており、その作成手法を公開している 46)。それによると、これまでの観測データに基

づいて算定された 100 年に一度の降雨量では、想定最大規模の降雨量に遠く及ばない地域が

多く出現することがわかっている。d4PDF のような大量のアンサンブルデータは将来気候に

関する「想定最大」を推定することにも有用となる見込みである。 

また、温暖化に伴い、日本の短時間での降雨（1 日未満）の確率的極大値が増加している

ことが観測されている 47)。 

日本では、データ統合・解析システム（DIAS）と民間企業との共同研究において、洪水時

の河川管理に汎用的な陸面水文モデルと大量の観測データ、そしてアンサンブルシミュレー

ションによる確率的な概念を組み込んだ手法を用いる研究が進められている 48)。こういった

アンサンブル数値予測シミュレーションを用いた洪水予測・警報システムの枠組みは、EU49)

や米国 50)でも行われて始めている。 

その他、前述の ISI-MIP と創生プロで連動した研究として、気候変動予測では考慮されて

いない人間が行う農業活動の影響、特に灌漑による水の移動についての影響を加味し、干ば

つ日数が今後どのように変化していくかを推計した研究がある 51)。 

 自然生態系 

温暖化に伴う分布域の変化を検討する際に考慮しなければならない重要な課題として、生

物間相互作用、例えば植物と昆虫の共生関係、食う-食われる関係などへの影響があげられる。

近年の研究で、相互作用を形成する生物種間で温暖化に対する反応が異なることが報告され

ており、生物季節のミスマッチによって個体群の絶滅が予測されている。さらに害虫や病原

菌、寄生虫の分布域変化（もしくは拡大）やそれに伴う病気の蔓延に注意しなければならな

い。例えば牡蠣の寄生虫が分布拡大することで、宿主である貝類の大量斃死を招くことが知

られている。また感染症を媒介するマダニの分布域拡大や死亡率の低下、成長期の拡大など

も報告されている。 
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 農林業 

温暖化を背景とした気象条件を考慮して作物を管理する必要性の増加に対し、1 km メッシ

ュの農業気象データを全国について作成・配信するシステムが開発された 52)53)。また、農業

水利用に対する影響評価法を日本全域に適用し、気候変動が農業水利用や水資源に与える影

響を評価した全国マップが提示された 54)。 

水稲について、大気 CO2濃度が高い条件では、白未熟粒が多発し、品質の指標である整粒

率が大幅に低下するが、その程度は高温年で大きく、将来の高 CO2・高温環境では品質の低

下が懸念されるとともに、高温耐性品種では品質の低下が小さいことが示された 55)。また、

多収品種タカナリが高い CO2濃度下でも高い収量性を示すメカニズムが解明され、将来の高

CO2濃度環境下での水稲品種開発に役立つ知見が得られた 56)。 

エルニーニョ／ラニーニャと世界の主要穀物の生産変動との関連を解析することから、こ

れらの予測に基づく穀物豊凶の早期予測の活用可能性が示された 57)。また、過去 30 年間の

世界各地の穀物収量データを解析し、主として気候要因の変化により、一部の地域・穀物で

収量が不安定化したことを明らかにされ、収量を安定化するために高温耐性品種の開発・導

入、播種日の見直し、灌漑の導入が重要と考えられた 58)。 

農地における土壌炭素の増減と温室効果ガス（CH4、N2O、化石燃料消費由来 CO2） の発

生量を同時に計算して温室効果ガス発生量の総合評価を簡単に行えるウェブサイトが公開さ

れ、農家や行政、生産者団体などが、農地管理による温室効果ガス削減の効果を評価するた

めに活用されることが期待される 59)。 

森林については、将来の日本森林による吸収量と木材利用による排出削減量が予測され、

地球温暖化対策として木材利用が重要であることが示された 60)。 

 健康・都市生活 

従来は、複数の要因による影響を、すべて直線的な関係の集まりとして計算していたが、

一般化線型モデルとその拡張による非線形モデルによって直線でない関連も扱えるようにな

った。例えば、気温と死亡との関連は、ある気温で死亡リスクが最低となり、その気温より

も高くなっても低くなってもリスクが上昇するという V 字型の関連を示すので、直線回帰で

は不都合であった。それを V 字型として扱えるようになった。 

また、人間活動を含むビッグデータや、地球観測・衛星観測データが利用できるようにな

り、暑熱曝露による影響の評価等が行われている（研究開発領域 3.2.5(3)参照）。 

 極地 

北半球氷床研究に関しては、過去数十万年間にわたる氷期-間氷期変動を、本格的な気候モ

デルと氷床モデルを組み合わせて再現することに初めて成功している 61) 。この中での入力

データとして高精度の CO2 変動の年代 62)を使用しているなど、当分野において日本のモデ

ル・データ連携研究が世界をリードしている。 

IPCC 第 5 次評価報告書（AR5）でも引用されている日本の気候モデル MIROC4h の大気

に関するモデル部分を用いて、バレンツ・カラ海で海氷の量を変化させたシミュレーション

を大量のアンサンブルメンバーで実施し、海氷の減少がユーラシア大陸の中緯度域に寒冬を

もたらし得ることを明らかにしている 63)。 

北極への物質輸送の観測手法についても、ブラックカーボン（BC）などの高精度観測が可

能になっている。BC 粒子測定装置（SP2：Single particle soot photometer）により高精度
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に BC 粒子の計測を行うことが出来る。温室効果ガスの発生は、凍土域の変動と関連してお

り、海洋、陸上を含めた炭素循環の変動把握、それらが更なる温暖化傾向の増加にどれだけ

影響するかの評価も求められる 64)。 

センサの改良や解析アルゴリズムの向上により、衛星による観測の高度化が図られている。

海洋基礎生産の観測精度向上などのほか、例えば永久凍土に関連して地表面温度を衛星デー

タから取得し、積雪データと組み合わせるなど、複数の変数を組み合わせたより複雑な解析

が試みられている（欧州宇宙機関（ESA）の GlobPermafrost）。陸域の観測においては、地

球物理的な探査手法（弾性波探査・電気探査など）の普及により、多くの地点で海洋観測に

おいては、自動測器の開発が進み、データ取得可能範囲が増えつつある。今後、ROV

（Remotely Operated Vehicle）や AUV （Autonomous Underwater Vehicle）を用いて海氷

下や海氷縁辺部での生態系観測が可能になることが期待される。生態系モデルにおいても複

雑化・高解像度化が進み、新しい方向性としては同位体データの同化の試みが行われている。 

 

［注目すべきプロジェクト］ 

 水循環 

ISI-MIP は全球規模の温暖化影響に関するモデル開発とシミュレーションを行うプロジェ

クトしてドイツのポツダム気候影響研究所（PIK）が主導して 2012 年に立ち上げられた。

フェーズ1には11の全球水文モデルが参加し、IPCC第5次評価報告書に大きな貢献をした。

現在はフェーズ 2 が実施されており、第 6 次評価報告書などへの貢献を目指した活動が行わ

れている。また、Water Future and Solutions （WFAS）は人間活動を含む全球水文モデル

の機能のうち特に 21 世紀中の世界の水利用の予測に重点を置いたマルチモデルプロジェク

トとして国際応用システム研究所によって 2013 年に立ち上げられた。 

 自然災害 

・ 文部科学省「地球環境情報プラットフォーム構築推進プログラム」（2016〜2020 年度）：

DIAS 

・ 文部科学省「気候変動適応技術社会実装プログラム」（2015〜2019 年度）：RECCA の後

継 

・ 文部科学省「気候変動リスク情報創生プログラム」（2012〜2016 年度）：人・自然・地

球共生プロジェクト（共生プログラム）・21 世紀気候変動予測革新プログラムからの後

継 

・ 環境省環境研究総合推進費 S-14「気候変動の緩和策と適応策の統合的戦略研究」（2015

〜2019 年度） 

・ 環境省環境研究総合推進費 S-10「地球規模の気候変動リスク管理戦略の構築に関する総

合的研究」（2012〜2016 年度） 

・ FP7 Enhance （Enhancing Risk Management Partnerships for Catastrophic Natural 

Disasters in Europe） 

 自然生態系 

米国の NEON（National Ecological Observatory Network）は予算規模としても非常に

大きい。土壌、水、生物、大気に関して、米国全土を 20 の地域に区分し、コア観測拠点を

建設し、人間活動が生態に及ぼす影響を 30 年間にわたって観測する全米生態観測ネットワ



研究開発の俯瞰報告書 

環境分野（2017年） 

 

 

 
CRDS-FY2016-FR-03 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

128 

ークプロジェクトである。当然のことながら温暖化についても調査研究も進んでいる 65)。 

欧州委員会は、新規に設置された「LIFE 気候行動プログラム」において、EU 全域で気候

変動を克服するための革新的な手法を開発し実施するために、2014 年一年間で 4426 万ユー

ロを拠出した。EU が進める「2014 年−2020 年 LIFE プログラム」の一部として運営される

もので、6 年間で 8 億 6400 万ユーロが拠出され、気候変動対策や気候変動適応対策に関す

るコミュニケーションの改善や協働、普及への取り組みが進められる。 

 農林業 

国際的な研究プロジェクトとして、影響評価については、気候変動による農業影響とその

対策の評価を目的としたモデルや評価手法を検討するための「農業モデル相互比較・改善プ

ロジェクト（AgMIP：Agricultural Model Intercomparison and Improvement Project）」

が組織され、作物別および地域別の研究チームの活動が推進されている。 

日本では、農林水産分野における温室効果ガスの排出削減技術・吸収源機能向上技術、お

よび温暖化の進行に適応した農林水産物の生産安定技術の開発を目指した農林水産省委託研

究プロジェクトが進められている。2016 年度は「農林水産分野における気候変動の影響評価

及び適応技術の開発」として、中長期的な気候変動予測に基づき、温暖化による収量や品質

の低下、病害虫の侵入リスクの回避・軽減、豪雨による農地等の被害の軽減のための技術開

発が推進されている。2017 年度からは、これに加えて、「農林水産分野における気候変動緩

和技術の開発」が新たに開始される予定である。 

 健康・都市生活 

ヨーロッパにおいては、IMPRESSIONS という EU による気候変動研究プロジェクトが

実施されており、健康に限らず多様なセクターにわたって影響研究が行われている。米国で

は USGCRP（U.S. Global Change Research Program）という省庁横断的な研究計画が進行

中である。 

健康に特化したものとしては、世界保健機関（WHO）も、COP などへの貢献のため、で

きるだけ多くの健康影響予測を行って結果を示す活動を続けている。2015 年には国別の影響

予測を発表した。 

 極地 

・ SCAR/PAIS 

南極科学委員会（SCAR）は、南極氷床の過去の変動を調査する PAIS （Past Antarctic 

Ice Sheet dynamics）を提唱している。ここでは巨大な氷体である東南極と、近年不安

定化が話題になっている西南極および南極半島の気候変動および周辺を取り囲む海洋の

変動に対する感度を調べる。 

・ IPICS 

最終間氷期の気候と海面変動に注目した国際氷床研究プログラム。今後は、東南極域

で 150 万年前まで遡る事のできる氷床コアを掘削することを目指す国際プロジェクト

Oldest Ice Core が予定されている。 

・ 南極地域観測第Ⅸ期 6 か年計画 

「南極域から探る地球温暖化」をメインテーマとして 2016～2021 年度に実施される。

「南極大気精密観測から探る全球大気システム」、「氷床・海氷縁辺域の総合観測から迫

る大気－氷床－海洋の相互作用」、「地球システム変動の解明を目指す南極古環境復元」
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という 3 つのサブテーマから構成される。 

・ WMO/PPP/YOPP66) 

WMO-WWRP （World Weather Research Programme）のもとに PPP（Polar Pre 

diction Project）が設置されており、数時間から季節スケールの予測可能性研究の推進

を極域大気研究のコミュニティーに働きかけている。特に 2017-2019 年に設定されてい

る YOPP（Year Of Polar Prediction）は核となる活動で、2018-2019 年にはドイツ砕氷

船 Polarstern 号を 1 年間北極海で漂流させる野外観測が予定されている（MOSAiC: 

Multidisciplinary drifting Observatory for the Study of Arctic Climate）。領域モデル

による海氷上の境界層や雲の再現性、すなわちパラメタリゼーションに関する素過程、

北極低気圧に代表されるような総観規模擾乱の解明、北極温暖化と大陸寒冷化に代表さ

れる高緯度−中緯度の相互作用など、マルチスケールの研究課題が設定されている。 

・ 北極気象観測・同化影響評価研究（ARCROSE：Arctic Research Collaboration for 

Radiosonde Observing System Experiment） 

日本が推進する、観測とデータ同化を統合した予測可能性研究。日本の北極観測は、

地理的制約を受けるものの、アンサンブルデータ同化やそれを用いた予測可能性研究で

着実に成果をあげてきている。例えば、ドイツ砕氷船のラジオゾンデデータで北極低気

圧の予測精度が向上し 67) 、それに伴って海氷予測も向上すること 68)、「みらい」北極航

海のラジオゾンデデータから観測コストを考慮した最適観測頻頻（1 日 4 回）を提唱し

たことなど 69)、YOPP を意識した先行研究を行っている。 

・ 北極研究推進プロジェクト（ArCS：Arctic Challenge for Sustainability） 

急変する北極の気候変動の解明と環境変化、社会への影響を明らかにし、内外のステ

ークホルダーが持続可能な北極の利用等諸課題について適切な判断を可能とする精度の

高い将来予測や環境影響評価等を行うことを目的として実施されている。2015 年 9 月か

ら 2020 年 3 月までの約 4 年半にわたって文部科学省の補助事業として実施される。 

 

 

（４）科学技術的課題 

［課題（ボトルネック）］ 

 水循環 

人間活動を含む全球水文モデルの開発において最大のボトルネックとなっているのが集約

されたグローバルな水利用関連データの不足である。水利用に関するデータはいずれの国に

おいても地方自治体レベルで収集・管理されることが多いが、それらが国レベルに定期的に

集約されるケースは少なく、ゆえに国を横断して世界を俯瞰するようなデータも存在しない。

水利用に関するモデルを高度化するには、各国の統計データを収集・集約するところから開

始せねばならず、効率的な研究展開を妨げている。水利用データを効率的に集め、広く社会

に提供する仕組みづくりが求められている。またモデルの開発と解析を行うにあたっては、

水文学や農業土木工学などに加え、気候学や計算機科学にもある程度精通する必要があるな

ど、極めて学際的な知識や能力が要求される。モデルの開発と応用を担える人材を確保する

のが、世界のどの開発チームにおいても、大きな課題となっている。 
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 自然災害 

・ 観測データが欠如している。自然災害の被害金額の精度は低い。金額以外の情報はなか

なか観測されない。 

・ 被害金額推定モデルの開発が困難である。モデルで自然災害の被害金額を算出するため

には、資産の詳細な時空間分布データが必要だが、そのようなデータは入手が困難であ

る。  

・ 洪水・氾濫のシミュレーションの精度は、境界条件（特に標高）および外力（降水量）

の精度・解像度に大きく依存する。数 m 解像度の領域データが一部の地域には存在し、

全球でも 30m 解像度のデータが存在するが、エラーが多いなどの問題がある。また、河

川形状のデータなどはほとんど存在していない。そういった数 m〜数十 m 解像度のデー

タを影響評価モデルの開発者やユーザが簡単に使えるように、高解像度の境界条件デー

タを整備することが強く求められる。 

 自然生態系 

今後の生態系変化を予測するためには、気候変動モデルならびにその計算結果のダウンス

ケーリングが必要になる。現状の気候変動モデルの出力は、生態系への影響やレフュージア

（温暖化の影響を避けて生物が生存できる避難場所）を検討するためには粗すぎて平均的な傾

向を得ることしかできない。10～100m 単位の気象パラメータの予測が必要になるが、現状

では難しい。また、ダウンスケーリングに関連して、気象学や工学など物理系研究者と生物

学、生態学研究者との共同観測、モデリングを含む共同研究が必要になるが、どんな観測値

の予測が生物・生態系にとって重要なのかいまだ手探り状態である。同じステーションにお

ける学際的な研究が必要である。 

これまでの研究の多くは、種レベルの分布域変化について解析したものが多く、気候変動

が群集レベルや生態系の栄養段階のつながりに与える影響、さらに個体レベルにおける順化

や表現型の変化、遺伝子の変異などの適応進化に与える影響については、未だよくわかって

いない。 

 農林業 

気候変動が農林業に及ぼす影響評価においては、その不確実性の改善が最大の研究課題で

ある。そのためには、将来気候の予測と農林業の応答予測の双方について、さらなる精緻化

が必要である。将来気候の予測には、空間解像度が数 100 km 程度の全球気候モデルをダウ

ンスケーリングし、予測の時空間スケールを影響研究者や行政が要求する程度に細かくする

研究技術が用いられているが、その手法を改良し、より細かな時間および空間解像度のデー

タ提供が求められる。一方、個々の農作物、樹林、水産物の品目について応答予測モデルが

開発され、影響評価に用いられているが、影響予測実験結果との検証を積み重ね、さらに精

度の高いものに改善する必要がある。また、予測の対象品目もさらに拡大すべきである。例

えば農作物については、水稲や果樹などは豊富な知見から比較的精度の高いモデルが開発さ

れているが、他の農作物における研究の進展は不十分である。 

 健康・都市生活 

途上国における健康情報の収集の困難さが大きな問題である。公衆衛生インフラの整備が

進んでいないことから、疾病・死亡の報告漏れも多く、また疾病の診断技術も普及が遅れて

いて不確実である。 
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 極地 

極域観測の困難さから、氷床減少のメカニズムを理解するための基礎データが圧倒的に不

足している。現在の氷床変動を推定するためには、氷床荷重に応答して変形する固体地球の

動きを正確に押さえる必要がある。GIA（Glacial Isostatic Adjustment）を扱うモデルの開

発と予測での利用が必要とされる。また、現在の氷床モデルには、氷床－海洋－海氷の相互

作用が精緻に取り込まれていない。しかし極域の海洋は海氷や棚氷に覆われているため、こ

れらの相互作用の観測が技術的に極めて難しいという側面もある。氷床変動の海洋への影響

を観測するために、水中無人探査ロボットなどの技術開発が期待される。 

南極大陸内陸部の表面付近では顕著な温暖化が見られない一方で 70)、衛星観測の結果から

内陸部上空の対流圏では顕著な温暖化が進行していると考えられている 71)。しかし、南極大

陸内陸部では長期的、かつ信頼性の高い気象観測はほとんど行われておらず、上述の傾向が

正しいのかどうかもはっきりしていない。特に、上空の気温を高精度で測定することができ、

なおかつ前述の重力波についても調べることができる高層気象観測は、南極大陸内陸部では

ほとんど行われていない。 

北極の多点観測網の構築と観測データの統合、予測モデルの開発・運用が望まれている。

北極海の海氷減少が引き起こす冬季中緯度の異常寒波などは、メカニズム自体は多数提唱さ

れているものの 72)、海氷面積の予測、さらにはその影響を加味した気象・気候予測に関して

は、依然として発展途上である。 

北極海航路上の海氷予測には数値モデルそのものの精緻化とともに、観測データの充実化

による初期場の改良が必須とされる。そのためには海上風予測に大きな影響を及ぼす海上／

氷上ブイの展開、高層気象観測の強化などの推進が効果的である。 

さらに、温暖化の影響が明瞭に出現する現在気候の下では、大気と海洋／海氷を一つの系

として捉えるアプローチが有効で、そのためには、諸外国の現業機関が行っているような大

気-海洋-海氷結合モデルによる予測が重要である。現業予報モデルをベースに作成する再解

析データに関しても同様である。 

 

［今後取組むべき研究テーマ］ 

 水循環 

2011 年米国の高名な水文学者であるプリンストン大学 Eric Wood 教授らによって、Hyper 

Resolution Hydrology が提唱された。これは全球水文モデルの空間解像度を 30 秒（赤道付

近で約 1km、現在の標準的な解像度の 60 倍）まで高めることを提唱したものである。この

解像度は、現在の個別流域を対象としたモデルの空間解像度に匹敵するため、全球モデルと

地域モデルの区別がほぼなくなることを意味する。実現した際には温暖化などの地球環境研

究と水質悪化などの地域環境研究、洪水氾濫などの防災研究などで共通のシミュレーション

プラットフォームが利用できることになり、モデルやデータの統合が飛躍的に進むと考えら

れる。 

 自然災害 

自然災害の研究開発は、精緻な過去再現が可能なモデル構築が必須である。丁寧なモデル

検証と、正確なメカニズム・プロセス理解に必要な継続的なモニタリングや集中的な観測が

これまでにも増して求められてくる。さらに、長期間（数世紀以上）の検証には、文献や堆
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積物・生物に記録された同位体比のような代替情報が必要である。 

 自然生態系 

気候変動と生態系の応答については、平均的な温暖化傾向と生態系の変化が調査研究され

てきており、いわゆる極端現象に対する検討は浅い。こうした極端現象の多くは生態系プロ

セス維持に影響を与える「攪乱（ディスターバンス）」ととらえることができ、気候変動下に

おける生態系の回復力（レジリエンス）や閾値を超えた変化（レジームシフト）を検討する

ため、気象学、工学等の物理系研究者と生物系研究者の学際的研究が必要になる。 

古環境と生物の分布域の研究から予測されている局地的な冷涼環境（避難場所：レフュー

ジア）の存在についても、細かな解像度における研究が必要である。 

気候変動に対する種の応答は「個体群間で変異がない」と仮定されることが多いが、局所

適応により個体群間でニッチ（適応した気候条件）が異なる場合も考えられる。進化的なプ

ロセスを明示的に扱わない限り、気候変動に伴う生物多様性の低下リスクを過小評価する可

能性が少なからずある。 

温暖化による生態系の変化は、人間生活や健康に大きな影響を与える可能性もある。日本

でもデング熱などの伝染病を媒介するヒトスジシマカが近年注目を集めた。こうした生態系

ディスサービスを引き起こす生物の拡大には監視を強化する必要がある。 

これまで、気候変動と土地利用変化が生物相に与える影響については、別々に研究されて

きたが、将来シナリオを考える上では同時に検討する必要がある。 

また、自然生態系がもつ減災・防災機能を分析し、気候変動下における適応策に結び付け

ていくことも重要な研究開発分野といえる。 

さらに、温暖化の進行や速度は生態系によって異なり、氾濫原やマングローブ林、砂漠な

どで速くなることが予測されている。生育・生息する生物相の移動分散能力、適応能力を評

価し、必要に応じて保護区の設定（保護区の拡張・位置の見直し、保護区間の回廊の設置な

ど）を再検討する必要がある。 

 農林業 

将来気候ダウンスケール手法の開発、将来の農業環境変動とその不確実性を評価できる気

候シナリオ作成、気候変動の影響評価に必要な基盤情報の整備、現場における影響予測実験

結果との検証を基盤とする、農作物、樹林、水産物の品目に対する応答予測モデルの開発と

高度化などがあげられる。 

 健康・都市生活 

気候の将来予測を小さな地域でも行うために、すでにダウンスケーリング技法は開発され

ているものの、都市の土地利用、例えば高層ビルなどの三次元的な情報まで含めた予測技法

は、まだ健康影響評価に取り入れられていない。今後進んでいくと考えられている少子高齢

化など、すでにある問題も包括的に考慮して、居住形態などを含めた都市の将来像を模索す

るためにも、微小気候の将来予測とその影響評価への組み込みが必要と考えられる。 

例えば、個人情報端末の普及により、個人の健康関連情報（心拍数など）が得られ、それ

を用いた遠隔からの診断も可能とする公衆衛生サービス向上のプロジェクトが、また、疾病・

死亡の把握も容易にし、途上国での情報収集の漏れを減らすことになる。 

 極地 

グローバルな気候変動影響のうち最も大きな影響の一つである、海水準変動予測の不確実
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性低減を目指した、モデルの改良・検証、データの蓄積が求められる。高精度の数値氷床モ

デルをより信頼できる条件設定で計算するために、より詳細なプロセスを考慮したモデルの

高度化、地質学的手法を含めた過去の氷床変動の復元、境界条件となる気候モデルの改良が

必要である。 

不足している極域気候監視データの整備が必要である。自動化された無人気象観測機を南

極・北極へ広域展開することにより、気候監視を行うことが可能となる。また、氷床流動に

関しては、衛星観測が成果をあげつつあるが、南北両極域の観測を行う衛星観測データ検証

のため、氷床流動の現場観測も求められる（GPS 測量、重力衛星、GIA モデルも必要）。 

海洋では、海氷や棚氷の下の海洋の情報取得が必要である。これには、近年開発が進む無

人ロボット観測（温度、塩分、海底地形）の利用が有効である。さらに、精緻な気象・海氷

予測のため、持続可能な極域観測網の構築が必要とされる。データ同化システムや予報実験

を組み合わせた数値的解析から検証する必要がある。 

大気-海洋-海氷結合過程を含む予報モデル・再解析データの整備が必要である。天気予報・

季節予報の精度向上は、極端気象現象のリスク回避にとって極めて有効である。例えば、北

極海の海氷減少が引き起こす冬季中緯度の異常寒波などは、メカニズム自体は多数提唱され

ているものの、海氷面積の予測、さらにはその影響を加味した気象・気候予測に関しては、

依然として発展途上である。再解析データは、その現業予報モデルをベースに改良すること

が出来る。そのためには、海氷生成過程や海氷-波相互作用など結合系に重要な基礎研究、海

峡を通過する流れを精緻化するためのモデルの高分解能化、様々な観測データによるモデル

の検証作業など、継続的な研究・開発が有効である。 

北極の気象観測と予測による研究から中緯度への影響予測と評価を進展させることも求め

られる。特に、高緯度海洋が及ぼす北極変動、さらに中緯度の気候との関連を明らかにする

必要がある。海氷面積の予測という観点でも、中緯度海洋前線起源の北向き熱輸送が重要な

要因の一つであり、それに伴う大気応答も含めるとより広域の視点で北極圏を俯瞰する必要

性がでてきている。 

その他、温暖化により変化しつつある永久凍土分布と地温の変化傾向を知ることが必要と

なる。陸域生態系の変化も継続的な取り組みを要する。北極域は現在、正味の二酸化炭素吸

収源になっており、世界の陸域吸収量の約 10%を占めている。しかし温暖化が北方林（タイ

ガ）の生育に与える影響は地域によるばらつきがあり、特に降水量の増減により森林の生産

量が低下する可能性がある。 

 

 

（５）政策的課題 

 水循環 

研究評価におけるモデルやデータベースは世界的なデフォクトスタンダードになれば論文

とは比べ物にならないほど強力な国際的な影響量をもつようになる。モデルやデータベース

のプロダクトの開発を後押しする仕組みがあれば、長期的な国際的な研究競争力が生まれて

くるだろう。 

 自然災害 

・ DIAS で行おうとしているような解析システム・データベースのプラットフォーム構築
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およびその高度化は大いに求められている。 

・ 産学官連携を推進するために、ビジネスチャンスと捉えられるような政策化が求められ

る。 

・ 継続したモニタリングがモデル検証の意味から最重要である。そのような基礎的な研究

の価値を高め、推奨するようなファンディングの仕組みの検討が必要である。 

・ モデル開発者の養成が求められる。モデル構築には、現象の本質を数理的に見抜く力と

それをプログラミング言語に書き起こす才能が必要とされる。そういった適正がある若

手が継続的に現れてくるような、長期的な視野を持った教育政策が求められる。 

 自然生態系 

長期の生態系変化を追うためには、固定プロットにおける長期的なモニタリング観測と、

広域を網羅する調査結果の集積が要請される。前者は大学や研究機関の試験地が中心になる

と思われるが、後者については各省庁や都道府県が行う生物調査を利用できるようにデータ

ベース化することが求められる。 

 農林業 

国際的にはパリ協定が、日本では「気候変動の影響への適応計画」および「地球温暖化対

策計画」に基づく各省庁の対策が図られることとなっている。。しかし、成果の社会への発信

について、各省庁で独自の取り組みが進められており、ユーザの利便性の観点から、効果的

な連携を図ることが求められる。 

 健康・都市生活 

日本に大きな影響を及ぼすであろう熱関連死亡に関しては、緊急避難的対応とはいえ、対

策のために空調を用いる必要があり、これは温室効果ガス排出を増加させる。一方、停電な

どによって、暑さがそれほど極端でなくとも死亡数が増加することも報告されており、台風

や地震での停電なども容易に想定される日本においては特に、小地域レベルでの再生可能エ

ネルギーによる空調を備えたシェルターなどを整備することが求められる。 

熱関連死亡以外の影響は、主に途上国の小児に大きな影響を及ぼすものであるが、2014

年の代々木公園でのデング熱流行に示されるように、社会・経済的な影響は先進国でも大き

い。 

気候変動による健康影響は、新たに生じたものではなく、もともと存在した問題の重要性

が変化したものととらえるべきである。よって、国際協力・援助に関しても、そのような動

向の変化を踏まえた上で優先順位を決定する必要が生じている。 

 極地 

アジア諸国の極域研究の協力を探る AFoPS（Asian Forum of Polar Science）の活動が行

われているが、その中での主導的な役割を担い、日本の国際的な位置を高めていくことが望

まれる。 

北極からの気象影響による日本を含む中緯度域の近年の寒冬の頻度の増加は、温暖化の過

程で起きる現象だと示唆されている。この結果は、政策決定に資する情報を与える。これは

世界気象機関（WMO）などの国際機関からの要請もあり、研究者だけでなく、いずれは国

際的な現業機関の活動構築にもつながる動きの中で日本の参加が望まれている。 

北極の大気中への物質輸送の影響とリスク評価は、アジアなどの国の対応が求められてい

る。日本としても北極に輸送されるブラックカーボン（BC）の排出・輸送量を見積もること



研究開発の俯瞰報告書 

環境分野（2017年） 

 

 

 
CRDS-FY2016-FR-03 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

135 

俯
瞰
区
分
と
研
究
開
発
領
域 

でこれに貢献することが期待されている。これら北極の気候変化の研究とその影響評価は、

2015 年 10 月に発表された「我が国の北極政策」で掲げている、科学技術をもって北極の継

続的な発展に寄与すること、それを通して日本の貢献を高め国際的な役割を担うという目標

を実現するものである。 

 

 

（６）キーワード 

リスク情報、領域地球システムモデル、社会シナリオ、不確実性、農林業、食料、影響評価、

熱関連死亡、下痢性疾患、マラリア、デング熱、洪水、IPCC、WHO、地球温暖化、南極オ

ゾンホール、南半球環状モード、氷床、棚氷、低層水、海氷、北極航路、観測網、自動観測、

結合モデル、人間活動を含む全球水文モデル、国際モデル相互比較プロジェクト、超高解像

度モデル、生物多様性、生態系サービス、生物間相互作用、物質循環、海洋の酸性化、温暖

化適応策 

 

 

（７）国際比較表 

 水循環 （水文モデル） 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 △ ↘ 
 現象・過程の理解や水循環・水資源の基本概念の提唱、全球スケールの
基礎データの構築という点において、日本の貢献はゼロではないが、大
きいとはいえない。純粋な基礎研究も盛んとは言い難い。 

応用研究・
開発 

○ → 
 モデル開発やシミュレーション分析において、少数の優れた研究者が世
界的にも光る研究を展開している。 

米国 

基礎研究 ◎ → 
 衛星情報を利用した全球スケールの基本データの構築などで圧倒的な
力を持ち続けている（航空宇宙局（NASA）の衛星重力ミッション
GRACE、打ち上げ予定の表層水・海洋ミッション SWAT73)など）。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

 全球水文モデルは観測による検証が難しいため、検証を重んじる米国で
は長らく敬遠されてきたが、ここ最近 Energy Water Nexus への関心
の高まりにより、パシフィックノースウェスト国立研究所（PNNL）な
どが急ピッチでモデル開発などを進めている。 

欧州 

基礎研究 ◎ → 
 ウォーターフットプリントなどの新しい基本概念の提唱と普及には圧
倒的な伝統と力がある。また灌漑農地分布地図など、独創性と重要性の
高いデータを収集・公開するなど分野全体をリードしている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 
 人間活動を含む全球水文モデルが複数、精力的に開発されている。若く
才能のある人材も引き続きこの分野に流入している。 

中国 

基礎研究 △ → 
 少なくともこれまでは全球スケールの水文研究に大きな関心を持って
いないようである。 

応用研究・
開発 

○ → 
 同上。ただし、モデル分野には優れた研究者が多く、予算が付けば大き
く飛躍するポテンシャルは秘めている。 

韓国 

基礎研究 △ → 
 全球スケールのモデルにほとんど関心を持っていないように見受けら
れる。 

応用研究・
開発 

△ →  同上。 
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 自然災害 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ ↘ 

 EU、米国と肩を並べ、世界レベルの研究を行っている。しかし、気候
モデル開発や影響評価モデル開発（特により基礎となるモデルの各素過
程；降水過程や地表面過程等）への支援が課題とされ、若手がモデル開
発者になりにくい。  

応用研究・
開発 

○ → 

 基礎研究（素過程研究）と比して、より応用と考えられる影響評価研究
（例：気候変動によって洪水被害は増加するのか）には着目されやすい
状況となっている。ただし各国に比べると人的・財政的な制約は大きく、
限られた計算機資源を集中投下した大量のアンサンブル実験など、効率
的な投資が機能することで、なんとか EU・米国と比較可能となってい
る。水災害・水資源の分野では日本が世界をリードする状況にある。工
学系分野の寄与が比較的大きい。 

米国 基礎研究 ◎ → 
 IPCC と同様の間隔で、米国版の IPCC 報告書とも呼べる National 

Climate Assessment を出版している。特に上向きではないが、高い水
準のレベルを保っている。 

 
応用研究・
開発 

◎ → 
 気候変動に関する影響評価は、各州レベルでの研究推進が多い。例えば
カリフォルニアだと California Energy Committee がファンディング
を行っている。 

欧州 

基礎研究 ◎ → 
 FP7、JPI Climate, Horizon2020 の取り組みにより、EU 全体でのモデ
ル開発（一部統合）が進んでいる。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 
 特に Belmont Forum による CRA（共同研究活動）に顕著に表れてい
るが、影響評価研究においては、非研究者のステークホルダーも巻き込
んだ形で行うことが開始されてきている。 

中国 

基礎研究 ○ ↗ 
 第 13 次 5 ヶ年計画において高解像度地球観測計画が採択されるなど、
年を追うごとに重点化が進んでいる。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 
 同様に、影響評価などの応用研究にも引き続き FYP13（第 13 次 5 ヶ年
計画；2016−2020）で取り上げられている。国家的な気候変動問題への
取り組み状況が上向きであることは間違いない。 

韓国 

基礎研究 △ → 
 国家レベルでの取り組みはあまり行われていない。KIAPS（韓国大気
予報システム研究所）や KMA（韓国気象庁）において、部門ごとに独
自の取り組みがある程度。 

応用研究・
開発 

△ → 
 国家レベルでの取り組みはあまり行われていない。KIAPS（韓国大気
予報システム研究所）や KMA（韓国気象庁）において、部門ごとに独
自の取り組みがある程度。 

 

 自然生態系 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 △ ↗ 

 大学や研究機関が抱える試験地において、長期的に生態系をモニタリン
グする基盤が、人的にも財政的に脆弱である。 

 各地で実施された調査結果がデータベースとして蓄積されておらず、広
域の解析を難しくしている。 

 JaLTER などを中心に競争的資金を繋げながら、生態系モニタリング
を実施している。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

 2015 年温暖化適応策を閣議決定するなど、土地利用も含めた具体的検
討がなされた。 

 気候変動リスク情報創生プログラム（文部科学省）や環境省環境研究総
合推進費など、大型予算を使ったプロジェクトが開始されている。 

米国 基礎研究 ◎ ↗ 

 NEON や LTER など、温暖化と生態系の応答を長期的にモニタリング
する財政基盤が確立しており、様々な生態系を代表する試験地の設定が
なされている。 

 データベースやモデリングでも世界をリードし、その内容はインターネ
ットを通じて公開されている。 
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応用研究・
開発 

○ ↗ 

 国家気候変動適応戦略支援行動提言（2010）がなされているが、省庁
によって具体性には差がある。 

 温暖化に伴う沿岸域の海面上昇による高潮災害や洪水災害の防止につ
いて、生態系を活用した適応策が検討されている。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 

 歴史の長い欧州、特に英国では、長期モニタリング結果が蓄積されてお
り、様々な分類群に対して解析が実施され、温暖化による生態系の変化
を明らかにしている。 

 Birds Directive、Habitats Directive（Natura 2000）や LIFE プログ
ラムの実施など、生物多様性とそのネットワークが形成されており、デ
ータベース化されている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 LIFE 気候行動プログラムなど、財政基盤のしっかりした大型のプロジ
ェクトが EU 全体で実施され、気候変動対策が具体的に議論されてい
る。 

 温暖化対策としての生態系を活用した防災・減災機能（Eco-DRR）の
活用は早くから検討されており、デンマークでは、すべての自治体にお
いてグリーンインフラをツールとした気候変動適応計画を策定するこ
とを義務付けている。 

 温暖化を見据えた自然再生事業や保護区の見直しなどが行われている。 

中国 

基礎研究 ○ ↗ 
 経済発展に投資が集中しており、気候変動に伴う生態系への評価につい
ての研究事例は欧米に比べ少ない。 

 一方で、経済発展とともに観測基盤は徐々に整備されつつある。 

応用研究・
開発 

△ → 
 自国の経済発展が第一であり、地球規模での気候変動への緩和策ととも
に適応策についても対応が遅れている。 

韓国 

基礎研究 △ →  国際誌に発表された研究事例も少なく、日本同様、その観測基盤も弱い。 

応用研究・
開発 

△ → 
 国レベルでは気候変動に対する適応マスタープランが制定されている
が、研究レベルのアクティビティは低い。 

 

 農林業 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ ↗ 

 影響評価について、コメや果樹をはじめ、多くの品目で定量的な評価が
行われている。 

 温室効果ガス排出／吸収量評価について、主要排出源で Tier 2 または 3
の評価が行われている（Tier：排出量（吸収量）算定方法の複雑さ）。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

 2015 年に「農林水産省気候変動適応計画」が策定され、農林水の各分
野で適応技術の開発が進められている。 

 水田、農地土壌炭素、畜産廃棄物管理、森林について緩和技術が開発さ
れ、政府の削減目標に盛り込まれている。 

米国 

基礎研究 ◎ ↗ 

 主要作物（トウモロコシ、ダイズ、コムギ）について、定量的な影響評
価が行われている 74)。 

 温室効果ガス排出／吸収量評価について、主要排出源で Tier 2 または 3
の評価が行われている 75)。 

応用研究・
開発 

○ → 

 2014 年に農務省より「気候変動適応計画」が策定されている。しかし、
技術的な内容に乏しい 76)。 

 農業分野の排出源について幅広く緩和技術が開発され、コスト評価も行
われている 77)。 

欧州 

基礎研究 ○ → 
 コムギについて、定量的な影響評価が行われている 78)。 
 温室効果ガス排出／吸収量評価について、主要排出源で Tier 2 または 3
の評価が行われている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 適応策に関する EU プラットフォームが整備され、各国の施策と技術に
関する情報を集積・発信している 79)。また、英国で 2010 年に「気候変
動適応計画」が策定されたのをはじめ、各国で施策と技術の展開が進め
られている。 

 農業分野の排出源について幅広く緩和技術が開発され、コスト評価も行
われている 80)。 
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中国 

基礎研究 ○ → 

 主要作物（トウモロコシ、ダイズ、コムギ）について、定量的な影響評
価が行われている（日本との共同研究成果）81)。 

 温室効果ガス排出／吸収量評価について、基礎研究は見られるが、国全
体での評価は比較的単純である。 

応用研究・
開発 

△ → 
 農林業を対象とした適応技術に関する成果の発信に乏しい。 
 緩和技術に関する基礎研究は見られるが、実用に近いものは見当たらな
い。 

韓国 

基礎研究 × → 
 影響評価や温室効果ガス排出に関する研究成果に乏しい。 
 温室効果ガス排出／吸収量評価について、基礎研究は見られるが、国全
体での評価は比較的単純である。 

応用研究・
開発 

△ → 

 2009 年に政府の「気候変動適応計画」が策定されているが、技術的な
情報発信に乏しい。 

 緩和技術に関する基礎研究は見られるが、実用に近いものは見当たらな
い。 

 

 健康・都市生活 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ ↗ 
 熱関連死亡の全球定量化、ダウンスケーリング、シナリオ開発が行われ
ている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 全球気候モデル、都市への精緻化、新たな健康影響予測（例えば河川洪
水）が行われている。 

 広い影響の全球予測や欧州の予測を援助している。 

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 

 これまで考慮できなかった森林火災などの影響定量化手法などを開発
し て い る （ University of Washington, Columbia University, 

University of California at San Diego, University of Michigan）。 

応用研究・
開発 

○ → 
 Our Changing Planet 201682) を発表している。 
 全球包括的なWHO報告では貢献が大きくない。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 
 新たな統計モデルの開発で世界をリードしている。（Gasparrini A, 

Rocklov Jなど、Umea University, University of Heidelberg） 

応用研究・
開発 

◎ → 

 IMPRESSIONSプロジェクトが実施されている。 
 横ばいというよりは高いレベルで安定している。 
 英国はUK Living with Environmental Change83) を発表している。 

中国 

基礎研究  △ → 
 欧米などからの知見を利用し、感染症では独自の研究を行っている。
（Center on Climate Change and Health at Shandong University） 

応用研究・
開発 

○ ↗  既存の手法を用いた活発な将来予測の論文発表を行っている。 

韓国 

基礎研究  ○ ↗  世界的なネットワークの中で一定の役割を担っている。 

応用研究・
開発 

○ ↗  将来予測がやや遅れていたが急速に発展している。 

 

 極地 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 基礎研究 ◎ ↗ 

 南極：(1)東南極氷床頂上部のドームふじ基地でアイスコア掘削を実施。
解析されたデータは 100 万年スケールの気候変動の議論に不可欠なデ
ータの一つ。(2)南極内陸の観測データが限られる中で、ドームふじ基
地の大気・降雪の越冬観測データは国際的に提供されている。今後の越
冬観測再開に対して国際的に支持されている。(3)大型大気レーダ
PANSY によって、南極ではじめて高度 100km までの風の観測に成
功 84)。(4)世界に先駆けて南極で無人飛行機（UAV）の利用を開始。 
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2014 年には高度 23km からの大気採取・帰還に成功。高度の世界記録。
気象、生物調査等、無人飛行機（UAV）の利用は強く期待されている
85)86)。(5)温室効果気体の高精度観測を実施。昭和基地は IPCC などで
必ず参照されるデータ 87)。(6)ペンギンなどに取り付けてデータを採取
するバイオロギングデータロガーを開発。動物の生態解明に不可欠な
機器として世界中で利用。(7)東南極の広域無人気象観測の実施。南極
氷床域の気候動態をモニターする観測網。 

 北極：(7)日本が維持するスバールバル・ニーオルスン基地における長
期の温室効果ガスモニタリング、雲および放射観測の実績。(8)北極の
影響を考慮した中緯度の気象予測システムの向上 88)89)。(9)北極海にお
ける海洋物理観測と海洋生態系変化、特に海洋酸性化に関する成果が認
められている。(10)氷河観測、陸上生態に対する調査研究活動でも機動
力を生かした調査が展開されている。 

 (11)両極においてオープンデータなどデータの流れを生み出す活動を
増加。(12)両極に対し、氷床コア解析と合わせた気候モデル研究も国際
的評価が高い。 

 
応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 (1) AUV（無人水中探査）の活用など新しい技術を検討。(2)アイスコア
掘削技術は欧米をはじめ世界に参照されている。(3)PANSY ではエネル
ギー効率のよいアンテナシステムを開発。(4)極地研が共同開発した無
人飛行機（UAV）は、原発事故や災害地など、危険地帯での空撮など
に活用されている。南極観測を含めて更なる発展に期待 90)91)。(4)バイ
オロギングシステムは、様々なデータ収集に応用可能 92)-95)。(5)極域観
測を行う地球観測衛星開発および打ち上げ技術。衛星センサの小型化に
よる地上観測、移動観測、寒冷地防災への利用、(6)船舶に搭載できる
小型サーバーシステム（VENUS）は、データ流通を送信し、多方面の
データ配信の応用性をもつ 96)。(7) 北極気象データ同化、中緯度の気象
予測の改良、安全船舶航行のための航路・気象情報提供。 

米国 

基礎研究 ◎ ↗ 

 気候変動研究への成果とプロジェクト推進を行う。(1)グリーンランド
氷床、南極氷床は衛星や航空機を使った観測を展開している。(2)南極
点基地で 50 年以上に亘る気象データを観測。人工衛星による 30 年以
上の大気・地表面のデータベースを公開。無人気象観測装置を氷床上に
広域に配置 97)。(3)南極域の気温変化・南極氷床の氷の量の増減・海氷量
変化のモニター、天気予報、気候再解析データのために不可欠な基盤を
形成。(4)北極沿岸域での観測網を整備。(5)公開性の高い気象数値モデル
（WRF）の国際共同開発・利用を推進。これにより、高緯度域の天気予
報。南極氷床の氷の増減を評価するための新しいデータベースを構築。 

応用研究・
開発 

○ → 

 北極評議会の影響を越えた、国際活動における主導的立場を目指す。北
極に関しては、自然科学から安全・安心、先住民、コミュニティー支援
を強化中。カナダとともに先住民との関わりを重点に入れる。(1)アラス
カ沿岸の海氷レーダネットワーク（機器は日本製）。(2)氷海・気象予測、
航海支援情報の提供システム構築。(3)人工衛星センサ技術の軍から民用
移転（DMSP 衛星など）。(4)C130 など航空輸送の軍の強力な活動。 

欧州 基礎研究 ◎ ↗ 

 北極では、EU プロジェクトによる研究遂行・ネットワーク化を高めて
い る （ DAMOCLES, ACCESS, ICEARC, HORIZON2020,  EU 
PolarNet）。(2)ノルウェーは国際活動の調整・総合化を目指す。複数
の拠点があり、それぞれ特色のある研究を進めている。(3)ドイツはア
ルフレッドウェーゲーナー極地海洋研究所（AWI）を中心に進んだ科学
力、航空機船舶の機動力の背景がある、また国際的に主導的な活動を行
う人材、ネットワークをもつ。(4)デンマークはグリーンランド氷床掘
削研究を主導。(5)フィンランド、英国などの活動。(6)スイスは南極研
究を開始。グリーンランド氷床でも長期の活動を維持。 

 南極：(7)東南極内陸の観測点として、ロシアのボストーク基地、イタ
リア・フランスのドーム C 基地、ドイツのコーネン基地（および中国
のドーム A 基地）がある。特にドーム C では 2005 年から高層気象ゾ
ンデ観測を開始し、米国の南極点とともに氷床上の対流圏・成層圏の大
気構造を直接観測する唯 2 つの観測点。(8)ドイツは観測用航空機を所
有し、2006/07 には日独共同航空機観測を実施。(9)英国はオゾンホール
の命名など突出した成果を出してきた国。最近、ハレー基地・ウェッデ
ル海域において大気物質の輸送を無人飛行機観測で研究。 

 (10)ロシアでは北極沿岸部の気象観測と海氷観測、内陸域での凍土観測
が行われている。米国、スウェーデンと共同観測を行っている北極海沿
岸での海底永久凍土からのメタン放出の観測は貴重な成果をあげてい
る 98)。航空機による大気観測も積極的。南極に関しては内陸観測点で
の気象観測維持の活動がある。 
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欧州 
応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 (1)EU プロジェクトには社会経済的要素が盛り込まれており、経済影
響、経済の指導を含む活動がある。北極変動の影響評価を行い、活動モ
デルの検討も行う。(2)アイスランドは経済活動を通した北極圏でのイ
ンフラ整備支援を行っている。(3)ノルウェー・スウェーデンでは高層
大気観測レーダを整備。(4)英国は自動海中探査（AUV）の開発を行う。
(5)フィンランドは、砕氷船建造技術および航行支援、遠隔地域情報ネ
ットワーク技術の構築、小型衛星開発、衛星検証サイトを提供。(6)南
極では、2001 年より東南極航空網（DROMLAN）を開設（ロシア、ド
イツ、ノルウェー、スウェーデン、フィンランド、インド、ベルギーな
どが利用）。日本もメンバー。南極への人・物資の輸送に不可欠のイン
フラとなっている。(6)ロシアの沿岸気象観測点設置、また海氷域の砕
氷船の実績、漂流観測ステーションの建造計画は注目される。 

中国 

基礎研究 △ → 

 (1)観測活動は北極においては拡大、南極では維持されている。(2)アイ
スランドにも超高層観測施設整備。(3)南極では、東南極内陸にドーム A
基地を開設。観測成果はいまだ少ないが、フランス・イタリアとの共同
研究によって、少しずつ現れている。日本との研究者の交流は友好的。
(4)両極域の研究とチベット高原やヒマラヤなどの高山域を組み合わせ
た研究の提案に意欲をもつ。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 (1)北極においては、航路、漁場開発、産業政治への関連を強める活動
がある。国家としての方向性、資金力をもとに活動を強化、外交や産業
へも波及している。(2)砕氷船の整備も実施（砕氷船建造は海外発注）。
(3)小型衛星を開発。 

韓国 

基礎研究 △ → 
 (1)北極では、国家方針として研究と経済、政策への関わりをもつ。(2)
北極では陸上生態、海洋調査、メタンハイドレート、中緯度への気象影
響、(3)南極では、新基地建設、アジア多国間の連携強化に力を入れる。 

応用研究・
開発 

○ → 

 (1)海上交通、造船など産業化へ注力により、国際的に有利な立場を築
く活動がある。(2)砕氷船造船の実績をあげつつある。(3)南極では、米
国との共同に力を入れており、数値モデリング、無人気象観測装置
（AWS）の展開をしつつある。(4)北極の影響を考慮した、中緯度の気象
予測を改良。 

（註1）フェーズ 

基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

 

（註2）現状 ※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価である。 

◎ 特に顕著な活動・成果が見えている、 ○ 顕著な活動・成果が見えている 

△ 顕著な活動・成果が見えていない、 × 活動・成果がほとんど見えていない 

 

（註3）トレンド 

↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.２ 環境汚染・健康区分 

環境汚染・健康区分では、下記の 6 つの研究開発領域を設定した。 

3.2.1 大気汚染 

3.2.2 水質汚染 

3.2.3 土壌・地下水汚染 

3.2.4 物質循環・環境動態 

3.2.5 健康・環境影響 

3.2.6 化学物質リスク管理 

 

区分の概要を以下にまとめる。 

大気汚染の研究開発は欧米、特に米国が進んでいる。日欧米の大気汚染課題は、PM2.5 と

光化学オキシダント（オゾン）であり、生成機構が複雑なため、対策には大気モデルを用い

た研究が重要である。日本では分析や機構に関する基礎研究は行われているが、固定発生源

の測定に関する研究者が少なく排出インベントリの整備に課題がある。短寿命気候汚染物質

（SLCPs：Short-Lived Climate Pollutants、メタン・対流圏オゾン・ブラックカーボン）の

ようなローカルな大気汚染と地球環境の両方に関わる物質の排出が開発途上国での課題とし

て注目されはじめている。 

水質汚染は、広域的かつ新たな汚染物質（医薬品および日用品等由来化学物質（PPCPs：

Pharmaceuticals and Personal Care Products）やマイクロプラスチックなど）の出現によ

り複合的な汚染現象へと変化している。欧州は問題自体の発掘に積極的に関与し、全体的に

研究が盛んである。新たな問題の発見と規制の先導によるアドバンテージは大きく、日本は

欧米の後追いとなっている点は否めない。日本はマイクロプラスチック中の化学物質測定な

ど世界をリードする領域もあるが、全体的に縮小傾向にある。米国では、病原性微生物や微

量物質の分析法などで優位に研究が進められている。先端的な課題だけでなく、気候変動や

資源採掘、地域環境の保全に関連する研究も行われている。 

土壌・地下水汚染に関して、サステイナブルレメディエーション（SR：Sustainable 

Remediation、環境面・経済面・社会面を考慮した対策）やリスク評価のように複数指標か

らの目標設定が検討されている。米国では生物を利用した浄化技術やリスク管理に基づく融

合研究が進められ、また、ポリマーやゼオライト等を添加した高機能型遮水材の基礎研究が

盛んである。実汚染サイトでの検証や実証が可能であり、応用研究の環境として非常に優れ

ている。欧州では特に英国で SR の研究開発が加速されており ISO 規格の提案が進められて

いる。日本も多くの研究開発の推進やその成果があり、今後はリスク評価の導入とそれに基

づく対策が求められる。 

大気、水、土壌や地下水を横断する炭素や窒素、汚染物質の物質循環・環境動態の分野で

は、試料精製と測定技術が向上し、循環・動態の統合的モデルが開発され、原子・分子レベ

ルからの現象理解が進んでいる。日本は温室効果ガス濃度や同位体比測定は最高水準を維持

している。米国は観測ネットワーク構築と統合化を積極的に推し進め、特に衛星観測では世

界をリードしている。物質循環モデル研究でも長い歴史をもつ。欧州も炭素および関連する

物質循環研究を積極的に推進している。中国はモデル分野では独自開発はまだ少ないが、温

室効果ガスなどの物質循環の観測研究を進め、論文数の伸びが非常に大きい。 
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健康・環境影響に関する研究開発は、代謝過程の知識の蓄積と分析技術の進展により、曝

露から影響までの経路を把握する AOP（Adverse Outcome Pathway）が注目されている。

地球環境問題による健康影響も重要性を増している。米国で基礎研究が多岐にわたり且つレ

ベルが高い。新しいアプローチが絶え間なく提案され、ナノマテリアル廃棄物への評価など

新しい研究も始まっている。中国では多くの資源が割かれ着実に実力をつけている。日本も

基礎研究のレベルは高く、化学物質影響、気候変動影響などで報告数も増えている。 

化学物質リスク管理に関しては、管理が必要な化学物質数が増大し、網羅的一斉分析や高

分解能な分析が進展している。AOP による毒性試験の省力化や迅速化も期待される。日欧米

のレベルが高く、特に欧州では分析から毒性までをカバーする国際プロジェクト Solutions

などが進められている。北米（特にカナダ）では、超高分離技術と超高分解能質量分析計を

合わせた装置開発が進むなど基礎レベルは高い。ToxCast、Tox21、FutureToxⅡなど毒性予

測に関する大規模プロジェクトが進められ基礎から応用への展開が進む。日本はノンターゲ

ット分析の普及、薬物の体内動態予測、子供と環境に関する全国調査の実施、大規模モデル

開発など基礎研究の水準は高い。 
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３.２.１ 大気汚染 

 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 

大気汚染は、工場等の固定発生源および自動車等の移動発生源からのガス､エアロゾル粒子

（気体中に浮遊している固体・液体の微粒子状物質）などの汚染物質が健康被害や環境被害な

どをもたらす事象である。火山や森林火災などの自然発生源からの上記汚染物質も大気汚染

物質に含めることがある。ここでは大気環境における汚染物質の観測・計測と予測・評価、

ならびに排出源特定と排出源対策を対象とする。 

 

 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の研究開発動向 

［意義］ 

日本では、大気汚染防止法による固定発生源（工場や事業場）からの排出規制、および移

動発生源である自動車の排出ガス規制の段階的強化や自動車 NOx・PM 法などの都市部を対

象とした対策により、これまでに大気汚染物質の環境濃度は大幅に改善してきており、大気

環境の残された課題は光化学オキシダントと PM2.5 とされている。いずれの大気汚染物質も

大気中の反応が主要因と考えられているが、その生成メカニズムは多岐にわたり、いまだ十

分解明されていない 1)。この大気環境対策を行うための生成メカニズムの解明、大気質予測

シミュレーション（大気モデル）の高精度化、その入力データであるエミッションインベン

トリの整備・改善が喫緊の課題であり、これらの研究を進めることが必要となる。またこれ

らの対策については、東アジアからの越境大気汚染の影響も大きいため、国際的な取り組み

も必要とされている。加えて最近では、石綿（アスベスト）やナノ粒子のように形状やサイ

ズに起因する有害性が問題となる物質、水銀や鉛等の重金属や残留性有機汚染物質（POPs：

Persistent Organic Pollutants）による地球規模の汚染、さらにはブラックカーボンやフロ

ンのように大気環境が気候変動に及ぼす影響という観点からの研究も必要とされている。 

 

［動向（歴史）］ 

 大気汚染に係る物質 

環境基準は、人の健康を保護し、生活環境を保全する上で「維持されることが望ましい基

準」（環境基本法）であり、行政上の政策目標である。大気汚染に係る環境基準は、公害対策

基本法（昭和 42 年法律第 132 号）第 9 条の規定に基づいて、二酸化硫黄（SO2）、一酸化炭

素（CO）、浮遊粒子状物質（SPM）、二酸化窒素（NO2）、光化学オキシダントに対して基準

値が定められている。1996 年の大気汚染防止法の改正で、長期的暴露による発がん性等の観

点から、有害大気汚染物質として、248 物質（そのうち優先取り組み物質 23 物質、指定物質

3 物質）が指定された。現在、有害大気汚染物質の基準値はベンゼンなど 4 物質に関して定

められており、その他 8 種類については指針値として定められている。また 2009 年には微

小粒子状物質（PM2.5）に係る環境基準が追加されている。2015 年には水銀に関する水俣条

約を踏まえて大気汚染防止法が改正され、水銀の大気排出規制が新たに設けられた。全国に

約 2,000 の大気測定局があり、汚染物質のすべてあるいは一部について、連続的にモニター

評価されている状況である。 

なお大気汚染物質の環境基準はヒトの健康影響より導き出されるものであるが、今後は環



研究開発の俯瞰報告書 

環境分野（2017年） 

 

 

 
CRDS-FY2016-FR-03 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

150 

境汚染物質に過敏な人（子供、高齢者、心疾患等の患者）を対象とした研究が今まで以上に

必要とされる。 

 大気汚染の歴史2) 

世界で最初の大気汚染による健康被害は、1930 年ベルギー・ミューズ渓谷における呼吸器

疾患での地域住民 60 人死亡の事件である。また都市部での大気汚染による最初の健康被害

は、1952 年のロンドン・スモッグ事件である。12 月中の約 1 週間、先のミューズ渓谷と同

様に冬場における大気の気温逆転（高度上昇にしたがって気温が通常とは逆に上昇する現象）

で、大気汚染物質が滞留する状態となり、通常より約 4 千人も死亡者が増加した。この事件

の原因は石炭燃焼による煤煙・煤塵、硫黄酸化物（SOx）などによるものであった。当時ロ

ンドン市役所の屋上で、浮遊粉塵や SO2が測定されており、これらの大気汚染物質の曝露濃

度と死亡率や罹患率などの健康影響との関係を評価することで大気汚染の医学研究を飛躍的

に推進させることにもなった。 

日本における大気汚染の歴史としては、1960 年頃からのいわゆる四日市喘息問題があげら

れる。この原因は疫学調査より SOxを含む汚染物質の排出によるものであり、石炭使用に伴

う煤煙・煤塵を規制するために 1962 年に煤煙規制法（煤煙の排出の規制等に関する法律）

が制定された。総合的な汚染防止対策を進めるために 1967 年に公害対策基本法を制定し、

翌年、大気汚染防止法が成立した。これにより、工場・事業所からの排出基準の強化、総量

規制などの規制強化、それに対応して工場・事業所側の集塵装置、排煙脱硫・脱硝設備の導

入や重油の低硫黄化対策などの産業型公害規制が行われ、環境基準達成が向上した。 

一方、都市部における新たな問題として光化学スモッグが浮上してきた。1970 年 7 月に東

京・杉並の高校で運動中の高校生が目や咽頭の刺激症状、咳、呼吸困難、頭痛、しびれ感を

訴え、一部の者は高度の呼吸困難、痙攣発作や意識障害などで病院に搬送される事件があっ

た。後の研究で、これは光化学オキシダント（オゾン（O3）や peroxyacetyl nitrate（PAN）

など）が原因であることが分かった。国は、光化学オキシダント発生の一因となる窒素酸化

物（NOx）に対して、固定発生源には 1973 年の排出基準設定を順次強化した。さらに自動

車排出ガスからの NOx に対しても 1978 年から本格的な規制が開始された。炭化水素に対し

ても大気汚染防止法に基づいて規制された。一方、自動車台数の急増により NOx や SPM な

どの沿道等の局地的汚染の問題も、大都市地域を中心として浮上してきた。自動車排出ガス

規制は 1966 年以降順次排出ガス低減技術、特にガソリン車における電子制御式燃料噴射と

三元触媒の組み合わせ、さらには燃料の無鉛化（ガソリン性能向上のための鉛系添加剤の廃

止）などの燃料性状の進展を見極めながら強化されてきたが、首都圏などの大都市部につい

ては新車対策のみでは NOx や SPM などで大気改善が進まない状況が続いた。さらにディー

ゼル車から排出される PM の発がん性を指摘する研究例も出てきたため、1992 年には東京

都がいわゆる「ディーゼル車 NO 作戦」を独自に展開し、新車のみならず使用過程車も含め

たディーゼル車への対策強化を行った 3)。これを契機に自動車 PM 排出の対策技術であるフ

ィルター装置（DPF: Diesel particulate filter）を装着したディーゼル車の市場導入の前倒し、

既販車への DPF 装置の装着対応、および DPF 装着時に必要となる低硫黄軽油の早期導入な

どの対策が進んだ。2009 年にはディーゼル車の新車すべてに DPF 装着を前提とした排出ガ

ス規制強化が行われ、それ以前のディーゼル車への早期対策も含めて、SPM は大きく改善し

ている。なお現在では大型ディーゼル車への NOx 排出規制強化の検討ならびに国際基準調

和として自動車排出ガスの試験法統一の検討も行われている 4)。 

2012 年度環境基本計画によると、大都市の NO2、SPM は自動車単体規制、自動車 NOx・

PM 法、低公害車の普及により、一部の測定局を残し、環境基準をおおむね達成している。
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日本の大気質の残された課題は光化学オキシダントと PM2.5 とされている。光化学オキシダ

ントについては、原因物質である NOx や揮発性有機化合物（VOC：Volatile Organic 

Compounds）の排出抑制対策を進めてきているが、環境基準が諸外国と比較して厳しいこと

もあり、達成率は 1％未満と低い状況にある。ただし光化学オキシダント濃度の長期的な傾

向を評価するための指標（光化学オキシダント濃度 8 時間値の日最高値の年間 99 パーセン

タイル値の 3 年平均値）を用いて、関東地域や阪神地域などの域内最高値の経年変化をみる

と、近年は域内最高値が低下しており、高濃度域の光化学オキシダントの改善が示唆されて

いる。2009 年に新たに環境基準が定められた PM2.5 は、粒子状物質の中で粒径 2.5μm 以

下の粒子状物質である。SPM（10μm 以下）などと比較して粒子径の小さい PM2.5 は肺の

奥にまで到達するため、疫学データでの健康被害との相関が高いとされ、1997 年に米国で初

めて環境基準が設定されたものである 4)。現在は常時監視体制が構築されつつあるが、測定

データから全国的に環境基準を超える可能性が示唆されている。 

なお欧米での大気環境の課題としても、米国ではオゾン（日本の光化学オキシダントに相

当）と PM2.5 が問題、EU ではオゾン、窒素酸化物、一部の有機化合物についていまだに課

題と認識されている。また特に都市部での PM、オゾン高濃度地域は 90％を越え、大きな懸

念とされ、WHO のガイドライン指針値の達成を目標に対策が進められている 5)。このよう

に日欧米とも PM2.5 および光化学オキシダント／オゾンなど、複雑な生成機構をもつ大気汚

染物質に対しての観測、予測、対策の課題がある。 

 

光化学オキシダントは、前駆物質の VOC や NOxが大気中の光化学反応により生成される

物質である。しかし NOx と VOC の排出量を減らした分だけ改善されるわけではなく、減ら

す比率によっては、光化学オキシダント濃度が増加してしまう場合もある。また、VOC は 1

つの物質ではなく様々な物質の総称であり、その中にはオキシダント生成に大きく寄与する

物質もあればあまり寄与しない物質もある。一方、PM2.5 には、発生源から直接大気中に粒

子として排出されるもの（一次生成粒子）と、ガス状の前駆物質（VOC/NOx/SOx）が大気中

での化学反応を経て粒子化するもの（二次生成粒子）がある。これらのように前駆物質が大

気中で光化学反応して出来る PM2.5 二次粒子やオキシダントについては、生成機構が複雑で

未解明であり、原因物質と発生源が多岐にわたることから解明すべき課題が多く残されてい

る。 

図 3-1は大気中の光化学反応などの二次生成反応メカニズムの概略を示したものである 1)。

また、図 3-2 は PM2.5 の発生源・成分の内訳例であり、二次生成粒子が多いことが分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   

図 3-1 大気中の二次生成反応メカニズム 図 3-2 PM2.5の発生源・成分の内訳例 

（出典：JATOPⅡ成果報告会資料） 
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また地球規模の問題として、汚染物質が国境を越えて長距離輸送されることによる広域大

気汚染、地球規模大気汚染の問題もある。この問題は日本では PM2.5 が中国から飛来するな

ど最近になって特に注目されているが、この広域大気汚染の問題自体の歴史は古く、欧州や

北米では 1960 年代から 70 年代にかけて顕在化した。当時は粒子状物質ではなく、SOx と

NOx とその分解物である硫酸、硝酸エアロゾルといったような酸性物質の越境汚染による、

湖沼の酸性化や森林の立ち枯れが問題であった。その後、1990 年代に日本と中国を含む東ア

ジアにおいても同様な越境汚染問題が取りざたされた。酸性物質の越境汚染については、欧

州を中心とした数十ヶ国により長距離越境大気汚染条約（CLRTAP）が 1979 年に採択され、

汚染状況の監視・評価、原因物質の排出削減対策などが進めてられている。東アジア地域で

は、日本のイニシアチブにより中国をはじめとする東アジアの 13 ヶ国が参加して「東アジ

ア酸性雨モニタリングネットワーク（EANET）」が 2001 年から本格稼働している。 

水銀や鉛等の重金属や、PCB のような残留性有機汚染物質（POPs）は、大気中寿命が非

常に長いため、酸性物質の越境汚染よりもさらに広範囲に移動し、地球規模の汚染が懸念さ

れている。そのため、「残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約」（POPs 条約）が

2004 年 5 月に発効し、シミュレーション等による監視、評価、排出削減対策が進められてい

る。 

大気汚染、大気環境に係わる研究開発としては、対策手段を特定するために観測に加え、

大気中の汚染物質の挙動を予測・解析するための大気モデルが重要な役割を担っている。特

に光化学オキシダントと PM2.5 のように複雑な大気中の化学反応メカニズムで発生する物

質や、越境汚染など広域の大気汚染の影響を評価し解明するためには、大気濃度場の時空間

構造とその変動、複雑な物理・化学過程を取り入れた大気モデルが重要であり、その果たす

べき役割は増大している。以下には大気モデル研究について記する。 

 大気モデル研究 

大気モデル研究は、排出インベントリの整備、大気モデル開発、将来予測などの対策検討

の 3 つの領域に分けられる。図 3-3 に大気モデルの概念図を示す 1)。 

 

 

図 3-3 大気モデルの概念図（出典：JATOPⅡ成果報告会資料） 
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• 排出インベントリの整備 

排出インベントリとは、大気汚染物質がどこからどれだけ排出されているかを示す目録

（インベントリ）であり、通常は年間の排出量として示される。大気モデルへは入力データ

として用いられ、排出量のリストにとどまらず、空間的、時間的な排出量が必要となる。

日本では国としての排出インベントリ（ナショナルインベントリ）はいまだ整備されてい

ない 6)。排出インベントリはすべての発生源からの排出量を推計する必要があるが、ほと

んどは燃料消費量や工業生産量、自動車走行量、人口、就業者人口などの活動量に排出係

数（排出原単位、発生源種類毎の単位活動量あたりの汚染物質の平均排出量）を乗じるこ

とにより算出される。現在日本で唯一大気モデルの入力用として整備されたものに、

JATOP インベントリ（JEI-DB）がある。排出インベントリには、発生源カテゴリで 110

程度、対象物質は PM、NOx、SOx、CO、NMVOC、NH3などがあり、個別成分の排出量

だけでなく、VOC 組成や PM 組成・粒径区分も発生源別にデータ整備が必要となる 6)。排

出インベントリに関する研究の課題としては、排出量を求めるための測定法の整備、発生

源から排出される過程、排出インベントリのための統計値の確保、オフィスビルのような

業務部門や家庭などの民生部門からの排出量の把握、船舶や農業（主に NH3、暖房用ボイ

ラ）など推計方法のモデル化、農作物や草類などからの VOC 排出量などの課題がある。 

• 大気モデル開発 

大気汚染分野で主に利用されている大気モデルはレセプターモデル（観測地点モデル）

とシミュレーションモデル（化学輸送モデル）である。 

レセプターモデルは観測された濃度をもとに、その観測地点における発生源別の寄与濃

度を統計的に推計するもので、統計モデルの一種と考えることができる。粒子状物質や

VOC などの発生源解析に使用されており、代表例として CMB（Chemical Mass Balance）

や PMF（Positive Matrix Factorization）があげられる。CMB モデルは観測された成分

濃度から、想定される発生源の成分濃度パターン（発生源プロファイル）を用いた重回帰

式より、それぞれの発生源の寄与濃度を計算するものである。現在、日本で使われている

発生源プロファイルは、土壌性粒子、海塩粒子、鉄鋼工業、石油燃焼、廃棄物焼却、自動

車排気、ブレーキ粉塵などがあるが、測定されたのが 2000 年以前のものが多く、排気対

策が進んできた状況を踏まえた新しいプロファイルへの更新が課題である。石油燃焼など

大気汚染対策を想定すると発生源が特定できないプロファイルもあり、プロファイルその

ものの整備も課題である。PMF モデルは多数の成分測定データをいくつかの因子を想定し

て多重回帰式より因子毎の成分プロファイルを求め、各因子プロファイルに近い発生源の

寄与度を見積もるものである。観測結果の精度などにより計算上求められる因子数が限定

されることや得られた因子と発生源を想定することが解析者の判断に依存するところが

PMF モデルの課題である。解析手法の確立が求められている。 

シミュレーションモデルには、一般に、解析解モデルと数値解モデルの 2 つのタイプが

ある。解析解モデルは、風向・風速は一定とするなどの仮定により解析解が得られるとこ

ろまで簡略化した定常モデルであり、プリュームモデルとパフモデルが代表的である。数

値解モデルは、汚染物質の輸送過程を記述する基礎方程式（物質輸送方程式や拡散方程式、

物質収支式などと呼ばれる）を解いて大気汚染濃度を計算する物質輸送モデルの基礎方程

式に化学反応項を付加することにより、化学反応過程も考慮できるようにした非定常モデ
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ルである。大気環境行政や発電所や工場の新設などの際の環境アセスメント等の実務で用

いられるのは、ほとんどの場合がプリューム・パフ式を基本とした解析解モデルであり、

数値解モデルが用いられることは稀である。解析解モデルは構造が簡単で分かりやすく計

算時間や計算容量が少ないこと、長年にわたる運用実績があり一定の信頼性が担保されて

いること、現在の環境アセスメントで必要な項目は解析解モデルで得られる結果で間に合

う場合が多いこと、解析解モデルをベースとした評価ツール（日本の METI-LIS、ADMER、

米国の AERMOD 等）が供給されていること等が理由である。ただし、解析解モデルは、

現象を簡略化する様々な仮定のもとで成立するモデルであるため、複雑な気流場での現象、 

非定常現象、複雑な化学反応・沈着過程を伴う現象等に対しては基本的に適用できない。 

一方、数値解モデルは、構造が複雑であり多くの計算時間と計算容量が必要であるが、

上記で示したような解析解モデルでは考慮できない複雑な現象に対応することができる。

米国の CMAQ（Community Multiscale Air Quality）と全球スケールの GEOS-Chem が

よく使われている。数値解モデルでは、気象データと排出量データを入力として、移流、

拡散、沈着、光化学反応、粒子化などの各過程の各格子における汚染物質濃度の時系列変

化を計算するものである。光化学反応については大気中に存在するあらゆる物質と反応を

モデルで明示的に表現するのは困難なため、物質と反応を集約的に表現する化学反応メカ

ニズムが組み込まれている。これらの数値解モデルの多くは研究用であり、複雑な構造の

モデルのため、運用にあたってはどうしても専門的な知識を要する。また各モデルはそれ

ぞれ独自に信頼性の検証が行われているが、各モデル間の推定結果にはバラツキが見られ

る。このような理由から、行政目的などでの実務利用はあまり進んでいないが、現在の大

気汚染問題では、光化学オキシダントや PM2.5 など数値解モデルが必要とされる場面が多

いため、信頼性の向上と利便性の向上を行うことにより、実務での利用を促進する必要が

ある。 

• 大気モデルによる将来予測・感度解析 

大気汚染対策の効果等を予測するために大気モデルを用いた将来予測・感度解析が重要

になる。将来予測の推計手法としては、基準年の気象場を気象モデルで計算し、基準年の

排出量データを将来シナリオにしたがって変化させることで大気汚染物質の濃度を推計す

る。また感度解析では発生源の寄与度をモデルにより解析する方法であり、各種の原因物

質の寄与度がモデル上で推定できる。なお大気モデルを使った大気汚染対策を進めるため

には、将来推計の手法を統一化することが課題である 1)。 

 

 

（３）注目動向  

［新たな技術動向］ 

• 衛星観測データを使った排出インベントリの整備が世界的に進んできているが、データの

解像度が粗く日本ではそうした取り組みはいまだない。衛星観測データの地表面の大気汚

染物質濃度の精度など解決すべき課題はあるが、観測点を多く設定できない地域の排出量

の把握には有望である。 

• 米国環境保護庁（EPA）では環境問題・対策がより複雑化してきたことを受けて、2011 年

に分野構成の見直しを行い、大気研究については、大気・気候変動・エネルギーを統合さ
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せた分野として取り扱っている。また共同研究として気候変動、土地利用、大気質、水質、

経済の総合作用を考慮した“One environment”モデルの開発にも取り組んでいる 7)。 

• 中国からの黄砂中には微生物あるいは生物に由来する有機物でできた粒子、バイオエアロ

ゾルが存在しており注目されている。これらが暴露されると、より炎症が進みやすく細胞

へのダメージが大きいとされている 8)。 

• 石綿（アスベスト）やナノ粒子のように形状やサイズに起因した人への有害性が問題とな

る物質による大気汚染も注目されている。これらは当初は室内環境での暴露が問題であっ

たが、大気汚染においても社会的な問題になっている。2005 年に石綿含有製品を過去に生

産していた工場近辺における住民の健康被害が明らかになった。ナノ粒子は細気管支を通

り抜け肺胞に達し血液に移行するため、呼吸器系のほか、循環器系への影響も懸念されて

いる。もっとも、カーボンナノチューブ（CNT）のような新素材のナノ物質のリスクが注

目されているが、ナノ粒子自体は、自然界にも多く存在しており、燃焼等による人為起源

も含め、昔から環境中に存在しているものである。 

 

［注目すべきプロジェクト］ 

• タイヤ・ブレーキの摩耗粉塵の研究 

排出ガスからの PM2.5 が低減されるに伴い、相対的に排出ガス以外の PM2.5 が欧州を

中心に着目されて始めた。欧州の PMP（Particle Measurement Programme）ではタイヤ・

ブレーキの摩耗粉塵の計測法の検討も始まった 9)10)。並行して日本でも計測法や排出係数

の研究が始まった 11)-13)。 

• 粒子数濃度の研究 

欧州の粒子数規制の導入に伴い、大気汚染物質としての粒子数濃度の将来予測 14)や粒子

数濃度の健康影響評価のための疫学研究が注目される。またガソリン直噴エンジンの排気

粒子数濃も注目されている。23nm 以下の超微小粒子を含めた粒子数濃度の計測法の研究

も盛んになっていきている。 

計測法では、半揮発性粒子をどう計測していくか等が注目される課題である 

• 短寿命気候汚染物質（SLCPs：Short-Lived Climate Pollutants）14) 

SLCPs とは、大気中での化学的な寿命が数日から数十年程度と比較的短く、気候を温暖

化する作用をもつ物質である。具体的にはメタン、対流圏のオゾン、ブラックカーボン

（BC：化石燃料やバイオマスを燃焼させた時に発生する黒色炭素粒子）の 3 物質である。 

SLCPs については、環境省環境研究総合推進費 S-12「SLCP の環境影響評価と削減パ

スの探索による気候変動対策の推進」でも研究開発が実施されている。 

SLCPs の概念そのものは日が浅いため確固たるものではないが、開発途上国におけるブ

ラックカーボン排出抑止策などで今後注目される可能性がある。ローカルな大気汚染と地

球環境の両面に関わる物質であるため、その削減には身近な健康影響の低減にも結びつく

という点で、省エネルギーなど生活レベルの低下につながる可能性のある CO2対策に比較

して、一般市民からの協力が得られやすいのではないかという観点から注目されている。 
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（４）科学技術的課題 

［課題（ボトルネック）］ 

• 大気観測による汚染物質の動態研究 

‐ PM2.5 の動態を把握する研究の課題 

 CMB（Chemical Mass Balance）法に使う発生源プロファイルデータが限られ古

い。発生源の種類も限定的。 

 近年の大気中 PM2.5 濃度が小さいため、高分解能の計測器の開発が求められる。 

 二次粒子の発生源を特定するためには、時間分解能の高い計測器も求められる。 

‐ 光化学オキシダントの動態を把握する研究の課題 

 VOC 排出量の実態把握が困難であるため、測定法の確立が求められる。 

• 大気モデル研究 

‐ 排出インベントリに関する研究の課題 

 国としての排出インベントリ（ナショナルインベントリ）の整備。すべての発生

源で排出量を求めるための測定法の整備。発生源から排出される過程の解明。 

 煙突から大気に放出される際の VOC 凝縮過程の解明。日本ではその研究がほと

んど実施されていない。大規模煙源を模擬した実験炉がなく、発生源の企業協力

体制がない。 

 道路交通センサス一般交通量調査と自動車燃料消費統計の走行量の統計調査にお

いて、年度により調査項目やデータが変更される。排出インベントリのための統

計値の確保や、大規模なプローブデータ等のビッグデータ活用。 

 オフィスビルのような業務部門や家庭など民生部門からの排出量の正確な把握。 

 船舶や農業（主に NH3、暖房用ボイラー）などの推計方法のモデル化の研究が進

んでいない。 

 日本独自の植生を考慮する植物起源 VOC の推計モデルがいまだ研究開発されて

いない。 

‐ 地域スケールの大気モデル（CMAQ）の研究の課題 

 PM2.5 に関してはサルフェート成分の過少、ナイトレート成分の過大、有機二次

粒子（SOA：Secondary Organic Aerosol）の過少等の再現性。 

 Oxに関しては、経年変動を含む長期的変動や日内変動、長期間の低～高パーセン

タイル値の再現性。 

 VOC の成分濃度や全 NMHC（非メタン炭化水素）濃度の再現は極めて不十分で

ある。 

 二次生成機構解明に関する実験・観測・モデル研究の統合的推進と二次有機粒子

モデルの開発を同時に進めることが求められる。 

 Ox については、排出インベントリの改良、未把握 VOC の把握、NMHC 測定濃

度の解析、VOC 成分の多地点連続測定が求められる。 

 大気モデルの再現性検証に使える大気汚染物質の時系列の観測データが少ない。 

• 大気汚染分野の研究における体制面での課題 

 インベントリ・シミュレーション精度向上を継続的に研究する仕組み構築。 

 大気汚染分野の研究者の慢性的な不足。 
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［今後取組むべき研究テーマ］ 

• 大気モデル 

‐ インベントリ整備 

 固定発生源からの PM2.5 などの大気汚染物質の測定法の研究；最優先の研究課題

としては煙源の凝縮性粒子評価法の研究 

 大気放出を想定した固定発生源・移動発生源の排出インベントリの整備・更新体

制の構築 

 蒸発起源 VOC の測定法の研究 

 排出インベントリのための活動量の抽出手法と統計データの収集に関する研究 

統計法との関連や GHG インベントリなどと連携を含めた枠組み構築 

‐ 大気モデル開発 

 粒子成分の再現性向上のための研究；VBS 法、チャンバー実験による粒子収率の

整備、NH3の発生動態の解明など 

 VOC 再現性向上のための研究；植物起源 VOC の排出予測法、VOC 成分の蒸発性

の解明など 

 レセプターモデルのための発生源プロファイルの研究：粒子成分や VOC 成分プロ

ファイルの最新データの収集・整備 

 大陸～地域～都市～街区～沿道～室内環境など異なる空間スケールの現象を統一

的に把握評価出来るモデルシステムの構築 

 粒径別の粒子個数や化学組成の予測モデルの構築 

 不断のモニタリングデータおよび集中観測データによるモデルの検証と改善 

• SLCPs に関する知見の集積・整備 

• ナノ粒子のような形状やサイズが問題となる物質の環境中動態、人や生態系への暴露とリ

スクの評価手法開発 

• 水銀、POPs など環境中に長期間存在する物質の環境中動態、人や生態系への暴露とリス

クの評価手法開発 

 

 

（５）政策的課題 

• モデルとデータベースの継続的な運用・サポート体制が不十分である。 

• PM2.5 については越境汚染の課題もあり、中国等の東アジア地域における大気汚染対策を

推進するための技術協力に、さらに取り組むことが求められる。 

• ナノ粒子については、新規に開発が進められている高機能材料の普及の阻害要因とならな

いため、大気環境を経由した人への暴露についても、政策的な取り組みが要請される。 

• 水銀、POPs については、条約への対応として取り組むことが求められる。 

 

 

（６）キーワード 

SO2、CO、SPM、NO2、光化学オキシダント、PM2.5、粒子数、タイヤ・ブレーキ、疫学知

見充実、リアル・リアルワールドエミッション、ビックデータ活用、アジア諸国での大気改

善、SLCPs、ナノ粒子、重金属、水銀、POPs 
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（７）国際比較表 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ ↘ 

 インベントリ整備に使う固定発生源の測定法の研究者がほとんどいな
い。研究のための実験設備や協力体制がほとんどない。行政を含めた体
制作りから始める必要がある。 

 科研費、環境省推進費などの公的資金を原資として、大気汚染に関連す
る多様な研究が行われており、研究レベルは高い。ただし、同分野の論
文数、大気モデル開発の独自性などの点からみると、欧米の大学や研究
機関と比較して層が薄いことは否めない。 

 日本の大気汚染状況は従来と比べてかなり改善してきていることもあ
り、研究費や研究者の数は減少傾向にある。研究者はリスク評価や放射
性物質など他の分野の研究にシフトしている。 

 大気汚染の分析や発生の機構に関する基礎的な研究は十分発展してい
る。エアロゾルの物理や工学については十分といえるが化学については
まだ不十分 15)。 

応用研究・
開発 

○ → 

 米国大気モデルを使い、日本にない排出係数を文献データから作成した
排出インベントリを使い、日本用に構築した研究が進んできた。 

 ADMER や METI-LIS のような実務で使えるツールが開発、公開され、
行政機関や企業などで広く活用されている。ただし、ツールについては
米国と比べると少ない。 

 オリジナルなモデル開発は少なく、米国を中心とした海外製モデルを用
いた適用研究が中心である。 

 モニタリング技術、分析技術、排出削減技術などは、企業が積極的に開
発を行っている。 

 モニタリングや対策技術は、国内より途上国が大きな市場となるだろう。 
 大気汚染対策技術などは十分に発展している。しかし測定技術などは新
たなものを開発する力が十分とはいえず、外国のものに頼っている面が
ある。 

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 

 環境保護庁（EPA）は反応モデルの基礎研究からインベントリ測定法の
改良研究まで独自の研究者を擁して研究を進めている。 

 研究者の層、研究費の額、研究レベルともに、圧倒的に優位である。 
 EPA、海洋大気局（NOAA）、エネルギー省（DOE）などの政府系研究
機関、大学、州政府など様々なところで大気汚染の研究が進められてい
る。EPA とカリフォルニア州が伝統的に強い。 

 米国においても国内の大気汚染状況はよくなってきていることもあり、
他の分野や途上国の研究にシフトしている。 

 あらゆる面で先進的に研究が進められている。エアロゾルの物理化学が
応用研究だけではなく基礎研究として進められている点に注目すべき
である 16)。 

応用研究・
開発 

◎ → 

 行政的に SIP（州の大気改善政策）の策定には大気モデルでの評価結果
が必要な体制が整備されている。 

 CMAQ（大気モデル）や NEI（国の排出インベントリ）を定期的に更
新する枠組みが出来ている。 

 民間の研究機関でも大気モデルを使った研究が出来ている。 
 モデル開発とツール化などソフトウェア研究の分野は、特に圧倒的に優
位である。CMAQ 等様々なモデルが無償で公開され、世界中で利用さ
れている 17)。 

 サンプリングや分析技術についても、最先端の研究が行われている。 
 政府系研究機関や大学からスピンアウトしたコンサルティング企業が、
政府からモデル開発や環境影響評価を請け負って実施している。 

 対策技術は特に群を抜いているという感じはしないが、測定技術開発な
どは常にトップを走るケースが多い。大学と民間の結びつきが強いこと
が推察される。 

欧州 基礎研究 ◎ → 

 UFP（超微小粒子、50nm以下の粒子）の生成メカニズム、粒子数に関
わる研究（含むインベントリ）などの基礎研究は充実している。しかし、
米国ほど広範囲な研究は実施されていない。 

 伝統的に環境問題に取り組むことに熱心な国が多く、研究者の層、研究
費の額、研究レベルともに、米国には及ばないが高い水準にある。 

 大気汚染の状況は国によってかなり異なる。北欧、オランダ、英国では、
以前から大気モデル開発の研究が行われており、研究レベルが高い。東
欧や南欧では、まだまだ大気汚染が酷い都市があるため、モニタリング
を中心とした研究が多く行われている。 
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応用研究・
開発 

○ → 

 大気環境基準達成に向けて、大気動態の観測解析や大気モデルを使った
大気質評価が実施されている。 

 大気拡散モデルのツール化では、オランダ国立公衆衛生環境研究所
（RIVM）、オーストリアの国際応用システム分析研究所（IIASA）など
が有名である。 

 多くの国が隣接しているため、国境を超えた越境汚染について敏感であ
る。越境汚染については、The European Monitoring and Evaluation 
Programme （EMEP）を中心として、様々な研究が進められている。
研究の深度はバラツキがあるが平均点としては高いといえる。 

中国 

基礎研究  ○ ↗ 

 中国環境科学研究院、大学、各省の研究機関などで、積極的に取り組ま
れている。 

 大気汚染問題が深刻であるため、近年、同分野の研究には、予算と人員
はある程度割いているようである。 

 欧米諸国や日本に留学した研究者が帰国し、研究と教育に従事してい
る。研究レベルには幅があるが、高くなってきている。 

 表論文数は非常に増えているが、解析内容が不十分に感じる。研究予算
が飛躍的に伸びているようなので、今後の発展が注目される18)。 

応用研究・
開発 

△ ↗ 

 PM2.5のモニタリング調査のような事例研究は、多く行われている。 
 大気モデルについては、独自のモデル開発はあまり行われず、CMAQ
やWRFのような米国を中心とした海外製モデルを用いた適用研究が中
心である。 

 モニタリングやシミュレーションは行われているが、実際の環境政策に
生かされている例は少ないと思われる。 

 モニタリング技術や測定機器、排出防止対策技術などは、欧米や日本か
らの輸入が多いと思われる。 

 新型の測定機器類の導入がめざましい。今後の応用への展開が期待され
る。2017年からEURO6に相当する規制を開始することになっているが
技術的にそれに追いつけるのかは未知数19)。 

韓国 

基礎研究  ○ ↗ 

 大気汚染は改善されつつあるものの、都市部ではまだ問題であるため、
大学や行政機関などで研究が行われている。 

 中国と同様に、欧米諸国や日本に留学した研究者が帰国し、研究と教育
に従事している。研究レベルには幅があるが、高くなってきている。 

 以前はモニタリングをベースとした研究が多くを占めていたが、近年は
モデルによるシミュレーション研究も多くなってきている。着実に研究
を進めているが、広がりがない印象。 

応用研究・
開発 

△ ↗ 

 大気モデルについては、独自のモデル開発はあまり行われず、CMAQ
やWRFのような米国を中心とした海外製モデルを用いた適用研究が中
心である。 

 モニタリング技術や測定機器、排出防止対策技術などは、欧米や日本か
らの輸入が多いと思われる。 

 SO2の削減が短期間で強力に進められたことから、技術的裏付けがある
ことが推察される。 

（註1）フェーズ 

基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

 

（註2）現状 ※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価である。 

◎ 特に顕著な活動・成果が見えている、 ○ 顕著な活動・成果が見えている 

△ 顕著な活動・成果が見えていない、 × 活動・成果がほとんど見えていない 

 

（註3）トレンド 

↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

 

 

（８）参考資料 （●は全体的に参考とした文献） 

 水・大気環境行政のご案内 －日本の公害克服経験－ 環境省水・大気環境局 

https://www.env.go.jp/air/air_pamph/air_pamph01.pdf 

 環境省 HP (大気環境・自動車対策) https://www.env.go.jp/seisaku/list/air.html 

https://www.env.go.jp/air/air_pamph/air_pamph01.pdf
https://www.env.go.jp/seisaku/list/air.html
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1) 石油エネルギー技術センター JATOPⅡ成果発表会 

http://www.pecj.or.jp/japanese/jcap/jatop2/index_jatop2_01.html 

2) 国際環境経済研究所 ゼロからわかる PM2.5 のはなし 

http://ieei.or.jp/category/special201307/ 

3) 東京都環境局「ディーゼル車走行規制」の開始にあたって 

http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/vehicle/attachement/all.pdf 

4) 自動車工業会 微小粒子状物質 SPM から PM2.5 へ 

http://www.jama.or.jp/eco/PM25/pdf/PM25.pdf 

5) 板野泰之(2006) 都市大気における光化学オキシダント問題の新展開 

6) 大気環境学会関東支部講演会 大気汚染モデルの現状と課題 

7) Science for a Sustainable Future (EPA Research program overview 2012-2016) 

https://www.epa.gov/sites/production/files/2014-06/documents/strap-overview.pdf 

8) JST CRDS 俯瞰ワークショップ報告書 平成 27 年度環境科学技術分野 最新研究開発動向 

http://www.jst.go.jp/crds/pdf/2015/WR/CRDS-FY2015-WR-13.pdf 

9) UNECE；Working Party on Pollution and Energy (GRPE) /Particle Measurement Pro-

gramme (PMP) https://www2.unece.org/wiki/pages/viewpage.action?pageId=2523173 

10) Hugo A.C.Denier van der Gon, et al, The Policy Relevance of Wear Emission from Road 

Transport, Now and in Future-An International Workshop Report and Consensus 

StatementHagino, H., Oyama, M., Sasaki, S.: Laboratory testing of airborne brake wear 

particle emissions using a dynamometer system under urban city driving cycles, Atmos-

pheric Environment, 131, 269-278 (2016)  

http://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S135223101630125X 

11) Hagino, H., Oyama, M., Sasaki, S.: Laboratory testing of airborne brake wear particle 

emissions using a dynamometer system under urban city driving cycles, Atmospheric En-

vironment, 131, 269-278 (2016)  

http://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S135223101630125X 

12) Hagino, H., Oyama, M., Sasaki, S.: Airborne brake wear particle emission due to braking 

and accelerating, Wear, 334, 44-48 (2015) 

http://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S0043164815002100 

13) Y.Tonegawa, T. Fujikawa, S. Sasaki, Development of Tire Dust Emission Measurement for 

Passenger Vehicle, 19th ETH Conference on Combustion Generated Nanoparticles(2015) 

http://www.nanoparticles.ch/2015_ETH-NPC-19/Poster/44_Tonegawa.pdf 

14) L. Ahlm, et al, Particle number concentrations over Europe in 2030: the role of emissions 

and new particle formation, Atmospheric Chemistry and Physics, 13, 10271-10283. 

15) エアロゾル研究 Vol. 29（2014) No. S1 （特別号） 

https://www.jstage.jst.go.jp/browse/jar/29/S1/_contents/-char/ja/ 

16) Pacifichem 2015, Symposium #56: Chemistry of Atmospheric Aerosols 

17) 米国環境保護庁（EPA）, Models, Tools and Databases for Air Research 

https://www.epa.gov/air-research/models-tools-and-databases-air-research 

18) Chan and Yao, Atmospheric Environment 42 （2008) 1–42.,Lu et al., Atmos. Chem. Phys., 

10, 6311–6331, 2010. 

19) 日本経済新聞,「中国、欧州並みの排ガス規制 汚染物質５割削減 17 年から前倒し導入」2016

年 4 月 24 日 http://www.nikkei.com/article/DGXLASGM23H4D_T20C16A4FF8000/ 

http://www.pecj.or.jp/japanese/jcap/jatop2/index_jatop2_01.html
http://ieei.or.jp/category/special201307/
http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/vehicle/attachement/all.pdf
http://www.jama.or.jp/eco/PM25/pdf/PM25.pdf
https://www.epa.gov/sites/production/files/2014-06/documents/strap-overview.pdf
http://www.jst.go.jp/crds/pdf/2015/WR/CRDS-FY2015-WR-13.pdf
https://www2.unece.org/wiki/pages/viewpage.action?pageId=2523173
http://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S135223101630125X
http://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S135223101630125X
http://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S0043164815002100
http://www.nanoparticles.ch/2015_ETH-NPC-19/Poster/44_Tonegawa.pdf
https://www.jstage.jst.go.jp/browse/jar/29/S1/_contents/-char/ja/
https://www.epa.gov/air-research/models-tools-and-databases-air-research
http://www.nikkei.com/article/DGXLASGM23H4D_T20C16A4FF8000/
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３.２.２ 水質汚染 

 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 

水質汚染は、人間活動由来または自然由来の汚染物質などが、河川や港湾などの都市水域

や湖沼、海洋に排出され、健康被害や環境被害などをもたらす事象である。ここでは、水域

における汚染物質の観測・計測と予測・評価、ならびに排出源特定と浄化・回復技術を対象

とする。（水処理等については研究開発領域「3.4.1 水循環」で扱う。） 

 

 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の研究開発動向 

［意義］ 

日本では、高度経済成長によって水質汚濁の問題が顕在化したが、水質汚濁防止法に基づ

く対策によって、河川における水質は大きく改善された。しかし、汚染物質が蓄積・滞留し

やすい湖沼では、富栄養化現象による着臭やミクロキスチンなど藻類産生毒物による水道水

質問題が現在もあり、海域内湾では、底層に無酸素水塊が広がり、それにともなう漁業被害

も報告されている。また、医薬品および日用品等由来化学物質（PPCPs：Pharmaceuticals and 

Personal Care Products）やマイクロプラスチック（5mm 以下のプラスチック）など、新規

汚染物質への懸念が国際的に高まっている。陸域からの化学物質の排出は、水生生物の内分

泌かく乱を誘引するなど、水域生態系への懸念が指摘されている。マイクロプラスチックと

それに含まれる有害化学物質による水環境の汚染とその影響の把握は、生物多様性と食の安

全性という点で国際的にも重要視されている課題である。こうした広域的かつ新たな環境汚

染物質の出現により、水質汚染は複合的な汚染現象へと変化している。また、人間活動の多

様化や生産活動の高度化等に伴い、水域環境へのインパクトも変貌しつつある。気候変動へ

の対応や生態系の保全、国際連携等の様々な取り組みとも関連した、現状の把握と対策が求

められている。 

 

［動向（歴史）］ 

水質に関する初期の取り組みとして公衆衛生があげられる。1890 年に明治政府はコレラな

どの伝染病対策の一環として水道条例を制定し、1900 年に下水道法を制定した。戦後の復興

とともに、産業活動により排出された重金属による公害が問題となった。こうした問題に対

処するため、1967 年に公害対策基本法が制定され、1970 年の公害国会で可決成立した水質

汚濁防止法に基づき、排水基準が定められ、水環境保全施策が進められた。また、生活排水

対策として、下水道や浄化槽の普及が進められた。現在では河川水質は代表的河川汚濁指標

である生物化学的酸素要求量（BOD：Biochemical oxygen demand）で見る限りは、1960

年以前の工業化や都市化が進む前の状況にまで、大きく回復した。 

富栄養化が懸念される湖沼では窒素規制およびリン規制が実施され、さらに湖沼水質保全

特別措置法によって水質改善が図られた。しかし、湖沼や閉鎖海域には現在も貧酸素水塊が

広がる場所があり、また、異常に増殖するシアノバクテリアによって臭気物質や毒素が産生

される問題がある。 

有機物、溶存酸素、重金属や窒素・リンなどは古典的な汚染物質ということができるが、
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様々な化学物質による汚染が社会問題となってきた。PCBs や DDTs、ダイオキシン類、有

機スズ化合物、内分泌かく乱物質、近年では臭素系難燃剤、有機フッ素化合物、医薬品およ

び日用品等由来化学物質（PPCPs）、ナノ物質などがあげられる。最近は、微小なプラスチ

ック粒子であるマイクロプラスチックによる海洋汚染、ヒ素などの自然由来物質による飲料

水汚染も国際的に関心が高まっている（自然由来物質による地下水汚染は「土壌・地下水汚

染」領域で扱う）。こうした物質群の処理の面からの技術開発が進められると同時に、これら

の物質の分析技術の開発、環境動態や毒性の把握の努力が続けられている。さらにはこうし

た物質の特性をマーカーとして利用した排出源特定の技術も開発されている。 

水質汚濁を測定するための機器については、ガスクロマトグラフ /高分解能質量分析計

（GC/HRMS）などがダイオキシンなどの分析に用いられ、医薬品などの測定には、高速液体

クロマトグラフ/タンデム質量分析（LC/MS/MS）などの技術が汎用されるようになった。ま

た、従来指標の分析においても、例えば、溶存酸素計が従来の隔膜式に加えて、光学式が開

発されるなど、より安定的に測定できる方法が開発されてきており、現場測定においても、

水質を常時モニターし、データを蓄積あるいは携帯電話回線で送信する機器が開発されてき

た。人工衛星からの光合成速度の推定などを行うリモートセンシング技術も進展した。 

水質を原位置で浄化する技術として、水生植物の定着による水質浄化や、曝気による貧酸

素水塊の解消技術などが開発、実証されてきた。また、水質変化と流体モデルを組み合わせ

た生態系モデルがさまざまな水圏に適用され、水質汚濁のメカニズムの解明や対策効果の推

定に用いられてきた。 

汚水と雨水を同一の管で排除する合流式下水道によって日本の大都市の下水道は整備され

てきたが、処理場で処理できる下水量には限度があるため、雨天時に未処理のまま下水が水

域へ放流される越流水問題（CSO：Combined Sewer Overflow）があり、病原微生物リスク

などが懸念され、その実態の把握や評価が課題とされている。 

2010 年以降世界的に問題となっているマイクロプラスチックに関しては、1972 年に海洋

のプラスチック汚染の報告が 1)、1973 年に生物によるプラスチックの取込が 2)初めて報告さ

れた。その後、先駆的な研究者により継続して報告されてきたが 3)-9)、20 世紀後半の研究は

まだ限定的なものであった。21 世紀に入り、海洋プラスチックが有害化学物質の海洋生態系

での運び屋になることが明らかになってきた点 10)-13)、微細なプラスチックが海洋表層水中を

漂い外洋の環流（Gyre）に集積し（いわゆるプラスチックスープの海）14)、さらには生態系

に侵入する可能性が示された 15)16)点の 2 つの面で新たな展開を迎えた 17)。この頃から関連の

研究者の関心が高くなり、2009 年以降このテーマの論文は年間 5 報以上出るようになり、論

文数は急激に増加している。欧米の政策立案者もマイクロプラスチックには大きな関心を寄

せはじめ、2010 年 7 月にパリで UNESCO-IOC（ユネスコ政府間海洋学委員会）の主催で国

際ワークショップが開催され、結果が国連の海洋環境保護の科学的事項に関する専門家会合

グループ（GESAMP）のレポートとして出版された 18)。GESAMP は第 1 次のアセスメン

ト 19)を 2015 年に報告し、第二次のアセスメントも本年報告予定である。 

海洋環境中で観測されるマイクロプラスチックの起源は一次マイクロプラスチックと二次

マイクロプラスチックに大別される。一次マイクロプラスチックは、もともと 5mm 以下の

粒子状に製造されたプラスチック粒で、レジンペレット、また、洗顔料、化粧品、などに含

まれるマイクロビーズ（プラスチック製スクラブ；主にポリエチレン製）も含まれる。使用
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後のマイクロビーズは家庭排水として下水処理場へ運ばれるが、下水処理場での観測から一

次処理と二次処理を経ることにより 99％以上除去されることが報告されている 20)21)。しかし、

合流式の下水処理区では雨天時に家庭排水が下水処理場へ運ばれず雨水とともに放流され海

へ運ばれると考えられるが 22)、雨天時越流下水自体の実態把握が遅れており、公共用水域へ

放出されるマイクロビーズの量は定量的に把握されてない。 

二次マイクロプラスチックは、使用後に海洋へ流入したプラスチック製品が紫外線、熱、

風波などの物理的な力により破砕、細片化したものである。破片となっている製品の特定、

破片化速度など定量的な事項はほとんどわかっておらず、破片と製品を結びつける化学的ア

プローチの開発が求められている。また、合成繊維の服を洗濯した時に発生するポリエステ

ルやアクリルの繊維も含まれ 23)、化学繊維の寄与の特定も意識する必要がある。 

マイクロプラスチックの生物への影響に関しては 3 つの側面から考えられている。プラス

チック自体が物理的異物であることによる影響、酸化防止剤や難燃剤などの添加剤の影響、

プラスチックに吸着した化学物質による影響である。物理的な影響について、大型生物では

摂食したプラスチックの物理的な作用により生理学的な影響が観測されている 24)。マイクロ

プラスチックの曝露による牡蠣の再生産能力の低下 25)、淡水魚の卵の孵化率の低下 26)、ワム

シの抗酸化酵素の誘導 27)などが報告されている。ナノサイズ（20nm）のプラスチックが細

胞膜を通過して、生物組織へダメージを与えることも、室内実験のレベルであるが示唆され

ている 28)。マイクロプラスチックの生物影響の室内実験結果の解釈の際には、プラスチック

自体の粒子毒性とともに、添加剤やプラスチックを構成するモノマーやオリゴマーによる影

響も考える必要がある。吸着している化学物質については室内実験で、化学物質を吸着させ

たマイクロプラスチックを魚やゴカイ 29)30)に曝露すると、肝機能障害や腫瘍の生成などの影

響がでることが報告されている（影響が観測されている室内実験におけるプラスチックチッ

クの暴露量は環境中よりもかなり（一桁以上）多い量である 31)）。 

日本最大の水質汚濁に関する学会である水環境学会について、2016 年 3 月に開催された年

会での水質汚濁に関連する研究発表を分析すると 32)、溶存酸素や栄養塩などの古典的な汚染

物質についての研究例は依然として多い。底層溶存酸素濃度が環境基準として新規に設定さ

れたり、従来の除去を中心とした栄養塩管理から漁業振興のための栄養塩管理へ環境管理手

法が変更されつつあるなど、古典的でありながら常に新しい話題がある。地域再生に関連し

た課題に関する研究も多くみられる。その他、農薬、医薬品および日用品等由来化学物質

（PPCPs）、1,4-ジオキサンのような産業関連の物質、ビスフェノール A などのプラスチック

からの溶出物、地下水を中心とした塩素系揮発性有機化学物質、多環芳香族炭化水素（PAH：

Polycyclic Aromatic Hydrocarbon）、ダイオキシン類などが研究対象物質である。こうした

個別の有機化合物による水質汚濁問題に対して、分解生成物や分析法、環境中での挙動、地

域の汚染状況を報告などの研究が行われている。重金属については自然由来のひ素やマンガ

ンなども含めて相当数の研究がある。2011 年の原子力発電所の事故以来、放射性物質（主と

してセシウム）に関する研究も多い。また、分析法や固相抽出などの分析前処理法にかかわ

る研究もなされている。水環境における微生物に関連した研究はほとんどが大腸菌、腸球菌、

腸管系ウイルスなど衛生指標に関するものであり、糞便指標としての有効性やウイルスの回

収方法などの研究が見られる。また、バイオテクノロジーや高分解能質量分析器を用いた特

定微生物の検出法についての発表や、貯水池の水環境に関連したシアノバクテリア関連の研
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究も多く、臭気物質や毒素の産生の研究報告が多い。水生植物、水生昆虫や魚介類について

の生態学的研究も多い。日本では、排水の毒性の管理手法として、ミジンコ、メダカ、緑藻

の生物応答を用いた排水試験方法の導入を環境省が目指しており、それに関連した研究がか

なりの数見られる。 

世界最大の水環境に関する学会である国際水協会（IWA）が 2 年に一度開催する World 

Water Congress and Exhibition における水質汚濁に関する発表テーマを見ると、2014 年会

議でのセッション（口頭発表としておおむね 4 件以上ある話題）では、気候変動による水質

への影響、湖沼や貯水池の水質管理、沿岸環境や井戸の塩水化、微生物のモニタリング手法、

健康関連微生物指標、地下水汚染、環境中医薬品、マイクロプラスチック、シアノバクテリ

ア、ナノ粒子である 33)。2016 年会議では、病原性微生物、湖沼の汚染解析とシアノバクテ

リア、地下貯留や人工湿地による下水処理水再利用、医薬品などの微量物質、流域管理と気

候変動対応であった 34)。 

 

 

（３）注目動向 

［新たな技術動向］ 

• ダイオキシン類や臭素系難燃剤など GC/HRMS（ガスクロマトグラフ/高分解能質量分析）

を用いた分析技術に加えて、LC/MS/MS（液体クロマトグラフ/タンデム質量分析）による

環境汚染物質の分析技術の環境分析への適用例が大幅に増加した。このことにより、医薬

品、洗剤、有機フッ素化合物（PFOS、 PFOA など）などを環境中に存在する低濃度まで

LC/MS/MS によって分析することが可能になり、研究室や各種検査機関でルーチンで行う

ことのできる分析法として定着した。こうした微量物質の分析技術を適用し、様々な新興

汚染物質の挙動研究がこれからも行われると考えられる。 

• 環境中の遺伝子を混合状態のまま解析できるメタゲノム解析に基づいた環境解析技術が進

展し、環境分野への適用例が増加するものと考えられる。バイオテクノロジーに加えて、

ナノテクノロジー、質量分析技術を用いた病原微生物同定の新技術も進展している。硝化

細菌など特定の機能をもつ細菌に注目し、属レベルで新しい微生物の発見や未知の代謝様

式をもつ微生物が発見される可能性もある。 

• 水質汚濁の現場計測では、光学式溶存酸素計など、より信頼性の高い測定技術が普及し、

また、連続計測器のデータを携帯電話回線で転送するなど、情報関連技術と融合した計測

手法も広範囲の現場調査に使用されるようになってきている。 

 

［注目すべき国内外のプロジェクト］ 

• 医薬品および日用品等由来化学物質（PPCPs）による汚染にスポットライトを当てたのは、

EU による POSEIDON プログラム（2001-2004）が最初である 35)。POSEIDON プログ

ラムの後継プログラムのひとつとして、European Research Council は、Designing new 

technical wastewater treatment solutions targeted for organic micropollutant biodeg-

radation, by understanding enzymatic pathways and assessing detoxification

（ATHENE）という研究課題に対して 350 万ユーロ（2011-2017）を助成している 36)。EU

は環境中の医薬品問題に対して、問題の発見、現場調査、処理実態の解明の時期から、対
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処技術の開発といった応用面や生物分解メカニズムの解明といった基礎科学の面まで、医

薬品の環境影響について総合的、かつ、継続的に支援している。 

• EU の Solutions は、ヨーロッパ、ブラジル、中国およびオーストラリアから 39 機関が参

加するプロジェクトである。河川における有害化学物質を現在の科学技術を結集して評価

し直すために、化学分析から影響分析にわたる広範な領域をカバーしている。ライン川や

ドナウ川流域の生態系と人の健康における化学物質リスクの問題解決のための総合的な取

り組みとして 2013 年より（5 年計画）開始された 37)。 

• 北欧を中心とする MARS プロジェクトは、16 の河川流域のケーススタディによって各流

域における生態系の状態と化学物質およびその他の抑圧因子の解明を目指している 38)。 

• 米国環境保護庁（EPA）は、Human and Ecological Health Impacts Associated with Water 

Reuse and Conservation Practices と題したプログラムで下水処理水などの再利用による

健康や生態系影響の研究（2015-2018）に総額 330 万ドルを助成しており、医薬品などを

含めた新興汚染物質の処理水灌漑植物への移行を調べるプログラムもその中に含まれてい

る 39)。 

• 米国環境保護庁（EPA）は、先端的な課題だけでなく、水に関する総合的な課題や気候変

動などの目的に対応した水管理について研究助成をしている。例えば、気候変動による水

資源問題について、Systems-Based Strategies to Improve The Nation’s Ability to Plan 

And Respond to Water Scarcity and Drought Due to Climate Change プログラムの中で

飲料水の水質、湖沼の水質・生態系などに 2015-2018 に総額 510 万ドルを研究助成してい

る 39)。また、栄養塩の管理についての総合的研究拠点形成として Centers for Water Re-

search on National Priorities Related to a Systems View of Nutrient Management と題

して、880 万ドルを支出している（2013-2017） 39)。 

• ドイツ連邦教育研究省（BMBF）の提唱による欧州レベルの研究プログラム「海洋環境に

おけるマイクロプラスチック」が、欧州の共同研究イニシアチブ Healthy and Productive 

Seas and Oceans（JPI OCEANS）の枠組みの中で行われる。公募の合計助成額は 2018

年までで 700 万ユーロ強となる。マイクロプラスチックの分析および測定方法に関する統

一的標準に関する作業をドイツのアルフレド・ヴェーゲナー研究所ヘルムホルツ極地海洋

研究センターが統括し、ヘルムホルツ環境研究センターがプラスチック廃棄物の分散経路、

分解および有毒性等に関する研究を統括する。その他の海洋生物および生態系に対するマ

イクロプラスチックの環境毒性学的影響に関するテーマについてはスペインとノルウェー

が主導する。4 件の研究アライアンスで合計 51 の欧州の研究所が関与し、2015 年末に作

業を開始する予定である 40)。 

 

 

（４）科学技術的課題 

［課題（ボトルネック）］ 

• 閉鎖性水域での栄養塩の管理などの問題は、古くから知られた問題だが、多方面からのア

プローチが継続的に必要な課題である。例えば、従来は栄養塩の除去のみを目指していた

が、現在では、漁業の振興の観点から、季節によっては栄養塩を積極的に水域に排出した

方がよいという考え方も支持されはじめており 41)、水環境の分野に加えて、水産漁業、政
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策、水の流動シミュレーション、生態系モデルなど、多方面の研究者が共同で特定の地域

の栄養塩管理の事例研究に取り組む意義は依然として大きい。 

• マイクロプラスチックに関しては、微細マイクロプラスチックの定量法と生物影響があげ

られる。まず、海洋へ流入するプラスチックとその行方の定量的把握は極めて不十分ある。

その背景には、通常の計測下限である 300µm 以下のマイクロプラスチック、ナノプラス

チックの計測法が確立されていないことがある。ここがブレークスルーされると物質収

支・動態的な理解が飛躍的に進む。生物影響については、対象生物、発現する影響の多様

性に対して、この問題にとり組んでいる化学、生物、毒性学の研究者が圧倒的に少なく、

マイクロプラスチックとそこに含まれている化学物質による生物影響の解明が遅れている。 

• 欧州は基礎研究によって新しい問題を発見し、それに基づき EU 内で販売する商品に環境

配慮を要求し、環境規制を先導してきた。世界的に問題が認知された場合、その問題を先

行して研究対象としていたアドバンテージは極めて大きく、日本は欧米の後追い研究とな

っている点は否めない。 

• 水質現象のなかには、化学工場や原子力発電所の事故、タンカーや製油所からの油の流出、

2012 年の利根川でのホルムアルデヒドによる取水停止など、突発的な事故で問題が露見す

ることがある。欧州においても、米国においても、石油採掘や石油輸送事故による油汚染

は重要な水質汚濁研究テーマであり 34)、研究助成も行われている。 

 

［今後取組むべき研究テーマ］ 

• バイオテクノロジーやナノテクノロジーを用いた汚染物質や病原微生物の測定方法の開発

が求められる。ナノテクノロジーを用いたデバイス、メタゲノム解析や質量分析による微

生物同定など、分析機器の性能向上によりこれまでにない検出手法が一般化していく可能

性が高く、こうした高度分析機器を用いた環境測定技術の開発を進める意義は大きい。ま

た、検査培地や検査機器、分析前処理のための消耗品などの形で産業の新興につながる。 

• 特定の閉鎖性水域での栄養塩の管理、貧酸素水塊などの問題を解決する事例研究が求めら

れる。学問的に新味はないものではあるが、先端的な課題が水環境で重要な問題とは限ら

ない。地域の環境を理解し再生することを、水環境、水理シミュレーション、水産漁業、

環境政策などの多面的観点から研究するプロジェクトに対して、欧米諸国も継続的に支援

している 39)42)。 

 マイクロプラスチックに関しては、1）マイクロプラスチックとそこに含まれる化学物質に

よる生物影響の多角的な解明や、2）破片化、微細化したマイクロプラスチックの起源とな

っている製品の推定・特定を行うための化学的手法の開発が求められる。さらに、3）ある

特定の水域・流域について、プラスチック廃棄物量、水域への流入量、破片化・細片化速

度、堆積速度などを実測・推定し、プラスチック廃棄物のマスバランスを求める研究も対

策上重要な課題である。2）の化学的手法とマスバランス的手法の組み合わせが有効である。

また、4）マイクロプラスチックが海底堆積物中に蓄積しているレガシー汚染物質（PCBs

のように過去に使用・放出された化学物質で都市沿岸堆積物に蓄積されているもの）の水

中への再懸濁・再輸送、分配、拡散に寄与しているのではないかという視点がこれまでの

評価で見落とされている。より広い生態系影響という視点でこのプロセスを学際的に評価

することが要請される。最後に 5）プラスチック汚染の進行速度の解明があげられる。マ
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イクロプラスチックの測定が近年始まったため経時的な測定データは海水中に関しては存

在しない。それに代わるものとして、柱状堆積物を用いた汚染史の復元手法が適用できる

可能性がある 43)。 

 

 

（５）政策的課題 

• 水域における栄養塩の管理や貧酸素水塊の問題に関しては、水環境の研究者にモデルシミ

ュレーション、水産漁業、農業畜産業、環境政策などの分野が連携し、研究を推進する環

境の整備が求められる。また、うなぎの生育できる水環境の創成といった目的先行型研究

も望まれる。先端的な科学技術ではない分野であっても、長期的なモニタリングの継続が

新たな実用的知見の蓄積に寄与するため、長期的モニタリングを可能とする資金や人材、

観測基盤やデータベースの整備が求められる。 

• 特定微生物や特定汚染物質の検出、検査機器、消耗品などは国際的に標準法として認めら

れれば、産業的な意義の大きい分野であり、新規検出法や標準的な検査方法に関して、日

本が国際的に主導権を確保するための研究が求められる。 

• これまでの理化学指標に加えて、臭気、透明度などの感覚指標が今後、水環境の評価には

重要となる可能性がある。「沿岸透明度」の目標設定には、水生植物の保全の観点と親水

利用の場の保全が掲げられ、それぞれ対象水域での水生生物種とその生育環境、水域の利

水状況と地域住民のニーズ等に配慮した設定が望ましいとしている 44)。科学的評価として

常にその基準の信頼性を担保するためのモニタリングが求められる。 

• マイクロプラスチックに関しては、化粧品等に配合されているマイクロビーズなどの一次

マイクロプラスチック、並びに環境中で劣化しやすいプラスチック製品や化学繊維に対し

て予防原則的な観点から規制を行うことが世界的に進んできており、日本でも予防原則的

な対応が求められる。また、欧米を中心にプラスチック廃棄物対策との組み合わせでマイ

クロプラスチック対策が進められている。発生源特定により対策への貢献が可能になる。

石油ベースのプラスチックの消費量自体を抑える対策やバイオマスベースの素材の開発と

積極的な利用が望まれる。 

• 健康関連では、国際的な取り組みに対して、応分の貢献を日本が進めることが望まれる。

例えば、WHO の薬剤耐性菌の制御の取り組みに対して、医療、農業畜産業、環境を横断

する総合的研究推進体制の構築が望まれる。 

 

 

（６）キーワード 

栄養塩管理、溶存酸素、重金属、窒素、リン、PCBs、DDTs、ダイオキシン類、有機フッ素

化合物、医薬品および日用品等由来化学物質（PPCPs）、添加剤、マイクロ粒子、マイクロ

プラスチック、ナノ粒子、粒子毒性、病原微生物、薬剤耐性菌、低濃度分析、レガシー汚染 
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（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ → 

 Water Research 論文掲載件数はこの 5 年間現状維持の状態である。生
物応答を用いた水質評価技術などの研究が環境省の政策動向に関連し
増加しているが、欧米の後追い研究である点は否めない。 

 マイクロプラスチック中の化学物質の測定やデータベースの構築とい
う点では世界をリードしている。生物影響の研究も海鳥については世界
的な水準であり、世界をリードする成果を上げてきている。海水中のマ
イクロプラスチック量の測定としては西部太平洋の汚染状況をはじめ
て明らかにしてきた。しかし、生物影響の研究者を中心に、全体に研究
者層が薄く、研究が頭打ちになる可能性がある。 

応用研究・
開発 

○ ↘ 

 地方大学や地方自治体の研究所の弱体化に伴い、地域の水環境問題への
総合的アプローチが弱体化している。 

 マイクロプラスチックに関して、環境省が東アジアや東南アジアも巻き
込んだ研究プロジェクトを開始した。民間部門や自治体等での研究開発
の動きが出てきた。欧州に比べると遅れている。 

米国 

基礎研究 ○ ↘ 

 病原性微生物や微量物質の分析法などで優位に研究が進められている。
論文数からは、依然として研究大国であるが、Water Research 掲載論
文数は徐々に減少している。 

 マイクロプラスチックに関して、多くの分野の研究者が参画し、研究を
進めている。 

応用研究・
開発 

○ → 

 天然ガスや石油採掘に伴う水環境汚染、地域の富栄養化問題への総合的
対応、気候変動への水環境面からの対応など、目的を気候変動や資源採
掘、地域環境の保全においた研究が行われている。 

 海洋大気局（NOAA）、環境保護庁（EPA）、州の研究機関、NGO が
プラスチック汚染低減のための研究を進めている。 

欧州 

基礎研究 ◎ → 

 医薬品・日用品による水環境汚染など問題自体の発掘に積極的に関与し
てきた。農薬や硝化反応阻害物質、アナモックス細菌などの研究も盛ん
である。ナノテクノロジーを用いた病原微生物同定に関する研究を EU
が後押ししている。Water Research 論文掲載数は増加傾向。 

 マイクロプラスチックに関して、多くの分野の研究者が参画し、研究を
進めている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 環境ラベルによる環境性能主張などの制度を用いて、新興汚染物質への
規制を実施し貿易管理に利用している。気候変動への対応、漁業資源や
生態系の保全などを目的とした水環境研究も盛んである。 

 各国の研究機関、政府、NGO がプラスチック汚染低減のための研究を
進めている。 

中国 

基礎研究 △ ↗ 

 様々な環境分野の研究に後追いで参加しているため、論文数は多いがイ
ンパクトの高い研究は少ない。 

 中国科学院、中国環境研究科学院がマイクロプラスチックを重点課題と
位置づけ、いくつかの研究室で研究が開始された。日本の大学との共同
研究も開始されようとしている。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

 水環境の調査事例など旧来からの水環境研究の分野だけでなく、新興汚
染物質に関連した比較的新しい分野の研究まで、発表論文数で日本はも
ちろん、米国よりも多くなっている。 

 中国のマイクロプラスチック研究で使われている手法は基本的に他国
でこれまで使われてきた手法である。 

韓国 

基礎研究 △ ↘ 

 水環境に関する基礎研究は論文掲載数などで見る限り、低下している。
薬剤耐性菌の検討など、分野を限ると、ある程度の研究蓄積が見られる。 

 韓国政府がマイクロプラスチックを重点課題と位置づけ韓国海洋科学
技術院（KIOST）を中心に研究を推進している。これまでも、世界の
マイクロプラスチック研究に貢献している。 

応用研究・
開発 

△ → 
 水ビジネスへの参画が見られ、雨水利用による水資源の獲得などの分野
で研究が行われている。 

 NGO と連携しプラスチック汚染低減のための対策を進めている。 

（註1）フェーズ 

基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  
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（註2）現状 ※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価である。 

◎ 特に顕著な活動・成果が見えている、 ○ 顕著な活動・成果が見えている 

△ 顕著な活動・成果が見えていない、 × 活動・成果がほとんど見えていない 

 

（註3）トレンド 

↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.２.３ 土壌・地下水汚染 

 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 

土壌・地下水汚染は、人為（人間活動）由来または自然由来の汚染物質などが、土壌さら

には地下水を汚染し、健康被害や環境影響などをもたらす事象である。ここでは、土壌・地

下水における汚染物質の観測・計測と予測・評価、ならびに浄化・修復技術に関する様々な

技術およびシステムを対象とする。 

 

 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の研究開発動向 

［意義］ 

土壌汚染物質には、多くの重金属のように比較的水に溶けにくく土壌に吸着しやすい物質

もあれば、揮発性有機化合物（VOC）のように比重が水より重く帯水層に深く浸透して土

壌や地下水に残留する物質もあり、地下水の流れに沿って汚染が広域化してしまうことが

ある 1)。よって、本領域では土壌汚染とそれに伴う地下水汚染の両者を扱う。 

土壌・地下水汚染の調査や対策には、すでに多くの調査技術や修復浄化技術が開発され、

実際に利用されている。しかし、掘削除去（汚染土壌を掘削してオンサイトあるいはオフサ

イトで浄化処理や埋立処分する方法）による対応では費用負担が大きいこと、また一般に土

壌・地下水汚染の調査や対策には多くの時間とエネルギーを要するなどの課題がある。そこ

で、様々な手法で、特に原位置での処理を目指した新技術の開発や環境負荷低減を目指した

グリーンレメディエーションが、大学や企業ともに行われている。 

自然由来の重金属等による土壌や地下水の汚染も国内外で課題となっている。また、2011

年の東日本大震災で発生した福島第一原子力発電所事故に伴う放射性セシウムによる汚染土

壌への対応など、現行法の枠組みでは捉えられない新たな土壌環境問題が発生し、解決が求

められている 2) 。 

 

［動向（歴史）］ 

日本の土壌汚染の歴史は、1870 年代後半の渡良瀬川流域の銅汚染をはじめとする、鉱山廃

水を原因とする農用地の汚染に始まった。1970 年代からは東京都江東区の鉱さい埋立跡地の

六価クロム汚染など都市部の土壌汚染がクローズアップされ、1991 年には重金属等 10 項目

について土壌環境基準が設定され、その後対象が拡大されていった。1997 年には 23 項目を

対象とした地下水の環境基準が設定され、2001 年にふっ素およびほう素が土壌環境基準項目

に追加された 2) 。 

1990 年の土壌環境基準の施行以降は、基準値を超過する事例が多く見られた。また、典型

七公害の中で土壌汚染のみに法規制が無かった 3)。そこで、土壌汚染による人の健康への影

響の懸念および対策の確立に対する社会的要請が強まり、それに応えるものとして土壌汚染

対策法が 2002 年に成立、2003 年に施行された。土壌汚染対策法は 2010 年に改正され、自

然由来の重金属等含有土が規制対象とされるなどの大きな変更があった 2) 。 

こうした社会的動向を受け、環境庁は 1993 年度から 5 カ年計画で「地下水汚染対策調査」

と「土壌汚染浄化新技術確立・実証調査」を実施した（1994 年以降「土壌・地下水汚染対策
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事例等調査」）。民間が開発提案した新技術について、ラボスケール試験や実際のフィールド

で実証試験を実施するもので、サンプリング、分析、原位置封じ込め、原位置浄化技術、原

位置抽出分離および分解技術、掘削除去後の分離・分解技術について、32 の新技術が提案さ

れた。その後 1999 年まで継続され、これらの技術の中には現在も有効な対策技術として利

用されている嫌気性微生物による原位置 TCE（トリクロロエチレン）分解技術（バイオレメ

ディエーション）や鉄粉による TCE 分解技術が含まれる。 

1990 年代後半、ダイオキシン類による土壌汚染が社会問題となると、2000 年度以降、環

境省はダイオキシン類汚染土壌浄化技術等調査などで技術開発を実施した。実際のダイオキ

シン類汚染土壌に適用された商業用分解技術は、ジオメルト法（ガラス固化）、TPS（間接加

熱による熱脱着）とジオメルト法の組み合わせ、ジオスチーム工法（間接熱脱着＋水蒸気分

解法）、減圧還元間接加熱分解法 （ダイオ・スイーパー）、パイル方式加熱脱着・分解による

ダイオキシン類汚染土壌浄化技術である。これらの技術は確立されたと言ってもよいが、国

内で継続して商業運転しているダイオキシン類分解施設は現時点では存在しない。代わって、

850℃以上の燃焼温度としたロータリキルン炉によるダイオキシン類分解と排ガスの二次燃

焼炉（850℃で 2 秒間以上の滞留時間）での分解とその排ガス処理設備からなる焼却施設が

稼働している。 

2002 年度以降は、土壌・地下水を対象として、簡易で低コスト・低負荷型の土壌汚染調査

手法や対策技術を実用化して普及させることを目的に、低コスト・低負荷型土壌汚染調査対

策技術検討調査を実施している。 

2011 年の福島第一原子力発電所事故の発生後は、放射性物質の除染・減容化に関する様々

な取り組みがなされている。内閣府では、平成 23 年度の科学技術戦略推進費において「放

射性物質による環境影響への対策基盤の確立」を実施し、放射性物質の分布状況等に関する

調査研究および農地土壌等における放射性物質除去技術の開発を行った。また、同年度には

「除染モデル実証事業」を日本原子力研究開発機構（JAEA）に委託して実施した。除染や廃

炉に関連したセシウムやストロンチウム等の放射性物質を対象とする技術開発の件数が増加

しており、放射性物質の挙動の把握 4)5)や、放射線遮蔽技術、吸着・洗浄に関する技術開発が

多い 6)。 

比較的低濃度で広く分布している自然由来重金属等による土壌環境への負荷の軽減も重要

な環境課題となっている。日本では、砒素、鉛、カドミウムなどのバックグラウンドでの濃

度が比較的多いとされ、また平均的な曝露量も欧米と比べて高くなっている。最近では、リ

ニア新幹線の建設工事などのトンネル工事に伴う土砂や岩石に含まれる重金属等の問題がク

ローズアップされ、その適切な対策と管理が求められている。これらは、従来のように人為

的な高濃度の汚染ではないため、低コストかつ周辺環境に配慮した環境対策を実現すること

が重要である。そのため、土砂から重金属等の溶出を低減する技術、吸着マットなどによる

重金属等の除去技術などが活発に研究開発されている。 

従来の土壌汚染に対する要素技術としては、生物を用いた浄化・修復技術であるバイオレ

メディエーションや植物を用いるファイトレメディエーション等の生物的処理 7)、固化・不

溶化処理 8)に関する研究が盛んであるが、処理技術は、処理を行う場所に違いから掘削除去

と原位置浄化に分けられ、特に原位置での浄化が目指した技術開発が進められている。原位

置浄化技術のうち化学的処理としては、フェントン法や鉄粉を用いた還元処理法、薬剤によ
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る吸着処理および透過性浄化壁を用いた化学処理などがあげられる。いずれも、土壌汚染お

よび土壌から溶出した重金属、揮発性有機化合物（VOC）および鉱物油、さらには地下水の

汚染に適用される。国内外ともに適用事例は多くあり、特にフェントン法と鉄粉法の適用範

囲は広い。新規の技術開発としては、マグネシウム化合物を用いた砒素やセレンの化学形態

の変換や吸着処理、プラズマを用いた VOC の分解処理などが考案され、実用化されている。

物理的処理としては、土壌洗浄やスパージングによる重金属や VOC の浄化・修復が行われ

ている。土壌洗浄では、土壌粒径により汚染物質の存在割合が大きく異なることから、分級

処理と選別処理のプロセスが重要となっている。スパージングは主に地下水汚染に適用され、

空気や蒸気、さらには反応性のガスなどを利用した種々のスパージング技術が開発され、土

壌汚染現場で実践されている。最近では、マイクロバブルの長期にわたる機能性や選択性を

用いた効率的な洗浄やスパージング技術も研究開発されている。 

微生物や植物を利用して土壌や地下水の汚染を修復するバイオレメディエーションは、

1970 年代に米国で石油の分解に微生物を利用したのが始まりである。バイオレメディエーシ

ョンは、汚染土壌にもともと生育している微生物に水、酸素、栄養物質を供給して汚染物質

の分解を促進させる方法（バイオスティミュレーション）と、汚染物質の分解菌を新たに導

入する方法（バイオオーグメンテーション）の 2 種類に大別される。処理に時間がかかるが、

温和な条件のもと低コストで汚染を処理できるメリットがある。しかし、バイオオーグメン

テーションは社会受容性の確保が必要となり、遺伝子組換え改良菌を利用する場合は一定の

規制がかかる。日本では、環境省と経済産業省の共管として、バイオレメディエーション指

針が運用されている。現在、主に、ガソリン等の燃料油やその成分であるベンゼン、トルエ

ン、その他の石油系炭化水素、トリクロロエチレン等の炭化水素系溶剤などの浄化に実用化

されている。このほか、ダイオキシンや塩素系の残留農薬などへの応用研究も活発に行われ

ている 9)10)。 

地下水汚染に注目すると、1997 年の環境基本法により 23 項目について環境基準が制定さ

れ、その後、項目の追加や基準値の変更が行われてきた。1990 年代は揮発性有機化合物を対

象とした地下水汚染対策が始められたが、当初は土壌ガス吸引法と地下水揚水処理の組合せ

がほとんどであった。2000 年代からバイオレメディエーションが一般的に行われるようにな

り、帯水層中に生息している Dehalococcoides 族細菌を活性化させるバイオスティミュレー

ション技術の適用事例が増えている。1990 年頃からは、汚染拡散防止対策として自然の地下

水の流れを妨げることなく地下水中の汚染物質を浄化・安定化する透過性地下水浄化壁も用

いられている。米国では 1990 年代半ばより科学的自然減衰（MNA：Monitored Natural 

Attenuation）が地下水汚染対策に取り入れられており、日本でもリスク評価に基づく対策

が今後取り入れられる可能性がある。硝酸性窒素は、地下水環境基準の超過率が最も高く、

地下水汚染への対応が大きな課題となっている。長期的に硝酸性窒素を低減するためには、

土壌浸透水や地下水の脱窒処理を含めた浄化技術が必要と考えられ、2000 年代に入り透過性

浄化壁などの技術開発が行われている。硝酸性窒素による地下水汚染では、窒素安定同位体

組成（δ15N）を指標として窒素の起源が化学肥料由来か動植物由来であるかの推定が行われ

ている 2) 。 

土壌・地下水汚染対策では、上記の技術開発に加えて、健康リスクに応じた合理的なリス

クマネジメントが求められる。土壌汚染による健康リスクを科学的に評価するためのモデル
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開発が行われている。例えば、（社）土壌環境センターのサイト環境リスク評価モデル

（SERAM）や、産業技術総合研究所の地圏環境リスク評価システム（GERAS）がある。ま

た、重金属類の含有量や溶出量、形態などの情報を地理情報システム（GIS）上で統合化し

活用するための環境情報システムである地圏環境インフォマティクスシステム（GENIUS）

が東北大学、産業技術総合研究所、DOWA ホールディングス（株）により開発されている 11)。 

リスク評価モデルの活用事例として、汚染地から離れたオフサイトでの土壌汚染のリスク

マネジメント、汚染物質の地下水に沿った移動距離の推定、さらには各種の浄化技術の有効

性や残存リスクの将来的な予測など、多岐にわたっている。最近では、建設発生土のリスク

評価や土地利用用途に応じた浄化目標の設定などの環境政策にも活用されている。今後、法

制度の中にリスク評価の枠組みを導入することにより、リスク低減とコスト軽減を同時に達

成する合理的なサステイナブルレメディエーション（下記）を達成する基礎となることが期

待される。 

様々な個別の浄化技術が開発、適用されてきたが、対策の意思決定に関わるアプローチ手

法は、時代とともに変化してきた。具体的には、対策費用や浄化期間等に基づき、どの技術

を用いて基準値以下に低減するか選択するコストベースアプローチが当初は主流であったが、

その後浄化目標を汚染サイトや汚染土壌の利用形態に基づくリスクで評価するリスクベース

アプローチが採用されるようになった。近年では、環境面だけでなく経済面や社会面を考慮

したサステイナブルレメディエーションといわれる考え方も取り入れられつつあり、サステ

イナブルアプローチとして土壌汚染対策の多様化につながっている 12)。 

土壌・地下水汚染の社会情勢と技術の経緯を地盤工学会が図 3-4 の通りまとめている。 

  

図 3-4 地下水地盤環境における社会情勢と技術の経緯 

（出典：地盤工学会 2)） 



研究開発の俯瞰報告書 

環境分野（2017年） 

 

 

 
CRDS-FY2016-FR-03 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

176 

（３）注目動向 

［新たな技術動向］ 

• 新規対象物質 

1,4-ジオキサンや塩化ビニルモノマーといった、新たに土壌環境基準が設定された項目

について、従来技術の適用性と併せて技術開発が進められている 13)14)。このような新規物

質の中には発ガン性が懸念されるものもあり、早急な環境汚染対策の実現が望まれる。こ

れらの物質は、産業活動の人為由来によるもののほか、自然界の反応プロセスで副生成物

として生じるものもあり、そのメカニズムの解明も重要な課題である。また、1,4-ジオキ

サンや塩化ビニルモノマーは、それらの分配特性や環境中の挙動にも不明な点が多く、環

境動態を考慮した簡易調査法の開発やシミュレーション技術の確立が求められている。 

• 調査・評価技術 

室内試験については、主流のバッチ溶出試験に加え、より実現象を再現しうるカラム通

水試験の適用事例が、国際標準化（ISO）への取り組みも相まって増えている 15)。自然由

来汚染についての研究も多く、存在形態や存在範囲、溶出メカニズムの解明、基準超過情

報のデータベース化等の基礎的研究が数多くなされている 16)。 

• 対策技術 

土壌環境基準のみを考慮して画一的に浄化目標を定めるのではなく、リスク評価やサス

テイナブルレメディエーションのように複数の指標から目標を設定するためのモデル化や

フレームワークの確立に向けた検討も多く行われている 17)18)。 

サステイナブルレメディエーション（SR: Sustainable Remediation）とは、土壌汚染対

策において、リスクやコストだけでなく、外部環境負荷（環境面）を低減しつつ、 社会面、

経済面を含めた浄化の意思決定を推進する考え方であり、 技術ベース思考、リスクベース

思考と進んできた土壌汚染対策において、 さらに広範な概念として持続可能性（環境・社

会・経済）を取り込んでいく考え方である 18)。 

対策技術では、科学的自然減衰（MNA）の適用も注目される。地下水汚染では長期間に

わたる対策に多大なコストと労力を要するため、自然的な機能を活用してモニタリングを

実施しながら浄化の進行を科学的に判断するプロトコル MNA が提案され、鉱物油などの

一部の汚染状況で実際に適用されている。欧米では数多くの実証事例が報告されているが、

日本では山形県、熊本県での VOC 汚染のモニタリングとその科学的な検証結果が報告さ

れている。微生物分解が活発な状況や移流・拡散により汚染物質が急速に減衰するような

環境では、MNA の導入を促進するための社会システムやガイドラインの整備が必要であ

る。 

 

［注目すべき国内外のプロジェクト］ 

• 日本国内における Sustainable Remediation の必要性、あり方を議論する国内研究会の必

要性、さらには国際的な組織への参画について議論をする場として、Sustainable Reme-

diation コンソーシアムが産業技術総合研究所地圏資源環境研究部門に設立された（2016

年）18)。 

• 国家課題対応型研究開発事業「英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業」（平成

27 年度採択）において、「福島第一原子力発電所構内環境評価・デブリ取出しから廃炉ま
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でを想定した地盤工学的新技術開発と人材育成プログラム」が実施されている。①地下水

および地下の広域環境評価・将来予測技術、②放射線遮蔽特性を有する土質材料開発とデ

ブリ取り出し補助技術、③構内除染廃棄物・解体廃棄物の処分、デコミッショニング技術

の開発推進とともに､人材育成を行うものである 6)｡ 

• 欧州では、1995年から2年ないし3年ごとに土壌・地下水汚染問題をテーマとした「ConSoil」

が開催されてきた。2013 年からは会議名称が水資源管理も含めた「AquaConSoil」となっ

ている。2017 年には 14 回目の国際会議「AquaConSoil」がフランスのリヨンで開催予定

となっており、土壌、底質、水資源の持続可能な利用と管理がテーマとされている。した

がって、当初のテーマであった土壌・地下水汚染の調査対策技術とリスク評価に底質環境

も加わり、さらに水資源の利用と管理にまで展開されようとしている。 

 

 

（４）科学技術的課題 

［課題（ボトルネック）］ 

• 調査・分析技術 

‐ 安価で正確な公定法分析 

 土壌汚染の規制対象物質は 30 種類におよび、その分析コストは膨大である。効率的

かつ低コストで実施できる一斉分析による公定法の手法や分析プロトコルの開発が求

められる。 

‐ 現場で簡易に測定可能なオンサイト技術 

 公定法分析以外でも現場で簡易に汚染物質の判定や濃度レベルの検査はメリットが

大きい。VOC や重金属等を対象とした現場型オンサイト測定・検査技術の開発が求め

られる。 

‐ 溶出試験を代替する試験法（カラム試験など） 

 重金属等の溶出試験法には多くの技術的な課題（再現性、ばらつき）があり、これ

を代替、補完する、ISO に準拠したカラム試験法などの公的試験法の開発が期待され

る。 

• 浄化・修復対策技術 

‐ 複雑な汚染現場の状況と多様なエンジニアリング条件 

汚染物質の溶出メカニズムには種々の要因が影響しており、実環境下での汚染物質

の長期的挙動を高精度で予測することが難しい。また、土壌汚染の現場では、土質や

地質の違い、土地の形態や利用条件などが様々であり、汚染サイトごとの個別対応が

必要である。建設工事（土木）や地盤調査（地質）との連携による対策の効率化、建

物直下における汚染の調査対策として水平ボーリング技術が求められる。 

 さらに、効率性、コスト、土地の特徴や広さ、土地利用形態、社会的側面などの多

様な制約条件があり、個々の技術で適用可能性が異なるため、それらの関連性を総合

的に評価できる仕組みが存在しない。エンジニアリングマニュアルの整備が臨まれる。 

• リスク評価技術 

‐ リスク評価手法の社会実装 

 国際的な土壌汚染対策は、リスクベースの合理的なリスクマネジメントが主流であ
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る。日本では技術的に成熟していない理由から導入されていないが、近い将来はリス

ク評価に基づく合理的な対策が実現する可能性が高い。 

‐ モデリング技術の高度化 

 リスク評価モデルの高度化に加えて、現場の高次元データを用いた順逆双方向の解

析などの信頼性の高いリスクモデリング技術の開発が求められる。データ駆動による

数理統計的な解析技術の開発、現場での実証試験によるデータベースの蓄積が求めら

れる。 

• 地圏環境情報の整備 

‐ 地球化学図、土壌環境基本図の整備 

 土壌汚染対策では、重金属等の地域特性やバックグラウンドの把握など、もっとも

基本となる土壌環境に関する各種情報の整備が遅れている。地域ごとの地質情報を反

映した地球化学図、土壌環境基本図の整備、リスクマップの作成および公開が求めら

れる。 

‐ リスク情報の公開と情報伝達 

 地球化学情報やリスク情報などをいかに正しく理解し、市民に伝えていくかの仕組

みが存在しない。土壌汚染リスク情報の整備およびコミュニケーションツールを開発

することが望まれる。 

 

［今後取組むべき研究テーマ］ 

• 調査・評価技術 

‐ 現在の汚染状況調査や浄化確認等においては、限られたサンプリング試料の濃度が

100m3 や 3000m3 の相当量の土壌を代表し、汚染の有無あるいは浄化の完了が判断さ

れることから、低コストで空間的な汚染分布を精度良く、かつある程度迅速に把握し

うるセンシング技術を確立することが求められる。 

‐ 地下水は土壌に比べると移動および混合速度が速く、土壌の直接摂取リスクより地下

水の飲用リスクの方が高いため、地下水のモニタリング強化を目指した簡易かつ低コ

ストな地下水採取方法の開発が求められる。 

‐ 移動という点では地下水よりも土壌ガスの方が注目されるが、土壌ガスを通じた汚染

物質の移動に関する研究は少なく、吸入による健康影響の観点からも重要と考えられ

る。土壌ガス分析の高感度化により汚染状況を的確に把握することが求められる。 

‐ 得られたボーリング試料、土壌や地下水試料から、地下の 3 次元的な空間を推定し、

表現する「見える化」を図ることが求められる。 

• 対策技術 

‐ 廃熱や太陽熱等の再生可能エネルギーを活用したり、上部構造物での事業を停止させ

ずに浄化できるなど、単に濃度を基準値以下に低減させるだけでなく、浄化によりイ

ンセンティブを与えうるサステイナブルな技術の確立、高度化が求められる。このよ

うな技術が普及することで、都市部でのブラウンフィールド問題の解決にも貢献でき

ると考えられる。 

‐ 低濃度基準超過土の地盤材料化は重要な課題であり、浄化せずにオンサイトで管理し

つつ利用を図る工法が今後普及すると考えられるが、利用後のトレーサビリティを確
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保するためのツール、制度の確立、モニタリング技術の開発に積極的に取り組むこと

が求められる。 

‐ 遮水等の物理的処理は、長期に渡る安全性、確実性が求められるため、品質管理手法、

維持補修技術についての研究開発推進が必要とされる。 

‐ バイオ（ファイト）レメディエーションは、現状では浄化効果の持続性や完全な浄化

といった観点で多くの技術的な課題をかかえている。地質や環境の諸条件の制約が極

めて大きく、対象物質や汚染サイトごとに現象が異なるなどの問題がある。従来別々

に行われていた、微生物の改変や耐性を中心とした基礎生物学や遺伝子情報の研究と、

地質環境における微生物の生態や挙動に関する研究を融合させ、現場の条件に適合し

た効率的な技術とすることが肝要である。近年では、汚染サイトで採取した微生物を

汚染物質に適合させ、さらに現場の環境条件に応じた微生物群の改変を可能にする新

規の研究開発が進んでいる。 

‐ グリーナー・クリーンアップの社会実装も求められる。グリーナー・クリーンアップ

（greener cleanup）は、米国環境保護庁（EPA）で実践されているスーパンファンド

法に基づく実行計画である。土壌汚染対策を他事業との連携で実施し、環境負荷を最

小限に抑えた汚染対策を実現するための取り組みを提唱している。土壌環境に限定せ

ず、広く地球環境問題を見据えた将来的な枠組みを構築して、大気、水質、地球環境

（温暖化ガス）のトータルの環境保全を目標として、エネルギーの最小化、コストの軽

減を図る技術体系である。汚染対策の資材を最小化し、廃棄物の循環を促進するため、

公共事業や建設工事などと連携して総合的な設計を実現し、長期スパンにわたり生態

系を配慮したトータルな環境改善を実践することが可能である。 

 

 

（５）政策的課題 

• 法制度と技術開発のギャップ、リスク評価に基づく対策 

土壌汚染対策法で問題となるのは、国際的に主流のリスクベースの対応をとっていない

こと、溶出量と含有量の両者を採用していることなどである。これらは日本独自の考え方

なので、国内外で開発した新規の対策技術を導入する際に、技術と法制度のギャップが課

題となる場合が多い。例えば、バイオ（ファイト）レメディエーションのように、合理的

で高度な技術であっても法制度に合わないために導入が困難な技術や手法が少なくない。 

 リスク評価については、例えば対策工として採用されることが多い掘削除去は、コスト

が高く汚染土壌の受入先（土壌浄化処理施設を含む）が必要となる等の問題があるが、適

切な管理を行えば原位置浄化や封じ込め等の対策工でも十分に適用可能な現場もあり、そ

の採用の増加が期待される。採用の際は、対策工の性能評価を精度よく行うこと、リスク

評価の考え方を採り入れた対策目標の設定とそのための具体設計を行うことが求められる。

そのため、特にリスク評価に基づいた対策の実施を後押しするような政策の実現が期待さ

れる。 

• 土壌汚染と地下水汚染で異なる規制 

日本の環境法は分野別に制定されるものがほとんどであり、土壌環境と他の環境（大気、

水質、地球環境など）を一体ととらえていない。土壌汚染は土壌汚染対策法のもとで規制
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されており、汚染調査は土地の所有者責任となっているため、汚染状況を把握するための

常時監視が実施されない。一方、地下水汚染は水濁法により規制されており、都道府県に

よる地下水の常時監視が実施されている。このため、地下水の汚染については見落としが

少ないと考えられる。土壌汚染と地下水汚染とは関連した事象であることが多いので、土

壌汚染対策法と水濁法との組み合わせによる効果的な対策につながる制度改革が求められ

る。 

• ダイオキシン類、PCB、硝酸性窒素 

ダイオキシン類対策特別措置法で規定されているのは誰も出入りできる公共的な土地の

みで、民間の事業所などの土地には適用されない。土壌汚染対策法における特定有害物質

としてダイオキシン類の追加検討が求められる。 

PCB には含有量基準が設定されておらず、高濃度でも溶出量基準は満足する事例が認め

られている。PCB は直接摂取のリスクも十分考えられるので、PCB の含有量基準を設定

することが望まれる。 

地下水の環境基準を超過する割合が最も高い硝酸性窒素については、肥料や家畜ふん尿

の影響が大きいと考えられているが、水濁法の有害物質使用特定施設に該当しないため、

地下水汚染の未然防止のための構造基準の適用や定期点検などの遵守義務が課されないな

どの課題がある。 

• 地域特性と人材育成 

日本は、もともと地質が複雑で鉱山活動が盛んな地域が多く、地域により重金属のバッ

クグラウンド値の差異が大きい地質的な条件がある。このような地域特性は、居住する住

民活動や農業活動、生態系を保全するための基盤となることから、対策において地域特性

を反映することが重要である。また、土壌汚染対策法は、他の法体系と比べて新しい体系

なので、社会システムの整備や人材育成が追いついていない。特に、現状では土壌汚染の

分野で専門的な知識を有する人材が極めて少ないため、調査・評価、対策技術の現場適用

の進捗が遅れている。 

• アジア諸国との国際的共同事業 

ごく最近では、中国やタイ国において土壌汚染対策に関して新たな環境規制となる法制

度が制定されつつある。中国では 2016 年度以降に「土壌汚染防治法」の制定が計画され

ており、予防措置を中心とした科学的なリスク管理の枠組みが提案されている。これらの

アジア諸国と連携して土壌汚染対策を共同で実践していくことは、国家や企業や環境対策

のみならず、国際的なセキュリティの観点からも重要な施策である。 

 

 

（６）キーワード 

土壌汚染、地下水汚染、ブラウンフィールド、自然由来、重金属等、VOC、鉱油、硝酸性窒

素、POPs、ダイオキシン類、調査技術、浄化技術、修復技術、封じ込め、吸着、リスク評

価、バイオレメディエーション、ファイトレメディエーション、グリーンレメディエーショ

ン、サステイナブルレメディエーション 
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（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本
1)2) 

基礎研究 ◎ → 

 福島第一原子力発電所事故以降、放射性物質、特に放射性セシウムの
吸・脱着やモニタリングなどに関する基礎研究が加速されたものの、土
壌・地下水汚染研究領域において依然として非常に重要である重金属類
や揮発性有機化合物などに係る研究は予算枠の相対的な減少などによ
り影響を受けており、国際的イニシアティブを確保するためには、今後
更なる加速が必要である。 

 封じ込め等の物理的な対策技術に関する研究は国内ではそれほど多く
ないが、吸着層工法等の研究は、基礎研究を中心に近年増加傾向にある。
また、汚染物質の溶出機構等に関する研究は、これまで同様に多い。 

応用研究・
開発 

◎ → 

 基礎研究と同様、放射性物質による汚染の浄化や汚染水のモニタリング
技術および処理技術などの応用研究開発が加速され、復興支援に貢献し
たものの、自然由来の重金属類や揮発性有機化合物による土壌汚染に係
る低コスト・低環境負荷対策技術の開発は関連研究予算と提案数の減少
に伴い減速傾向になり、今後加速する必要がある。 

 封じ込めや盛土の実証試験、モニタリング等の応用研究は数件見られる
が、過去と比較して顕著な増加は見られない。 

米国
3)19) 

基礎研究 ◎ → 

 米国国立科学財団（NSF）や環境保護庁（EPA）などのファンドによ
る土壌汚染に係る基礎研究が進められている。環境微生物や植物などを
利用した浄化技術やリスク管理に基づく融合研究が進められている。 

 ポリマーやゼオライト等を添加した高機能型遮水材を対象とした基礎
研究が盛んであり、学術雑誌への投稿も多いが、ここ数年で論文件数は
大きく増加していない。 

応用研究・
開発 

◎ → 

 EPA や米国エネルギー省（DOE）などにより管理されている実汚染サ
イトで、開発技術の検証や実証試験ができ、応用研究の環境としては非
常に優れている。 

 汚染土利用時のモニタリング方法や地盤内浸透、溶出挙動についての技
術開発、研究が進められている。 

欧州
9)10) 

基礎研究 ◎ → 

 欧州、特に英国においては、環境的側面のみならず、社会的側面および
経済的側面も統合的に考慮したサステイナブルレメディエーションの
研究開発が加速されている。 

 米国同様、ポリマー系材料を混合した遮水材の基礎的研究が盛んであ
り、特にフランスやベルギー、イタリアからの学術雑誌への投稿が多い
が、論文件数は大きく増加していない。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 土壌・地下水汚染対策の新しい取り組みとして、英国を中心に提案され
たサステイナブルレメディエーションに関する ISO 規格の提案が進め
られている。また、ドイツを中心に、PCB や多環芳香族炭化水素（PAH）
およびダイオキシンなどの汚染物質に係る ISO 規格の提案も進められ
ており、科学技術の国際的な競争は一段と激しくなっている。 

 汚染土利用盛土での降雨浸透現象やリサイクル材を利用した地盤の挙
動評価等が積極的に行われており、学術論文への投稿も増加傾向にあ
る。 

中国 
11) 

基礎研究 ○ ↗ 

 環境に対する国民の関心が高まり、環境に対する投資も年々増加し、現
時点では GDP の 2％近くまで増加してきている。特に改正環境保護法
の施行（2015 年 1 月 1 日より）や土壌汚染防治法（仮称）の制定（2016
年内に予定）の動きに伴い、土壌・地下水汚染に係る基礎研究の予算が
増大し、中国科学院傘下の研究所や各地の大学で認定された「国家重点
実験室」研究が盛んに進められている。 

 J-STAGE に相当する中国の電子ジャーナル検索ツール CNKI.net で
は、封じ込め等の物理的対策について数編の基礎的論文が存在するのみ
である。ただし政府系資金による物理的対策に関する研究プロジェクト
数は、近年増加傾向にある。 

応用研究・
開発 

△ ↗ 

 中国では、土地が 100％国有であるため、現場または原位置実証研究が
行われやすい。現在国内で開発技術した技術のほか、欧米などで開発し
た技術の検証やクロスチェックが複数の大型プロジェクトで行われて
いる。 

 法整備が進められているところであり、現状では応用研究まで進展して
いない。現状では、この数年で飛躍的に応用研究が進展する見込みもな
い。 
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韓国 

基礎研究 ○ → 

 韓国国内において、特に目立った動きはないが、留学生や研究者の海外
派遣は目立つようになってきている。 

 現場適用技術の進展を目指した GAIA プロジェクトが、2008 年から国
家主導で進んでいる。利用形態に応じた浄化レベルの設定、モニタリン
グ・トレース技術の開発研究にも注力している。基礎研究は 2008-2011
年に重点的に実施されており、現在は現場適用性の検証等にシフトして
いる。 

応用研究・
開発 

△ → 

 海外技術の導入や外国との連携により、今後応用研究が加速される可能
性が極めて高い。 

 Country Report of Korea（Soils and Groundwater contamination）に
よると、Gangwon 地区、済州島、ソウル等の都市部で地盤汚染が顕在
化しており、GAIA プロジェクトと併せて応用技術の開発とその適用が
進められている。 

（註1）フェーズ 

基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

 

（註2）現状 ※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価である。 

◎ 特に顕著な活動・成果が見えている、 ○ 顕著な活動・成果が見えている 

△ 顕著な活動・成果が見えていない、 × 活動・成果がほとんど見えていない 

 

（註3）トレンド 

↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.２.４ 物質循環・環境動態 

 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 

地球上の物質が、化学的・生物化学的作用を受けながら気圏-水圏-土壌圏-生物圏-岩石圏（多

圏）を移動し循環していく際の物質やエネルギーの収支、物理化学素過程、その環境への影

響などを明らかにする研究開発領域である。例えば、地球温暖化予測の基礎となる炭素、肥

料など食糧問題や汚染問題に関係する窒素、その他の有害物質の挙動予測、資源となる物質

の濃集現象などを対象とする。こうした物質循環を解析するために、物質の濃度、同位体比、

化学形態を計測する技術の開発、現地観測、リモートセンシング、モデル研究などが進めら

れている。 

 

 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の研究開発動向 

［意義］ 

気候変動や窒素による環境負荷、汚染物質の動態や曝露など、様々な課題を理解し対応す

るための基盤として本領域の研究開発が必要とされている。大気や水などの流体の流れとそ

れに伴う影響を扱う地球物理的分野に対し、そこに含まれる物質は化学的・生物化学的作用

を受けて化学種を変えながら循環する。そのため、その物質の物理化学的特徴や他の物質と

の相互作用を解明することが、物質循環や環境動態を正しく知る上で不可欠となる。 

最も主要な温室効果ガスである二酸化炭素（CO2）を構成する炭素の循環・動態を把握し

予測することは気候変動問題において根本的な重要性をもつ。窒素は温室効果ガスである一

酸化二窒素（N2O）を構成するが、むしろ工業起源の窒素酸化物（NOx）の排出と輸送拡散、

農耕地での大量の化学肥料投入とその流出による富栄養化、さらに成層圏オゾン層の破壊物

質として注目度が高く、環境問題と食糧問題など横断的な性質がある。窒素循環の人為改変

は持続可能な範囲を超えており、特に活性の高い反応性窒素（Nr）の動態を把握し予測する

ことも課題である 1)。炭素や窒素は生物体を構成する主要元素であり、炭水化物やタンパク

質などの有機物、二酸化炭素や二酸化炭素などの無機物で様々な形態を取りつつ環境中を循

環している。そのため、特定物質の動態を単体で論じることは難しく、元素動態の少なくと

も主要なプロセスはカバーしつつ全体像を把握することが求められる。これら元素の循環・

動態を扱う研究手法として、実験室でのプロセス解明、野外での現地観測による実態把握、

数値モデルによるシミュレーション、人工衛星などを用いた広域観測、があげられる。 

 

［動向（歴史）］ 

物質循環・環境動態の研究や手法開発の基礎は、1930 年代に Goldschmidt が始めた地球

化学の領域にあり、地球上の様々な系での物質の濃度や化学反応を系統的に理解する学問的

な基礎ができた。その後、1950 年代以降、同位体地球化学が大きく発展し、物質循環解析に

広く利用されるようになった。最近 20 年間の大きな進歩として、濃度分析では、ICP 質量

分析計（ICPMS）などに代表される様々な分析法の高感度化が進められるとともに、ミクロ

ンあるいはサブミクロンオーダーの局所領域での分析技術（例：各種電子顕微鏡、レーザア

ブレーション-ICPMS、マイクロビーム蛍光 X 線法など）が大きく発展し、微量成分も含め



研究開発の俯瞰報告書 

環境分野（2017年） 

 

 

 
CRDS-FY2016-FR-03 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

185 

俯
瞰
区
分
と
研
究
開
発
領
域 

環
境
汚
染
・
健
康
区
分 

て、物質の濃度分析や分配・分布が解明されるようになった。一方で、天然で起きる現象は

非常に複雑であり、これらを解析する上では、各物質の濃度分析に加えて、同位体比の変動

を利用することが有効であり、同位体地球化学分野は大きく発展している。同位体地球化学

分野では、(i) ICP 質量分析の発展による重元素まで含めた様々な元素の同位体比の研究、(ii) 

分子中の異なる部位の同位体比を用いた物質の起源や化学反応の理解、(iii) 質量に依存しな

い同位体分別（Mass Independent Fractionation: MIF）に関する研究、などが進展し、物

質循環・環境動態研究に広く応用されている。さらに近年では、放射光を用いた X 線分光や

高分解能の電子顕微鏡などの発展により、対象とする元素の化学種を原子・分子レベルで明

らかにし、濃度や同位体比の変動のメカニズムをミクロなレベルから明らかにできるように

なってきた。これらにより原子・分子レベルの物理化学的なメカニズムを基に物質循環を扱

えるようになると、環境科学・資源科学の基礎が深化するとともに、これらの情報を統合し

たモデルやシミュレーション技術の開発により、さらに正確な物質循環・環境動態の予測が

可能になると期待される。 

炭素や窒素の循環は、生物地球化学的循環とも呼ばれ、生物が関与する非線形性や空間的

不均質性が極めて高いという特徴がある。そのため、現地観測で得られるデータは断片的な

ものに限られ、全体像を把握するためのモデルや衛星観測を組み合わせた手法が必要となる。

これらの研究により、グローバルな二酸化炭素の放出・吸収の現状が徐々に解明されて温暖

化の予測と対策に寄与している。また、環境中に放出された窒素などの栄養塩や酸性物質が

輸送拡散される状況が明らかとなり、それがもたらす環境汚染さらには生物多様性喪失とい

った影響に関する理解が進んでいる。 

環境中での炭素や窒素の循環・動態に関しては、その研究史は比較的浅く、酸性雨問題に

関連して流域スケールの研究が開始されたのは 1950 年代以降である。また、温室効果ガス

である二酸化炭素や一酸化窒素のグローバル循環が解明され始めたのは 1980 年代以降であ

る。それ以前にも生態系における物質やエネルギーの流れに注目する生態系生態学などの学

問分野は存在していたが、環境問題の観点から物質循環の変動に着目し始めたのは比較的近

年のことである。大気中の二酸化炭素濃度に関する観測は 1950 年代から行われていたが、

それが温暖化問題との関係で注目を集め始めたのはやはり 1980 年代以降である。炭素など

の物質循環を表現する数値モデルは、極めて単純化されたものは 1970 年代に開発されてい

たが、本格的に広域を対象としたモデルが現れ始めたのは 1990 年代以降である（主に欧米

の研究機関による）。この時期には気象モデルによるグローバルな数値計算が可能となるほど

計算機能力が向上し、物質循環に関する基礎的な理解が形成されてきた。観測面で特筆すべ

きは、1960 年代から 1970 年代にかけて国際生物学事業計画が実施された事であり、主要な

生態系タイプに関する基礎データが網羅的に収集され、そこでは国内研究者も大きな貢献を

果たしていた。1990 年代以降には、実験室や野外での操作実験も行われ、変動環境下での物

質循環の応答や、その制御メカニズムに関する理解も向上した。地球全域を対象とした衛星

観測は 1980 年代から実施され、陸上植物の機能や人間活動による影響に関する継続観測が

可能となった。現在までに衛星から観測可能な情報は質・量・種類の面で飛躍的に向上して

いる。 

環境中の物質循環を把握する場合、一見相反する 2 つの問題がある。1 つは、物質の濃度

やフローが微量なことによる測定の困難さであり、もう 1 つは物質が広域・大量に存在する
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ことによる定量化の難しさである。試料精製と測定技術の向上により、大気中の二酸化炭素

やメタンなどの温室効果ガス、揮発性有機化合物（BVOC）などの化学反応性に富む微量物

質の測定精度は大幅に向上している。また、コンパクトな質量分析機器により同位体測定の

スピードや精度も向上しており、物質の発生起源や移動経路、平均滞留時間などに関する情

報が得られるようになった。特に温室効果ガスの主要な発生源である陸域生態系については、

二酸化炭素やメタンの交換量測定において渦相関法などの微気象学的方法が開発されて標準

的に使用されるようになっている 2)。その他のより大気中濃度が低いガスについても簡易渦

集積法などが開発されて継続観測が可能となった。一方、陸域生態系や海洋における炭素や

窒素のストックは、大量である上で空間分布が不均質で定量化には大きな誤差が伴っていた

が、近年、衛星観測やモデル予測、同位体研究などの進展により向上している（(3)注目動向

［新たな技術動向］参照）。 

 

 

（３）注目動向 

［新たな技術動向］ 

大量かつ空間分布が不均質なため定量化には大きな誤差が伴っていた陸域生態系や海洋に

おける炭素や窒素のストックについて、近年では、衛星からのライダ観測により植生バイオ

マス量（約半分が炭素）の測定が可能となり、またハイパースペクトルなどの先進的な光学

観測によって植生の窒素濃度を測定することが可能となりつつある 3)。近年、炭素や窒素の

循環・動態をシミュレートする統合的モデルが開発されて、相互作用（例えば葉の窒素濃度

が光合成能力に与える影響）を考慮した予測が行われている。モデル研究におけるプロセス

数式化や検証においては、野外で観測されたフローやストックに関するデータが利用されて

おり、異分野の学際的研究が活発化している。 

特に、物質循環研究において重要な技術である同位体分析の分野では、軽元素から重元素

に至るまで、様々な技術開発が進んでいる。軽元素では、分子内の部位別の同位体比を区別

しながら測定する技術が発展し、物質の起源・生成過程の解明 4)や同位体温度計の開発 5)が

発展している。有機物に関しては、腐植物質などの天然の無定形有機物の分子式まで確定で

きる超高分解能フーリエ変換イオンサイクロトロン型質量分析器（FT-ICRMS）の発展が著

しく、炭素循環の研究などで重要な役割を果たしている 6)。同位体比の非質量依存の分別

（MIF）を用いた研究は、軽元素ばかりでなく水銀などの重元素の研究にも展開されており、

例えば世界的な課題になっている水銀の水圏-大気圏での循環研究においても重要な位置を

占めている。一方、放射光を用いた X 線による元素状態分析研究は、nm レベルでの炭素の

官能基マッピングなどに利用され、多くの成果をあげている 7)。 

 

［注目すべき国内外のプロジェクト］ 

 国際的動向として、炭素循環の解明を目指した Global Carbon Project（GCP）が進めら

れており、ほぼ毎年、二酸化炭素収支に関する統合解析のレポート 8)が出版されている。

その成果は IPCC 報告書における温室効果ガス動態に関する記述のベースとなっており、

国際的な注目度や政策的重要性が高い。モデル研究分野では、GCP による統合解析の一環

として行われているものを含め、多くのモデル相互比較研究が行われている 9)。窒素に関
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しては International Nitrogen Initiative（INI）が設立され、さらに 2015 年からはより

実践的な International Nitrogen Management System（INMS: 国際窒素管理システム）

に向けた準備活動が進められている。物質循環を含む地球観測の推進を目的として Group 

on Earth Observation（GEO）が設立されており、二酸化炭素の吸収源となっている森林

監視を含むイニシアティブが推進されている。 

 現在の地球の気候変動の影響が最も顕著に表れている地域である北極域について、気候変

動の解明と環境変化や社会への影響を明らかにし、精度の高い将来予測・環境影響評価等

を行うことを目的とした北極域研究推進プロジェクト（ArCS: Arctic Challenge for Sus-

tainability）が進められている。これは、文部科学省の補助事業として、国立極地研究所、

海洋研究開発機構および北海道大学の 3 機関が中心となって実施されている（2015 年 9

月～2020 年 3 月）。 

 文部科学省科学研究費の新学術領域研究（研究領域提案型）では、物質循環に関連した分

野として「海洋混合学の創設：物質循環・気候・生態系の維持と長周期変動の解明」（代

表者：安田一郎・東京大学教授、2015～2019 年度）や、「福島原発事故により放出され

た放射性核種の環境動態に関する学際的研究」（代表者：恩田裕一・筑波大学教授、2012

～2016 年度）などの分野の研究が展開されている。 

 資源関係では、戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）「次世代海洋資源調査技術

（海のジパング計画）」が進められている。これは、主に海洋資源の成因、資源調査、資源

開発を目指したプログラムである。 

 

 

（４）科学技術的課題 

［課題（ボトルネック）］ 

環境中で物質は様々な媒体によって輸送され、形態を変えつつ滞留しており、その複雑性

や空間的不均質性が理解を困難にしている。炭素や窒素のような主要元素ですら反応プロセ

スの全容は解明されておらず、それが温室効果ガス収支の定量化とその予測における不確実

性の原因となっている。そのため、生物地球化学的プロセスを解明する基礎研究が必要であ

り、空間的分布を把握するための観測ネットワークの拡充が求められる。近年の気候変動予

測研究では、陸域生態系によるフィードバック効果の推定に不確実性が大きいことが問題と

なっている。具体的には、多くの炭素循環モデルには、大気二酸化炭素濃度の上昇に伴う成

長促進（施肥効果）が考慮されているが、その感度には大きな差があることが指摘されてい

る 10)。その差を生む原因の一つとして植生の窒素利用可能性における制限の強さが未解明で

ある点が指摘されており、炭素・窒素の循環とその相互作用に関する理解深化が求められて

いる。 

また、物質循環研究の出口として、物質循環のメカニズムをよりミクロな視点から理解し

ていくベクトルと、得られた成果をモデル化し、それを特定の系、よりグローバルな系、よ

り多圏間の相互作用を含む系に拡張していくベクトルの 2 つがある。これらは相補的な研究

であり、新たな本質的発見はミクロなメカニズム解明から生まれる場合が多い一方で、全体

への影響を考察する上でモデル化は不可欠な要素である。特に前者のボトルネックとして、

様々な混合物を含む天然試料から、目的とする物質の濃度・同位体比・化学種を選択性よく
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測定する技術がよりいっそう必要になっている。そのために、個々の目的物質それぞれにつ

いて多くの技術的革新が進められており、特に不安定であるが物質循環において重要な物質

や、微量であるが人間にとって重要な物質などに対する新たな分析法の開発が今後求められ

るであろう。また自然起源と人為起源の双方に起源をもつ物質については、人為的影響を定

量的に考察していくことが期待される。 

 

［今後取組むべき研究テーマ］ 

 地球温暖化・炭素循環における有機物や不安定化合物（例：海洋生物起源の硫化ジメチル

など）の分析とその影響の考察 

 土壌や根系に代表される地下部の寄与が非常に大きいことは共通認識になりつつあるが、

地下部は直接観測が困難でプロセス解明やデータ集積が進んでいない。ライゾトロンなど

による観察や、同位体をトレーサに用いる研究も行われて来たが、さらに簡便で精度の高

い測定手法の開発が望まれる。また、永久凍土中には大気中の炭素量の約 2 倍に相当する

量が蓄積されていると見積もられているが不確実性の幅が大きい。極域を通した炭素循環

には重要性が指摘されながらも未知の要素が多く、科学的知見が不足している。 

 地上観測ネットワークや衛星観測によるデータの利活用 

 近年は大量かつヘテロなデータを扱うビッグデータに関する研究が各分野で進んでいる

が、物質循環分野にどうそれらを応用するかが課題である。最近の動向として、数値モデ

ルのパラメータを観測データで逐次的に更新するデータ同化が注目されているが、物質循

環分野でも推定不確実性低減のために同様の試みを進めることが求められる。 

 レアメタル（白金族元素など）やレアアースの濃集機構の解明に基づく資源開発 

 鉄などのように自然起源と人為起源の双方に起源をもつ物質での人為的影響の定量化 

 海洋-大気間、土壌-大気間、地下水-岩石間のような多圏間の物質移動とその環境影響 

 

 

（５）政策的課題 

2015 年のパリ協定において気候変動抑制に向けた国際的合意が形成され、日本もよりいっ

そうの温室効果ガス排出削減が求められている。国内から排出される二酸化炭素・メタン・

一酸化二窒素などの温室効果ガスの量を精確に定量化することはもちろん、その輸送や吸収

までの循環を把握することが適切な緩和策検討に必要である。最近のシナリオでは 21 世紀

後半の大気中温暖化濃度抑制のため、大規模なバイオ燃料栽培が必要とされているが、それ

が環境に与える負荷については十分に評価されていない。それは温暖化だけでなく、生物多

様性にも影響を与える可能性があり、生物多様性条約との関係からも注目される。 

体制面では、基盤的予算の確保や国際的・学際的な研究の推進、汎用性の高い最先端分析

装置の共同利用拠点の効率的な運用が求められる。 

 

 

（６）キーワード 

炭素循環、窒素循環、元素循環、多圏相互作用、地球温暖化、有害物質、化学種解析、同位

体比、質量分析、放射光、シミュレーション、生物地球化学、下方調節、CO2 施肥効果、炭

素循環フィードバック、純一次生産、メタ分析、地球システムモデル、衛星観測、ネクサス 
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（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ → 

 大気中の温室効果ガス濃度や同位体比測定は最高水準を維持している。
地表のガスフラックス測定は、技術的には高いがデータ解析においてや
や立ち遅れている感がある。炭素循環と窒素循環を含め、温室効果ガス
を統合的に扱う陸域モデルが開発されている 11)。文部科学省気候変動
リスク情報創生プログラムでは、炭素循環だけでなく窒素循環も取り入
れた地球システムモデルを開発している。2009 年には JAXA・環境省・
国環研による温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）の打ち上げを成功
させ、衛星からの物質循環観測研究を先駆ける成果をあげている。 

 しかし、同位体分野等も含め論文数のシェアは低下しており、2010 年
代ではいずれも分野も中国に圧倒されている。 

応用研究・
開発 

○ → 

 温暖化緩和策の立案と評価のための応用研究が実施されており、IPCC
報告書への貢献度も向上している。農地における一酸化二窒素放出の削
減技術（農研機構）や、森林破壊からの CO2 放出を監視するシステム
（森林総研）などの研究開発が行われている。最近では福島第一原発か
ら放出された放射性物質の動態を把握するための研究も重点化して行
われている。 

 有害物質や金属資源の分野では、福島第一原発事故に伴う放射性核種の
挙動や資源のリサイクル分野では論文が多く発表されているが、国際的
なシェアを押し上げるほどではない。 

米国 

基礎研究 ○ → 

 米国大気海洋局（NOAA）やエネルギー省（DOE）による観測ネット
ワークだけでなく、North American Carbon Program（NACP）によ
る統合化も積極的に推し進めている。特に航空宇宙局（NASA）や地質
調査得所（USGS）による衛星観測では世界をリードする位置にある。
物質循環モデル研究でも長い歴史をもつが、近年では淘汰が進んで少数
のモデルに集約されつつある（例えば大気研究センター（NCAR）によ
る Community Land Model や Dynamic Land Ecosystem Model な
ど）。 

 いずれの分野も論文数は順調に増加しているが、中国の伸びが大きい
分、相対的なシェアは減少している。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 酸性雨研究や温暖化研究にいち早く取り組んでおり、応用面でも先端的
研究を行っている。温暖化対策として注目されているバイオ燃料栽培に
関しても、温室効果ガス収支など物質循環の面から多数の研究が行われ
てい 12)。OCO-2 衛星による温室効果ガスの監視や、国際宇宙ステーシ
ョンに搭載予定のライダにより森林の監視でも取り組みを進めている。 

 有害物質の動態分野では論文数の伸びが小さいが、米国で有害物質の問
題の多くが解決されつつあるためと思われる。同様の傾向は日本でもみ
られる。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 

 International Carbon Observation System （ICOS）を推進して炭素
および関連する物質循環研究を積極的に推進している。欧州宇宙機関
（ESA）は SCIAMACHY などの先端的衛星ミッションを成功させて物
質循環の広域観測に取り組んできた。欧州全土に CarboEuropeFlux サ
イトが展開され、微気象学的手法による二酸化炭素等の観測が継続され
ている。 

 いずれの分野も論文数は増加している。多くの分野で、論文数が中国に
抜かれているが、同位体地球・環境科学の分野ではまだ優位性がある。 

応用研究・
開発 

○ → 

 国レベルのコミュニティーで統合的モデルを開発し物質循環研究に応
用している（例えばドイツの LPJmL や英国の JULES モデル）。英国
の研究者が主導して窒素管理システム INMS を推進している。 

 有害物質の動態分野で論文数の伸びがやや小さい。 

中国 基礎研究 ○ ↗ 

 中国全土に ChinaFlux を設立して急速に観測点数を増やし、温室効果
ガスなどの物質循環の観測研究を進め、同時にデータ解析分野でも国際
的に存在感を高めている。モデル分野では独自開発されたものはまだ少
ない。INMS の東アジアセクションでは南京土壌研究所などの研究者が
主導的な役割を果たしている。 

 いずれの分野でも論文数の伸びが非常に大きい。論文数のシェアに比べ
て被引用数のシェアが小さい傾向がある。 
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中国 
応用研究・
開発 

○ ↗ 

 中国全土の炭素収支に関する統合解析などが行われている 13)。窒素循
環に関する事例研究は多いが、全体の収支を定量化する統合化には至っ
ていない。 

 有害物質の挙動や除去に関する研究、金属資源の開発やリサイクルの分
野で特に優位性が高い。 

韓国 

基礎研究 △ → 

 国内における炭素・窒素の現地観測研究は高麗大学などで行われてい
る。広域的な解析やモデル研究例はまだ少なく人材育成の段階にある。 

 多くの分野で論文数の絶対数は日本より小さいが、経年変化の傾向は日
本と類似している。 

応用研究・
開発 

△ ↗ 

 近年、GCP（Global Carbon Project）韓国オフィスや国立生態学研究
所が設立されるなど、物質循環分野の研究開発により多くのリソースを
割り当てている。ソウル国立大学は韓国内のフラックス研究をリードし
ているだけでなく、気候変動への適応の観点からも研究を進めている。 

 有害物質の挙動分野では、日本と比べると研究が増えている。 

（註1）フェーズ 

基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

 

（註2）現状 ※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価である。 

◎ 特に顕著な活動・成果が見えている、 ○ 顕著な活動・成果が見えている 

△ 顕著な活動・成果が見えていない、 × 活動・成果がほとんど見えていない 

 

（註3）トレンド 

↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.２.５ 健康・環境影響 

 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 

都市化、産業化による局所的な環境汚染、近隣国からの越境汚染、また、温暖化や海洋汚

染をはじめとする地球規模の環境汚染・環境劣化は、人の健康や生物に影響をもたらすこと

が危惧されている。このような社会的要因や地球環境・地域環境要因による健康や生物への

影響を把握あるいは予測し、対策につながる科学的知見を提供するための研究開発領域であ

る。 

 

 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の研究開発動向 

［意義］ 

環境は人類、生物種繁栄の基盤であり、健康は個人・個体生存の礎である。過去の公害事

例では、強毒性の少数の汚染物質による健康や生物への影響が問題となった。昨今、先進国

においては、以前見られたような強毒性物質の大量曝露やそれによる健康影響（毒性影響）

発現の可能性は減じている。しかし、残留性有機汚染物質（POPs：Persistent Organic 

Pollutants）による健康・生物影響、特に長期影響や継世代影響の問題をはじめ、多くの未

解決課題が残存している。例えば、弱毒性物質の少量曝露によるかく乱影響（脳・神経系、

免疫・アレルギー系、生殖・内分泌系への影響）の問題や日々増加する環境汚染物質の複合

曝露による健康・生物影響の問題、ナノマテリアル等、新規素材による健康・生物影響はそ

の代表といえる。また、生活習慣病やアレルギー疾患などのいわゆる「現代病」の激増・悪

化と環境要因の関連も指摘され、そのメカニズムも明らかにされつつある。しかし、これら

に係る研究の集積は十分とはいいがたい。一方、進行しつつある地球温暖化に関連し、地表

オゾンの増加による健康影響や水系感染症の増加、節足動物媒介感染症の分布変動、ヒート

アイランド現象とも関連した熱中症増加等の問題が、また、オゾン層破壊に関連し、紫外線

増加による皮膚ガン増加といった問題も危惧されている。このように、気候変動、オゾン層

破壊、資源循環などの地球レベルの環境問題が健康に与える影響の把握も重要性を増してい

る。 

本領域は、種々の環境の変容による人の健康や生物への影響を把握あるいは予測し、対策、

軽減、未然防止に結びつけることを目標とし、人類・生物の持続可能な繁栄・生存に直結す

る重要な意義をもつ。従来と異なるアプローチが必要とされている領域でもある。 

 

［動向（歴史）］ 

欧米では1930～40年代に大気汚染の問題が発生した。日本でも1950年代の公害に始まり、

産業に起因する重金属やコンビナートの排煙が健康被害をもたらした。これらは、カドミウ

ム、水銀、硫黄酸化物等の大量曝露による毒性が健康影響をきたした事例であった。こうし

た典型的な公害問題に対しては、1967 年の公害対策基本法を皮切りに、排気ガス、工場排水

の法的規制（質・量の両側面から）が行われるとともに、工場廃水・排気・自動車排気の処

理技術の進歩などにより汚染の軽減が行われた結果、無制限に汚染が激化・拡散する状況を

防ぐことができた。ただし、大気汚染における窒素酸化物のように、軽減まで長期間を要し
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た例もある。こうした公害の問題を受け、現在も実施されている化学物質の影響評価は、単

一物質の大量曝露時に、死亡や臓器障害を代表とする毒性影響を指標として実践されている

のが実状である。 

一方、1962 年に『沈黙の春』が出版され、DDT 等が母乳から排泄されていることも報告

された。1980 年代半ばから、内分泌かく乱化学物質（EDCs、環境ホルモン）の問題が認識

されるようになり、1996 年には『奪われし未来』が出版された。強毒性物質の禁止・削減後

も生物個体数が回復しないことから、少量でも悪影響をきたす物質がある可能性が示された。

これらの物質は、従来の「毒性」とは異なり、ホルモン受容体等を介した生体内シグナルの

「かく乱」により影響を及ぼしているのではないかと考えられるようになった。1996 年、欧

州委員会が内分泌かく乱化学物質に関する初の国際会議を英国ウェイブリッジで開催した。

米国では、1997 年に環境保護庁（EPA）が内分泌かく乱化学物質に関するワークショップ

（スミソニアン会議）を開催した。日本では、1998 年に「内分泌撹乱化学物質の健康影響検

討会」発足し（厚生省）、「環境ホルモン戦略計画 SPEED’98」が発表（環境庁）され、

省庁での取り組みが本格化した。同年、科学技術新興機構（JST）の CREST では内分泌か

く乱化学物質問題の本質的な理解と解決をめざした研究を対象とする「内分泌かく乱物質」

研究領域が発足した。2012 年の WHO/UNEP による報告書である「State-of-the-Science of 

Endocrine Disrupting Chemicals－2012」では、複数の内分泌かく乱化学物質が協同して相

加的効果を発揮する場合があることが述べられた。生涯にわたり様々な疾病に対する脆弱性

を増大させる可能性 1)や、影響が継世代的に伝搬する現象も報告された 2)3)。 

このように、かつては DDT やダイオキシンなど、少数の物質のみを影響評価の対象とし

ていたが、現在汎用されている難燃剤や可塑剤、界面活性剤、食品添加物など、多種多様な

毒性の弱い物質をも対象とし、内分泌系のみならず、神経系や免疫系も含めたかく乱影響を

評価すべきであるという考え方も提唱されるようになってきている。 

いわゆる環境汚染ではないが、環境と健康との関係を扱う研究で、1990 年代中頃からの注

目すべき動向として、社会疫学があげられる。個人や地域の持つ社会的特性が当人や住民の

健康レベルを左右するという、直感的には当然と思われる仮定を綿密な調査で実証した分野

であり、多くの成果をあげた。物理化学的要因と社会要因は、ある意味では互いにノイズの

関係にあるともいえるが、現在に至っても両者をバランスよく組み合わせた研究はそれほど

多いとはいえない。 

また、近年の動向として、環境疫学に限らず疫学研究一般が大型化してきていることがあ

げられる。環境疫学では、世界各国で 10 万人を超える規模で長期間にわたり追跡調査を行

い、得られた情報や試料を解析する疫学研究が、多数実施されるようになってきた。50 カ国

300 機関の共同研究として 2004 年と 13 年の 2 回実施された世界の疾病負荷研究（Global 

Burden of Disease Study）では、死亡と疾病への罹患を同一の尺度（DALYs；障害調整生

命年と訳されている）で表現し、問題のある国・地域や、負荷の大きな疾病をわかりやすく

表現し、特に精神疾患のようなただちに人命を奪わない疾患の重要性を明らかにするなど成

果を上げた。環境中の様々な疾病リスク因子についての分析 4)も行っている。 

局所的な環境汚染のみならず、近隣国からの越境汚染、また、地球温暖化やそれによる異

常気象、海洋を広く汚染するマイクロプラスチックや POPs、オゾン層破壊をはじめとする

地球規模の環境汚染・環境劣化が、人の健康や生物に影響をもたらすことも危惧されてきた。
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リオ・サミット（1992）や京都議定書を採択した COP3（1997）のあった 1990 年代以降、

地球規模課題の中でも化学物質のインパクトがとりあげられている。その健康影響メカニズ

ムは複雑であり、従来の化学物質の毒性影響という図式だけでは捉えきれない。例えば、CO2

発生→温暖化→媒介動物の生息域のシフト→感染症分布の変化、あるいは過剰の化学肥料投

入・生活排水→N、P による閉鎖的水系の富栄養化→生態系破壊→環境の劣化・漁業の衰退、

農薬→pollinator（送粉者）の衰退→作物収量の減少→栄養状態悪化などである。課題と対策

が国境を越えはじめたことを受け、化学物質関連の様々な国際的取り組みが増えた。主要な

ものをあげると、CFC の規制に関するモントリオール議定書（1989）、化学物質管理のため

の戦略的アプローチ（SAICM、2002）、POPs を規制したストックホルム条約（2004）、欧

州の化学物質に関する包括的な取り決めである REACH 規制（2007）、水銀の使用・国際的

流通に関して定めた水俣条約（2013）などがある。 

また、2009 年にスウェーデンの研究者グループが提唱した Planetary boundaries（PB）5)

では、超えるべきでないものとしてあげられた 8 つの boundary（境界）に、化学物質によ

る汚染、大気中のエアロゾルの 2 つが記載された。しかし、その境界値（それを超えると不

可逆的なフェーズに入るような値）はいずれも不明とされている。2015 年夏には、Lancet

とロックフェラー財団の共同研究により、Planetary Health（人間とその文明は健全な自然

環境とその賢明な管理の上に成立するもの）という概念が提唱され、その中にも化学物質に

ついての言及が見られる。同年終盤に採択された持続可能な開発目標（SDGs）の第 3 目標

は健康と福利であるが、その下位目標の一つに、化学物質による健康被害の軽減がうたわれ

ている。 

局所・地域に留まらず、広域かつ地球規模の視野を持って研究や取り組みを推進すること

が不可欠であることも認識されてきている。  

 

 

（３）注目動向 

［新たな技術動向］ 

• オミクスの発展、AOP（Adverse Outcome Pathway） 

 多くのオミクス（Genomics, proteomics , lipidomics, metabolomics など）やオーム

（transcriptosome, proteome など）が考案されている。試料に含まれる微量で多種類の（た

だし一定の性質は共有する）化学物質群を分離・同定し、さらには定量する技術であり、

生体内で生じている物質代謝にかかわる出来事を網羅的に定量化・可視化する手段として

広く活用されており、実験的な毒性学、環境疫学のいずれの研究にも応用可能である。環

境汚染の生体影響に関する分野では、従来、リスク評価を最優先し、量-反応関係として出

入口のみの関連が解析の中心であった。その途中のブラックボックスであった過程を明ら

かにすることにより、化学物質の生体影響の本質に迫る手法が AOP（Adverse Outcome 

Pathway）6)であり、生体内の様々な代謝過程に関する知識の蓄積と、分析技術の進展に

よって実現されるようになった。 

• in vitro アッセイ評価 

米国環境保護庁（EPA）が開発した ToxCast のように、数多くの化学物質における活性・

pathway データを迅速に導き出すことのできる手法に焦点が当てられている。また、ヒト
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や実験動物由来の細胞系だけでなく、遺伝子配列の解析から野生動物の遺伝子を組み込ん

だレポーター遺伝子アッセイも種間の感受性評価に有用である。 

• ビッグデータ、地球観測・衛星観測データの活用 

 様々な領域のデータベースが整備され、公開も進み（入手可能性が増し）、衛星や地上の

ステーションによるモニタリングのデータが健康の研究に利用できるようになってきた。

こうしたデータの活用により、世界の大気汚染による死亡者がマラリアとエイズを合わせ

た死者より多いとの研究報告 7)や、熱波の夜の最低温度が高い地域で高齢者の死亡率が高

かったとの報告 8)、さらには人間活動のデータも活用して、マラリアやデング熱の伝播に

人間の移動がどの程度寄与するかといった分析 9)10)が行われている。こうした環境データ

と健康データの組み合わせは、空間分解能の優れた（衛星）画像撮影・分析の技術発展、

いわゆるダウンスケーリングと呼ばれる広範囲のデータから小地域の詳細データを構築す

る手法の開発によって可能 11)となってきた。 

 

［注目すべき国内外のプロジェクト］ 

• 小児を対象とする大規模なコホート研究として、日本ではエコチル調査（環境省）や東北

メディカル・メガバンク（文部科学省）などが実施されている。米国でも 10 万人の子ど

もを成人まで追跡するNational Children’s Studyが計画され 2013年までに予備調査を終

了したが、本調査開始前に、プロジェクトの目標達成は困難であるとの判断のもとに中止

された 12)。ヨーロッパの 8 カ国が参加する HELIX（Human Early-Life Exposome）は

28,000 組の母子ペアを追跡する事業で、exposome という概念を看板に現在進行形であ

る 13)。Exposome とは、従来の様々な omics/ome が生体反応の包括的情報であるのに対し

て、多様な環境要因への曝露の包括的情報を目指すものである。 

• EU の Solutions は、ヨーロッパ、ブラジル、中国およびオーストラリアから 39 機関が参

加するプロジェクトである。河川における有害化学物質を現在の科学技術を結集して評価

し直すために、化学分析から影響分析にわたる広範な領域をカバーしている。ライン川や

ドナウ川流域の生態系と人の健康における化学物質リスクの問題解決のための総合的な取

り組みとして 2013 年より（5 年計画）開始された。 

• 北欧を中心とする EU の MARS プロジェクトも注目される。16 の河川流域のケーススタ

ディによって各流域における生態系の状態と化学物質およびその他の抑圧因子の解明を目

指している。 

• カナダ環境・気候変動省と保健省は、有害な化学物質を特定し、適切に管理するための包

括的統合戦略「化学物質管理計画（CMP）」に投資すると発表した 14)。これまでに、優先

物質のうち、約 2750 種類の化学物質のリスク評価が終了した。継続により、CMP の次期

段階で残る 1550 物質の評価を完結し、次世代の人々と環境を有害化学物質のリスクから

守るとともに、科学的根拠のある健全な化学物質管理で引き続き世界をリードしていくと

している。 

• 米国環境保護庁（EPA）は、水の再利用や保全策が人と生態系の健全性に与える影響に関

する研究に助成すると発表した 15)。水の持続可能な再利用を促進するため、飲用水への再

利用や地下水補充などが人や生態系の健康にどう影響するかを評価する。 

• 持続可能な消費生産センター（CSCP）など欧州の機関が、健康と環境を守るためにライ



研究開発の俯瞰報告書 

環境分野（2017年） 

 

 

 
CRDS-FY2016-FR-03 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

196 

フスタイルをどのように変えていけばよいかを探る新プロジェクト「INHERIT」に着手

した 16)。住環境、移動、消費（食品、食習慣等）の 3 つに絞り、健康と環境を守る生活に

つながる分野横断的な施策を探る。 

• ドイツ連邦環境省（BMUB）とドイツ化学工業会は、人体中の化学物質の分析方法を開発

し測定するヒト・バイオモニタリング・プロジェクトを実施している 17)。人における曝露

が増加傾向にあり、人体に影響をおよぼす可能性がある 50 物質（群）の分析方法を開発

しようとするものである。新分析方法は、ドイツ研究振興協会によって検証されたのち、

第 5 次ドイツ健康環境調査と環境試料バンクのサンプルとして利用される。 

• 米国環境保護庁（EPA）は、人のホルモン機能をかく乱する可能性のある化学物質を自動

でスクリーニングする新検査方法を発表した 18)。この手法は、数千もの化学物質を同時に

検査し、計算モデルを利用して活性を予測するもので、従来の検査に比べ、時間も動物実

験もコストも少なくて済むという。 

• ドイツ BMUB と連邦環境庁（UBA）のバンクでは 1980 年代から人と環境の標本を収集

しており、これにより国民の化学物質への曝露状況やその変遷、環境政策の有効性を示す

データが得られるという。新調査は、子どもと若者に重点を置き、重金属、多環芳香族炭

化水素、プラスチックの可塑剤や溶剤などを対象としている 19)。 

 

 

（４）科学技術的課題 

［課題（ボトルネック）］ 

• 1990 年代終盤には環境-健康をめぐる多くの国内外の取り組みが行われたにも関わらず、

当時提起された多くの問題―いわゆる低用量効果（low-dose effect）、複合曝露、継世代影

響などの問題―には、今なお答えが出ていないといえる。端的にいえば、我々の多くが日

常接する化学物質の中から曝露量の多い 10 種類を選んで、総体としての健康へのインパ

クトはどの程度のものか、という質問には極めて曖昧な答えしかできないのが現状である。

ほぼ単一の物質の影響のみを標的とし、さらに量-反応関係（入口と出口）を出発点として

きた従来のアプローチでは限界がある 20)21)。 

上記の原因としては、細かい実験の手法の違いが大きな結果の違いを生む、再現性が得難

い、時間・資金・労力が嵩むなどといった点があげられる。古くから指摘があったが、そ

の背景には、動物実験における通常あまり注意が払われないような条件の違い等の要素が

ある（参考文献 22 など参照）。例えば、腸内細菌のパターンが栄養素や化学物質の代謝・

毒性に影響を及ぼすという知見が増えてきている 23)。 

• 環境要因、健康・生物影響のいずれも多岐にわたるが、一部の環境要因による一部の健康・

生物影響が研究対象となっているに過ぎない。高感受性（脆弱性）集団を対象とした研究、

リアルワールドで想定される｢環境要因の複合曝露による健康影響｣の問題は、端緒につい

たばかりという状況にある。 

• 曝露は本来、対象となる集団の個々の構成員について時間的な変化を含めて評価されるべ

きものだが、これを得ることは技術的に困難であった。多くの曝露情報は（対象とする環

境要因の地理的な分布に基づく）集団の平均的な推定や、長時間の平均的な推定値に過ぎ

ない場合が多い。 
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• 現在市場に出回っている化学物質の数百種が内分泌かく乱性を有するとされているが、生

態系への影響を評価している物質は限定されている。また、内分泌かく乱化学物質

（EDCs：Endocrine Disrupting Chemicals）の代謝産物や分解物、製造工程および廃棄処

理過程で生じる不純物や非意図的生成物についての調査や毒性影響に関する研究も極めて

少ない。 

• EDCs を添加された製品の中には他国へ輸出されるものもあり、開発途上国などでは不適

切な処理により環境汚染や曝露が深刻化する可能性がある。これまで得られた研究データ

は先進地域のものが主であり、アジア、アフリカ、中南米の開発途上国のデータは依然と

して欠落している。 

• 実験的研究において、人への外挿手法が未確立である。 

• ヒトと同様に、野生動物も EDCs 曝露のみによる影響を評価するのはほぼ不可能である。

汚染地帯と非汚染地帯に生息する個体群間で観察される生体影響の相違などから予想はさ

れるが、他の人為もしくは自然由来のストレッサーの寄与が存在するため解釈を複雑にし

ている。さらに、classical POPs を除く EDCs による野生動物の調査研究は、魚類を除き

依然として少ない。 

• 対象集団が大規模になること、多くの環境要因の情報を得て解析するということ自体が、

再現性の検証を難しくするというジレンマがある。また、例えば気候変動の影響について、

現実の観測データから再現性を得ることは不可能であるし、過去に前例がない現象を追っ

ているため、実験室的なあるいは繰り返し観察による再現性を検証すること自体が困難で

ある。 

• ミレニアム生態系評価ですでに指摘されていたように、環境の劣化による健康被害には、

例えば生態系の破壊による食料生産の変化、感染症分布の変化など間接的影響も多く、そ

の規模が無視できない 24)。こうした複雑な影響についても、AOP と同様の考え方を適用

して、将来的に定量的予測を可能とするモデル構築に向け、モジュール開発を行うことが

期待される。 

• 既存疾患の悪化や｢現代病｣の増加・悪化における環境要因の寄与率推計は未確定である。 

 

［今後取組むべき研究テーマ］ 

• 環境要因の作用メカニズムの解明 

 多くの研究は健康インパクト（毒性を含む）に至る経路のごく一部を点の形で見ていた

といえる。今後は、AOP のように曝露から影響が出るまでの一連の経路を把握する線とし

てのアプローチ、さらには複数の経路の相対的な寄与を視野にいれた面としてのアプロー

チが必要になると考えられる。面的な解析が可能になれば、複合曝露（物理的要因と化学

的要因のようなモードの異なるものを含む）や低用量効果などの問題の突破口となる可能

性がある。 

• 複合曝露を評価できるアプローチ法の検討 

 例えばダイオキシンの TEF（毒性等価係数）や有機リン系農薬で用いられている既存の

アプローチに加え、すでに提唱あるいは試行されている、共通のエンドポイントに焦点を

当てたアプローチ、エクスポゾーム（exposome、生涯の全曝露量） のような考え方も含

めたアプローチも並行して試す必要があると考えられる。  
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• ノイズやブラックボックスを積極的に検討対象とする研究 

 ブラックボックスであった遺伝的要因と環境因子の相互作用についてはすでに多くの研

究が進んでいるが、これを体系的に進める仕組みづくりが必要と思われる。また、腸内細

菌のパターンや飼育条件のように、従来あまり注意を払われていない環境変数について、

明確な論拠のもとに研究を行っていく必要がある。例えば、単一の化学物質の影響が欧米

とアジアで異なる原因は、遺伝的・生理的・環境的要因のいずれにも求めることが可能で

ある。 

• 一般的な非伝染性疾患（NCDs）のリスクと化学物質曝露との関係に関する研究 

 がんを中心に古くから研究はあるが、糖尿病、肥満、変性性の神経疾患など、多くの環

境・遺伝要因が関わり罹患率も高い疾患の発症に、化学物質への曝露がどの程度量的に関

わるのかは難問であり、ブラックボックスの中身を含めた影響メカニズムの解明、ビッグ

データの活用、複合曝露の解析方法などの解決が求められる 25)26)。 

• かく乱影響の評価 

 内分泌かく乱以外にも、神経・行動のかく乱や免疫のかく乱についても、いっそうの研

究の推進が望まれる。 

• 分析法の改良および開発 

 低濃度で存在する様々な物質を把握するための、高精度分析や同時測定法の改良や開発

は依然として優先度が高い。 

• 構造活性相関研究の向上 

 化学物質の構造と生物学的な活性の間の関係である構造活性相関に関する研究の、さら

なる推進・向上が望まれる。 

• ICT の活用により環境要因を同定する研究 

 近年の ICT の進歩により、様々な環境要因についての個人曝露情報を時空間的に追跡す

る手段が整備されてきており、これを活用したあらたな曝露評価により、解析の精度を格

段に向上できる可能性がある。 

• 健康影響に関する予測力の高いモデルの構築 

 地球規模環境問題による健康影響については、再現性に基づく判断を待つわけにはいか

ない（手遅れになる）ため、予測力の高いモデルの構築が必要となる。環境要因の健康イ

ンパクト予測は、上述の諸問題が解決できないと原理的に困難であろうから、不十分な情

報に基づきながら‘それほど間違うことのない’予測モデルの開発が望まれる。 

• PB（Planetary Boundary）の健康影響の観点からの検証 

 PB の境界値は、健康影響ではなく、気候システムと生態系への影響に基づいて決めら

れているため、健康影響という点から見直す必要がある。化学物質やエアロゾルの PB は

未確定であり、健康インパクトに基づいて決める必要性は高いと思われる。 

• 物質の越境移動と開発途上国の汚染実態 

 輸出入される製品中の含有量、大気・水経由による移動拡散（日本の場合であれば黄砂

など）、そして開発途上国を対象とした環境汚染（発生源と曝露源）とヒト・野生動物への

曝露・毒性に関する包括的・長期的（経年変動）調査が求められる。 

• 代替物質の調査 

 ある化学物質の生産・使用が規制された場合、代替物質が使用されることになるが、そ
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の環境汚染と毒性影響の調査が求められる。また、環境分解産物や生体内代謝物などの実

態も把握することが求められる。 

 

 

（５）政策的課題 

• 政策決定者に科学的な情報を適切に伝えるしくみ・人材の養成が必要である。本領域では

再現性が難しい課題が増えると考えられ、evidence-based による意思決定では手遅れにな

る可能性がある。予測に基礎をおく意思決定（予防原則の考え方も援用されるべき）が必

要な局面も増えると思われる。科学的情報の不確定性を減らす努力とともに、不確定性を

もった情報をどのように理解し、政策に活用するかは科学的・政策的両側面をもつ課題で

ある。ステークホルダー間で、evidence にも不確定性が伴うという認識が共有されること

や、当事者による時機を得た情報共有が必要であり、そのための制度づくりも求められる。 

• 研究開発で健康データを積極的に活用できることが必要であり、個人のプライバシーに抵

触しかねない情報について、技術的工夫とともに政策的判断も求められる。 

• ヨーロッパを中心とする動物愛護の観点から動物実験が徐々に難しくなりつつある。また、

ヨーロッパでは、ある化学物質に有害性の懸念が生じると、時間をかけたリスク評価より

も物質を代替・禁止する方向性へ移りつつあり、管理対象とされる化学物質が増大し負担

も大きくなっている。 

• 越境汚染や地球環境問題の解決には、多国間にわたる対策、政策が不可欠であるが、その

枠組みの作成や取り組みの進展は容易とはいえない。 

• 経済的発展、技術開発が政策的に優先、あるいは、先行し、環境問題、健康・生物影響が

後発的に発生・進展することが多く、早期診断、早期治療が困難な場合が多い。 

• 広範囲にわたる環境要因による健康・生物影響にかかる研究を、民間企業が限定的資金に

よって推進することは困難であり、また、収益性も少なくとも短期的には乏しいと考えら

れる。加えて、国民、人類の健康、生物種の未来を左右する公益性が最優先されるべき課

題であることからも、公的資金による戦略的かつ長期的な研究開発推進が望まれる。 

 

 

（６）キーワード 

残留性有機汚染物質（POPs）、内分泌かく乱化学物質（EDCs)、新規素材、ナノマテリア

ル、マイクロプラスチック、難燃剤、可塑剤、界面活性剤、食品添加物、健康影響、高感受

性（脆弱性）要因、継世代影響、毒性影響、かく乱影響、内分泌系、神経系、免疫系、現代

病、生活習慣病、アレルギー、複合曝露、複合影響、低用量曝露、現代病、構造活性相関、

in vitro アッセイ、オミクス（オーム）、AOP（Adverse Outcome Pathway）、一斉多種分

析、ビッグデータ、地球観測・衛星観測データ、ダウンスケーリング、疾病負荷研究、大規

模コホート、大規模疫学調査、影響予測モデル、公害、社会疫学、環境疫学、地球温暖化、

海洋汚染、熱中症、越境汚染、Planetary boundary（PB）、実験動物、動物愛護、野生生

物、SAICM、水俣条約 
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（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 
27)-47) 

基礎研究 ○ → 

 基礎研究のレベルは高い。化学物質影響、気候変動影響などで報告数も
増え、レベルの高い研究成果も出ている。革新的な研究成果の発信もあ
るが、チャレンジングな課題への取り組みにやや不足が感じられる。 

 内分泌かく乱作用が疑われる化学物質の試験法について、メダカを対象
としたin vitroおよびin vivoスクリーニング試験、そして in vivo確定試
験が開発され、アフリカツメガエルとミジンコについても検討が進ん
でいる。また、低用量・複合曝露影響やエピジェネテイックな世 代 を
超えた影響についての基礎研究も展開されている。 

 内分泌かく乱化学物質（EDCs）について、下水処理過程における挙動
や除去効率の調査研究、下水処理水の流入河川に棲息する野生魚の汚染
実態調査、鳥類や海棲哺乳類の蓄積特性に関する研究が実施されている
が、陸棲動物の調査が乏しいことに加え、高等野生動物の場合、POPs

を除くEDCsデータは極めて少ない。 
 予算面、人材面（特に若手の人材面）では、他領域や欧米、中国に比較
し、十分とはいいがたい。 

応用研究・
開発 

○ → 

 ビッグデータの利用をはじめとして、斬新な手法を取り入れた研究はま
だ少ない。一方で大規模コホートが確実に運営されており、将来的に多
くの知見を産み出すことが期待できる。 

 日米二国間協力による魚類（メダカ）および無脊椎動物（ミジンコ）
の多世代繁殖試験の開発がおこなわれており、トランスジェニック魚
を用いたバイオアッセイ系の開発や分子メカニズムの解析も進んでい
る。高等動物に関しては、一部鳥類や鰭脚類（ききゃくるい）について
種固有の遺伝子を組み込んだレポータージーンアッセイによるEDCs

作用の感受性が評価されている。 
 下水処理技術の開発研究と副生成物の影響評価、未知物質の測定技術に
関する開発もおこなわれている。 

 学際的研究開発、例えば化学分析と毒性分野の研究者による共同研究成
果が、欧米と比べ乏しい。 

米国 
33)34) 

48)-54) 

基礎研究 ◎ → 

 基礎研究は、多岐にわたり、かつレベルが高い。新しいアプローチが絶
え間なく提案されている。大気汚染に関しても、大規模な疫学研究が複
数、長期にわたって実施されている。健康影響に関する疫学的な研究も
実験的な研究も複数の機関で取り組みが進展してきている。ナノマテリ
アル廃棄物への評価など、新しい研究も始まっている。 

 日本と同様に（一部共同で）、内分泌かく乱作用が疑われる化学物質の
in vitroおよびin vivoスクリーニング試験、そして in vivo確定試験が開
発されており、低用量・複合曝露影響やエピジェネテイックな世 代 を
超えた影響についての基礎研究も展開されている。 

 EDCsの下水処理過程における挙動や除去効率の調査、そして下水処理
水の流入河川に棲息する野生魚のNational studyも実施されている。野
生高等動物についても以前は、classical POPsの蓄積特性に関する研究
が実施されていたが、現在はカナダのPOPs関連物質調査を除き、ほと
んど実施されていない。 

 予算面、人材面で日本を凌駕している。 

応用研究・
開発 

◎ → 

 他分野との連携が活発になってきている。大規模コホート/大規模モニ
タリングも盛んで、総合的に環境インパクトを捉えようとする姿勢が目
立つ。（NCSは中止） 

 米加共同研究にて、実環境の池を調査域とした大規模なエチニルエス
トラジオールの長期生態影響調査が実施され、個体群への影響のみなら
ず種間の相互作用や生態系全体への影響が明らかとなった（学際研究）。 

 日米二国間協力による多世代繁殖試験の開発がおこなわれており、ト
ランスジェニック魚を用いたバイオアッセイ系の開発も進んでいる。鳥
類種固有の遺伝子を組み込んだレポータージーンアッセイによる
EDCs作用の感受性が評価されているが、高等動物の感受性に関する研
究は少ない。 

 下水処理技術の開発研究と副生成物の影響評価、未知物質の測定技術に
関する開発もおこなわれている。 

 日本に比較し、大きな予算が配分されている。 
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欧州 
33)34) 

55)-66) 

基礎研究 ○ → 

 EU機関のみならず、オランダやスイス、英国やドイツなど、研究所や

大学における研究レベルは高い。質の高い研究成果が発表されており、

EU内を中心に多国間共同研究も多い点が特徴である。北欧からの報告

が近年増加している。 

 日本と同様に（一部共同で）、内分泌かく乱作用が疑われる化学物質の

in vitroおよびin vivoスクリーニング試験、そして in vivo確定試験が開

発されており、低用量・複合曝露影響やエピジェネテイックな世 代 を

超えた影響についての基礎研究も展開されている。 

 EDCsの下水処理過程における挙動や除去効率の調査、そして下水処理

水の流入河川に棲息する野生魚のNational studyも実施されている。高

等野生動物の蓄積特性に関する研究が実施されているが、POPsを除く

EDCsデータは乏しい。 

応用研究・
開発 

○ → 

 オランダ、英国、フランス、ドイツなどの企業や研究所で研究・開発が

進められている。EUにおけるREACH規制が存在し、それに関連する

研究計画、化学物質評価計画、管理計画も提案されている。HELIXな

どのユニークな試みが実施されている。 

 導入することが好ましいとのエビデンスが得られた場合、速やかに実用

化が図られる傾向が認められることが、日本との大きな差とも考えられ

る。 

 日英共同研究において、下水処理水中に残留するエストロゲン類似物

質が魚類の性発達に与える長期的影響を調査し、エチニルエストラジ

オール 4 ng/Lに2年間曝露された全オス個体のメス化を報告した。 

 欧州近海に棲息する鯨類の大規模調査が実施され、PCBsによる繁殖影

響が強く示唆される結果を、学際研究の成果として2016年に報告して

いる。 

 トランスジェニック魚を用いたバイオアッセイ系の開発は進んでいる

が、高等動物のEDCsによる感受性の種差に関する研究は乏しい。 

 下水処理技術の開発研究と副生成物の影響評価、未知物質の測定技術に

関する開発も行われている。 

中国 
34) 

67)-70) 

基礎研究 ○ ↗ 

 環境問題が深刻であるだけに、研究に多くの資源が割かれており、トッ

プレベルの国際学術誌に掲載される論文が増え、着実に実力をつけてい

る様子が伺える。教員や学生、研究者の陣容が急速に拡大しており、研

究レベルは上がっている。研究論文の事前チェック体制が整備されてお

り、今後、国際誌におけるシェアがさらに高まることに寄与するとも予

想される。 

 日中韓三カ国間協力による野生魚オス個体のビテロゲニン生成に関す

る調査が実施されており、東シナ海沿岸域の大都市部周辺海域や工業・

港湾地域において魚類の繁殖異常を報告している。 

 2015年、中国農業省が“NY/T2873-2015 Evaluation Method of the 

Endocrine Disruption Effects of Pesticides”を発表し、農薬の内分泌か

く乱作用について調査を開始している。 

 内分泌かく乱作用が疑われる物質について、下水処理過程における挙動

や除去効率の調査、下水処理水の流入河川に棲息する野生魚の汚染実態

調査、そして高等野生動物の曝露実態調査が近年増加している。 

応用研究・
開発 

△ ↗ 

 海外技術に依存している状況だが、これに追従する研究開発が活発に行

われており、やがて独自技術として定着していくものと考えられる。 

 欧米との共同実施体制を組んだ多数の社会実験的プロジェクトが稼働

している。特に都市計画プロジェクトの中に健康を組み入れたような研

究が多く、急成長している。 

 内分泌かく乱作用が疑われる化学物質のin vitroおよびin vivoスクリー

ニング試験およびトランスジェニック魚を用いたバイオアッセイ系の

開発が急速に進んでいる。 
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韓国 
34)71) 

基礎研究 △ → 

 国家レベルでの大型プロジェクトが進められ、研究と実務の連携が重視
されている。基礎研究レベルの向上にも寄与している。 

 大気汚染・温暖化については意欲的な取り組みもみられるが、全体とし
て量感に欠ける。 

 日中韓三カ国間協力による野生魚オス個体のビテロゲニン生成に関す
る調査が実施されており、東シナ海沿岸域の大都市部周辺海域や工業・
港湾地域において魚類の繁殖異常を報告している。 

 内分泌かく乱作用が疑われる物質について、下水処理過程における挙動
や除去効率の調査、そして河川水や底質など環境試料のモニタリング事
例は報告されているが、野生生物を対象としたEDCsによる汚染実態調
査は、日米欧中と比べ少ない。 

応用研究・
開発 

△ → 

 国家プロジェクトが推進され、温室効果ガス排出量評価、ライフサイク
ルアセスメントなどの領域の研究も包括した総合的な最適化も志向さ
れている。 

 内分泌かく乱作用が疑われる化学物質のin vitroおよびin vivoスクリー
ニング試験およびトランスジェニック魚を用いたバイオアッセイ系の
開発はおこなわれているが、応用研究や開発の報告事例も日米欧中と比
べ少ない。 

（註1）フェーズ 

基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

 

（註2）現状 ※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価である。 

◎ 特に顕著な活動・成果が見えている、 ○ 顕著な活動・成果が見えている 

△ 顕著な活動・成果が見えていない、 × 活動・成果がほとんど見えていない 

 

（註3）トレンド 

↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

 

 

（８）参考文献 （●は全体的に参考とした文献） 
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３.２.６ 化学物質リスク管理 

 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 

化学物質リスク管理に関する研究開発領域には多様な研究課題が含まれる。特に、環境分

析、毒性研究、理論・予測研究、および観察的研究が大きなテーマとなる。リスク管理自体

に関する研究開発も重要である。本研究開発領域では、これらのうち、主に環境分析、毒性

研究、予測研究および観察的研究について、現状と将来の見込みをまとめる。 

 

 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の研究開発動向 

［意義］ 

化学物質リスク管理では、古くは公害問題への対処として、排出規制、環境規制のための

基準値の設定と環境監視が課題となり、これらに毒性学や環境分析の分野が展開されてきた

ところであった。しかしながら、近年、化学産業技術の進歩とともに、国際的な、またより

包括的な化学物質の管理が指向されつつある。 

国際的な化学物質リスク管理の枠組みとしては、2002 年ヨハネスブルグサミット（WSSD）

で定められた実施計画で 2020 年までに化学物質の製造と使用による人の健康と環境への悪

影響の最小化を目指すこととされ、そのための行動の一つとして、「国際的な化学物質管理の

ための戦略的アプローチ」（SAICM ：Strategic Approach to International Chemicals 

Management）が 2006 年に定められた。より具体的には、化学物質管理に関連の深い、残

留性有機汚染物質に関するストックホルム条約、ロッテルダム条約、バーゼル条約や、新た

に締結された水銀に関する水俣条約など、さまざまな国際条約による取り組みが進められて

いる。 

一方、化学産業・技術の進歩は社会に大きな利便をもたらしているが、同時に、少量多品

種にわたる機能性物質の展開により、潜在的に管理が必要な可能性のある化学物質数が飛躍

的に増大しており、多数の化学物質や多様な用途、また、人から生物まで多様な影響範囲に

対応する包括的なリスク管理が求められている。 

化学物質リスク管理に関する研究開発領域では、このような国内外の背景を踏まえて、近

年さまざまな新たな展開が行われている。 

 

［動向（歴史）］ 

化学物質リスク管理における課題を踏まえて、従来から環境化学物質・汚染物質の化学分

析と毒性影響、生態影響に関する多くの研究が実施されてきた。特に、汚染物質の環境にお

ける存在や動態を把握する基礎となる分析化学を中心として研究開発が進められてきたと理

解される。 

しかしながら、近年は対処すべき物質数の継続的な増加、環境規制の強化とともに物質の

機能性の向上にも関連してさらなる微量分析の必要性、対応すべき試料と媒体の増加、対象

物質の物性範囲の拡大などの新たな課題に直面しており、これらに対処するための研究開発

が必要とされている。 

また、近年の化学物質リスク管理は、個々の排出規制等の単純な集合体ではなく、社会全
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体での化学物質管理の枠組みとして捉えられることが一般的になっていることから、分析化

学や影響研究のみならず、化学物質の環境排出量の推定、マテリアル／サブスタンスフロー

の把握、これらの将来予測やシナリオ予測のための環境動態モデルや理論毒性学などより体

系的、包括的な研究の必要性が意識されている。これらの概念を図 3-5 に示す。 

 

 

図 3-5 化学物質リスク管理の概念 

（出典：JST-CRDS 俯瞰ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ報告書 国立環境研究所柴田フェロー資料 1)） 

 

本領域稿では、上記のような背景を踏まえて展開されている研究課題のうち、特に近年着

目すべき取り組みの見られる環境分析技術（有機、無機および影響分析）、理論毒性学、大規

模研究（大規模モデル技術、大規模疫学）を中心に注目動向をまとめる。 

 

 

（３）注目動向 

［新たな技術動向］ 

 環境分析技術 

環境分析技術のうち、有機化合物の分析については、サンプリング手法および分析技術の

双方において、より広域・他地点・高頻度および同時多数の物質の網羅的一斉分析の技術開

発が進められている。 

広域・多地点・高頻度の普遍的モニタリングに対応するためのサンプリング技術としてパ

ッシブサンプラーの開発が増えつつある 2)。特に水質モニタリング技術の遅れから、水中パ

ッシブサンプラーの開発が進められ、海洋モニタリングに有効とみられている。大気につい

ては Global Atmospheric Passive Sampling （GAPS） Network（カナダ主体、北極圏を

中心に 7 か国、50 地点）が精力的に手法開発と応用展開を図っている。 

採取した試料から可能な限り多くの情報を収集し、同時に個々の物質の同定を試みるため

に、GCxGC、LCｘLC、LCxCE のような多次元分離技術 3)や汚染源解析や未知汚染物質同

定への ICR-FTMS や OrbitrapMS のような超高分解能質量分析技術の導入がトレンドの一

つになっている。 

その他には、リアルタイム計測やフィールドでの質量分析 4)やマイクロデバイスの開発 5)、

バイオセンサのような生物応答の工学的実装 6)、化学物質の毒性機構や生体中動態の解明の

ための質量イメージング分析 7)が最新の動向といえよう。 

無機分析については、従来の元素分析だけでなく、安定同位体比分析による有害金属元素
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の研究が注目されている。環境中に遍在する有害金属のリスク管理を意図して、マルチコレ

クター型 ICP質量分析装置を用いた高精度な安定同位体比分析による有害金属の発生源の推

定と化学反応の機構解析がある。特に水銀は全球レベルで管理強化が求められている金属で

あり、水銀の同位体比計測技術は注目されている（例：参考文献 8）。分析技術に関しては、

前処理手法の開発、ガスクロマトグラフ等の通常とは異なる試料導入系と接続した分析、さ

らに計測値の精度管理手法の確立に関する進歩がめざましい。 

生体・生態影響を直接的に計測し、また網羅的化学分析により影響要因を探索する影響分

析の課題も近年注目される。新たな潮流を生むような顕著な新技術等は近年特に創出してお

らず、環境試料の影響測定と網羅的化学分析による影響要因の探索は 1980 年代から提唱さ

れてきたにも関わらず飛躍的な進歩を遂げてはいない。しかしここ数年、飛行時間型質量分

析計による質量分解能・物質分別能の向上、PC 性能の向上による解析の簡易化等の周辺技

術の進歩により、ようやく実現可能な段階に近づいている。ハイスループットバイオアッセ

イ（High-Throughput Bioassay）については豪・日・独・仏・米・チェコ・瑞（スイス）・

蘭・中・香の研究者・機関が参加してベンチマーキングが実施され 9)、環境試料の生体・生

態影響を直接的に計測する手法の共通化が図られている。 

 理論毒性学 

影響研究については、従来の実験毒性学的課題は引き続き重要であるが、近年、影響を理

論的に解析し、新規の物質や影響の予測等に応用を目指す試みが進められている 10)。 

人健康への影響に関して、計算毒性学の技術は、因果関係解析と機械学習、そして、機械

学習を発展させた AI（人工知能)による作用機構の提示が今後、大きな発展が期待される。

医療・ヘルスケア分野における IBM の Watson、理化学研究所で開発された SiGN: 大規模

遺伝子ネットワーク推定ソフトウェアなどの発展を毒性学分野に活用できれば、理論毒性分

野においても大いなる発展が見込まれる。 

近年、リスク評価手法のパラダイムシフトが提案され、作用機構にもとづく、有害性の確

認、標的分子レベルにおける有害物質の用量反応関係の解析など、化学物質の一次作用点か

ら最終的な毒性の表現型にいたる全体の一環した手法が提示され、その概念をAOP（Adverse 

Outcome Pathway）とよび、その解析手法全体は IATA（Integrated Approaches to Testing 

and Assessment）と呼ばれている 11)。これらには、既知の見本となる化学物質に関する情

報と基盤としたいわゆるリードアクロス手法が有用と考えられており、精緻な構造活性相関

の手法が求められている。この点に関しても Deep Learning やランダムフォレストのみなら

ず新たな機械学習の技術が求められている。同時に、化学物質の曝露による毒性作用経路の

詳細な予測、量反応関係についてシステムトキシコロジーもしくは毒性学におけるシステム

バイオロジーという手法・概念の重要性と活用が期待されている 12)。 

生態影響についても、AOP のアプローチが生態毒性研究の新たな流れとして注目されてい

る。生態毒性の評価において、ブラックボックスとして扱ってきた生物をできる限りシース

ルーボックスにすることによって化学物質の生態毒性のメカニズムを類型化しようという考

え方である。生物試験で観察される有害な毒性影響の起点は分子、生物と物理化学的反応の

はずであり、それらが生理学、生化学、遺伝学等でいずれ説明されるようになる生物体内で

のカスケード反応を経て、最終的な有害性の顕在化へ繋がると考えられる。つまりある反応

の条件が揃っていれば、得られる結論は同じになると予想できる。AOPs は毒性試験の省力
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化、迅速化および動物愛護の観点から注目されているが、現在は確実な毒性発現のパスウェ

イを世界中から集めているところである 13)。AOP Wiki は、インタラクティブな仮想プラッ

トホームを AOP の発展に提供して、提案された AOPs についての国際的なコンセンサスを

促進することを目的としている。まだ AOP Wiki で承認された生態毒性関連の AOP は少な

いが、将来的には増加していくと予想される。 

 大規模研究 

化学物質リスクのよりシステム的な管理を進めるためには、いわゆるエンドオブパイプ技

術的な化学分析と管理から、より大きな人間集団、広域あるいは地球規模での大規模研究が

必要とされる領域が課題となる。 

このうち、環境排出から実際の環境媒体中への移行や蓄積を評価可能な環境動態モデル、

数理モデルについて、地球規模動態を示す残留性有機汚染物質（POPs：Persistent Organic 

Pollutants）や水銀を対象とする大規模モデルの課題が近年特に注目されている。例えば、

水銀の全球動態モデルは米国、カナダ、欧州また日本等において開発が進められている 14)15)。 

一方、より大きな人間集団を直接対象とする大規模疫学のうち、特に出生コホートといわ

れる子供の出生から成長過程を追跡する大規模疫学が近年各国で進められている。主な大規

模出生コホート疫学プロジェクトとして、日本における子どもの健康と環境に関する全国調

査（エコチル調査）、ノルウェーの MoBa、デンマークの DNBC、フランスの Elfe、韓国の

Ko-CHENS などの研究において、胎児期や小児期の化学物質曝露の影響が調査されている。 

 

［注目すべき国内外のプロジェクト］ 

 EU の Solutions は、ヨーロッパ、ブラジル、中国およびオーストラリアから 39 機関が参

加するプロジェクトである。河川における有害化学物質を現在の科学技術を結集して評価

し直すために、化学分析から影響分析にわたる広範な領域をカバーしている。ライン川や

ドナウ川流域の生態系と人の健康における化学物質リスクの問題解決のための総合的な取

り組みとして 2013 年より（5 年計画）開始された 16)。 

 北欧を中心とする EU の MARS プロジェクトも注目される。16 の河川流域のケーススタ

ディによって各流域における生態系の状態と化学物質およびその他の抑圧因子の解明を目

指している 17)。 

 Tox21 プロジェクトは、米国環境健康科学研究所、環境保護庁（EPA）、食品医薬品局など

複数の政府機関の共同プロジェクトである 18)。毒性評価方法や化学物質に対する迅速試験

法などの開発を目指して進めているものであるが、本稿であげた課題のうち特に理論毒性

学に関連して、かつ多くの関連する分野も含めて進められている。 

 米国環境保護庁（EPA）の ToxCast プログラムでは、多数の化学物質のハイスループット

スクリーニングによるデータを蓄積し、成果は Toxicity forecaster として公開され、理論

毒性学的アプローチの重要な成果を生み出しつつある 19)。 

 欧州で実施された水銀に関する GMOS プロジェクト 20)は、水銀の環境モニタリングから

大規模全球モデルの検証までを含めたプロジェクトであった。水銀の環境動態を中心とす

る大規模プロジェクトとして注目されてきた。 

 大規模全球モデルについては、国連欧州事務局による越境大気汚染条約下での北半球タス

クフォースが実施してきた、水銀に関するモデルレビューあるいは比較研究等が注目され
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るところである 21)。 

 大規模疫学については、すでに掲載した複数の注目すべき研究プロジェクトが進められて

いるところであるが、関連して Exposome：エクスポゾーム（ヒトの生涯の全曝露）プロ

ジェクトが進められており 22)、GPS、リモートセンシング、omics などによる化学物質曝

露測定技術開発を通じて大規模疫学での応用に向けた研究が進められている。 

 

 

（４）科学技術的課題 

［課題（ボトルネック）］ 

 環境分析技術に関しては、有機化合物に関するパッシブサンプリングは定量性に欠ける、

捕集容量が少ないといったことが問題である。リアルタイム計測のためには現在の装置感

度は低すぎ、イオン化法や検出器の開発・改良が求められる。LC を用いた極性成分の分

析では、万能な移動相・固定相が無いため、一度に測定する手段がない。また、試料間の

高精度（微妙）な差の検出のためには再現性の高い測定技術が必要である。他にも、環境

分野では大量のデータ解析のための情報科学のノウハウが著しく不足している。他の分野

に比べ環境化学分野の立ち遅れが目立つ。 

 無機化合物分析については、高精度な金属同位体分析を実現する質量分析装置や周辺の試

料導入装置等も海外製が多く、国内での装置維持単価が上昇しがちであることに加え、例

えば装置仕様の改良などの研究がより困難な状況である。当該分野に取り組む大学の研究

室が限定されており、慢性的な人的資源不足であることも重要な課題である。 

 影響分析については、多検体の測定に適用可能なハイスループットのバイオアッセイが限

定的であり、様々なエンドポイントに対するハイスループットバイオアッセイが種類、精

度ともに不足している。このほか、ノンターゲット分析を志向する研究が増加している一

方で前処理法の検討など、有機化合物分析と共通の課題がある。 

 これらいずれにも関連して、環境汚染状況を把握するための資料収集が系統的あるいは継

続的でなく、系統的なデータ蓄積を図れていないこともあげられる。 

 理論毒性学的研究においては、数理統計学分野で認知されている手法をいかに化学物質リ

スク管理における研究に応用していくかが課題である。遺伝子発現量、タンパク質発現量、

DNA 配列、エピジェネティック情報などの分子レベルと化学物質の応答性に関するデータ

が国内には少なく、海外の情報に頼らざるをえない。一方、化学物質リスク管理とは異な

る各業界の立場によって個々にデータベースが作られているため、統合された細胞レベル

での物質応答性のカタログ化が進まないと、環境分野における理論毒性学が発展しない。 

 大規模モデル化研究では、大気質モデル、大気大循環モデルが開発の土台として国内外と

も用いられているが、準揮発性の POPs、揮発性の高い水銀などでは、海陸面のフラック

スをより積極的に結合する必要があり、大気あるいは大循環モデルを超えた多媒体的な取

り組みがもっと着目される必要がある。大規模疫学研究では、疫学自体の課題とともに、

個人のエクスポゾームの測定において、衛星観測から、リモートセンシング、GPS、パッ

シブサンプラー、高度分析機器まで、多種多様の技術を扱う必要があるが、その展開が不

足している。 
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［今後取組むべき研究テーマ］ 

 環境分析技術においては、網羅的な分析手法を達成するための、サンプリング技術、計測

技術の高感度化、高極性有機化合物も可能となるより広範な極性成分の分析技術の開発な

どが必要である。また、モニタリング現場においてメンテナンスフリーで計測が可能な耐

候性、堅牢性、再現性、感度の高い計測装置の開発も重要である。 

 多検体測定、網羅的分析データなどを解析するための情報解析技術の開発も重要である。

特に精密質量スペクトル情報データベースの整備は、基盤研究として国際的にも貢献でき

るテーマである。情報解析技術は、健康・生態影響と環境中の化学物質を結びつけるため

の研究にも必須であり、理論毒性学にも密接な関連のある分野横断的なテーマとして取り

組むことが必要である。また、多様化する化学物質と毒性データの急増に対応し、また複

数の物質による複合生体影響の解明を目指した分析と理論毒性学的な有害性予測を複合し

たアプローチによる研究が考えられる。膨大なデータの解析処理への人工知能の応用とい

った研究となれば世界の先駆けとなる課題と考えられる。測定データからの未知物質の検

索や同定、同定された物質の毒性推定を精度良く行うための手法（ソフトウェア）開発も

取り組むべき課題としてあげられる。 

 有害元素のリスク管理のためには、天然資源や製品、そして食品等に含まれている極微量

の有害金属のトレーサビリティの向上や曝露経路の特定につながる分析技術の高度化、同

時に、発展途上国等でも活用できる分析技術の確立が地球レベルの環境汚染問題の解決に

は欠かせない。 

 理論毒性学あるいは大規模疫学に関連しては、化学的、物理的、生物学的、精神的、社会

的環境ストレスへの生涯曝露（エクスポゾーム）測定技術の開発、また、併せて、化学物

質と生体応答の基本に立ち返って、人についても生態影響についても、物質レベルから見

た健康・生態の状況を記述可能とするような蓄積が求められる。大規模疫学調査なども関

連するところがある。 

 大規模モデル研究については、従来のモデルが概して無機的環境における物質循環の記述

にとどまってきたのに対して、海産生物や陸生の各種生物など、曝露リスクに関連するよ

り多様な媒体を含むモデル化研究が必要である。また、Planetary boudaries（PBs）の提

案 23)の中で未定義となっている化学物質の限界のように、大規模モデルを活用するシステ

ム的考察を現実のリスク管理に結びつける研究も重要である。 

（５）政策的課題 

本研究開発領域における課題が、従来までの大気、水、土壌、また食品、廃棄物、農作物

などの媒体ごとに、あるいは健康影響、生態影響などの影響によって作られてきた既存の区

分を超えて意識されつつあることを反映して、政策的課題としては、このような従来の視点

からすると分野横断的となる枠組みの必要性が指摘される。国内では経産省、環境省、農林

水産省、厚労省、内閣府食品安全委員会などが含まれ、省庁の枠組みを超えた研究実施体制

やファンディング制度が求められる。 

また、おそらく上記とも関連して、化学物質リスク管理に係わる大学等の研究活動が枯渇

しつつあり、基礎力と応用展開力をともにそなえた優秀な人材の育成とそのキャリアパスの

確立が求められる。 
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このほか、残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約、水銀に関する水俣条約など

国際条約に基づく管理への即応または戦略的な関与、近年 REACH 規則を始め積極的な展開

の目立つ欧州に対する日本としての的確な対応など、国内のみでなく国際的な動向の中で政

策を構成することも重要となっている。 

なお、近年、動物愛護の視点から in vivo 試験は最小限に留めるか、代替法へ移行する方

向にある。その意味でもハイスループット（in vitro）バイオアッセイの開発は重要な課題で

ある。一方で、研究開発において動物実験は最も重要な実験手法であって、代替法がすべて

を取って代わることは全くあり得ない。さまざまな主体の意見を踏まえつつ、健全な科学技

術の発展を可能とする政策的対応も求められる。 

（６）キーワード 

ノンターゲット分析、リアルタイム計測、人工知能、国際ネットワーク、安定同位体、マル

チコレクターICP 質量分析装置、effect-directed analysis （EDA)、whole effluent toxicity 

（WET)、構造活性相関学、システムトキシコロジー、多変量解析、遺伝子ネットワーク、エ

クスポゾーム（exposome）、大規模疫学、Planetary boundaries、水銀に関する水俣条約 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ → 

 現状では、高分解の質量スペクトルデータベース MassBank が運用さ
れ、ノンターゲット分析の普及も進む。PBPK モデル中心に薬物の体内
動態予測が行われ、子供と環境に関する全国調査の実施、大規模モデル
開発など高い水準にある。ただし、安定同位体研究では、装置開発や研
究室が不足している。 

応用研究・
開発 

○ → 
 各課題とも基礎研究のレベルは高いものの、毒性予測ソフトウェアの公
開遅れ、同位体分析では層の薄さも関連して不正確な同位体比が提出さ
れるなど、改善すべき課題が見られる。 

米国 

基礎研究 ◎ → 

 （北米全体では、特にカナダで）超高分離技術と超高分解能質量分析計
を合わせた装置開発が進む。同位体比分析の高度装置多数を有してい
る。ハイスループットスクリーニング研究、理論毒性学的研究ともに基
礎レベルは高いが、革新的な計算技術は出ていない。エクスポゾーム研
究が進む。 

応用研究・
開発 

◎ → 
 毒性予測では ToxCast, Tox21, FutureToxII など大規模プロジェクト
が進められ、基礎から応用への展開が進む。同位体比研究、大規模疫学
研究とも展開される。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 

 ノンターゲット分析の手法開発、ソフトウェア・データベース整備、高
分解能質量スペクトルデータベースなどでトップクラスの研究機関が
ある 16)。マルチコレクター質量分析装置はいずれも欧州に本拠を有し、
英国の大学等との新たな開発が進む 24)。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 Solutions や MARS プロジェクトなど世界に先駆けた国際的な取り組
みが行われており、これは分析から毒性までカバーする研究として進
む。有害金属の挙動や安定同位体比の活用が活発。大規模疫学研究も進
む。欧州越境大気汚染条約の活動を基礎としたモデル研究が進む。 

中国 

基礎研究 ○ → 
 欧米からの技術指導を受けながらではあるが、多数の分析装置を有して
研究を実施。 

応用研究・
開発 

△ ↗ 
 毒性学分野での活動はほとんどない。大規模疫学は事例がある。環境汚
染が著しい地域があり、鉱山資源や製品、農作物などの金属、同位体比
を明らかにする複数のプロジェクトが進む。 
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韓国 

基礎研究 △ ↗ 
 すべての分野での情報はない。マルチコレクター質量分析装置など最新
装置は整備数が少なく、研究者も少ないが、研究は開始されている。 

応用研究・
開発 

△ → 
 WET の適用が行われる。大規模疫学（KoCHENS）が開始予定との情
報があるが未確認。環境分析は着実に実施されていると思われる。 

（註1）フェーズ 

基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

 

（註2）現状 ※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価である。 

◎ 特に顕著な活動・成果が見えている、 ○ 顕著な活動・成果が見えている 

△ 顕著な活動・成果が見えていない、 × 活動・成果がほとんど見えていない 

 

（註3）トレンド 

↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.３ 生物多様性・生態系区分 

生物多様性・生態系区分では、下記の 2 つの研究開発領域を設定した。 

3.3.1 生物多様性・生態系の把握・予測 

3.3.2 生態系サービスの評価・管理 

 

区分の概要を以下にまとめる。 

生物多様性・生態系の把握・予測では、追跡技術や衛星・航空機観測技術、画像解析技術、

生物学的情報の取得等で大きな進展があり、高度な統計学的解析手法の開発も実施されてい

る。欧米のレベルが高く、カナダや豪州の取り組みも注目に値する。米国はモニタリングと

データ整備の国際的な発信源であり衛星観測研究もリードしている。応用研究では工学的な

環境再生に関する仕組みや指標づくりが目立つ。欧州では、従来の生態学的課題のほか、特

に英国をはじめとして市民調査によるデータ蓄積や観光統計による生態系サービス情報収集

などが進んでいる。GBIF, OBIS など世界規模のデータベースを維持している。カナダは

FishBase などのデータベース構築、国際ネットワーク構築などで世界をリードし、

Ecopath/Ecosim のような広く使われている生態系モデルも開発している。豪州では特に海

洋生態系分野でデータ収集、データベース作成、データ解析、保全への応用のいずれにおい

ても群を抜く研究グループがある。日本も進展しているが特に体制面で課題がある。 

生態系サービスの評価・管理では、効率的で持続可能な生態系サービス利用の評価やバイ

オバンキングなど、様々な指標の検討や評価の実施が行われている。いずれの国・地域にお

いても研究開発の動向は上昇傾向にあるが、欧州は研究開発の歴史が長く景観とそれがもた

らす生態系サービス研究が進んでいる。評価指標の提案からその標準化が進められ、さらな

る進展が予想される。米国は評価ツールの開発でリードし、そのツールを用いた成果をあげ

ている。日本では、2010 年以降生物多様性と生態系機能、生態系サービスの関係の研究が急

速に進められているが、欧米に比べて基礎データを活用した実用化や政策支援などの実践ツ

ールのレベルで立ち遅れている。 
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３.３.１ 生物多様性・生態系の把握・予測 

 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 

生物多様性や生態系の保全・利用および、生物多様性の形成・維持機構の解明を目的とす

る研究開発領域である。データの取得や、生態系の分布と変動を予測するモデルの作成、進

化を含めたその原理を検討する調査や実験、モデルの開発が遺伝子から景観までの幅広い時

空間スケールで進められている。 

 

 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の研究開発動向 

［意義］ 

生物多様性や生態系に関する研究開発は、野生生物や自然環境の保護の観点だけではなく、

生態系の仕組みの理解とその安定性や多様性が維持される要因を解明することを目的とする。

その結果、学術的興味を深めるだけではなく、環境悪化の予測や防止、さらには生態系の保

全や環境の修復や再生について検討することが可能になる。しかし、多様で複雑な生態系の

理解はいまだごく限られており、個々の種や群集の動態を追う地道な研究の他にも、新たな

技術や手法と施策が融合した対応が求められている。近年は、食料や水、気候の安定、文化、

景観などの生物多様性を基盤として人間が享受する機能（サービス）が再認識され、持続的

な利用のための評価や仕組みづくりも重要な課題とされている。 

 

［動向（歴史）］ 

生物多様性の研究は生物の個体群や群集を対象とした生態学的な研究に由来する。20 世紀

前半には個体群の動態についての数理的な基盤が生まれ、それ以前の自然史研究や主に昆虫

や害獣を対象とした生物の動態と種間関係の研究をもとに生態系への理解を部分的に深めて

いく科学的な研究が進展したが、1960 年代までは社会的な関心は高くなかった。 

ところが、増大する人口と土地改変、農薬や汚染物質による自然環境の破壊によって社会

的な関心が国際的に高まった。日本においても高度経済成長期と重なり、現在で言うところ

の生物多様性分野よりもさらに幅広い分野を巻き込んで環境問題化した。これらは生物多様

性研究の基盤づくりを後押しし、日本においてはこの当時に全国的に取得の検討を開始した

データが現在も基礎となっている例が多い。 

1992 年の地球サミット以降、生物の多様性の保全と持続可能な利用を促進することが共通

の課題として広く認識され、生物多様性という用語が急速に広まった。その結果多様なモニ

タリングの国際プロジェクトや、データベースの促進、評価手法の検討が進められることに

なる。 

観測については、全球地球観測システム（GEOSS：Global Earth Observation System of 

Systems）の一環として生物多様性を観測する生物多様性観測ネットワーク（GEO-BON：

Group on Earth Observation - Biodiversity Observation Network）が 2008 年に発足し、

生物多様性を間接的に推定する指標群が提案された 1)。また、長期生態系観測ネットワーク

として ILTER （International Long Term Ecological Research、国際長期生態学研究）が

1993 年に設立された。リモートセンシングでは、MODIS（MODerate resolution Imaging 



研究開発の俯瞰報告書 

環境分野（2017年） 

 

 

 
CRDS-FY2016-FR-03 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

220 

Spectroradiometer）、Landsat 衛星を用いた森林分布の把握等全球規模の観測研究が進展し

ている。また、地域においては衛星のみならず、ドローンなどの UAV （Unmanned Aerial 

Vehicle）の活用も進められている。水中の生物多様性の把握が難しい海洋では、ROV

（Remotely Operated Vehicle）の活用とともに音響を使った観測技術も存在する。生物のト

ラッキング技術も進展しており、様々なロガーが開発され、衛星データを用いて個体群動態

を追跡する計器がある。ゲノム科学の進展に伴う生物間の相互作用や環境変化の影響の把握

や、環境 DNA （eDNA）による効率的な生息状況の把握なども進められている。生物多様

性の指標開発、実測を補う分布推定モデル技術や、過去・将来の予測技術も他分野との連携

の中で発展している 2)。 

生物多様性・生態系の評価のためのモデル開発も着実に進んできている。2000 年前後から、

Ecopath/Ecosim（ブリティッシュ・コロンビア大学、カナダ）や Atlantis（オーストラリア

連邦科学産業研究機構（CSIRO））という海洋生態系評価モデルが使用されるようになり、

広い応用を見ることができる。一方で、予測力を重視した統計手法の活用も図られ、機械学

習手法を活用した生物多様性の新しい予測技術の開発にも大きな進展が見られている。 

情報に関する動向として、生物多様性に関するデータ収集と全世界的な利用を目的とする

国際的なプロジェクトである地球規模生物多様性情報機構（GBIF：Global Biodiversity 

Information Facility）および海洋生物のセンサス（CoML：The Census of Marine Life）が

開始された（2001 年）。また、生物に関する Web 上の百科事典である Encyclopedia of Life 

（EoL）や、短い DNA 塩基配列より生物種を調べる手法に使われる DNA バーコーディング

のライブラリを構築する International Barcode of Life Porject （iBOL）などが始まり、相

互に関連しながら巨大なデータ基盤を構築している。国際的な取り組みである GBIF, 海洋生

物地理情報システム（OBIS：Ocean Biogeographic Information System）, GEO-BON, 

ILTER, iBOL では、それぞれに対応する日本ノードが設立されている（JBIF, BISMaL, 

J-BON, JaLTER, JBOLI）。こうした生物分布情報の収集による生物多様性の広域分布の推

定が進展し、現状把握とともに世界的な保護区の戦略や保全政策の提言に活用されてきた 3)。

さらに、生物多様性がどのように形成されたか、高緯度地域で高い傾向にある分類群が多い

のはなぜかというマクロ生態学的課題に挑むベースデータとして活用された。国際的な協力

や生物の分布情報のデータベース化の促進により生物多様性の広域パターンの形成や進化、

人間活動（温暖化）とのかかわりに関する事例が散見される。陸上の大型生物についてのパ

ターン研究では一定の結果が上がっており、一般的な緯度勾配と異なる分布をもつ対象や 4)、

機能などと対応させ分布変動のプロセスを検討できる対象を選定した研究が望まれる 5)。な

お、計画された実験データ以外の統計データの解析は容易ではなく、様々な手法が検討され

てきた。特に時系列データについては近年の計算機の発達とともに階層ベイズモデルなどの

高度に確率分布や非線形性を取り入れた方法が普及し、例えば発見率を考慮した時空間動態

解析の取り扱いが容易かつより正確になった。今後も普及のための技術的・教育的な支援が

必要である。 

近年、情報技術や、センシング技術、遺伝情報の解析技術をはじめとするさまざまな技術

的解決によって、応用の方向性を強化した研究が推進される 6)と同時に、愛知ターゲット、

持続可能な開発目標（SDGs）などの目標が国連と関連組織によって示され、これらに対応

するプロジェクト研究も進展している。また、国家管轄権外区域の海洋生物多様性（BBNJ：
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marine Biological diversity of areas Beyond National Jurisdiction）・遺伝資源の取得の機

会及びその利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分（ABS：Access and Bene-

fit-Sharing）・越境汚染など、外交や国家間交渉においての重要な要素ともなっている。温

暖化の適応に関する多数の計画も実施されている。 

また、気候変動による陸面植生の変化や、その結果起こる大気・陸との相互作用の変化な

どをシニュレーションする動的全球植生モデル（SEIB-DGVM、海洋研究開発機構）や、炭

素や窒素など、陸域植生の光合成・呼吸や温室効果ガスの収支に関連する物質の挙動を解明

する生態系モデル（VISIT、国立環境研究所）などが開発され、気候変動予測分野でも貢献

している。 

 

 

（３）注目動向 

［新たな技術動向］ 

• フィールドセンシング技術の発達と大量データの解析技術における課題 

 小型安価なデータロガー、マイコン、カメラ、レコーダー、測位・情報通信技術（GPS、

RFID、WiFi、Wi-SUN 等）の普及により、様々な生物と環境に関する局所スケールでの

トラッキングやデータロギングが急速に進展している。今後、従来困難であった小型動物

や海洋生物についての行動データや生物・非生物を問わず長期の連続観測データ、移動や

分布データの収集が進む。一方で、大量のデータの解析技術がいまだ成熟しておらず、機

械学習手法を活用した特徴抽出や自動認識、分類が求められている。また、特に海洋分野

においては現場計測・連続サンプリングのためのセンサ・機器の開発や小型化や安価な観

測プラットフォームの作成が進展しており（例えば CO2・H2S センサ、江戸っ子 1 号）、

今後の応用が期待される。 

• 局所リモートセンシング技術の発展 

 衛星・航空機観測技術と画像解析技術が進展している。特に、無人機（UAV;Drone）に

代表されるように従来の衛星や航空機よりも小型かつ自律的なプラットフォームが急速に

普及した 7)。SfM（Structure from Motion）による画像の結合技術をはじめとするデータ

の解析技術も急速に普及しており、活用事例の増加が見込まれる。今後は赤外線カメラに

よる植生指数（NDVI：Normalized Difference Vegetation Index）の算出等、可視光カメ

ラ以外のセンシング手法や UAV 自体の自動での離発着を活用した実測、水部での補正技

術の開発などが課題である。 

 海洋分野においても技術的には UAV に相当する無人探査機（AUV：Autonomous 

Underwater Vehicle）、無人洋上機（ASV：Autonomous Surface Vehicle）は存在し、海

洋保護区でのモニタリングに活用するなどの検討が進められている 8)。また、音響技術の

蓄積があり、音響データ合成開口技術、地層データの自動合成などが試みられている 9)。

特に魚群探知機をはじめとする音響によるセンシングには海洋分野で古くから活用されて

いるが、近年国外の民生品においてそのコストダウンが著しい。今後、開発した技術者で

なくとも運用可能なシステムづくりとコストダウンが課題である。 

• 長期 3 次元の環境（気象・海洋・地形）データの作成とデータベース化の進展 

 観測について、日本の周辺においても気候変動観測ミッション（GCOM：Global Change 
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Observation Mission）などで高頻度、高解像度、多バンドの衛星リモートセンシングが計

画されており、野外においては森林におけるフラックス研究の進展や、海洋の全球観測を

行う世界気象機関（WMO）による Argo 計画での観測密度の増加、音響・光学センサなど

の取得情報の高度化の検討が進められている。これらのデータを活用することで従来の長

期の推定だけでなく、短期の基盤情報の蓄積による環境と生物の変動要因の解明や予測の

進展が期待される。 

• 環境 DNA、メタバーコーディング、現場シーケンス、機能遺伝子の特定 

 環境 DNA を活用した生物分布情報の収集に関する研究が急増した。また、従来の LAMP 

法による現場での種同定技術以外にも USB 電源で動く卓上のシーケンサーなども試作さ

れている 10)。特に近縁種の多い植物やベントス（底生生物）などの現場での種同定に活用

され、保全政策や外来種対策に応用できるものと考えられる。また、生物機能や機能的な

遺伝子についての探索やデータベース化も進み、今後環境 DNA などと合わせて、地域の

群集の特性や多様性維持機構の検討が一変する可能性がある。 

• 機能・形質データベースの発展 

 形質データ・機能データベースによる生物多様性と機能の関係の理解の促進がバクテリ

アスケールから魚類のスケールまで進展している 11)12)。生物多様性が高まると生態系の機

能や安定性が高まるかという疑問をはじめとするこれまでの局所の検討の進展も含めて、

単に多様性だけではなく形質や機能の視点から、生態系の形成の理解や長期変動の予測を

試みている。 

• クラウドによる解析システムの開発 

 データベース上での解析ツールの提供や画像モザイク・データの描画のための有料・無

料の解析環境を提供する動きが見られる 3), 13)-15)。データの増大とともに解析の演算にかか

る時間が伸びており、今後、大規模な解析を行う計算機資源を集中させ、効率的に解析を

行う動きが広がる可能性がある。ただし、技術・コストなどの観点から可能な主体は限ら

れていると考えられる。 

• 時系列変動データをはじめとする高度な統計学的解析手法の開発 

 S-map、CCM、CMS などを用いた因果解析が近年話題を集めておりその適用可能な範

囲についての検討が進む 16)。決定論的な変動や Tippinng Point の予測に関しては、理論

研究や微生物を用いた単純な系の実験が先行するが 17)、乾燥地などの単純な系では景観ス

ケールでの検証がすすめられている 18)。一方で、現実の生態系はその系自体の時間変化が

起こるものであり、ネットワークの時間発展についての研究をはじめとするより動的なも

のの取り扱いが求められる。また、角度データや非線形の相関など時系列以外のデータ解

析についても近年議論が見られ 19)、より複雑なデータタイプの扱いが計算機のライブラリ

等の出現により容易になる可能性がある。 

• 意思決定支援システム、保護区選定技術 

 保全の必要な生物や多様性の分布データや推定手法が増加するにつれて、その結果の取

り扱いを活用して、実際の提言や管理に応用する事例が増加している。そのためのツール

が複数登場しており、活用事例も増加している 20)。応用の側面から論じられることが多い

が、手法そのものの特性や新たな手法の開発など技術的な側面からの検討も十分に行う必

要がある。また、保護区の分布そのものの検討が進んだ近年は設置面積そのものよりも、
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その有効性や管理体制の評価を行う必要が高いと考えられており、保護区のキュレーショ

ン、管理のレビュー、複合指標の比較など、異なるレベルの事象や価値観を統合する作業

が強く求められており 21)、関連する意思決定ツールの開発が求められる。 

• 市民科学への注目 

 特に欧州や北米において市民科学が注目されている 22)。情報メディアの利用の一環とし

てユーザにあまり意識させずに情報を収集活用している他分野もあり、特にゲーミフィケ

ーションや依存性等の心理的手法は注目されており、環境情報収集のための社会実装技術

の 1 つのアプローチとして研究として取り組むべき課題である。 

 

［注目すべき国内外のプロジェクト］ 

 環境省環境研究総合推進費 S9「アジア規模での生物多様性観測・予測・評価に関する総合

的研究」（2011～2015 年度）において、陸域・海域における生物分布のデータ収集と、

それに基づく生物多様性の評価と将来予測が行われた。バーバリウム（植物標本）にある

ラベル情報から分布モデルを作り、東南アジアの樹木の主の多様性を推定した。収集した

膨大なすべての標本の画像をデータベース化し、DNA 配列決定を進め、多くの新種を判定

するなど、様々な多数の成果が得られている 23)。現在は、S15「社会・生態システムの統

合化による自然資本・生態系サービスの予測評価」（2016～2020 年度）において、アジ

ア地域も視野に入れ、社会・生態システムの統合モデルを構築し、シナリオ分析に基づく

複数の政策オプションを検討する研究が行われている。 

 JST CREST「海洋生物多様性および生態系の保全・再生に資する基盤技術の創出」研究

領域（小池勲夫研究総括）では、海洋の生物多様性および生態系を把握するための先進的

な計測技術と将来予測に資するモデルの研究開発が行われている。 

 文部科学省ナショナルバイオリソースプロジェクトでは、ライフサイエンス研究の基礎・

基盤となるバイオリソース（動物、植物等）について収集・保存・提供を行うとともに、

バイオリソースの質の向上を目指し、ゲノム情報等の解析、保存技術等の開発によるバイ

オリソースの付加価値向上により時代の要請に応えたバイオリソースの整備を行っている。

また、バイオリソースの所在情報等を提供する情報センター機能を強化している。 

 衛星から森林炭素蓄積（バイオマス）を推定するため、国際宇宙ステーション（ISS）か

らの観測を想定した衛星 LiDAR の開発が進んでいる。米国航空宇宙局（NASA）は、2019

年の打ち上げを目標として、GEDI ミッションを推進している。宇宙から地球にレーザを

照射し、レーザが森林の表面で反射して戻ってくる時間と、その一部が林冠を透過して地

面で反射して戻ってくる時間の差から、森林の高さを計測し、森林炭素蓄積の推定精度を

向上させることを目的としている。また、日本の宇宙航空研究開発機構（JAXA）でも ISS

に搭載する植生 LiDAR の開発（MOLI ミッション）に取り組んでおり、2021 年の打ち上

げを目指している。 

 全米生態観測ネットワーク（NEON: Narional Ecological Observatory Network）の構築

が 10 年間で 4.3 億ドルの巨額を投じて 2012 年に開始された。気候変動や土地利用変化、

外来種の侵入などのデータがリアルタイムで一般公開される予定であり、2017 年頃に本格

稼働予定である。 

 RAM Legacy Stock Assessment Database と呼ばれる世界の海洋生物資源の評価結果の
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データベースが一般に公開されている（ワシントン大学等が中心）。このデータベースに

より、世界の海洋生物の状態をより良く把握することが可能と考えられ、日本でも上記

CREST 課題の中で、このデータベースを使った生態系評価研究が進められている。 

 観測データからサービスの変動までの一連の研究プロジェクトとして、オーストラリアで

は The Capturing Coral Reef & Related Ecosystem Services （CCRES）が、米国西海岸

を中心としたメンバーでは Ocean Tipping Points が行われている。 

 世界各地で生物多様性の推定や保全策の検討に関する計画が動いており、海洋についてオ

ーストラリアにおいて CISRO NERP BiodiversityHUB が実施されている。 

 生態系変動についての理論研究と実証研究を連動させたレジームシフトの予測が欧州にて

CASCADE をはじめとして実施されている。 

 カナダ・ブリティッシュコロンビア大学では、世界の海洋生物資源の基礎情報に関するデ

ータベースが作成され、公開されている 24)。同大学では日本財団が出資し、ネレウス（NF‐

UBC Nereus Program）と呼ばれる国際ネットワークが構築されている（プリンストン

大学、デューク大学、世界自然保護監視センター（UNEP)、ケンブリッジ大学、ストック

ホルム大学、ユトレヒト大学などが参画）。大規模な気候変動と海洋資源の関係の探索など

が進められている。 

 

 

（４）科学技術的課題 

［課題（ボトルネック）］ 

 データ基盤に関する課題として、データの流通の促進とキュレーション、データの前処理

の共通化による効率化が望まれる。データは種の在不在、現存量、DNA 情報など多種多様

であるが、それらの品質管理が必ずしもなされていると言いがたい状況である（特に市民

参加型調査データ）。データの流通や共通化、解析技術の共有などプラットフォームの部

分が全体に情報科学と比べて遅れている。 

 データの取得についての自動化・効率化や、全ゲノム情報等大量のゲノム情報を収集・解

析するインフォマティクス技術の普及をはじめとして、分野横断的研究の促進（特に工学、

情報学、社会科学）が要請されている。 

 様々な情報の不足が課題である。生物分布情報、DNA バーコーディング情報ともに不足し

ている。特に DNA バーコーディング情報は取得の歴史が浅いため既知の種を網羅するに

は遠い状況にあり、これが環境 DNA 解析の大きなボトルネックとなっている。土壌圏の

生物など、極度に情報が不足している対象も存在し、水中や土壌あるいは樹木や生体の中

など、観測が容易でない部分の物質の循環や生物の動態の検討が課題である。生物の機能

と関連する形質情報に関しては、一部で進展が見られる（例：サンゴの形質データベー

ス 25)）ものの、全般的には不足しており、さらに、機能や形質についてのデータは配列だ

けや種の分布だけのデータベースでは不足がある。地域的には特に東南アジアの情報が不

足している。 

 長期的な時系列データが研究開発の進展に重要であり、継続的なモニタリングとデータの

整備、その解析技術開発が必要である。統計的解析技術開発とともに、因果関係を解明す

る技術開発が求められる。 
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［今後取組むべき研究テーマ］ 

 生物多様性の分布情報や現存量、遺伝配列情報のみならず、機能（または機能を反映する

形質情報）やサービスを含めた情報収集と共有の促進。 

 生物多様性を間接的に推定でき、リモートセンシング等の計測技術により計測可能な指標

群（森林面積等）の開発、指標群による生物多様性の推定の高度化。 

 モニタリング・計測の高効率化や自動化、データ取得が困難であった領域を開拓する新た

な計測技術の開発。 

 データの不足を補う分布推定等の手法開発。 

 ゲノム情報の解析技術、特に大量データの処理技術開発。 

 多様なデータを集約し気候変動データ等関連する情報と統合化するデータベースやユーザ

インタフェースの開発。 

 生物種間関係、食物網や地域内での動態、地域間の連結性を視野に入れたマクロ生態学の

進展とその活用。 

 世界的に共有されつつある情報を活用した地域特性（生物多様性ホットスポット等）や保

全優先地域の検出。 

 気候、人口、土地利用、サプライチェーン等の自然科学・社会科学シナリオとの統合によ

る将来予測研究。 

 生物多様性と生態系機能・サービスの定量的評価。さらには、生態系サービスの予測・評

価にもとづき社会科学分野と協力した意思決定支援。 

 市民への PR やコミュニティーづくりの検討を含めた、市民によるデータ収集とキャパシ

ティビルディングに関する検討。 

 

 

（５）政策的課題 

 基盤データの整備について、陸域では地理空間情報活用推進基本法（NDSI 法）や測量法

に基づく基盤地図情報等の円滑な流通等を促進の精神がある程度成果をあげている。一方、

海洋のほか、河川、沿岸、湖沼の周辺域（いわゆる水辺）においてはこれらの適用範囲も

あいまいであり情報整備の遅れが目立つ。生物多様性の保全において移行帯はホットスポ

ットになりやすく、海洋環境は島嶼が多く漁業も盛んな日本において重要と考えられ、こ

のような地域の基盤情報整備への行政側の主導が求められる。 

 データの流通や共通化について、海外では情報科学を専攻したテクニシャンが分類学者の

研究室で働く例などが見られ、日本ほど分野間の垣根は高くない。学生時代から複数分野

を習得する仕組みの促進が望まれるとともに、情報科学のような就職率の高い分野でも積

極的に兼業などによって多分野で活躍できる社会的な支援や仕組みづくりが求められる。 

 データの取得について、環境影響評価、水産資源調査などの公的仕組みで取得された公表

資料のデータが死蔵されており、今後データのリポジトリ（一元的な保管場所）などを作

成し、利活用することが望まれる。また、研究が広域にひろがるにつれ、データ取得にお

ける許認可等手続き、国外でのデータ収集などに事務手続き上のハードルが大きい。その

他、税金を使った研究で得たデータ提供の義務化、データ取得重複の回避、データ不足地

域でのデータ収集といった戦略的なデータの取得、品質管理とデータベース化、オープン
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データの促進も求められる。 

 研究者の流動化や研究資金のプロジェクト化によって、情報交流の促進や目的の共有が図

られた反面、根本要因を追及する実験や基礎研究、技術開発への努力量が減っている。ま

た、長期的な視野をもったモニタリングやデータベースの継続的な運用にプロジェクト終

了ごとに財政的な不安がある点は課題である。 

 遺伝情報の抽出や海洋観測技術を初めとして、技術的には容易に大量の情報が得られるよ

うになったが、第一線の研究に必要な情報を得るためのコストがかかる点は従前と変わら

ないものが多い。コストダウンするための技術や特許の共有や商品化による普及を促す仕

組みへの支援が求められる。 

 国内施策（生態系管理、保護区設計、自然再生等）への反映や、国際的なプレゼンスの維

持や国際的な枠組み（CBD, IPBES, GEOSS 等）への貢献を視野に入れた取り組みが期待

される。気候変動対策をはじめとする各種施策とのトレードオフやシナジーの検討（再生

可能エネルギー適地と多様性保全地域のバランス等）、民間や市民を巻き込んだ研究開発

の実施や意識の醸成も必要とされている。 

 基礎的研究については、技術そのものよりも新規人材の不足と限られた人材での努力量の

配分が課題である。また、要素技術はあるものの、その統合や、実用化や低価格化が不得

手であるという評価もある。 

 

 

（６）キーワード 

生物多様性、生態系、機能、生態系サービス、大規模化、自動化、計測技術、分布推定、意

思決定、自然再生、変動データ 

 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ → 

 生物分布データの蓄積について 

1970年代から90年代前半の生物の分布データの蓄積が様々な分野で見

られ、その蓄積の活用と BISMaL, JBIF, J-BON をはじめとする国内の

データノードと博物館や大学をはじめとする協力機関の活動があって、

近年の広域におよぶ空間研究のトレンドにも一定の対応ができている。

一方で、在データ以外の形式の情報の収集や、過去の情報の電子化と公

開、および、新規の情報収集について課題がある分野がほとんどである。

モニタリングデータの必要性への異分野への理解、予算、個人情報、著

作権、人手の不足などが主な要因。 

 生物学的情報の蓄積について 

近年形質や遺伝情報など、生物の個体そのものの情報を活用した研究が

国内外で増加しているが、データベースへの登録が必須ともいえる遺伝

情報を除くと、生物そのものの特性に関する情報の集約はいまだに行わ

れていない。 

 環境データの蓄積について 

衛星データによる環境モニタリングは以前から実施されているが、国土

数値情報などの容易に使えるデータベースにも活用されるようになっ

た。今後も技術的な解決による広域のデータ収集と蓄積が重要である。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 
 近年プロジェクトなどの外部資金によって急速に進展しており、広域の

生物多様性の情報の集約や推定などが実施されている。 



研究開発の俯瞰報告書 

環境分野（2017年） 

 

 

 
CRDS-FY2016-FR-03 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

227 

俯
瞰
区
分
と
研
究
開
発
領
域 

生
物
多
様
性
・
生
態
系
区
分 

米国 

基礎研究 ◎ → 

 多様な研究が国際的な連携の下に行われている。近年の大規模な会議と
しては隣国のカナダを含めて DNA バーコーディングの国際的な計画な
どに進展がみられる。また、LTER などモニタリングとそのデータ整備
の国際的な発信源にもなっている。 

 衛星観測研究をリードしている。26) 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 
 多様な研究が国際的な連携の下に行われている。応用的な研究のうち、
工学的な環境の再生に関連する仕組みや指標づくりが目立つ。 

 分布推定モデル Maxent27)が開発され全世界で広く使われている。 

欧州 

基礎研究 ◎ → 

 GBIF, OBIS などの世界規模のデータベースを維持している。 
 環境 DNA 技術を提唱した。28) 
 従来の生態学的な課題への取り組みのほかに、特に英国をはじめとし
て、市民調査によるデータの蓄積や、観光統計による生態系サービス情
報の収集などが進んでいる。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 特に資源管理などについては NGO の圧力または協力によって、積極的
に国際会議を開催しその成果をとりまとめることや国際規格の作成、管
理プログラムの検討が実施されている。また、研究者の層が厚く、基礎
から応用まで多くの人材がそろっている。 

 （国際機関の取り組みであるが）世界自然保全モニタリングセンター
（UNEP-WCMC）が全球の生物多様性保全に関わるデータベースと解析
をリードしている。 

中国 

基礎研究 ○ ↗ 

 近年急速に研究者人口が急増しており、データベースも組織的に進めて
いる。また、遺伝データの抽出等においても安価に実施できる民間企業
などもあり、官民ともに突然生物多様性研究を推進する体制を整えた様
子がうかがえる。一方で、個別に発表されるデータや論文はまだ表面的
なものも見られ、過去のデータ蓄積や時間変動などを含めてデータその
ものの厚みがないものも見られるが、今後も量・質ともに向上していく
ものと考えられる。 

 鳥類ゲノム解読プロジェクト 29)や生物多様性のデータベース化 30)が進
行中。 

 海洋に関して、北西太平洋地域海行動計画（NOWPAP）や北太平洋海
洋科学機構（PICES）等において取り組みを進めている。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 
 国際会議の誘致や支援などによって、積極的に主要な研究者との結びつ
きを強めている。また、国際誌で発表された指標をその著者らのグルー
プと協力して早期に適応して評価した例を作成した例も複数見られる。 

韓国 

基礎研究 △ ↗ 

 あまり情報が見られない。海洋については近年生物多様性の研究センタ
ー と な る 「 National Marine Biodiversity Institute of Korea 
（MABIK)」を舒川郡に設立している。 
 K-BON（Korean Biodiversity Observation Network）が設立されている。 
 海洋に関して、北西太平洋地域海行動計画（NOWPAP）や北太平洋海
洋科学機構（PICES）等において取り組みを進めている。 

応用研究・
開発 

△ ↗ 

 あまり情報が見られないが、渡り鳥については East Asian – Austral-
asian Flyway Partnership （EAAFP) の事務局を設置するなど以前か
ら一部の地域と分野で積極的であるが、研究や他の生態系調査とのシナ
ジーについては不明である。 

 2013 年に National Institute of Ecology が設立され、基礎生態研究と
生態系の問題解決のための生態系情報の提供を行っている。 

豪州 

基礎研究 ◎ → 

 特に海洋生態系に関する研究分野については、データの収集、データベ
ースの作成、データの解析、保全への応用のいずれの分野においても、
群を抜いている研究グループが見られる。一方で国内での横の連携がど
のくらいあるのかや、現状のモニタリングや基礎研究の増減についての
詳細は不明である。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 保全の管理手法に関する研究、温暖化による予測評価に関する研究、生
物多様性の評価に関する研究、海洋のリモートセンシング技術に関する
研究など、大学ごとに特色のある研究が大型予算を使って進められてい
る。著名な国際雑誌に大学院生やポスドクが欧州や米国の研究者と協力
して作成した論文が掲載される例も多く見られる。また欧米には日本以
上に遠路にも関わらず、世界各地の学会でのセッションの設定やワーク
ショップの開催などを積極的に行う様子も見られている。 

 Atlantis のような世界的に使用されている生態系評価モデルを開発し
ている。CCAMLR（南極海洋生物資源保存委員会）では、オキアミと
その捕食者を考慮したオキアミ予測モデル開発を主導している。 

カナダ 

基礎研究 ◎ → 
 FishBase などのデータベースの構築、国際ネットワークの構築などで、
世界の研究をリードしている。 

応用研究・
開発 

◎ → 
 Ecopath/Ecosim のような世界中で広く使われている生態系モデルを開
発し、応用研究を進めている。 
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（註1）フェーズ 

基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

 

（註2）現状 ※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価である。 

◎ 特に顕著な活動・成果が見えている、 ○ 顕著な活動・成果が見えている 

△ 顕著な活動・成果が見えていない、 × 活動・成果がほとんど見えていない 

 

（註3）トレンド 

↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.３.２ 生態系サービスの評価・管理 

 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 

生態系サービスとは、生物多様性を基盤とする生態系から得られる恵みのことをいう。食

料や水の供給、気候の調整や水質浄化、生息・生育環境の提供や遺伝的多様性の維持、レク

リエーションや観光の場と機会の提供などが該当する。生態系サービスの維持や活用のため

に、生態系サービスが発揮されるプロセスを明らかにし、生態系サービスの評価や管理を行

うための研究開発領域である。 

 

 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の研究開発動向 

［意義］ 

生物多様性や生態系に関する研究開発は、従来の自然保護の観点のみならず、食料や水の

供給、気候の調整、観光の場などの生物多様性を基盤とする生態系から得られる有益な恵み

（サービス）である生態系サービスを持続可能な形で利用するという観点からも必要性が認識

され、重要視されている。近年、生物多様性条約 COP10 で愛知目標が制定され、生物多様

性の評価や生態系サービスの保持が謳われ、さらに、気候変動や、防災・減災、持続可能な

開発に関する国際的な枠組みにおいても生態系サービスの維持や活用が重視されている。そ

うした社会的ニーズに応えるためには、生態系サービスを実現するプロセスの解明と定量的

な評価や、生態系サービスを維持しながら利用していくための社会システム、管理技術、ガ

バナンスの検討が必要となる。 

 

［動向（歴史）］ 

生態系のもつ生態系サービスは「公益的機能」と呼ばれ、日本では古くから注目されてき

た。特に森林生態系のもつ水源涵養や土砂流出防備などの機能については、国としては 1972

年の林野庁による公益的機能の計量・評価を始めとして戦後多くの研究業績がある 1)。政策

的にも、明治 30 年の森林法制定時から保安林制度として導入され、伐採規制をしながら水

土保全機能を維持する政策がとられている。 

生物多様性に関する研究開発については、90 年代までは生物学・生態学で、90 年代から

は地球環境問題として、2010 年以降は社会学や経済学との統合の中で行われてきた。1991

年には DIVERSITAS という国際的な生物多様性の研究枠組みが発足した。1992 年にはエコ

ロジカル・フットプリントの概念が提唱され、1993 年には生物多様性条約（CBD）が発効

した。また、生態系と人間活動との相互関係を把握する実験的生態系勘定は、国連が 1993

年の国民生態系計算の改定に際し、そのサテライト勘定として導入した「環境・経済統合勘

定」（SEEA：Satellite System for Integrated Environmental and Economic Accounting）

の中に導入されたものである。1997 年の Costanza の論文では、生態系サービスの経済評価

を初めて世界中で行った 2)。1998 年には、生態系がどの程度安定しているかを検証した研究

（Resilience Alliance）がある。 

2000 年代に入ると、地球規模生物多様性情報機構（GBIF：Global Biodiversity Infor-

mation Facility）という、生物多様性に関するデータ収集と全世界的な利用を目的とする国



研究開発の俯瞰報告書 

環境分野（2017年） 

 

 

 
CRDS-FY2016-FR-03 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

231 

俯
瞰
区
分
と
研
究
開
発
領
域 

生
物
多
様
性
・
生
態
系
区
分 

際的なプロジェクトが開始された。前述の DIVERSITAS はセカンドフェーズに入り、人間

活動に目を向け始めた。全球地球観測システム（GEOSS：Global Earth Observation System 

of Systems）も始動した。そして、大きな動きとして国連が主導した MA 報告書（Millennium 

Ecosystem Assessment）という世界の生態系サービス評価がある。同じ時期に、今まで無

料と思われてきた生態系サービスに対して支払うシステム（PES：Payment for Ecosystem 

Services）を考えようという論文が発表された。PES は、生態系保全の財源を確保する方法

として各地で研究開発と制度の導入がされている。ただし、PES の有効性が指摘されつつも、

それのみでは問題を解決できず、その他の手法も組み合わせる必要性が指摘されている 3)。

PES 以外の手法として生物多様性オフセットが注目されており、欧米を中心に研究開発と社

会実装が進んでいる。生物多様性オフセットとは、自然地の開発を行う際に、その開発の後

に開発前よりも生態系を劣化させないことを目的として、開発の影響を開発地やそれ以外の

地域において代償する手法である。実施する際の考え方として、米国で誕生したミティゲー

ション順位（mitigation hierarchy、回避、最小化、代償の順に考えること）がある 4)。また、

生物多様性オフセットの達成基準としては、トータルとしての生物多様性の消失を発生させ

ないというノーネットロス（no net loss）が必要最低限のものとなっている。さらに、トー

タルとしての生物多様性の向上を目指すネットゲイン（net gain）を要求している国もある。

実施方法として、開発事業者自らがオフセットを行う場合の他に、バンキングを使う方法が

発達し、米国やドイツで運用されている。特に豪州では、生物多様性クレジットを市場で売

買する半官半民のシステムが導入され、注目されている。5) 

前述の GEOSS の一環として、生物多様性を観測する生物多様性観測ネットワーク

（GEO-BON：Group on Earth Observation - Biodiversity Observation Network）が発足し

た。2010 年には Tipping Point（重大な変化が起きる転換点）の概念が提唱され、生態系サ

ービスや生物多様性を経済評価するレポート（「生態系と生物多様性の経済学」（TEEB：

The Economics of Ecosystem and Biodiversity）や、世界中の生物多様性の概況に関する「地

球規模生物多様性概況第 3 版（GBO3：Global Biodiversity Outlook 3）」が公表された。 

日本では 2010 年に「生物多様性総合評価（JBO1：Japan Biodiversity Outlook 1）」が

実施された（環境省）6)。生態系を森林、農地、都市、陸水、沿岸・海洋、島嶼に区分し、様々

な指標を用いながら定性的に評価され、特に陸水、島嶼生態系の劣化が著しいことが示され

た。同時期に日本の里山・里海評価（JSSA：Japan Satoyama Satoumi Assessment）が公

表され（国連大学サステイナビリティ高等研究所 UNU-IAS）、人為の加わった日本の伝統

的な二次的自然について、その生態系サービスや人間への福利が評価された。2011 年には、

全国を対象とした生物多様性評価の地図化が実施され（環境省）、地形地域区分ごとおよび

市町村ごとに評価が示され、GIS ベースで公表されている。2013 年には、千葉県をモデル流

域とした様々な生態系サービスの定量評価が実施され地図化されている（環境省）。また、

同年、日本の湿地が有する経済的な価値の評価が試行的に実施されている（環境省）。 

国際的にも 2010 年以降、生物多様性と生態系サービス評価の流れがいっそう加速し、生

物多様性条約の中で世界中の生態系や生物多様性を評価する組織である「生物多様性及び生

態系サービスに関する政府間科学-政策プラットフォーム（IPBES ：Intergovernmental 

science-policy Platform on Biodiversity and Ecosystem Services）」が 2012 年に設立した。

気候変動でいう IPCC に相当する組織であり、2018 年に最初のレポートを出すこととなって
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いる。 

社会・経済的には、これまで無料であった生態系サービスを会計システムの中に組み込

もうという動きが出てくる。先に述べた SEEA は、2003 年、2012 年と改定が続き、2012

年国連統計委員会にて中核的枠組み（SEEA-CF：SEEA Central Framework）が国際基準

として策定され、2013 年には SEEA 実験的生態系勘定が国際ガイドラインとして採択され

た 7)。2012 年には、GDP ではなく、自然資本と生産資本、人的資本の 3 つを富の指標とし

て考え、世界中の経済成長を図るという、Inclusive Wealth に関する最初のレポートが公表

された 8)。2013 年には、ステークホルダーを巻き込んだ領域横断的な研究が必要だというこ

とで、Future Earth が活動を開始した。2015 年には持続可能な開発目標（SDGs）が掲げ

られた。また、REDD+（Reduction of Emission from Deforestation and forest Degradation 

plus）という、持続可能な森林経営のために経済的支援を国際的に行う仕組みが 2020 年の

実施に向けて準備が進められている。このような流れの中で研究開発が進んでいる。 

産業界における関心も高まり、様々な取り組みが進められている。全世界 250 社を超える

会員企業をもつ非営利組織である BSR（Business for Social Responsibility）が 2013 年に

公表した生態系サービス評価ツール群 9)には、企業の生態系サービスへの依存や影響を評価

し、意思決定や報告書作成に活用可能なツールが掲載されている。自然資本連合内の NCP

（Natural Capital Protocol）は、企業における自然資本評価の標準化に向け 2014 年 6 月に

立ち上げられ、2016 年 5 月にガイドラインを公開した 10)。現状は食料・飲料業界とアパレ

ル業界が対象のガイドラインであるが、今後、対象の業界を拡大する計画である。国連大学

サステイナビリティ高等研究所（UNU-IAS）等は社会生態学的生産ランドスケープ・シース

ケープにおけるレジリエンス指標に関するツールキットを取りまとめ 2014年 11月に発表し

た 11)。指標を用いた評価から生まれた資金提供のメカニズムは、主に開発途上国において実

用化が進んでいる。 

生物多様性条約事務局が 2014 年に公表した Ecosystem Natural Capital Accounting: A 

Quick Start Package 12)は、国際基準の SEEA-CF 13)を基に、生態系サービスと生態系資産

の評価方法を提案している。ここで示されている評価項目やフレームワークは、国だけでな

く、企業や自治体での評価にも活用されることが期待されている。一方、米国スタンフォー

ド大学が中心に取り組む Natural Capital Project が開発した、保全活動を測るツール

OPAL14)や、 費用対効果最適化ツール RIOS15)等は、世界的に活用が拡大している。 

企業の生態系サービスの評価や管理は、CSR 側面のほか近年では、事業の持続性の側面と

して重視されている。国際統合報告評議会が公開を要求 16)している自然資本などの非財務情

報は投資判断に活用されつつある。また、2010 年発行の国際規格 ISO26000 17)は人権と多様

性尊重の概念を包含し、2015 年改訂の ISO1400118)では生物多様性保全の項目が追加され、

事業活動のサプライチェーンにおける生態系への影響を考慮することが環境経営の要件とな

った。ISO20400 では持続可能な調達を実現するガイドラインの作成が進む。ISO14008 で

は事業活動における環境負荷を経済価値評価で示す方法をスウェーデンが 2015 年 9 月に提

案した 19)。2015 年 8 月には SDGs20)にも生物多様性の目標が掲げられるなど、生態系サービ

スの評価、管理の必要性がますます認知され、企業の関心は高くなっている。 
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（３）注目動向 

［新たな技術動向］ 

• 2013 年に国際ガイドラインとして採択された SEEA 実験的生態系勘定では、生態系は生

物群集と非生物的環境によって構成される地域（空間エリア）として定義され、生態系サ

ービス（フロー）とそれを供給する生態系資産（自然資本＝ストック）によって捉えられ

ている。他の会計も同様であるが、SEEA でも生態系勘定をストックとフローの概念でと

らえている。資産はストックで表されるが、フローは生態系サービスと資産の変化の 2 つ

の意味があり、人間への便益に直接寄与するもののみ、生態系サービスとして位置付けら

れている。したがって、生態系内や生態系間のフローならびに、ミレニアム生態系評価

（MEA）で定義された基盤サービスも生態系サービスには含まれていない。また、生態系

サービスを生み出すポテンシャルを示す「生態系容量」と、ある利用パターンを前提とし

た場合に期待できる「生態系サービスの期待フロー」との両面から計測され、利用の持続

可能性を評価しようとしている点が興味深い。この考え方によって地域における生態系サ

ービスの資産のみならず効率的な利用とそれを難しくしている社会システムについても検

討することが可能になる。 

• 包括的な豊かさの指標（Inclusive Wealth Index）は、2012 年国連持続可能な開発会議（リ

オ＋20 サミット）において、The Inclusive Wealth Project によって発表された指標であ

る。この指標は、国民総生産（GDP）や人間開発指数（HDI）などの従来の短期的な経済

発展を基準とせず、自然資本、人工資本、人的資本の合計を富の指標として捉え、これら

の資本が直接、間接的に人間の福利に結びついていると考えている。自然資本の中には、

化学燃料、鉱物、森林資源、農耕地があげられており、生態系サービスについては 2014

年の Inclusive Wealth Report の「New insights」の中で取り上げられている。古典的な

経済学では、人間の福利は、主として所得と効用の増大として捉えてきたが、それらが必

ずしも人間の福利の増加に結び付いていないことは先進国の事例からも明らかであり、こ

れらの指標は、生態系サービスの持続的な発揮を考えるうえでも重要な視点を提示してい

る。 

• オーストラリアは、バイオバンキングなどの生物多様性の価値改良と維持政策に結びつけ

る定量評価 21)や、海岸線のサンゴの価値を定量化して保全と観光を繋げた生態系アプロー

チに成功 22)した。オーストラリア国立大学は、スーパーコンピュータを用いた地球規模の

気候シミュレーションにより、生物多様性の損失を科学的に予測して警鐘を鳴らした 23)。

英国では自然環境研究会議等による UK NEAFO24)の公開、生態系サービス評価のツール

と事例集"NEAT Tree" 25)の提供がある。日本では、社有林の生態系サービス定量化 26)や自

治体の森林や農地に関わる生態系サービスの経済価値を算出するツールの公開 27)などがあ

る。 

 

［注目すべき国内外のプロジェクト］ 

• 地球環境研究の国際プログラムの再編が進み、Future Earth が誕生した。その特徴として、

自然科学と人文･社会科学が強く連携すること、またトランスディシプリナリティを強調し、

社会問題解決型の研究推進が謳われている。JST 社会技術研究開発センターでは、Future 

Earth 構想の推進事業の一環として、2014 年度から、「日本が取り組むべき国際的優先テ

ーマの抽出及び研究開発のデザインに関する調査研究」と「トランスディシプリナリー研
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究として推進すべき研究開発の可能性調査」を実施しており、生物多様性や生態系サービ

ス、また生態系を生かした防災・減災についてのフィージビリティ研究が幾つか実施され

ている。いまだ、フィージビリティ研究が始まったばかりであり、トランスディシプリナ

リティを可能にする研究計画や実施についての方法論は確立しておらず、今後の地域研究

成果が注目される。 

• 「アジア規模での生物多様性観測・評価・予測に関する総合研究」（環境省環境研究総合推

進費 S9）（2011～2015年度）では、生物多様性条約（CBD・COP10）で採択された愛

知目標への貢献、特に保全優先度を明示した地図を作製することを目標とした。結果的に

森林、陸水、海洋生態系におけるアジアを含む生物多様性情報の集積、それを解析する新

たな手法の開発が進み、多くの研究成果が国際誌ならびに国内学会誌に発表された。 

• 「社会・生態システムの統合化による自然資本・生態系サービスの予測評価」（環境省環境

研究総合推進費 S15）（2016～2020年度）では、日本を中心にアジア地域も視野に入れな

がら、自然資本・生態系サービスの自然的・社会経済的価値の予測評価を行い、シナリオ

分析に基づく複数の政策オプションを検討している。最終的には、包括的な福利を維持・

向上させるためのガバナンスのあるべき姿を提示することを目指して、自然・社会科学な

らびに陸域・海域の研究者が集まり、大規模プロジェクト研究が進行中である。 

• 世銀が主導するWAVESも注目に値する。国連機関、各国政府、NGO、学術研究機関など

が参画する「富の勘定と生態系サービスの価値評価」についてのパートナーシップである。

WAVESは英国、日本、オーストラリア、カナダ、フランス、ノルウェーが出資しており、

環境勘定の方法を確立し、国の政策分析や開発計画に組み込むこと、さらに生態系勘定の

ための国際的ガイドラインを策定することを目的としている。 

• ブラジルでは、2009 年設立のNGO LIFE Instituteが生物多様性保全活動の効果の定量評

価方法を公開し、企業の生物多様性保全の取組を認証する制度“LIFE Certification”28)の管

理・運営を行っている。 

 

 

（４）科学技術的課題 

［課題（ボトルネック）］ 

フローとしての生態系サービス評価は、すでに多くの研究事例もあり、InVEST など汎用

性のある生態系サービス評価ツール（オープンツール）も公開されている。しかし、それら

を精度よく計算するための基礎データが揃っていない。評価や管理には、環境、社会、経済

に関わるデータが必要だが、環境、特に生態に関するデータが不足している。国や都道府県

レベルの算定については統計データもある程度公開されており、粗い計算が可能であるが、

自然資本を管理し生態系サービスの恩恵を受ける主体である流域レベル、市町村などの地方

自治体レベルでは基礎データがほとんど公開されていないのが実情である。自治体レベルで

統計データと地理空間情報とを地理情報システム（GIS）により連結するなど、綿密なデー

タ整備、そして定期的なデータ更新が求められる。 

自然資本や生態系サービス、その利用を評価するためには質的、量的指標が必要になる。

多くの場合、生態系サービスそのものを表す指標を既存統計データから見つけることは難し

く、これまでの研究事例から代表値を定めたり、関連する統計データによって代替したりす

ることが多い。したがって、これらが本当に自然資本や生態系サービスを表す指標として適
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当かどうかについての科学的検証が必要になる。SEEA 実験的生態系勘定でも、サービスの

需要、供給、配分の計測方法に関するさらなる検討が求められている。そして、自然資本や

生態系サービスを貨幣勘定する場合は、評価手法の適切な選択や設定根拠の検証など課題は

多く、今後の研究が要請される。 

生態系勘定を作成する際には、生態系サービスの恩恵を受ける受益対象範囲の適切な選定

が必要である。これは、範囲如何によって生態系サービスの受益量や劣化コストの配分が変

わるためである。そのためには、生態系間および生態系内の物的フローと生態系サービスと

の関連性を検証し、その計測手法を確立する必要がある。自然資本と生態系サービスの関係

性は複雑であり、どんな規模とどんな状態の生態系から、どの程度の生態系サービスが生み

出されるのか、いまだ不明な点が多く、今後の研究開発が求められる。 

さらに、生態系サービスについてはダブルカウントに気をつけなければならない。様々な

生態系サービスはお互いに独立した機能ではなく、関係性が強いものも多い。例えば河川の

水質浄化機能と栄養塩循環機能とは相互に関係するものであり、換算価値が計算できたとし

てもそれを単純に足し合わせることはできない。この点についても検討が必要とされる。こ

のように、複数の生態系サービス間には、シナジー効果（相乗効果）とトレードオフ効果（相

反効果）が存在する。例えば森林を保全することは、二酸化炭素の吸収と野生生物の生息場

提供など、複数の生態系サービスの向上につながるのに対して、森林を伐採することは、木

材の供給として利益をもたらすが二酸化炭素の吸収の低下につながる。こうした生態系サー

ビス間のシナジーとトレードオフの関係は、複雑でまだ解明されていない部分も多く、今後

の検証が必要となる。 

国外の生態系サービスへの依存は、貿易により多くの国外自然資源に依存している日本に

おいて重要であるが、研究は進んでいない。エコロジカル・フットプリントという土地生産

力等に着目した持続可能性につながる土地利用指標を用いて検討している例はあるが、生物

多様性や様々な生態系サービスとの関連は不明である。英国ではマテリアルフロー分析によ

り、海外からの輸入量を整理している。 

ガバナンスも課題である。Future Earth においても地域社会やステークホルダーが強く意

識され、IPBES の概念的枠組みでも生態系サービスを発揮するための制度やガバナンスが中

心に据えられている。自然資本や生態系サービスを評価するだけでは不十分で、これらを持

続的に利用する社会システムとしてのガバナンス研究が必要であるが、いまだ社会実装でき

るような研究は進んでいない。ここでも都道府県より小さい自治体や流域レベルでのガバナ

ンス研究が求められる。 

生態系サービスと自然資本は、定量化から経済に取り込む実践の段階に移行し、それに向

けた課題解決の時期となった 29)。生態系サービスをどの程度利用し、また環境への負荷をど

の程度与えているのかを単に定量化するだけでなく、経済活動へ内部化することが可能にな

るように、金銭換算する技術を開発し、経済システムに組み込むことが課題である。例えば、

内部化に向けての課題は、「生態系サービスの直接的利用価値をもつ供給サービス 30)は、物

量で定量化できるが、サプライチェーンを含めて生産工程で投入された価値（負荷）が考慮

されない 31)。」「CO2等は GHG プロトコルの Scope3 基準 32)、水はウォーターフットプリン

ト指標で評価 33)されるが、供給サービスの対象物全般での考慮は不十分。」「生産工程を含む

ライフサイクルで投入される価値を供給物の価値に反映する必要がある。」ことである。 

経済価値換算においては、間接的利用価値 34)の定量化が課題である。間接的利用価値の調
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整、生息・生育地、文化の各サービスは、機能の能力と処理量から定量化されるため、機能

の抽出、選定と定量化の精度向上が課題である。また、間接的利用価値に適用される顕示選

好法のうち、代替法では、生態系サービスを市場財である人工物の費用などで代替するが、

人工物は特定の機能にフォーカスされていることが多いため、生態系サービスのもつ多様な

価値を認識して代替することが課題である。 

一方、非利用価値の遺産価値や存在価値は、利用価値に繋がる生物多様性の基盤として注

目され、時間軸を用いて定量化することや、生態系への人間の介入や管理の度合いが生態系

の質に与える度合の定量化が課題と考えられる。また、非利用価値に適用される表明選好法

は、アンケート調査の対象者の価値観や社会情勢、地域、歴史などのバイアスの影響、実施

に際しての調査期間や費用等が課題である。 

供給サービスの経済価値換算では、供給物に市場価格があり、供給量と取引単価で換算す

る市場価格法が理解しやすいが、市場価格にはライフサイクルでの投資額のほか需給バラン

スの影響が大きく、精度高く換算できない側面もある。間接的利用価値や非利用価値の寄与

を供給サービスの価値に反映させることが課題と考えられる。 

日本国内の生態系サービスは減少か横ばいで 35)、サプライチェーンにおいてもその源泉の

自然資本自体が量的、質的に大幅に低下している。その一因として、現在の経済システムに

基づく経済価値換算では本質的に生態系サービスの価値を評価できておらず、過小評価して

いることが考えられる。フローである生態系サービスのみならず、源泉としてのストックで

ある自然資本を質と量の観点から適正に評価することが課題といえる。生きている地球指

数 36)やエコロジカル・フットプリント 37)の評価からも、国、地域などで差異はあるが自然

の再生機能の回復以上に生態系に負荷を与えていることは明らかであり、生態系サービスの

持続的利用には、負荷低減のほか自然資本を維持、管理することが必要である。特に生物多

様性の根幹をなす動植物等の生物資本は再生可能かつ枯渇性であるため 38)、再生可能な負荷

で枯渇しないように、質と量の両面で管理することが課題である 39)40)。 

 

［今後取組むべき研究テーマ］ 

総合的な生態系評価手法の確立（例えば生態系勘定）と、計算するための基礎データの整

備、データを利活用するための、データ収集、変換、統合、解析技術が必要である。基礎デ

ータについてはまずは都道府県レベルで整備し、そして生態系サービスの受益者であり、生

態系の実質的な維持管理者でもある市町村レベルでの整備により、最終的に生態系評価自体

の精度を上げていくことが必要になる。生態系勘定を計算するための自然資本データと生態

系サービスの特定、そのフローに関する指標の選定、さらにサービスの需要、供給、配分、

空間的つながりなど、検討すべきテーマは多い。これまでにも生態系サービスの地図化は研

究的には実施されてきたが、多くはポテンシャル評価であり、それを利用するためにはどの

ような社会・経済、土地利用システムが必要かについて検討できていない。また、対象地域

の需要や供給、配分関係を空間明示的に示したものはない。これが示されれば、自然資本の

オーバーユーズやアンダーユーズ、それに伴う生態系サービスの変化を可視化することが可

能になり、将来に向けて持続的に生態系サービスを活用するためには、どのような土地利用

計画を進めていけばよいか、処方箋を描くことが可能になり波及効果は高い。また、生態学

を考慮したサプライチェーンでの間接的利用価値等の評価技術の構築や、自然の回復力を考

慮した生態系サービスの能力を定量評価する技術も求められる。 
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生態系サービス評価のマクロスケールの研究としては、シナリオ研究が必要になる。想定

シナリオとしての大きな駆動要因は、気候変動と土地利用変化であろう。気候変動もしくは

土地利用形態の変化に伴い、生物多様性や生態系サービスが変化することについては多くの

研究業績があるが、これらを同時に扱った研究は少なく未知の領域である。一方で、現実社

会は、温暖化適応策として土地利用対策も同時に考慮しながら進む以外に道はなく、シナリ

オ研究が有効になる。環境保全か経済活動優先かなど、幾つかの現実的なシナリオを準備し、

それらのシナリオによって生物多様性や生態系サービスがいかに変化するかを予測すること

は自然共生型の持続可能な社会を実現するためにも重要である。また、こうした流れからは、

気候変動と生態系資産、生態系フローの変化を結び付けた研究が求められる。 

生物多様性と生態系サービスの関連性も古くて未解明な課題である。先に述べた通り、生

態系サービス間にはトレードオフが存在し、ある生態系サービスに特化した土地利用政策は

生物多様性を劣化させる。一方で、生物多様性を維持することによって発揮される生態系サ

ービスは何か。またそれを高く発揮するためにはどのような管理が必要かなどについては未

解明であり、検討すべきテーマは多い。多くの資源を輸入に頼る日本の現状を考えると、日

本での輸入などによる海外の資源利用が海外の生物多様性や生態系サービスに及ぼす影響の

評価も課題である。 

生物多様性と生態系サービスを持続的に維持しながらその恩恵を享受するためには、地域

社会が共同で自然資本を管理する社会システム（ガバナンス）が必要になる。こうした共同

管理については、伝統知であるコモンズ論を発展させる必要があり、本当の意味での文理融

合型研究が必要となる。かつて地域社会は、薪炭・用材・肥料用の落葉を採取したり、屋根

に葺くカヤなどを採取したりする共同の山林、原野を持っていたが、経済発展とともにこう

した仕組みは姿を消した。生態系サービスを管理するためにはこうした共同管理、応益分担

などの考え方が再び必要になると考えられ、これが Future Earth のめざす Co-Design、

Co-Production、Co-Delivery の考え方である。こうした文理融合研究は、生態系サービスの

管理に関する成果が社会実装されるために必要である。 

地殻変動、気候変動、人口減少、社会資本の老朽化など、多くの難題を抱える日本の将来

を考えた時、生態系サービスの一つである防災・減災機能を活用することが肝要である。こ

の点については、日本学術会議から「復興･国土強靱化における生態系インフラストラクチャ

ー活用のすすめ」と題する提言書が出されており、ヨーロッパではグリーン・インフラスト

ラクチャー、世界的には Eco-DRR（Ecosystem-based Disaster Risk Reduction、生態系を

基盤とした防災・減災）として知られている。すでに生態系を活用した防災・減災研究は、

インパクトファクターの高い世界のジャーナルに発表されているが、日本では環境省環境研

究総合推進費として幾つかの課題が採択され、研究が始まったばかりである。実用的には、

防災工学的なハードな構造物と自然生態系を生かした土地利用とのハイブリッド技術が必要

であり、基礎的な研究開発が望まれる。また、自然生態系はハードな構造物と比べて高いレ

ジリエンスをもつと言われている。しかし、こうしたレジリエンスがうまく生かされるため

には、上に述べたガバナンス論に関連して、社会・経済的レジリエンスも検討しなくてはな

らない。こうした生態系がもつ減災・防災機能と環境（生態系）、社会、経済的レジリエンス

をいかにつなげて分析し、政策に結び付けていくかも重要な研究開発分野といえる。 

PES、オフセットを含む生物多様性保全のための財源確報の議論においては、経済的、環

境的側面のみでは、スキームの持続可能性は評価できず、インセンティブの配分、貧困削減
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等の社会的な側面が、持続的にスキームを運用するうえで無視できない 3)。そのため、スキ

ームの持続性を評価する社会・経済的な側面を含む指標体系の構築が課題となっている。ま

た、PES の効果について、一般的に、環境の効果と経済の効率性の評価が不十分とされ、課

題となっている 41)。その効果、効率性の検証は、生物多様性オフセットにおいても課題であ

る。PES の実用上の懸念事項として、追加性（addictivity）、リーケージ（leakage）、永

続性（permanence）、負のインセンティブがあげられているが、その評価はほとんど進ん

でおらず、実地上の研究が必要とされている 41)。科学的な評価手法の確立は、生物多様性オ

フセットにおいても必要とされている。今後、国境を越えた PES の取り組みが進展し、国際

的なオフセットも一般的になる可能性を鑑みると、評価手法を発展させることは、国際的な

イニシアティブを得るためにも課題といえる。 

 

 

（５）政策的課題 

生態系サービスの価値の重要性を人々に広く認知させることが急務となっている。このた

め、生態系サービスの価値を評価する方法の標準化に向けた評価技術の指針と評価した結果

を基にして行うべき施策の提示が求められる。さらに、実社会における活用方法を見据えた

データ収集、解析、問題把握、技術による解決を探るプロセスは、「情報」を軸に、産業界や

NGO も巻き込んだ透明性のある実践的な研究や議論に基づくことが、新しい制度立案や積

極的な投資の意思決定の実現と拡大に繋がると考えられる。 

このような状況から、自然資本までも含めた生態系サービスの必要性と定量的価値の認知

度向上の課題として 4 項目をあげることができる。①「生態系サービスの適正価値の評価支

援」、施策としては評価技術開発者へのインセンティブ付与や評価に必要な基礎データ、関連

データの完備が考えられる。②「生態系サービスの価値を経営指標に導入する企業数の拡大」、

施策として企業の経営指標に生態系サービスの価値を導入することの義務化や、実施企業へ

のインセンティブ付与があげられる。③「生態系サービスの価値を経営指標に導入するため

の簡素な仕組みの構築」、施策として環境レポート、会計の枠組みの提供や、算出技術のガイ

ダンス提供などが考えられる。④「上記取組の普及促進」、例えば、トップランナー企業への

インセンティブ付与により普及促進につながると考えられる。 

また、生態系サービスの評価技術は様々であり、元となるデータの性質からも精度の議論

は難しいと考えられる。したがって、グローバルな合意に基づくオーソドックスな評価技術

が必要であり、IPBES などの国際的枠組みから指針が出た後、日本としての指針や方向性を

示す必要がある。評価技術に関しては、上述のように国際標準化機構でも議論されており、

実施可能な枠組みの構築が期待される。技術の決定に際しては、生態学的な観点と経済学的

な観点のどちらからも納得できる技術でなければならない。生態学の専門家と経済学の専門

家、加えるならば実際に使用するユーザとして企業担当を加えた議論の場を設けて、議論を

重ねて決定するプロセスとそのような場の設定が必要と考えられる。 

ストック、フローを含めた総合的な生態系評価を行う上でのデータが整っていないことが

課題である。特に、市町村レベルにおけるデータを収集することが難しい。さらに、日本版

SEEA のような生態系勘定の枠組みを日本の現状に合わせて構築することが必要であり、研

究者と行政機関の共同で行うべき課題であると思われる。 

さらに、生態系サービスの発揮のためには土地利用政策が最も重要になる。残念ながら日
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本の政策を俯瞰すると、人口減少や社会資本の老朽化などは国レベルでは示されているが、

それが空間明示的になっておらず、また土地利用政策と結びついていない。例えば社会資本

の老朽化問題では、いかに既存施設を維持するかのみが工学的に議論され、その施設を必要

とする地域社会がどうなるかまで議論ができていない。場所によっては、そうした施設を廃

止し自然に戻す国土政策も必要になってくるだろう。そうした自然への復帰は新たな生態系

サービスを生む可能性もあり、決して負の面だけで語られるべきではない。こうした将来社

会や経済の変化と結び付けた生態系サービスの復元、維持を、空間明示的に議論すべきであ

るが、うまく実現できていないのが現状である。 

受益者負担原則を実際に徹底することは難しく、ステークホルダー参加型で PES を運営す

ることの困難さも指摘されている。PES は本来、環境価値の市場取引も包含するスキームと

して捉えられる。しかし、実際には、純粋に環境価値の市場取引のみで制度を運用する事例

は極めて少数派であり、政府・国際機関等による支払いの事例が多い。加えて、全 PES スキ

ームの 90%は公的機関による出資 42)となっており、公的機関に依存した取り組みが主流とな

っている。 

生態系サービスへの対価を、国境を越えて支払う仕組みとしても位置づけられる REDD＋

は、2013 年の COP19（国連気候変動枠組条約 第 19 回締約国会議）にて基本的枠組みが決

定されている。財源や技術的な側面の詳細は交渉中である。森林へのアクセスについては、

欧州のなかでもスウェーデンのように万人権として森林の副産物へのアクセスが確立してい

る場合もあれば、オランダのように森林資源へのアクセス権が自動的には確立されていない

ケースもある 43)。このように、生態系について、公共財としての価値を市場において取り引

きすることの人間的要因が絡む困難さは常に存在し、生態系に対するアクセスの社会的通念

は国や地域によって大きく異なることは、森林以外の生態系を対象とした国際的な取り組み

の推進においても、ボトルネックとなる。また、REDD+については、その制度趣旨が理解

されず、少数民族への生活保障や従来の貧困対策との差が地方行政や住民の間で理解されて

いない実情があるとの指摘もある 44)。特に、発展途上国の分析事例では、土地の所有権、持

続的な生計手段、REDD+制度の機能などが相互に関連している。特に森林については、ア

フリカ、南米、アジアでは、基本的に森林へのアクセス、所有権が制度導入、活用における

主な論点となり 45)、ステークホルダーの参加の観点からも土地所有のあり方は、PES の立案、

実施において、主要な要素として考慮すべき対象である。 

 

 

（６）キーワード 

生態系サービス、生物多様性、生態系勘定、経済価値換算技術、自然資本、利用・非利用価

値、ガバナンス、グリーン・インフラ、Eco-DRR、気候変動、サプライチェーン、ライフサ

イクル、外部性、レジリエンス、SDGs、ISO、生態系サービス直接支払、生物多様性オフセ

ット、REDD＋、生物多様性バンク 
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（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ ↗ 

 森林生態系がもつ水土保全機能については、多くの研究成果が発表され
ている。 

 環境研究総合推進費 S9 や S15 を通じて、生態系機能や生態系サービス
についての基礎的研究は進みつつある。 

 生態系勘定については、独自の手法開発は遅れているが、環境経済学に
よる支払意思額評価は実施されている。 

 地域での生態系管理に活用できるデータ整備や、評価指標として、国立
環境研究所が開発した里地里山指標などのデータが整備されている 46)。 

 生物多様性と生態系機能、生態系サービスの関係の研究は 2010 年以降
急速に進められているが、欧米に比べて基礎データを活用した実用化や
政策支援などの実践ツールのレベルで立ち遅れている。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

 明治 30 年の森林法制定から保安林制度によって生態系サービスの保全
が行われている。 

 総合治水事業、自然再生事業や多自然川づくりなど、生態系サービスを
高める事業とその評価が実施されている。 

 全国レベルでの湿地の生態系サービス評価や JBO 2 による様々な生態
系サービスの全国評価が実施されている。 

 研究開発による産業化は特に進展していないが、産業界において企業が
持つ敷地や周辺の生態系については、JBIB（Japan Business Initiative 

for Biodiversity、企業と生物多様性に関する研究及び実践を行
う団体）では、生態系に配慮した事業所のあり方を「いきもの共生事業
所」47)の持続的生物多様性土地利用のツールを活用する企業が増加して
いる。 

 国連大学サステイナビリティ高等研究所が中心となって、社会生態学的
生産 ランドスケープ・シースケープにおけるレジリエンス指標に関す
るツールキットを公開した開発途上国の農村地域において地域の人が
生態系管理に活用して、資金調達のプログラム制度を実施中である。 

米国 

基礎研究 ◎ ↗ 

 多くの研究成果があり、InVEST など、空間明示型で汎用性の高い生態
系サービス評価ツールの開発も世界をリードした。 

 Eco-DRR など、気候変動と結び付けた生態系の活用について、すでに
多くの基礎的研究が実施されている。 

 生態系を人為的攪乱や自然攪乱の影響から、生態系サービスを捉え、ト
レードオフなど広域的な生態系機能の研究が進んでおり、生態系サービ
スの定量評価ツール（InVEST）48) を用いた計算モデルを公開するこ
とにより成果を上げている。 

 ハリケーンなど異常気象の後の回復力を示すレジリエンスの視点から
異常気象に対応するための生態系アプローチに基づく都市デザインの
研究も進んでいる 49)。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

 応用研究として Restoration（自然再生分野）や雨水管理としての
Eco-DRR などは進んでいるが、生態系サービス全体を生かした国土や
地域計画はいまだ試行段階にあると思われる。 

 スタンフォード大学などが開発した InVEST が自然資本連合などのビ
ジネスにおける評価ツールとして推奨され始めた。 

欧州 基礎研究 ◎ ↗ 

 歴史の長い欧州では、文化的景観も含めたランドスケープとしての景観
とそれがもたらす生態系サービスについて研究が進んでいる。 

 生態系サービスに関する様々な指標が提案され、研究論文としても発表
されており、EU 全体で統合化されると思われる。 

 EU の SEEA 実験的生態系勘定や英国による実施、WAVES をリードす
るなど、活発に基礎研究が実施されている。 

 H2020 プロジェクトにおいて、生態系と生物多様性に関連するデータ
とシミュレーション研究について、e-infrastructures を構築して統合的
に研究が進んでいる。 
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応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 英国では自然資本委員会が設置され、生態系サービスについても貨幣換
算評価が行われている。 

 Birds Directive、Habitats Directive（Natura 2000）や LIFE プログ
ラムの実施など、生物多様性とそのネットワークが形成されており、そ
の機能としての生態系サービスについて検討がなされている。 

 温暖化対策としての Eco-DRR 活用は早くから検討されており、デンマ
ークでは、すべての自治体においてグリーン・インフラをツールとした
気候変動適応計画を策定することを義務付けている。 

 産業界においては、自らの事業がどのくらいの生態系サービスを享受し
て、生態系へ影響を与えているかを定量的に把握することが社会的責任
の観点から関心が高く、生物多様性の配慮を考慮した ISO14001 の改良
や、Natural Capital Coalition における Natural Capital Protocol

が、自然資本に関連する評価の世界的標準化が進んでいる。特に、
WBCSD（持続可能な開発のための世界経済人会議）も本プロトコルを
推奨している。このように、研究開発による産業化は、標準化のための
枠組みづくりにおいて開始され、今後、さらなる進展が予想される。 

中国 

基礎研究 ○ ↗ 

 衛星画像解析を使った広域な土地利用変化と生態系サービスへの影響
について研究が進んでいる。 

 自然湿地や復元された湿地に関する生態系サービス評価が実施されて
いる。 

 中国科学院の Laboratory of Animal Ecology and Conservation Biol-

ogy において、主要研究テーマとして、生物多様性に関する情報収集、
評価、計画、実施の情報システムとデータベースの研究や、多様性と空
間生態学の研究が進んでいる。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

 過去の広範囲の森林伐採により、土壌流出による莫大な生態系サービス
の損失を引き起こし、退耕環林プロジェクトに代表される大規模な植林
事業が実施された。 

 急激な経済発展により大気、水質、土壌汚染が顕在化しており、これを
改善するための措置として、生態系サービス評価が実施されている。 

 研究開発による産業化は特に進展していない。ただし、米国が開発した
評価ツール（InVEST）を研究者レベルで事例研究として積極的に取り
入れている 50)。 

韓国 

基礎研究 △ → 

 国際誌に発表された研究事例も少なく、指標や評価方法の開発も進んで
いるとは言い難い。東南アジア諸国へのネットワークの研究支援は実施
している。 

 アジア生態系サービスの国際シンポジウムが 2016 年 6 月に韓国で開催
され、基礎研究から実社会で活用するための応用研究への取組が増えて
いる。 

応用研究・
開発 

△ → 

 湿地の自然再生は、都市域も含めて実施されており、生態系サービス評
価もある程度行われている。 

 大統領府と環境省の傘下に研究所があり、生態系サービス等の制度を議
論している。 

（註1）フェーズ 

基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

 

（註2）現状 ※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価である。 

◎ 特に顕著な活動・成果が見えている、 ○ 顕著な活動・成果が見えている 

△ 顕著な活動・成果が見えていない、 × 活動・成果がほとんど見えていない 

 

（註3）トレンド 

↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.４ 循環型社会区分 

循環型社会区分では、下記の 5 つの研究開発領域を設定した。 

3.4.1 水循環 

3.4.2 農林水産業の環境研究 

3.4.3 リサイクル・廃棄物処理 

3.4.4 資源･生産･消費管理 

3.4.5 環境都市 

 

区分の概要を以下にまとめる。 

水循環の領域では、Food-Energy-Water Nexus の概念が提唱され技術革新が求められてい

る。また、全球水文モデルの研究開発が急速に進展している。米国が衛星による全球スケー

ルのデータ構築などで圧倒的な力を持ち続けている（航空宇宙局（NASA）の GRACE や

SWOT など）。また、気候変動や都市づくりとの関連研究や水の再利用プロジェクトが展開

されている。欧州は膜分離活性汚泥法（MBR：Membrane Bio Reactor）、膜技術などで世界

をリードし、リン資源回収・利用に関する活動も活発である。ウォーターフットプリントな

どの新しい基本概念の提唱と普及には圧倒的な伝統と力がある。日本でも窒素・リン除去技

術、MBR や膜分離のファウリング防止技術、バイオマスエネルギー回収の研究開発が進み、

モデル開発やシミュレーションでも世界的にも光る研究を展開している。 

農林水産業の環境研究において、農業では、米国が基礎的解析技術で世界をリードし、各

種リスクの考え方も発展している。日本は多品目の気候変動影響評価や農業の多面的機能評

価、分布型水循環モデル開発、超過洪水管理等で世界をリードする。欧州は農業水資源に関

する基礎的分野で、ドイツ、英国、フランスが特出し、緩和や適応の応用研究も活発である。

林業では、米国が衛星モニタリングの膨大な研究の蓄積により基礎・応用ともに強い。欧州

は CLT（Cross Laminated Timber）や木質バイオマス利用で世界をリードし、応用研究・

開発が進んでいる。日本は、自然森林植生の気候変動影響評価は研究が進むが人工林は開始

されたばかりである。衛星モニタリングでは合成開口レーダを用いた特徴的なセンサ開発を

行う。CLT については欧州に続き研究が進んでいる。水産業では、米国が基礎・応用ともに

進展している。長期的モニタリングを実施し、バイオロギングでは世界をリード、漁業生態

系管理計画を先駆けて策定している。欧州もドイツ、英国、ノルウェー等を中心に強い。日

本は数値モデル開発等ではリードし、素過程や要素技術の研究は進むが、学際分野や境界領

域の研究は遅れている。 

リサイクル・廃棄物処理の領域では、個別選別技術が発展している。プラスチックリサイ

クルでは実際に排出される実態に近い研究開発へと移行してきている。焼却残渣の処理では

セメント原料としての有効利用のため、高効率の塩素除去技術が求められている。欧州が強

く、特に個別選別技術が世界トップの水準にある。技術のシステム化にも優れる。技術開発

だけでなく規準や政策決定に資する情報網構築への注力が特徴である。日本は個別製品に対

するレアメタルリサイクル技術は世界トップクラスである。 

資源・生産・消費管理の領域において、LCA（Life Cycle Assessment）では応用研究・開

発の推進が積極的に進められ、多様な評価対象で活用されている。環境影響を見る環境 LCA
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（ELCA：Environmental LCA）や、多様な利害関係者に結びつく社会影響を見る社会 LCA

（SLCA：Social LCA）にも関心が高まっている。欧米が基礎・応用ともに強く、欧州は評価

指標開発を継続的に行い、世界的なデータベースやソフトウェアにより応用にも広がりをみ

せる。今後は、多面的な分析を解釈可能な形に変換する方法や、フロー情報の高解像度化・

網羅性などが求められる。 

環境都市の領域では、欧州が LCA やエコロジカル•フットプリント（EF）など都市にも用

いられる評価手法を開発してきた。近年は気候変動への適応に向けた都市転換が各地で行わ

れている。中国では LCA や EF などを用いた都市の評価研究が急速に進み、韓国でも環境都

市の基盤整備が進められている。日本では、LCA などの様々な環境評価論の都市への展開が

進められてきた。さらに、強靭な国土や災害レジリエンスなどを含む、より包括的な環境価

値を定量化する理論の開発とともに、社会イノベーションなど実践を支援する方法論を含む

産学連携研究も広がっている。 
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３.４.１ 水循環 

 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 

産業構造の変化、都市への人口集中、地球温暖化による気象の変化等により影響を受け、

様々な問題に直面している水循環系に関して、健康な生活と健全な社会活動の維持に不可欠

である安全な水供給のための技術、汚水処理技術、水のリサイクル技術等に加えて、地域や

地球全体の水循環の把握技術も対象とした研究開発領域である。 

 

 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の研究開発動向 

［意義］ 

温暖化の進行による降水パターンの変化が顕在化する中、人口の増加や経済の発展により

世界的に水利用は依然として増加しており、水資源が将来持続的に得られるか総合的なシナ

リオ分析を実施することが要請されている。こうした背景から、人間活動を含む全球水文モ

デル、およびそれを用いたシミュレーションの重要性が地球科学および地球環境学の両面か

ら強く認識されるようになってきている。また、この 100 年で真水の利用率が 500％以上増

加し、2025 年には世界人口の 3 分の 2 が水不足に直面するとも予測され、水の利用目的に

応じた水処理技術は、水循環社会を構築するための根幹技術として位置づけられている。 

将来にわたり健全な水循環の維持または回復がなされるためには、地球温暖化に伴う気候

変動、少子高齢化、人口減少、過疎化、産業構造に関わる今後の長期的な変化等を踏まえて、

水循環の量的かつ質的な把握や評価が求められている。その際、地球規模、地域や流域の規

模、そして都市規模などの空間スケールと数年の短期から数十年の長期の時間スケールの両

面から、水資源管理、水環境保全・管理、持続的な水利用システムを構想できるような知見

や情報の体系立てが求められている。 

 

［動向（歴史）］ 

国内の水技術の研究開発は、戦後の高度経済成長に伴う水需要の増大からスタートした。

都市部への人口集中や工場の増加に伴い工業用水や生活用水の質と量が向上しただけでなく、

汚染水排水による環境水質悪化に伴い下水処理場が整備され水循環の概念がもたらされた。

その後、より効率よく水を浄化するために、膜の技術を積極的に採用した膜分離活性汚泥法

（MBR：Membrane BioReactor）などの従来の下水処理よりコンパクトでかつ高速な水処理

技術が発展してきた。また、日本の下水道については汚水と雨水の収集を分けた分流下水道

で整備されているが、大都市は過去から合流式下水道で整備され、近年、雨天時下水越流

（CSO：Combined Sewer Overflow）対策技術が開発されている。下水処理は、都市では標

準活性汚泥法が、小規模ではオキシデーションディッチ法が主に使われてきたが、湖沼や内

湾の富栄養化防止に、AO （Anaerobic-Oxic、嫌気好気）法、硝化脱窒循環法や A2O

（Anaerobic-Anoxic-Oxic、嫌気無酸素好気）法などの生物学的栄養塩除去プロセスの導入が

進んできている。さらに、省エネルギーとエネルギー回収の視点から、ANAMMOX

（Anaerobic Ammonia Oxidation、嫌気性アンモニア酸化）法による窒素除去や UASB

（Upflow Anaerobic Sludge Blanket、上向流式嫌気性汚泥床）法などの嫌気処理、DHS

（Down-flow Hanging Sponge）などの中間処理が注目されている。さらに汚泥からのバイオ
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ガス回収、バイオカーボンの固定技術も研究開発されている。 

再生水製造技術に関しては、その品質を担保するための計測技術との連携も技術開発課題

として重要視されてきており、近年では工場で使った水を工場内で再利用するだけでなく廃

水すらしない（ゼロリキッドディスチャージ）といった動きもある。 

水循環の具体的なプロジェクトとしては、経済産業省の低炭素技術発掘・実証プロジェク

ト事業にて「首都圏における低炭素化を目標とした水循環システム実証モデル事業」が実施

され、水道システム、水循環システムのシミュレーションモデルを構築し、環境負荷低減に

つなげ低炭素社会構築に向けた基礎的な検討が行われた。この他にも、「太陽光等のエコ発電

で高圧送水可能なポンプを活用した海水飲料水化システムの実証事業」、「臨海工業都市にお

ける水資源循環システムの低炭素・低動力プロセスの開発」が実施された 1)2)。 

海外では、米国において飲用水としての品質を確保する再生水利用の技術として間接的飲

用（IPR：Indirect Portable Reuse）や直接的飲用利用（DPR：Direct Portable Reuse）が

始まり、水不足が深刻なカリフォルニア州からアリゾナ・フロリダ・テキサスへの広がりを

見せ、シンガポール、南アフリカやオーストラリアでも研究開発が進められてきた。欧州で

は、EU の水枠組み指令にしたがって、有機物、栄養塩、病原性微生物対策が進められ、さ

らに微量化学物質対策も進められている。中国では、栄養塩を除去する技術の開発が急速に

進められており、膜分離活性汚泥法（MBR）や膜などの高度処理も注目されている。 

全球水文モデルに関しては、人間活動を含むモデルが最初に報告されたのは約 20 年前で

ある 3)。以降、農業用水および工業・生活用水の推定 4)5)、ダムの貯水と放流 6)7)、表層水お

よび地下水からの取水 8)-10)と、人間活動のモデルは追加されている。現在のモデルは、自然

の水文過程と人間の主要な水利用に関する計算を行い、空間分解能は緯度経度 0.5 度（赤道

付近で 55km 四方）、時間分解能（計算を行う時間間隔）は 1 日というモデルが多く、通常、

10 年以上の長期期間の計算が可能である。 

また、近年、気候変動に伴う洪水や渇水リスクの増大などの懸念から、気候変動の影響へ

の適応策の検討のためにも研究や技術開発が求められてきている。気候変動に深くかかわる

水循環や水利用システムの知識の集積、研究体制作りが求められる。また、ICT を活用した

スマートな水管理システムなどの技術開発が水循環の分野で期待されている 11)。 

 

 

（３）注目動向 

［新たな技術動向］ 

水循環技術における処理には、原水の水質と再生水の用途目的に応じて様々な技術の適用

が考えられる。既存処理技術の組み合わせで対応する場合には、水質評価手法をこれに組み

込みかつ水を移動するためのエネルギーやコストまで考慮して総合評価する手法の構築が肝

要であり、この分野は欧米が先行している。特に下水は水量として安定供給が期待でき、下

水処理水の再利用化に関わる技術の開発が優先的に行われている。一方、下水にはさまざま

な化学物質や病原微生物などが含まれるため、IPR・DPR やヒトが接触する場所での再利用

にはリスク・マネジメントが必要である。環境影響なども考慮したリスク評価の手法は毒性

情報が十分明らかになっていない化学物質の評価も含めて、処理や診断の新水技術構築が進

められている。リスク管理のための統一的な規格の整備はこれからであるが、再生水の国際

規格 ISO/TC 282 の幹事国としての日本の主導が期待される。 
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一方、水問題を食糧問題およびエネルギー問題とリンクさせて解決する考えが国際的に強

まっており、米国を筆頭に、ドイツ、英国は、”Food-Energy-Water Nexus”の概念を提唱し

ている。この観点のもとでは、廃水処理を従来の水処理プラントの概念から、新たにエネル

ギー製造プラント、栄養分製造プラント、水製造プラントとして捉え直すパラダイムシフト

が起きており、そのための技術革新が必要となっている。エネルギー/栄養分/水製造プラント

の総合化を推進するうえで鍵となる技術には、「分離精製」、「分析」、「微生物制御」があげら

れる。分離精製技術としては、水処理、エネルギー回収、栄養分回収など多くの用途に使用

される膜技術が最重要であるとともに、栄養分の新たな吸着分離材などがあげられる。分析

技術としては、ウイルスや細菌の迅速検出、分析対象物質を限定しないnon-target analysis、

細胞応答を利用したバイオアッセイなどがあり、それらをリスク評価やシステム制御と結合

することが重要である。微生物制御技術としては、バイオガス（メタン、水素等）生成、水

処理、有価物への変換、また、膜技術の障害となるバイオファウリングも微生物群集活動の

結果であり、これを解析し、制御さらに活性を増加させる技術が重要である。 

膜技術では、MF（Microfiltration）膜に分類される公称孔径 0.1μm のモノリス型セラミ

ック膜を使用し、随伴水に含まれる油分と浮遊物質（SS：Suspended Solid）を分離除去す

る技術開発が進められている。小規模実証試験を通して随伴水処理技術を確立し、産油国等

における現場実証が行われる予定である 12)-15)。さらに、膜ユニットを中心とするハード技術

とプロセス制御技術とを統合して、省電力の膜分離活性汚泥法（MBR）の下水処理システム

の開発が進められている。MBR は、従来の処理施設に比べ省スペース化が可能で、安全性

の高い処理水質を確保することができ、老朽化した下水処理場の改築更新や高度処理化、処

理水の再利用化や下水道未普及地域の解消などに活用できる技術である 16)17)。 

全球水文モデルの研究開発は、先進国が継続的・精力的に取り組み、分野的な進展が急速

に進んでいる。特に、WaterGAP（ドイツ）、 LPJmL（ドイツ）、 PCR-GLOBWB（オラン

ダ）の開発チームには多くの人材が集まっている。また、米国では 2012 年の干ばつを受け

て、米国エネルギー省（DOE）が Energy-Water Nexus Crosscut Team を組織し、水とエ

ネルギーの問題の連鎖（ネクサス）について組織的な取り組みを始めた 18)。これを受けて、

Pacific Northwest National Laboratory（PNNL）などの有力な研究機関が人間活動を含む

全球水文モデルの開発を急ピッチで進めている。また、水文モデルと社会経済モデルの連携

が実施・強化されている。人間による水利用は人口、経済活動、技術などによって主に駆動

されるため、連携の重要性が増している。さらに、全球水文モデルの超高解像度化が進み、

具体的には 1km 解像度で全球をカバーするシミュレーションの実施が今後の全球水文モデ

ルの共通目標との主張がされ、世界的に広く受け入れられつつある。2011 年米国の水文学者

Eric Wood プリンストン大学教授らによって Hyper Resolution Hydrology が提唱された。

これは全球水文モデルの空間解像度を 30 秒（赤道付近で約 1km、現在の標準的な解像度の

60 倍）まで高めることを提唱したものである。この解像度は、現在の個別流域を対象とした

モデルの空間解像度に匹敵するため、全球モデルと地域モデルの区別がほぼなくなることを

意味する。実現した際には温暖化などの地球環境研究と水質悪化などの地域環境研究、洪水

氾濫などの防災研究などで共通のシミュレーションプラットフォームが利用できることにな

り、モデルやデータの統合が飛躍的に進むと考えられる。実現に当たっては計算機の効率的

な利用、気象データや雨のデータの精度向上などの問題を一つ一つ解決していくことが必要

で、極めて大規模で複合的な研究を進めることが求められる。 
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［注目すべき国内外のプロジェクト］ 

日本では、JST 戦略的創造研究推進事業（CREST）「持続可能な水利用を実現する革新的

な技術とシステム」研究領域が 2016 度末まで研究を推進し、水循環や水利用を対象とした

先端的な研究開発が実施されている。また、大学発グリーンイノベーション創出事業「グリ

ーン・ネットワーク・オブ・エクセレンス環境情報分野」（GRENE-ei）の研究課題「分野連

携による地球環境情報統融合ワークベンチを活用した流域レジリエンスの向上」において、

水循環と水関連分野（気候、食料、エネルギー、健康、生物多様性、災害、経済）のデータ

や情報の統融合により、地球規模課題を陸域水循環系のユニットである河川流域規模で解決

するためパイロット研究が実施された 19)。新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）

のエネルギー・環境新技術先導プログラムにて実施中である「正浸透膜法を用いた革新的省

エネ水処理技術の開発」では、RO（Reverse Osmosis）膜に比べて大幅な省エネルギー化を

目指す FO（Forward Osmosys）膜法による革新的水処理プロセスの創出を目指している。

また、ウォータープラザ北九州で行っている海水淡水化と下水再利用のと統合システムの実

証試験も国内技術の海外展開や国際規格の策定において重要である 20)。 

米国では、水資源の適応管理のために、気候変動に伴う潜在的な影響を予測するためのモ

デル化研究である Water Sustainability and Climate（WSC）21)、都市の人工的な水循環系

だけでなく、自然の水循環系を含めた水システムの特徴づけや分類を行うための指標作成を

行うUrban Water Sustainability Analysis Framework等のプロジェクトが行われている 22)。

EU では、€800 億を 7 年わたって支出する研究開発プログラムである Horizon 2020 が 2014

年より行われている 23)。ここでは、環境、水、処理、資源、エネルギーなど広範囲の分野の

研究の助成が行われている。中国では、研究開発の焦点が、処理費用の削減、処理施設から

生み出される再生水、汚泥、バイオガスなどの利用回収技術に移りつつある。下水処理事業

の進展、膜分離活性汚泥法（MBR）の導入、処理水基準の強化が進むとともに再生水利用が

推進されている。また、重金属汚染が他国より深刻であり、その処理法として電気化学的方

法が検討されている。これらを背景に中国の大学等における下水処理研究も 2006 年から 5

年計画で始まり、第一フェーズでは 230件ものプロジェクトに 600億円の予算を投じている。

第二フェーズでは、化学や公衆衛生等の多領域にまたがる研究も活発となっている。2016

年から第三フェーズに入り、水資源確保や汚染対策の研究プロジェクトに 25 億元の投資が

行われる予定である。さらに、Jiaxing Chengdong では、再生水を湿地へ循環させる実証プ

ロジェクトを計画している。 

全球水文モデルでは、Inter-Sectoral Impact Model Intercomparison Project （ISI-MIP）

が、全球規模の温暖化影響に関するモデル開発とシミュレーションを行うプロジェクトして

ドイツのポツダム気候影響研究所（PIK）が主導して 2012 年に立ち上げられた 24)。フェー

ズ 1 には 11 の全球水文モデルが参加し、IPCC 第 5 次評価報告書に大きな貢献をした。現在

はフェーズ 2 が実施されており、IPCC 第 6 次評価報告書などへの貢献を目指した活動が行

われている。また、Water Future and Solutions（WFAS）は人間活動を含む全球水文モデ

ルの機能のうち特に 21 世紀中の世界の水利用の予測に重点を置いたマルチモデルプロジェ

クトとして国際応用システム研究所（IIASA）によって 2013 年に立ち上げられている 25)。 
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（４）科学技術的課題 

［課題（ボトルネック）］ 

下水の再利用技術における大きな課題は、環境衛生やヒトに甚大な被害を及ぼす可能性が

懸念される、新たな処理技術（促進酸化法や新規膜処理）や社会変化で発生する新規有害物

質や新種のウイルス・微生物への対応である。これら懸念対象のリスク評価法が無い中、欧

米では定量的微生物リスク評価（QMRA：Quantitative Microbiological Risk Assessment）

の概念が重要視されているが 26)、動物試験からの脱却も含めた化学物質等の生体影響評価の

構築が望まれる。また、水処理の分散型の推進により、水の安全性や性状を把握するための

評価技術には、より簡便かつ安価な技術が期待される。水質は時々刻々と変化しているとい

う認識の中で米国では 4 時間毎の濁度モニタリング規程が始まっているように 27) 、新しい

迅速簡便な評価・計測技術が必要である。膜を多用する現行の水処理技術においては膜破断

や閉塞を即座に検知する新しいセンシング技術の開発も求められる。 

また、水資源と水需要・水利用間の水収支、多様な水源の水質評価だけでなく、想定され

る水循環システム、あるいは水利用システムにおける水質リスク評価、コストや環境負荷の

評価、水利用システムの社会への実装する実現性など、環境経済学、環境政策学、さらには

社会科学や心理学を含む学際的なプロジェクトの実施が必要である。 

全球水文モデルの開発において最大のボトルネックとなっているのが集約されたグローバ

ルな水利用関連データの不足である。水利用に関するデータはいずれの国においても地方自

治体レベルで収集・管理されることが多いが、それらが国レベルに定期的に集約されるケー

スは少なく、ゆえに国を横断して世界を俯瞰するようなデータも存在しない。水利用に関す

るモデルを高度化するには、各国の統計データを収集・集約するところから開始せねばらな

ず、水利用データを効率的に集め、広く社会に提供する仕組みづくりが求められている。ま

た、モデルの開発と解析を行うにあたっては、水文学や農業土木工学などに加え、気候学や

計算機科学にもある程度精通する必要があるなど、極めて学際的な知識や能力が要求される。

モデルの開発と応用を担える人材を確保するのが、大きな課題となっている。 

 

［今後取組むべき研究テーマ］ 

水循環に関する領域は多分野にわたっているため研究テーマは多い。以下に重要性が高い

と考えられるものを記載する。 

• 気候変動への適応策を具体的にシナリオ解析できるような基礎と応用との連動研究 

• 水利用システムの実装を想定したコストや環境負荷の評価の学際的な研究 

• 水資源管理や水利用の目標設定、合意形成のための利害関係者間の連携研究 

• 地域レベル、流域レベルにおける食料・水・エネルギーとの連環研究 

• コンパクトシティ、スマートシティ、ICT との関連での水循環や水利用システム 

• 水循環利用における未知の毒性物資や病原ウイルスを含めた水質リスク評価 

• 海水淡水化、水再生における膜ファウリング研究、省エネ・環境負荷削減技術開発 

• 下水処理系での多様な病原微生物を適正に評価する新たな指標／手法の構築 

• 病原リスクのさらなる低減を目的とした下水処理の適切なプロセスの構築 

• 災害時、障害時、合流式下水道雨天時越流時等における病原リスクの低減技術確立 

• 窒素除去プロセスにおける N2O のモニタリングおよびその発生抑制技術の確立 

• 重金属の発生源対策および面源対策としての合流式処理の再評価に関する研究 

• 医薬品および日用品等由来化学物質（PPCPs：Pharmaceuticals and Personal Care 

Products）等、微量化学物質の処理系内での挙動解明 



研究開発の俯瞰報告書 

環境分野（2017年） 

 

 

 
CRDS-FY2016-FR-03 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

254 

• 各種高度処理技術による微量化学物質処理の特性解明および経済的合理性の研究 

• WET（全排水毒性） 試験法の改良や選択肢の拡大に資する研究開発 

• 下水処理系における生態毒性の挙動に関する調査研究 

• 活性汚泥法における処理の高度化を実現するための微生物学的調査および技術開発 

• 下水処理水の放流先水域での処理を補完する直接浄化システム等の適正配置 

• 省エネルギー型水処理技術や分散型水処理システムの構築のためのカスケード型水利

用のスキーム（設計）技術の研究 

• 好気 MBR から嫌気 MBR へシフトすることによるエネルギー回収の高効率化 

• 再度利用できる形態として有価物を回収するための吸脱着技術の研究開発 

• 水のビッグデータを適切な水管理にフィードバックするための技術開発 

• 廃水処理プラントをエネルギーや栄養分の製造プラントとして捉え、食糧やエネル

ギー問題と一体化して取り組む技術開発 28)29) 

• 空間解像度の上昇による全球水文モデルの超高解像度化 

（５）政策的課題 

世界的な水不足に対して日本の技術をどのように展開していくかは、政策的な戦略にも大

いに関係してくる。また、国内の水不足だけでなく震災や洪水時等の災害時の対策について

も同様のことがいえる。日本では、水に関わる施策が複数省庁に分断されていたが、この状

況を克服するため 2014 年に水循環基本法が成立した。これまで水を管理する省庁も上水道

は厚生労働省、下水は国土交通省、工業用水は経済産業省、環境水は環境省、と別々に水の

施策を展開してきたが、水をキーワードとした省庁の壁を越えた水関連データ共有などの連

携に期待がかかる。 

また、これまで国が主導してきた水循環に関わる大型国家プロジェクトの今後の展開につ

いても具体的かつ戦略的な策定が必要である。国内水技術をどのように世界展開していくの

か、研究成果を社会実装に結びつける政策的な枠組み構築が重要である。その際、再生水の

水質基準は国ごとに異なっていることと、国ごとに水の安全担保に求める考え方も大きく異

なることから、国際標準化の視点も含めつつ、社会受容性についても十分な調査が望まれる。

2013年に設置された ISO/TC 282で水再利用に関する幹事国としての日本には水循環分野の

先導が期待される。 

（６）キーワード 

膜処理技術、膜分離活性汚泥法（MBR）、直接的飲料利用（DPR）、間接的飲用利用（IPR）、

非飲用利用、水質診断、オンラインモニタリング、リスク評価、エネルギー評価、国際標準

規格、オゾン処理、紫外線消毒、促進酸化処理法（AOP）、高度処理、病原微生物、化学物

質、生活排水、下水道、浄化槽、有機物、窒素、リン、再生水、バイオマス、バイオガス、

固形燃料化、気候変動、地球変動観測、全球地球観測システム、適応策、食料・水・エネル

ギーのネクサク、地表水と地下水一体化モデル、水環境・生態系保全、水再生技術、循環利

用システム、RO（Reverse Osmosis）、FO（Forward Osmosis）、海水淡水化、ウイルス、

直接的引用利用、間接的引用利用、LID（Low Impact Development）、コンパクトシティ、

スマートシティ、流出抑制、雨水収集・利用、人間活動を含む全球水文モデル、国際モデル

相互比較プロジェクト、超高解像度モデル 
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（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ → 

 生物学的な窒素、リン除去技術から、MBR や膜分離のファウリング防
止技術、汚泥系を含めた Annamox、UASB-DHS、バイオマスエネルギ
ー回収の研究開発が進む。水再利用分野ではノロウイルス、環境ホルモ
ンや医薬品など微量汚染物質除去の研究も進んできている。 

 JST-CREST「持続可能な水利用を実現する革新的な技術とシステム」
では、膜分離技術に加え、微量化学物質や病原微生物のモニタリングや
処理の研究等を行った。 

 地球規模などでの水循環や気候変動への適応策に関する研究が体系だ
って実施されている。 

 ただ、全球水文モデルの開発については、現象・過程の理解や水循環・
水資源の基本概念の提唱、全球スケールの基礎データの構築という点に
おいて、日本の貢献はゼロではないが、大きいとはいえない。純粋な基
礎研究も盛んとは言い難い。 

応用研究・
開発 

○ → 

 2009 年国土交通省の日本版次世代技術展開プロジェクト「A-JUMP」
で下水道への MBR 適用実証実験を行い、ガイドラインを策定 30)。2011
年からは下水道革新的技術実証プロジェクト「B-DASH」31)により下水
道事業における低炭素・循環型社会の構築研究を推進。 

 2009-2013 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）省水型・環
境調和型水循環プロジェクト海水淡水化と下水再利用を統合した省エ
ネルギー型造水プラントの実証試験を実施した 20)。 

 2009~2013 年まで最先端研究開発支援プログラム（FIRST）で膜技術
による海水淡水化とともに MBR と FO の組み合わせ技術開発を推進し
た（Mega-ton Eater System）。 

 2013 年、日本、中国、イスラエルが幹事国となる水の再利用の国際標
準 ISO/TC 282 がスタートし、日本は水の安全性と処理機能の評価につ
いて世界を先導。標準化に対応した MBR などの実証調査が 2014 年か
ら開始。 

 大手水企業が、国際水ビジネスの展開を進めており、海外での受注や調
査研究が進展してきている。 

 モデル開発やシミュレーション分析においては、少数の優れた研究者が
世界的にも光る研究を展開している。 

米国 

基礎研究 ◎ → 

 1970 年代からカリフォルニア州、環境保護庁（EPA)、内務省開墾局
（USBR）などが大学、コンサルタントと連携し、RO 膜による水処理技
術、病原微生物や微量化学物質のモニタリング技術を研究してきた。
1990 年代からリスク評価技術が研究され、再利用の処理レベル評価に
もカリフォルニア州などで実施された。 

 地球規模などでの水循環や気候変動への適応策に関する研究が体系だ
って実施されている。 

 WSCプロジェクトやUWINなど気候変動や都市づくりとの関連で水循
環や雨水・雑排水利用の研究が展開されている。 

 衛星情報を利用した全球スケールの基本データの構築などで圧倒的な
力を持ち続けている（航空宇宙局（NASA）の衛星重力ミッション
GRACE、打ち上げ予定の表層水・海洋ミッション SWOT など）。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 1960 年代からカリフォルニア州を中心に非飲用の再生水の実証規模の
研究が行われており、水不足が懸念されているカリフォルニア州、アリ
ゾナ州、フロリダ州、ジョージア州などを中心に数億ドル規模の再利用
プロジェクトが行われおり、DPR や IPR などの実証試験もいくつか行
われている。 

 カリフォルニア州コード Title22 再生水規格が再生水の安全基準として
世界をリードしている 32)。 

 連邦省庁が主導する水の効率的利用と再利用技術の利用拡大を通した
研究開発への投資として内務省（DOI）の「WaterSMART Water and 
Energy Efficiency Grant Program」の下で、総額 2,000 万ドル超の水・
エネルギー効率性助成機会を 2016 年に発表 33)。 

 Water Council や Water Start など、行政と大学と企業が連携し事業化
する技術開発や研究開発の枠組みが構築され、応用研究や革新的な技術
開発力が強化されている。 

 近年の Energy Water Nexus への関心の高まりにより、Pacific 
Northwest National Laboratory（PNNL）などが急ピッチでモデル開
発などを進めている。 
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欧州 

基礎研究 ○ → 

 EU の WFD 制定で水政策の強化に伴い、膜技術、MBR、微量物質除去
など新たな水処理技術開発が行われ、さらに地球温暖化対策に伴うバイ
オマス技術、再利用技術開発など広範囲に行われている。 

 ドイツの大学を中心に、し尿分離、雑用水利用の研究や地下水の微量化
学物質の影響評価や動態研究がなされている。 

 第 7 次フレームワークプログラム（FP7）から Horizon 2020 を通して
水の効率的な利用技術のイノベーション促進を図っている。 

 モデル開発やシミュレーション分析においては、ウォーターフットプリ
ントなどの新しい基本概念の提唱と普及には圧倒的な伝統と力がある。
また灌漑農地分布地図など、独創性と重要性の高いデータを収集・公開
するなど分野全体をリードしている。 

応用研究・
開発 

◎ → 

 MBR、膜技術などで世界をリードしている。また、環境ホルモンや医
薬品などの規制が近い将来期待できるため、 除去技術開発が積極的。
環境規制強化と下水道事業の民営化により、技術開発が積極的に行わ
れ、需要が期待される圏域内外の新興国への進出が目覚しい。 

 フランス水メジャーは、中東、アジア、アフリカへの展開を意識した応
用研究を推進。 

 スペインは下水処理水の農業利用を積極的に展開し、フランス、ギリシ
ャ、イタリアでも実施。 

 持続可能なリン利用に関するプラットフォームが立ち上がるなど、リン
資源回収・利用に関する活動が活発である 34)。 

 Green Blue City の研究プロジェクトなど、都市雨水管理とグリーンイ
ンフラの応用研究が、多様な利害関係者を含めて展開されており、先駆
的な取り組みが実施されている。 

 人間活動を含む全球水文モデルが複数、精力的に開発されている。若く
才能のある人材も引き続きこの分野に流入している。 

中国 

基礎研究 ○ → 

 投資される排水対策事業費が巨大であり、科学技術研究費も多いため、
窒素、リン除去、MBR など下水処理技術から、下水からの水、エネル
ギー資源回収技術の基礎研究開発が大学中心に目覚ましい。 

 ただ、少なくともこれまでは全球スケールの水文研究には大きな関心を
持っていないようである。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

 第十二次五カ年計画（2011-2015 年）での再生水利用の目標を達成する
ため、MBR などの実証規模研究を実施。 

 北京市では再生水のオリンピック公園での修景利用や下水処理場の工
業用水や農業用水への供給が進み、現在再生水が第 2 の水源となってい
る 35)。 

 中央政府は再利用水の都市雑用水、修景用水、地下水滴養、工業用水、
農地への基準値を設定。 

 モデル分野には優れた研究者が多く、予算が付けば大きく飛躍するポテ
ンシャルは秘めている。 

韓国 

基礎研究 ○ → 

 科学技術研究所（KIST）でナノテクノロジーを利用した再生水技術の
基礎研究を実施 36)。 

 再生水と海水淡水化の大型研究プロジェクトが継続して実施されてお
り、研究レベルは高い。 

 ただ、全球スケールのモデルには、ほとんど関心を持っていないように
見受けられる。 

応用研究・
開発 

△ → 

 2013~2022 年までの環境技術開発のロードマップ（Eco-TRM2022）を
定め、エネルギー効率の高い下水高度処理開発に投資 37)。 

 雑用水や下水処理水を含めて全国の再生水利用量を 8.8億 m3/年（2008）
から 25 億 m3/年（2020）に引き上げる計画 38)。 

 下水汚泥の海洋投棄を全面禁止し、汚泥処理問題が浮上。汚泥再利用率
の向上を目指す。またエネルギー節約や汚泥や嫌気処理からメタンなど
を回収する下水道技術開発を開発導入。 

 LID やグリーンインフラに関する研究センターが設置され、都市計画と
の関連の応用研究も進展しつつある。 

豪州 

基礎研究 ○ → 

 地球規模の研究で注目されているものは知られていないが、気候変動へ
の適応策として渇水や洪水の対策に関する研究は実施されている。 

 国レベルで地下水、海水淡水化、再生水利用の大型研究プロジェクトが
推進されている。 

応用研究・
開発 

○ → 

 上記の大型研究プロジェクトのなかで、実用化を想定した再生水利用ガ
イドラインづくりなど実践的な取組がなされている。 

 Australian Water R&D Coalition などの研究技術開発を推進する組織
があり、戦略的な展開が可能な状況になっている。 
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（註1）フェーズ 

基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

 

（註2）現状 ※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価である。 

◎ 特に顕著な活動・成果が見えている、 ○ 顕著な活動・成果が見えている 

△ 顕著な活動・成果が見えていない、 × 活動・成果がほとんど見えていない 

 

（註3）トレンド 

↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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http://www.waternexussolutions.org/220/call-for-action-on-water-energy-and-food-security.

html#.V7Ea9bWq29Q 

30) 国土交通省 下水道膜処理技術会議、下水道への膜処理技術導入のためのガイドライン［第 2

版］、平成 23 年 3 月 http://www.mlit.go.jp/common/000146906.pdf 

31) 国土交通省、平成２８年度 Ｂ－ＤＡＳＨプロジェクト実施技術を決定 ～中小処理場向けの下

水汚泥肥料化・燃料化技術など～ 平成 28 年 4 月 5 日 

http://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo13_hh_000297.html 

32) State of California, Water recycling criteria, California Code of Regulations, Title 22, Divi-

sion 4, Chapter 3. (2000) 

33) White House  

https://obamawhitehouse.archives.gov/sites/whitehouse.gov/files/documents/Water_Resource_Challen
ges_and_Technology_Innovation_12_14.pdf#zoom=100

34) European Sustainable Phosphorus Platform 

http://www.phosphorusplatform.org/ 

35) JST CRDS、デイリーウォッチャー、再生水が北京市の「第 2 の水源」に（元記事公開日：

2016/01/27） http://crds.jst.go.jp/dw/20160315/201603158121/ 

36) 韓国 KIST  Center for Water Resources Cycle Research 

http://eng.kist.re.kr/kist_eng/?sub_num=496 

37) 国土毎日（韓国）、Eco-Innovation 기술개발사업의 추진 방향、2014/03/31 

http://www.pmnews.co.kr/sub_read.html?uid=9718 

38) Water Reuse 2020 

http://www.bwf.kr/2014/pt/02_session1/PPT_S1-3_Lee%20Seock-heon.pdf 

 

http://www.waternexussolutions.org/220/call-for-action-on-water-energy-and-food-security.html%23.V7Ea9bWq29Q
http://www.waternexussolutions.org/220/call-for-action-on-water-energy-and-food-security.html%23.V7Ea9bWq29Q
http://www.mlit.go.jp/common/000146906.pdf
http://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo13_hh_000297.html
https://obamawhitehouse.archives.gov/sites/whitehouse.gov/files/documents/Water_Resource_Challenges_and_Technology_Innovation_12_14.pdf#zoom=100
http://www.phosphorusplatform.org/
http://crds.jst.go.jp/dw/20160315/201603158121/
http://eng.kist.re.kr/kist_eng/?sub_num=496
http://www.pmnews.co.kr/sub_read.html?uid=9718
http://www.bwf.kr/2014/pt/02_session1/PPT_S1-3_Lee%20Seock-heon.pdf
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３.４.２ 農林水産業の環境研究 

 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 

気候変動に対応した農林水産業の適応技術や持続可能な農林水産技術の研究開発等、地球

温暖化や生物多様性の保全を含めた地球環境問題対策の研究開発領域である。なお、本領域

は気候変動区分や生物多様性・生態系区分にも大きく関連する。 

 

 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の研究開発動向 

［意義］ 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第 5 次評価報告書（AR5）では、世界平均地

上気温は今世紀末には最大 4.8℃上昇するほか、世界のほとんどの地域で異常気象（極端な

高温や強い降水）の発生頻度が増加する可能性が非常に高いと報告している。その影響のな

かでも、生態系を基盤とする農林水産業には極めて大きな影響が予測されている。食料の安

定供給と安全確保は、農林水産分野に課された最大の使命であるが、世界的な食料安全保障

の低下が危惧されている。気候変動を含む将来の環境変化を見通しながら、専門分野を超え

た統合的な視点で環境研究と環境技術開発を推進することにより、人間社会の持続的発展を

支える生物資源生産システムを構築していくことが急務となっている。 

農業と森林を含む土地利用分野からの温室効果ガス排出に対しても、化石燃料使用にとも

なう二酸化炭素排出とともに、その削減が求められている。また、IPCC の第 5 次評価報告

書（AR5）では、人為起源の温室効果ガス排出の 11％が発展途上国における森林減少を中心

とした土地利用の改変による排出であるとされている。持続可能な森林管理が、気候変動抑

制に向けて炭素蓄積を安定的に維持するために必須である。さらに、農林水産業および社会

において生態系サービスを持続的に提供しており、水源涵養機能の持続的な発揮や、災害防

止・低減などのためのインフラコスト抑制に必須となっている。気候変動は水資源の確保に

も大きな影響を及ぼすと予想されている。世界における水利用量の大半は農業用であり、最

も重要な農業用水資源を核にして、農学、工学、システム工学の観点から循環型社会形成を

図る技術を明らかにすることが求められている。 

 

［動向（歴史）］ 

2015 年に開催された気候変動枠組条約（UNFCCC）第 21 回締約国会議（COP21）では、

2020 年以降の新たな国際枠組みである｢パリ協定｣が採択された。 

日本の農林水産分野では、2005 年に閣議決定された「京都議定書目標達成計画」における

6％の削減目標に対し、森林吸収源に高い目標値（3.8％分）が設定されるとともに、農地や

農林水産業における化石燃料消費からの排出削減策も盛り込まれた。また、2007 年に決定さ

れた「農林水産省地球温暖化対策総合戦略」において、農林水産分野における緩和策と適応

策の実施が策定された。適応策では、政府全体の適応計画作成の動向を捉えて、農林水産分

野での気候変動による将来予測等を踏まえた適応策を講じていくため、2015 年に「農林水産

省気候変動適応計画」が策定された。 

以上の地球温暖化と気候変動等に関する国際および国内での対応状況に対し、これまでに
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行われてきた主な技術開発は以下のように整理される。 

 農業 

高温条件にともなうコメの品質低下を回避するため、生育・登熟期間の気象条件に応じた

適切な窒素肥料施用の判断を行う「気象対応型栽培法」を確立する取り組みがはじまってい

る 1)。さらに、高温耐性品種が開発され、全国での栽培が広がっている 2)3)。小麦については、

冬季および春季の気温上昇により播種から出穂までの生育期間が短縮し、幼穂が低温を受け

て凍死する凍霜害リスクが高まる。これに対し、温度が変化しても幼穂形成や出穂時期の変

動が小さい早生品種の開発が進められている 4)。果樹については、高温被害を減少させるた

めの樹体管理法の改良や、土壌など栽培環境の改善、植調剤の使用などの技術が開発されて

いる 5)。畜産においては、暑熱環境下の家畜の酸化ストレスを低減するため、抗酸化成分を

多く含む紫黒米の豚への給与技術が開発されている 6)。 

温室効果ガス排出量・吸収量の評価に関しては、農林水産省による全国規模でのモニタリ

ング事業等で得られたデータを元に、算定法に関する最新の研究成果が集められ、環境省が

設置・運営する温室効果ガス排出量算定方法検討会において評価が行われている。その結果

は、毎年、「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」として、他国と同様に国連気候変動枠

組み条約事務局に報告されている 7)。 

緩和技術に関しては、農地管理の改良や家畜の飼料と排泄物管理の工夫により、その排出

量を大きく削減できる技術開発が進められている。水田については、初夏に行われている短

期排水（中干し）を一週間程度延長する技術が開発され、約 30％の CH4 および排出削減効

果が実証されている 8)。施肥窒素にともなう N2O 排出については、世界の各地での実証試験

をとりまとめ、硝化抑制剤や緩効性肥料の効果が示されている 9)。また、有機物の投入量増

加や不耕起栽培による土壌炭素蓄積量の増加により、農地を CO2吸収源として活用する技術

は世界的に実証されており、日本でもその全国的な吸収可能量が評価されている 10)。畜産に

おいては、家畜排泄物処理方法の改善 11)や低タンパク質飼料の給与による排泄物量の削減技

術 12)が開発されている。 

水循環に関しては、農林水産省において水循環プロジェクト「地球規模水循環変動が食料

生産に及ぼす影響の評価と対策シナリオの策定」（2003～2007 年度）を立ち上げ、日本の食

料需給に直接的に影響するアジアモンスーン地域における水の変動状況の予測、水の配分方

式の分析、食料生産変動予測技術の開発を行うとともに、それらをもとに最適な水配分、社

会的ルール・施策に関するシナリオの策定により、国内外の食料と環境問題の解決に貢献す

ることを目指すプロジェクトを実施した。 

1999 年に食料・農業・農村基本法が制定し、農業や森林のもつ多面的機能（国土の保全、

水源のかん養、自然環境の保全、良好な景観の形成、文化の伝承等農村で農業生産活動が行

われることにより生ずる食料その他の農産物の供給の機能以外の多面にわたる機能）の発揮

が記載された。2001 年には、農林水産大臣による諮問に対する答申として、日本学術会議が

農業及び森林の多面的機能の分類をしている。 

 林業 

森林に関しては、地球サミット（1992 年）によって持続可能な森林管理が共通目標となり

地域的国際共同ワーキンググループが多数発足し、基準指標（生物多様性は基準の一つ）を

用いて森林が多面的に評価され、順応的森林管理手法の開発を目指す研究が進捗した。1990
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年代には、インベントリ作成にかかる研究と、代替指標の抽出研究が盛んにおこなわれた。

また、生物多様性条約 2010 年目標により目標達成評価が進展、国内の森林については 2010

年までに評価研究が実施された。 

また、「京都議定書目標達成計画」における森林吸収量の目標値（3.8％）に対応するため、

林野庁において森林吸収源対策が進められた 13)。ここでは、森林の炭素蓄積量を増大させる

管理技術 14)、吸収量算定に必要となる森林情報の管理技術 15)の高度化が図られた。また、併

せて、カーボンニュートラルな木質資源（バイオマス、マテリアル）の利用に注目が集まり、

バイオマスエネルギーの実証プラントで実用化に向けた試験が行われ 16)、大型の木造建築の

ため、直交集成板（CLT：Cross Laminated Timber）の実用化に向けた取り組みが進められ

てきた 17)。 

なお、森林の減少や劣化の防止と、炭素蓄積や持続可能な森林経営に関する取り組みであ

る REDD＋に関しては、2000 年代に気候変動枠組条約の締約国会議で議論が進展し、セー

フガードとしての生物多様性保全および生態系の便益に関する保全研究および社会経済学的

研究が進展した。日本では 2013 年から 2015 年にかけて、環境省、林野庁等が REDD＋に

基づく二国間のカーボンメカニズム（JCM：Joint Carbon Mechanism）を推進し、セーフ

ガードとしての生物多様性保全および生態系の便益増強に関するチェックリストを開発して

いる。 

森林の水循環に注目すると、その研究の歴史は 19 世紀末にスイスで始まった流域試験に

遡る。日本でも 20 世紀初めに栃木県（足尾）と茨城県（太田・笠間）で有林地と無林地か

らの流出特性の比較を目的とした流域試験が行われた 18)。その後、1920～30 年代には、愛

知県（瀬戸）、山形県（釜淵）、群馬県（宝川）、岡山県（竜ノ口山）において流域試験が始ま

り、現在も降水や流量の観測が続いている。こうして得られた長期観測データは、荒廃地か

らの森林の回復、森林の伐採や成長、山火事や病虫害など、様々な地被状態の変化が水流出

に及ぼす影響の解析に利用されている 19) 20)。 

その後の研究は森林内における水の動きをより克明に調べる方向に進んだ。1960～70 年

代には、遮断蒸発、樹幹流、浸透能など森林の水収支や水流出特性に関する様々な研究が

行われた 21) 22)。河川源頭部の降雨流出現象について、変動流出寄与域概念 23)24)という考え

方が生まれたのもこの頃である。それまで、降雨時の渓流の増水は、主に降雨強度が地表の

浸透能を超えた時に発生する地上流（浸透余剰型地上流）により起こると考えられてきた。

しかし、透水性のよい土壌で覆われた森林の斜面において降雨強度が地表の浸透能を超える

ことは少なく、むしろ河道周辺のもともと湿潤な場所に降った雨や地中から浸出する水が地

上流（飽和余剰型地上流）となり増水を引き起こすことが知られるようになった（林床植生

が消失して地表の浸透能が低下した森林では浸透余剰型地上流が水・土砂流出に寄与すると

の指摘もある）。この湿潤な場所（流出寄与域）が降水の季節的ないし短期的な変化に応じて

拡大・縮小し、それに連動して流出水量も増減するというのが変動流出寄与域概念の骨子で

ある。この概念は、河川あるいは渓流のある地点における流量の変化が、その地点の上流に

おける水の分布と動きに密接に関連していることを示し、その後の研究に大きな影響を与え

た。1970～80 年代には、斜面における水の移動経路や洪水流出への寄与に関する研究や、

水素・酸素の安定同位体比をトレーサとする流出水の起源など、流域内の水の動きに注目し

た研究が世界各地で行われた 25)。そして、これらの詳細な観測研究の成果は、空間情報処理
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技術の進歩と普及を背景に、数値地形情報を用いた分布型水文モデルの開発へと発展した。 

研究が大きく前進したもう一つのテーマは蒸発散である。森林は裸地や草地に比べ、降水

量に占める蒸発散量の割合が大きい。これは、樹木が他の植物に比べ個体サイズが大きく、

主な蒸発の場である葉群層が地上から離れているため、蒸発が起こりやすいことに由来する。

湿潤温帯の多数の流域試験における降水量と流出量の観測結果を解析した研究では、森林の

伐採率が大きくなると年流出量が増加し、その増加割合は落葉広葉樹よりも常緑針葉樹の方

が大きいことが示されている 26)。その後、森林の蒸発散に関する研究は、流域試験による降

水量と流出量の観測結果の解析に加え、森林から蒸発する水の量をより詳細かつ直接的に評

価する方向に進んだ。特に 1980 年代以降は、観測タワーと乱流変動法による水蒸気フラッ

クスの測定法が普及し、同じ手法を用いる二酸化炭素フラックスの観測ネットワークの拡大

とともに研究事例が急速に増えた。さらに近年は、樹液流（樹木の幹内を鉛直方向に移動す

る水の流れ）を比較的低コストで測定できるセンサの普及により、樹木や森林群落の蒸散に

関する研究事例が増えている。 

 水産業 

カリフォルニア大学の Halpern らの研究グループが、世界の海洋の健全性を判断するため

の指標として、自然科学的な要素に社会・経済的な要素を加えた 10 個の目標を設定し、そ

れぞれの達成度を集計する形で世界各国の領海の Ocean Health Index（海洋健全度指数）を

提示したことが契機となり 27)、海洋の環境・生態系・生物資源の健全性を適切に診断・評価

するための考え方や方法が議論され始めている。 

国内においては、閉鎖性海湾の健全性に関して、生態系の構造の多様性や物質循環機能の

健全性に着目した「海の健康診断」の方法や基準等の検討が 10 年ほど前から開始され、事

例の解析が進められている 28)。その成果も踏まえながら、2010－2013 年度には環境省の事

業として「海域の物質循環健全化計画」が実施され、生態系の健全性の保全・回復のための

栄養管理のガイドラインの整備が進められた。 

資源確保の観点からは、ワカサギの「適期放流技術」の開発、イサザの人工産卵床の造成、

高水温下における養殖技術の開発、水温耐性をもつノリ育種素材の開発など、水産資源が少

しでも頑強な構造をもつように支援する技術開発が進められている。 

 

 

（３）注目動向 

［新たな技術動向］ 

 農業 

影響評価については、温暖化を背景とした気象条件を考慮して作物を管理する必要性の増

加に対し、1 km メッシュの農業気象データを全国について作成・配信するシステムが開発さ

れた 29)30)。水稲では、多収品種が高い CO2濃度下でも高い収量性を示すメカニズムが解明さ

れ、将来の高 CO2濃度下での水稲品種開発に役立つ知見が得られている 31)。また、エルニー

ニョ／ラニーニャと世界の主要穀物の生産変動との関連を解析し、これらの予測に基づく穀

物豊凶の早期予測の活用可能性が示された 32)。 

適応技術に関しては、すでに顕在化している温暖化影響や今後予想される気候変動に伴う

作物被害について、地域特性を踏まえたリスク評価や将来影響予測などを考慮した栽培管理
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支援技術、ならびに気象情報と連動した早期警戒・栽培管理支援システムの開発が進められ

ている。ブドウ果皮の色調を制御する遺伝子座を特定し、遺伝子タイプの組合せが果皮の色

調を主に決定することが解明され、温暖化に対応した優良着色品種の育成を加速することが

期待される 33)。 

温室効果ガス排出量・吸収量の評価に関しては、水田からの温室効果ガス排出量の測定に

広く使われる「手動チャンバー法」を包括的に解説した手引き書（英文）が作成され、排出

量計測のために国際的に活用される標準ガイドラインとして公表された 34)。また、数理モデ

ルを用いた農地の土壌炭素貯留量 35)と水田からのメタン排出量 36)を推定する新たな算定方

法が開発され、IPCC で定める最も高度な Tier 3 手法として『日本国温室効果ガスインベン

トリ報告書』に採用された。農地における土壌炭素の増減と温室効果ガス（CH4、N2O、化

石燃料消費由来 CO2）の発生量を同時に計算して温室効果ガス発生量の総合評価を簡単に行

えるウェブサイトが公開され、農家や行政、生産者団体などが、農地管理による温室効果ガ

ス削減の効果を評価するために活用されることが期待される 37)。 

緩和技術に関しては、燃焼・炭化条件によるイネ残渣の残存量、理化学性、および微生物

分解性の程度が室内実験より明らかにされ、土壌の炭素貯留に最適なイネ残渣の燃焼・炭化

程度が示された 38)。N2O については、窒素ガス（N2）に還元する能力を持った土着の根粒菌

をダイズ種子に接種することにより、収穫期のダイズ畑からの N2O 発生を 30%削減できる

ことが野外実験より実証された 39)。また、微生物が付着する炭素繊維担体を現行の活性汚泥

処理施設に追加投入することにより、家畜ふん尿汚水処理からの N2O 発生を 9 割抑制する技

術が開発された 40)。 

発展途上国での森林減少と森林劣化による CO2の排出量を推定するため、リモートセンシ

ングと地上調査を組み合わせて、国レベルでの森林の炭素蓄積量の変化を精度良く把握する

手法が開発された 41)。 

水環境に関しては、2000 年以降に実施されてきた JST CREST「水の循環系モデリングと

利用システム」や農林水産省水循環プロなどにより、農業水利用や水利施設の管理等の人間

活動を組み入れた分布型水循環モデルが構築された 42)43)。この技術は、農業水資源に対する

気候変動影響予測 44)-46)などに広く適用され、その実用性が明らかにされつつある。基礎的分

野としては、近年、酸素安定同位体である 17O の高精度な分析が可能となってきており、複

数の水文過程が混在する農業農村地域において、どのような過程を経て水循環が形成された

かを示す指標として 17O-excess（δ18O と δ17O の特定の関係からのズレ）が利用できる可能

性がある 47)。一方で、将来の気候変動による両極端現象（渇水と洪水）の増大等に対応する

ためには、農村における災害に対するリスク管理が重要になる。そのため、農村における多

面的機能の再評価と多様性（ダイバーシティ）の増進、サーキュラー・エコノミーの増進

などの対応が検討されている。特に、リスク管理に関しては、水田稲作に対する被害の側

面だけでなく、水田地帯が持つ洪水防止機能を地域の洪水管理等へ利活用しようとする検

討も始まっている 48)-50)。 

 林業 

リモートセンシング技術と空間情報処理技術の進歩と普及にともない、標高や植生高に関

する高解像度（～1m グリッド）の空間情報が使える機会や地域が拡大している。流域地形

や林分構造に関する詳細な数値情報が利用可能となることにより、森林が水循環に及ぼす影
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響の解析や分布型水文モデルの開発等における進展が期待される。 

また、分析技術の進歩にともない、軽元素（水素、酸素、炭素、窒素）の安定同位体比が、

従来よりも遙かに少ない試料で、しかもより短時間で測定できるようになった。より詳細な

トレーサ情報が利用可能となることにより、森林の水・物質循環の研究における進展が期待

される。 

木質バイオマスのエネルギー利用や木材のマテリアル利用を普及することは、森林の吸収

源としての役割を活かし、気候変動の緩和策となる。木質バイオマスのエネルギー利用を促

進するためには原料の安定供給が鍵であり、地域の資源量および供給可能量の把握、木質バ

イオマスの収集方法、エネルギー効率の向上に向けた研究が進められている 51)。また、木材

マテリアルとしての CLT については、国産材 CLT の諸性能の検証が行われている 17)。 

気候変動に対する緩和策の一つとして注目されている REDD＋においては、発展途上国に

おいて、国レベルでの森林の炭素蓄積とその変化についてモニタリングし、将来の排出量を

推定することが求められている 52)。IPCC では、森林から他の土地利用への変化面積（活動

データ）と単位面積あたりの森林の炭素蓄積量（排出係数）の積から排出量を推定する 53)。

土地利用の変化面積については、地上でデータを得ることは困難であり、リモートセンシン

グ技術が用いられる。従来の光学衛星を用いた観測に加え、熱帯地域での雲により観測でき

ない問題を回避するために、雲を透過するマイクロ波を用いた観測にも期待されている。

ALOS 衛星 2 号の PALSAR センサにより、熱帯における森林減少をモニタリングし配信す

るシステムが開発されている 54)。一方、単位面積あたりの森林炭素蓄積量は、地上での系統

的な調査から推定されるが、森林へのアクセスが困難であることから系統的な調査ができな

い場合に、衛星 LiDAR55)、航空機 LiDAR56)やドローンによる空中からの調査により推定す

る手法の開発が試みられている。 

生態系サービスの経済評価について、エコロジカル・フットプリントなどのような国際的

（自然資本利用などにおける）格差の定量的比較手法の開発 57) が行われている。また、炭素

吸収や蓄積に関しては、熱帯林を中心とした生物多様性と炭素蓄積等生態系サービスの正の

相関の実証 58) 59)がされている。これは、REDD＋等の保全メカニズム推進への貢献などが目

的の活動である。また、生物多様性解析手法（state-space model などの不確実性を含む情報

の統計解析手法、多変量解析手法など）の発展により、広域や異なるスケールの生物分布予

測手法が発展し、実証研究開始されている 60)。 

 水産業 

水産業においては、生物資源―環境系の現象解析へのモデリングの導入が進んでいる。最

近は、精度の高い流れの数値モデルの開発が進み、卵や仔稚魚、幼生等の産卵場所から成育

場所への輸送やその過程での生き残りの状況を数値実験で調べる試みが多くの事例で行われ

るようになってきている。これらは生物資源―環境系の数値モデリングの先駆けとみること

ができる。水産資源の数量変動や生産のメカニズムの解明を進めるためには、これまでの定

性的な現象解析を中心とする生態系の研究を、より定量的で動的な要素を組み込んだ多次

元・多変量の生態系解析に発展させていくことが必要である。 
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［注目すべき国内外のプロジェクト］ 

 農業 

影響評価に関しては、国際的な研究プロジェクトとして、気候変動による農業影響とその

対策の評価を目的としたモデルや評価手法を検討するための「農業モデル相互比較・改善プ

ロジェクト（AgMIP：Agricultural Model Intercomparison and Improvement Project）」

が行われている。また、「気候変動対応型農業のためのグローバル・アライアンス（GACSA）」

や、国際農業研究協議グループ（CGIAR）の「気候変動・農業・食料安全保障研究プログラ

ム（CCAFS）」等、持続的な食料生産と気候変動への適応および緩和を包括的に対象とした

国際イニシアティブが立ち上がっている。 

緩和技術については、政府間合意に基づく自発的な研究ネットワークである「農業分野の

温室効果ガスに関するグローバル・リサチアライアンス（GRA）」が推進されている。また、

土壌炭素蓄積を活用するための「4/1000 イニシアティブ」が立ち上がったほか、持続的な土

壌管理を目指す「地球土壌パートナーシップ（GSP）」においても、温暖化緩和技術につい

て議論されている。 

国内では、農林水産分野における温室効果ガスの排出削減技術・吸収源機能向上技術、農

林水産物の生産安定技術の開発を目指した農林水産省委託研究プロジェクトが進められてい

る。2016 年度は「農林水産分野における気候変動の影響評価及び適応技術の開発」として、

中長期的な気候変動予測に基づき、温暖化による収量や品質の低下、病害虫の侵入リスクの

回避・軽減、豪雨による農地等の被害の軽減のための技術開発が推進されている。2017 年度

からは、これに加えて、「農林水産分野における気候変動緩和技術の開発」が新たに開始され

る予定である。 

また、環境省環境研究総合推進費においては、「地球規模の気候変動リスク管理戦略の構築

に関する総合的研究（S-10：2012～2016 年度）」や「気候変動の緩和策と適応策の統合的戦

略研究（S-14：2015～2019 年度）」等、および文部科学省による「気候変動適応技術社会実

装プログラム（SI-CAT）」が推進されており、その中に農林水産分野も研究項目として含ま

れている。 

 林業 

国内では、大型の公共建築物への木材利用促進に関する法律が制定され、林野庁では、2015

年度より「新たな木材需要創出プロジェクト」を実施しており、中高層建築物等における木

質の新たな製品・技術の開発や木質バイオマス利用拡大に向けた技術開発を促している 61)。 

2020 年の東京オリンピックの開催に向けては、国、東京都、東京オリンピック・パラリン

ピック競技大会組織委員会で構成する木材利用に関するワーキングチームが設置され、関連

施設の建設資材や内装等への木材利用の促進が図られている。この中で、新国立競技場は、

木材と鉄のハイブリッド屋根構造を採用するとともに、内装等において CLT（直交集成板）

を活用する予定である 62)。このような国際的なイベントを契機として、新たな技術革新が期

待される。 

衛星から森林炭素蓄積（バイオマス）を推定するため、国際宇宙ステーション（ISS）か

らの観測を想定した衛星 LiDAR の開発が進んでいる。米国航空宇宙局（NASA）は、2019

年の打ち上げを目標として、GEDI ミッションを推進している 63)。宇宙から地球にレーザを

照射し、レーザが森林の表面で反射して戻ってくる時間と、その一部が林冠を透過して地面
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で反射して戻ってくる時間の差から、森林の高さを計測し、森林炭素蓄積の推定精度を向上

させることを目的としている。また、日本の宇宙航空研究開発機構（JAXA）でも ISS に搭

載する植生 LiDAR の開発（MOLI ミッション）に取り組んでおり 64)、2021 年の打ち上げを

目指している。 

気候変動による森林・林業への影響評価および適応策に資する技術開発については、農林

水産省が 2015 年 8 月に気候変動適応計画を発表し、森林・林業分野において必要となる対

策に向けた技術開発を整理している 65)。これを受けて 2016 年度より農林水産技術会議では、

「農林水産分野における気候変動対応のための研究開発」に取り組んでいる 66)。 

 水産業 

日本では、2011 年度より JST-CREST「海洋生物多様性および生態系の保全・再生に資す

る基盤技術の創出」が実施されている。先進的な生物計測技術や生態系の将来予測に資する

モデル等の基盤技術の研究開発を目標とするプログラムであり、生物資源生産に関する研究

開発にどのような形でつなげていくのかが注目される。実施されているプロジェクトである

「データ高回収率を実現するバイオロギングシステムの構築」では、低価格・大容量で小型・

多機能のロガーを開発し、音響通信技術の革新により個体データの回収率を高め、個体群（生

物資源）レベルの情報取得を可能にすることを目指している。 

また、環境省・環境研究総合推進費におけるプロジェクトでは、「持続可能な沿岸海域実現

を目指した沿岸海域管理手法の開発」（沿岸海域とその後背地である陸域を統合的にとらえ、

沿岸海域の物質循環や生態系サービスの全体像を事例解析により明らかにするとともに、そ

の適切な管理のための数値モデルの構築）や「人工構造物に囲まれた内湾の干潟・藻場生態

系に対する貧酸素・青潮影響の軽減策の提案」（大都市圏に隣接する内湾、特にその浅海域の

干潟・藻場生態系にとって大きな脅威となっている貧酸素水や青潮の影響を軽減する実効性

のある方策の提案を目指し、生態系モデルの構築とそれに必要な現地データ解析の実施）が

注目される。 

その他、文部科学省新学術領域研究（研究領域提案型）「生物ナビゲーションのシステム科

学」（2016－2020 年度）では、「多次元バイオロギングによる鳥類・魚類の長距離ナビゲー

ション行動の包括的理解」が採択されている。水産環境整備事業（水産庁、2010 年創設）で

は、水産資源の増大とともに海の豊かな生態系の維持・回復に重点を置き、生態系全体の生

産力の底上げをはかるための低次生産の基盤整備、水産生物の生活史に対応した構造的な生

息環境整備、変動する環境や資源に適応していくためのモニタリングと順応的管理等に注目

し、「環境基盤の重視」、「点から空間へ」、「資源・環境変動への対応」の 3 つを基本理念に掲

げている。 

国際的には、2005 年度より IMBER （Integrated Biogeochemistry and Ecosystem Re-

search） が実施されている。ここでは、生物地球化学的な物質循環と海洋食物網の相互作用

に関する理解を促進し、地球環境変化や人為的な環境変化に対する海洋生態系の応答を的確

に予測できるようにしていくことを目指している。水産資源の利用を含む人間社会の持続性

への貢献にも重点が置かれている 67)。 
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（４）科学技術的課題 

［課題（ボトルネック）］ 

 農業 

不確実性の改善が最大の研究課題である。そのためには、将来気候の予測と農林水産業の

応答予測の双方について、さらなる精緻化が必要である。個々の農作物、樹林、水産物の品

目について応答予測モデルが開発され、影響評価に用いられているが、影響予測実験結果と

の検証を積み重ね、さらに精度の高いものに改善する必要がある。また、国連気候変動枠組

条約事務局への報告が義務づけられている「温室効果ガスインベントリ報告書」における各

排出量・吸収量の精緻化が、最重要課題としてあげられる。緩和技術については、基本的な

技術オプションについては多くの実証データが蓄積されている。しかし、それらの技術が現

場で活用されるための施策や社会システムが準備されていないことが、技術を社会実装する

ためのボトルネックとなっている。そのために、J クレジット等のカーボン・オフセット制

度や国際的な排出権取引への技術の活用方作を構築することが求められている。また、その

ために、ユーザが緩和技術の効果を算定できる支援システムの開発も有効と思われる。 

農業水資源を核とした地域資源管理に関しての課題は、基礎的分野としては、解析モデル

に関して、気候モデルと分布型水循環モデルの一体化が要請されるが、気候モデルは GCM

（Global Climate Model）を開発している気象分野の研究者や研究機関で独自に開発され、

一方水循環は独立して開発利用が行われている。これを一体的に取り扱うことが可能なモデ

ル開発が望まれる。農業水利用の中では、地下水と地表水の交流の過程解明やモデル化が必

要で、特に水循環の中の経時的な地下水形成の問題、特に地質年代や岩石や土壌の形成を含

めた経時変化と地下水流出の関係などの解明が望まれる。一方で、災害対応等を組み込んだ

農村地域のリスク管理の実現、極端現象の増大と農業用水や農業水利施設に対する適応策の

策定やそれに応じた水利施設の管理方策の策定も政策的な面での大きな課題である。 

 林業 

流域の水循環は、地質、地形、土壌、地被状態等に加え、長期的な気候条件や短期的な気

象条件の相互作用として起きる。洪水や渇水など、水に関する問題の多くは比較的大きなス

ケールで起きるのに対し、森林の水循環に関する従来の研究は、森林（変化）の影響を検出

しやすい比較的小さなスケールを対象にしてきた。多様な地被状態がモザイク状に分布する

流域、あるいは長期的な時間スケールの元で森林自体および森林以外の条件がともに変化す

る状況の中で、森林が流域の水循環に及ぼす影響を広域的かつ長期的に予測する手法の確立

が課題となっている。 

気候変動に関する森林・林業分野での環境研究においては、技術の適用範囲が広範囲に及

ぶため、技術開発とともに低コスト化に向けたイノベーションが求められる。また、木質資

源の利用においては、過剰な利用になると森林減少（伐採地の他の土地利用への転換）を引

き起こす可能性があり、木質資源の利用による排出削減効果に関する基礎研究の推進が求め

られている。 

 水産業 

生態系モデリングが極めて有用なツールではあるが、高次栄養段階の生物までつながりを

持った「生物資源－環境系のモデル」については、高次栄養段階になるほど生物のサンプリ

ングが難しくモデルの検証に必要なフィールドデータが限定的であること、移動能力や環境

変化に対する能動性が高まるため広範囲における行動の把握が必要となること、さらには相

対的に寿命が長いため発育や成長に伴って環境要因や食物関係が複雑多様に変化すること、

などの課題が残されている。 
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また、生態系モデルの検証に必要な海域の生物情報の基盤が、欧米諸国に比べて極めて貧

弱であり、日本周辺の多くの海域で継続的に利用できる生物情報は漁獲統計に限られること

が多く、研究推進のボトルネックとなっている。海洋生物の継続的なモニタリング体制を強

化するとともに、モニタリング結果を適切に評価し国内外にタイムリーに発信する仕組みを

構築することは、今後取り組むべき最重要の課題の一つである。 

 

［今後取組むべき研究テーマ］ 

 農業 

• 将来気候ダウンスケール手法の開発、将来の農業環境変動とその不確実性を評価できる気

候シナリオ作成など、気候変動の影響評価に必要な基盤情報の整備 

• 現場における影響予測実験結果との検証を基盤とする、農作物、樹林、水産物の品目に対

する応答予測モデルの開発と高度化 

• 生理的メカニズムや遺伝要因の解明を基盤とする生産安定技術と新たな品種の開発 

• 各地の生産現場でのニーズに対応した技術の普及方策の検討 

• 気候変動リスク評価や将来影響予測等を農林水産業の現場に提供する早期警戒・栽培管理

支援システムの開発 

• 温室効果ガスインベントリにおける各算定値の精緻化 

• 衛星画像等を用いた新たな広域評価手法の開発 

• 生産現場で適用可能な緩和技術の開発とその適用のための社会システムの構築 

• 温室効果ガス排出削減と他の環境負荷軽減、あるいは適応策とのシナジーを有する技術の

開発 

• 植物資源環境の促進に関して、「農業」の「人間活動」の側面を前面に出した農業水資源

の評価と管理 

• 両極端現象（渇水と洪水）の同一地域での発生に合わせたシームレスモデルの構築 

• 分布型水循環モデルを基本にした気候変動影響評価法を用いて、基本的な水文・気象デー

タが極端に不足する地域（例えば、カンボジア、ラオス、ミャンマー等の発展途上国）の

農業水資源計画、水利施設計画の計画手法を開発する。→農業水利に関する知識インフラ

（ソフト分野も含む）の海外輸出 

• 流域について、河口沿岸部も含めた新しい概念を展開し、農地・森林域からの土砂生産が

沿岸河口部や水産資源に及ぼす影響範囲の特定と農地・森林管理の重要性の立証 

• 畑地・水田農地からの土砂流出の把握と“新たな流域”内の土砂循環モデルの構築 

 林業 

• 森林の多面的機能（水源かん養、生物多様性保全、地球環境保全、土砂災害防止、保健・

文化、物質生産等）を地域に応じて効果的に発揮させるための、複数の機能の相互関係（ト

レードオフ、コベネフィット等）の解明と多面的機能の総合的な評価手法の開発 

• 乾燥に強い品種の開発や大規模台風に強い森林の造成技術の開発 

• 森林モニタリングの精度向上のための衛星モニタリング技術の開発 

• ドローンを利用した高精度炭素蓄積推定技術の開発 

• 大規模長期実証研究による持続可能な森林管理手法の開発 

• 生物多様性による生態系のレジリエンスに関するメカニズム、特にメカニズムにおける生

物間相互作用の評価 

• 生物多様性／生態系劣化と感染症拡大の関係解明および対策として適切な生態系管理手法

の開発 
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• 環境アセスメント、自然再生など既存の保全政策に加え、開発に対して生物多様性オフセ

ット（開発による生態系の損失をゼロにするまたは増加への転換を求めるシステム）を導

入するための生態系および生物多様性の定量的評価手法の開発 

• 有効な生物多様性保全政策、特に地域連携が効果的な政策制度ための自治体連携に関する

研究 

 水産業 

• 海洋生態系統合モデル（end-to-end model）の構築と現場データによる検証 

• 海洋フロント等のメソスケールの現象のフィールド計測とそのための技術開発 

• 海洋再生可能エネルギー開発にかかわる環境モニタリングおよび影響評価技術の確立 

• 基礎科学から応用研究開発までを統合した海洋環境変化への体系的な適応方策に関する基

盤技術開発 

（５）政策的課題 

 農業 

湿潤地域における稲作農業と乾燥・半乾燥地における畑作主体の農業の違いの認識、水資

源基本法のもとでの地下水の公的財産権と農業用水利用の観点の検討、農村が持つ多面的機

能の再評価と利活用による農村地域の活性化方策の策定などがあげられる。これらの課題の

解決のためには、国際連携、国内の省庁における関連部局の連携が求められる。研究予算に

関しては、日本の研究予算による外国の研究支援、国内での省庁を超えた予算等が求められる。 

 林業 

発展途上国における森林減少、森林劣化からの排出削減を目指す REDD＋は、2005 年の

COP11 での問題提起から 10 年が過ぎ、2015 年パリで開催された COP21 で、ようやく 2020

年からの実施に向けた国際的体制が構築された。今後、各国での森林減少、森林劣化を抑制

したことによる温室効果ガスの排出削減量を科学的に推定していくためのモニタリングシス

テムの構築が進められることになり、この中で、それぞれの国に適応した排出削減量算定の

ためのシステム構築に向けた技術開発が求められる。 

 水産業 

海洋生物の継続的なモニタリング体制を強化し、モニタリング結果を適切に評価して国内

外にタイムリーに発信する仕組みを構築することは、今後取り組むべき政策的課題の一つで

ある。また、沿岸海域底層水の溶存酸素濃度（DO：Dissolved Oxygen）が、2016 年 3 月に

基準に加えられたことにより、生物生産環境の保全・回復の目標が明確にされた。今後、モ

ニタリング体制を強化するとともに、貧酸素化が進行する多くの閉鎖性内湾で貧酸素環境の

改善に取り組んでいくこと、そのための基本的な考え方や方法論を提示していくことは重要

な政策的課題と考えられる。 

さらに、森林・農地・河川・沿岸海域を統合した学際領域の科学の推進についても、それ

が地域社会にどのような新しい視点や概念、あるいはどのような社会システムを提供できる

のかを明確にしていくことが求められる。自然と人間の連環を視野に入れた多様な関係者間

の合意形成と、それにもとづく実践的な活動の展開が強く求められる時代を迎えており、そ

うした観点から環境管理の政策基盤を強化していくことも重要な課題である。 

 その他の共通課題 

土地利用は行政機関が縦割りに対応するため、例えば、日本の耕作放棄地の自然生態系へ

の誘導等の技術開発や制度化（税制含む）に遅れがみられる。人畜共通・野生動物媒介感染
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症研究においては、感染症は厚生労働省が取り扱うため病原菌が主たる研究テーマとなり、

病原菌媒介者の生態、野外のおける分布等の研究が立ち遅れている。そのためマダニ媒介感

染症における野生動物管理、蚊の生息地管理における総合的かつ持続的な管理手法の開発が

進んでいない。また、生物多様性保全は国境や自治体の境界に依らないが、行政単位ごとに

手法や制度が異なるため障壁があることも課題である。さらに、生物多様性がもたらす生態

系サービスは、スピードと完全性において薬剤などの人工物による対策に劣るが、安全性、

コストや持続性に優れることの理解と実証研究によって、インフラ整備・維持コストの低減

が求められる。これらの課題はおおよそ世界的に共通するものである。 

（６）キーワード 

洪水防止機能、人間活動のモデル化、時間軸指標、環境指標、環境同位体、河川還元率、分

布型水循環モデル、GCM（General Cirlulation Model）、多面的機能、気候変動、カーボ

ンニュートラル、CLT、木質バイオマス、森林減少、森林劣化、REDD＋、統合的水資源管

理、排出削減量、航空機 LiDAR、ドローン、衛星 LiDAR、GEDI、MOLI、生物多様性、生

態系サービス、Eco-DRR、グリーン・インフラ、レジリエンス、感染症、海洋生態系、海洋

生物資源環境、水産資源生産、沿岸環境管理、生態系モデリング、バイオロギング、海洋温

暖化、生態系アプローチ、影響評価、適応技術、温室効果ガス、緩和技術 

（７）国際比較 

 農業 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ ↗ 

 影響評価について、コメや果樹をはじめ、多くの品目で定量的な評価が
行われている。 

 温室効果ガス排出／吸収量評価について、主要排出源で Tier 2 または 3
の評価が行われている（Tier：排出量（吸収量）算定方法の複雑さ）。 

 農業の持つ多面的機能の評価や分布型水循環モデルの開発、水田の洪水
防止機能等を利活用した超過洪水管理等では、世界をリードする研究を
展開している。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

 2015 年に「農林水産省気候変動適応計画」が策定され、農林水の各分
野で適応技術の開発が進められている。 

 水田、農地土壌炭素、畜産廃棄物管理、森林について緩和技術が開発さ
れ、政府の削減目標に盛り込まれている。 

 応用研究・開発の進展が最も要求されており、農業水資源の特徴を共有
する東アジア、東南アジア、南アジア等の諸国において研究進展を図る
必要がある。 

米国 

基礎研究 ◎ → 

 主要作物（トウモロコシ、ダイズ、コムギ）について、定量的な影響評
価が行われている 68)。 

 温室効果ガス排出／吸収量評価について、主要排出源で Tier 2 または 3
の評価が行われている 69)。 

 基礎的解析技術、例えば GCM、流出解析モデルの構築等、については
世界の先端をいっている。ただし、モンスーンアジアの農業水循環等に
ついての知識には欠けている。 

 米国における先進研究や関連する研究機関、研究者に関しては、吉田ら
（2010）70)が事例調査を実施している。 

応用研究・
開発 

◎ → 

 2014 年に農務省（USDA）より「気候変動適応計画」が策定されてい
る。しかし、技術的な内容に乏しい 71)。 

 農業分野の排出源について幅広く緩和技術が開発され、コスト評価も行
われている 72)。 

 気候変動や極端現象への対応等、応用研究も進んでいる。各種リスクの
考え方についても発展している。 
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欧州 

基礎研究 ○ ↗ 

 コムギについて、定量的な影響評価が行われている 73)。 
 温室効果ガス排出／吸収量評価について、主要排出源で Tier 2 または 3
の評価が行われている。 

 農業水資源に関する基礎的分野では、ドイツ、英国、フランスが諸国中
ではぬきんでている。フランスは、欧州の中でも農業大国であり、農業
はエコシステムととらえ、日本の農業が持つ多面的機能には理解を示し
ている。ドイツは農業水資源の社会システム的評価、英国は気候変動関
連技術、フランスは各種予測技術に強みを持っている。 

 農業水資源の解析技術では、ドイツのポツダム気候影響研究所（PIK）
が農業水資源やその社会経済的な影響評価の先端をいっている 74)-77)。 
また、フランスの国立科学研究センター（CNRS）の Agnès Ducharne
を研究リーダーとする成果 78)-80)、さらにはフランスの国立環境・農業
科学技術研究所（IRSTEA）の水文グループによる流出モデルや予測モ
デルの開発 81)-83)が代表的なものである。 

 欧州における先進研究や関連する研究機関、研究者のまとめは、吉田ら
（2010）70)が行っている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 適応策に関する EU プラットフォームが整備され、各国の施策と技術に
関する情報を集積・発信している 84)。また、英国で 2010 年に「気候変
動適応計画」が策定されたのをはじめ、各国で施策と技術の展開が進め
られている。 

 農業分野の排出源について幅広く緩和技術が開発され、コスト評価も行
われている 85)。 

 フランス、イタリア、スペインの地中海沿岸には、水田農業が行われて
おり、モンスーンアジアの農業水資源にも興味がある。国際誌「Paddy 
and Water Environment」（Springer 社）の関連論文は欧州からもダ
ウンロードされいている。 

 応用の分野では、Ostfalia University of Applied Sciences の Klaus 
Röttcher 教授ら 86)-88)が、農地と洪水問題の視点から農業水資源に取り
組んでいる。 

中国 

基礎研究 ○ → 

 主要作物（トウモロコシ、ダイズ、コムギ）について、定量的な影響評
価が行われている（日本との共同研究成果）89)。 

 温室効果ガス排出／吸収量評価について、基礎研究は見られるが、国全
体での評価は比較的単純である。 

 水田農業や農業水資源分野の関連論文を掲載している国際誌「Paddy 
and Water Environment」（Springer 社）への掲載論文に中国からの
投稿数ならびに採択論文数は、圧倒的に多いものの、研究レベルに関し
ては、台湾が日本に近い研究を行っている。台湾大学（National Taiwan 
University）等と日本の大学、国立研究法人機関等との情報交換も行わ
れている。 

応用研究・
開発 

○ → 

 農林水産業を対象とした適応技術に関する成果の発信に乏しい。 
 緩和技術に関する基礎研究は見られるが、実用に近いものは見当たらな
い。 

 中国の農業は、北部黄河流域にみられる半乾燥地としての畑地農業と南
部長江流域に代表される水田農業とに分けることができ、農業水資源に
関してはその特徴が大きく異なっている。この点では、南部の大学や研
究機関で行われる応用研究・開発が日本にとって参照となる。洪水と農
業水利用の一体的管理に関しては、長江流域の洪水管理など、世界に互
した研究を行っている。 

韓国 

基礎研究 △ → 

 影響評価や温室効果ガス排出に関する研究成果に乏しい。 
 温室効果ガス排出／吸収量評価について、基礎研究は見られるが、国全
体での評価は比較的単純である。 

 日本と同様に農業としては水田農業が中心であり、関連技術の基礎的研
究が行われているが、日本の研究成果や技術情報を常に参照している傾
向がある。 

 専門家の数は、日本に比べて少ない。 

応用研究・
開発 

△ ↗ 

 2009 年に政府の「気候変動適応計画」が策定されているが、技術的な
情報発信に乏しい。 

 緩和技術に関する基礎研究は見られるが、実用に近いものは見当たらな
い。 

 農業水資源の管理分野に関しては、農業の持つ多面的機能の利活用など
が進んでおり、研究予算や行政施策の重点的投資が可能であり、農業水
資源管理としての農業用ダムの改修を全国一斉に実施・完了するなど、
応用研究・開発のスピードは著しく速い。 
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 林業 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ → 

 木質資源利用のための基礎研究は、森林総合研究所を中心として行われ
ている。 

 森林生態学や森林の CO2 フラックスにおける基礎研究による知見が蓄
積されており 90)、国内での森林吸収源の応用研究や REDD＋における
炭素蓄積変化に関する手法開発 52)に活かされている。 

 生物多様性について、異なる調査地点間による生物群集の分類学的およ
び機能的類似化の要因と課程の解明 91)、材密度や樹形などの樹木の形
態的特徴と共存の関係性 92)などの多様な生物が群集を形成するメカニ
ズムに関する研究が進展。基礎研究では大きなトレンドは認めがたい
が、国際共同によるハイインパクトな国際誌への掲載は安定している。 

応用研究・ 
開発 

○ ↗ 

 国土の 3 分の 2 を森林で覆われているため、木質資源の利用に関する応
用研究は民間を含めて進んでいる 93)。CLT については欧州に続き研究
が進んでいる 94)。これは木材利用促進と構造（特に地震の多い国であ
ることからの要求）の両面の影響を受けている。 

 モニタリングにおいては、ALOS-2 PALSAR という合成開口レーダを
用いたセンサ開発が特徴的であり 95)、その実用化に向けた研究が望ま
れる。ドローンを用いた森林モニタリングにも期待が高まっているが、
航空法による規制が障壁となっている 96)。 

 自然森林植生の気候変動の影響評価については研究が進んでいるが、人
工林への影響評価のための研究は開始されたばかりであり 66)、適応策
に資する技術開発もこれからである。 

 生物多様性について、広域データに基づくトレンド解析、予測研究によ
り国内における管理手法や政策への貢献を目的とするものが見受けら
れる 97)98)。生物多様性保全にかかる森林管理手法の実証研究を北海道
において開始 99)。国内で分野横断研究が増加傾向にあるが、国際的イ
ンパクトや他地域の研究は特に顕著でない。 

米国 

基礎研究 ◎ → 

 米国では、非常に早い段階から将来予測に関する研究が進んでおり 100)、
森林分野においてもシナリオ研究が行われてきている 101)。 

 衛星モニタリングの膨大な基礎研究の蓄積があり 102)、衛星観測の
REDD＋などへの応用に役立っている。また衛星 LiDAR などセンサ開
発のための基礎研究にも力を注いでいる 103)。 

 生物多様性について、フィールド研究ではこれまで通り熱帯林の研究が
主流だが、モデルの精度向上を実証 104)などモデル研究が進捗。論文の
投稿や掲載は国内で増加傾向はなく、他地域と比較しても増加傾向はな
い。 

応用研究・ 
開発 

◎ ↗ 

 木質バイオマスエネルギー利用を最初に商業化した国であり 105)、エネ
ルギー効率に関する研究も進んでいる。REDD＋の実施に向けた研究で
は、米国地質調査所（USGS）に蓄積された衛星データの大量のアーカ
イブの利用や 106)、航空機 LiDAR を用いたモニタリングに関する応用
研究 107)が進んでいる。 

 生物多様性について、リモートセンシングなど大型スケールのアセスメ
ント、手法がやや優位。最近では外来種、突発的大発生害虫の生態系影
響に関する国スケールの分析研究が増えてきた 108)109)。森林を含む都市
生態系に関する社会―生態システムの主流化が進展しているほか、森林
性種を含む野生動物および人畜共通感染症の拡大機構に関する研究が
増加（2016 年 ESA 大会発表より）。他地域と比較してトップクラスの
研究が多いが、研究分野としての増加傾向は特に認められない。 

欧州 基礎研究 ○ → 

 多くの国で気候変動に対する適応戦略・適応計画を立てており、シナリ
オによる将来予測に関する研究が進んでいる 110)。 

 IPCC における温室効果ガスの吸収・排出量を算定するための 2006 年
ガイドラインの策定に多くの研究者が参画し、方法論の開発に寄与して
いる 53)。 

 生物多様性について、特に目覚ましい理論や技術の発展は見受けられな
いが、気候帯ごとの特有の森林タイプを扱うほか、熱帯林における理論
研究がみられる。EU 内で過去と比較して増加傾向はない。 
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欧州 
応用研究・ 
開発 

◎ ↗ 

 CLT や木質バイオマス利用では世界をリードしている 17)111)。このため
この分野での応用研究・開発が進んでいる。 

 森林蓄積のモニタリングへの航空機 LiDAR の応用研究は 2000年代初頭
より積極的に行われてきており、特に北欧で実用段階に至っている 112)。
この技術を REDD＋のためのモニタリングに応用する研究も行われて
いる 113)。 

 生物多様性について、グリーンボンドなどの資金メカニズムや政策研究
に特徴 114)。ブラジル・アマゾンでは J Barlow らのグループによる精
力的な研究蓄積があるが、人為攪乱が森林減少だけでなく重要な生物多
様性（High valueConservation Value）の損失を引き起こしているこ
とを明確にし、政策的対応の必要性を示した 115)。世界的に見て他地域
より増加の傾向にある。 

中国 

基礎研究 △ → 

 中国の環境分野では、水質汚染や大気汚染が最重要課題であり、気候変
動問題における森林分野での基礎研究は余り進んでいない 116)。しかし
ながら、新規植林を積極的に進めており、森林減少国から増加国に転じ
たことなどから 117)、今後、森林の成長（炭素の蓄積）に関する基礎研
究が進むことが考えられる。 

 生物多様性について、元々理論に関する中国国内の研究者による基礎研
究は少ない（過去 10 年程度の中国人研究者による科学論文から評価)。
他国と比較して低下。 

応用研究・ 
開発 

△ → 

 木造建築が少なく、森林資源も乏しいことから木質資源の利用に関して
は輸入に頼っている 118)。ただし、今後、植林した森林の成長とともに、
この分野での応用研究が進むことが予想される 119)。また、中国政府は
GDP1 ドルあたりの二酸化炭素排出量を 2030 年までに 2005 年比で 60
～65％を削減する目標を示しており 120)、この分野で算定可能な削減量
を確保するため応用研究が急速に進展する可能性がある。 

 生物多様性について、炭素蓄積と生物多様性保全の 2 つをキーワードと
する論文が多い。また生物多様性保全のみでは希少種保全にかかる研究
事例が優占する傾向がある（Web of Science による科学誌掲載論文の状
況より）。国内で過去より増加傾向。 

韓国 

基礎研究 △ → 

 気候変動の森林分野における韓国の基礎研究に関する情報は少ない。 
 生物多様性について、元々理論に関する基礎研究は少ない（過去 10 年
程度の韓国人研究者による科学論文から評価)。他国と比較して少ない
傾向。 

応用研究・ 
開発 

△ → 

 木造建築が少ないが、木質バイオマスの利用は積極的であり利用のため
の技術開発に取り組んでいる 121)。また、REDD＋については、インド
ネシアとパイロットプロジェクトが行われているものの 122)、限定的で
ある。 

 生物多様性について、生物多様性保全では restration がキーワードに
なっている（CBD/COP12 final report）。リモートセンシング技術を
利用した炭素蓄積保全にかかる研究、病虫害との関連研究が多い傾
向 123)124)。国内で増加傾向。 

 

 水産業 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 基礎研究 ○ → 

 各専門分野における素過程や要素技術の研究は進んでいるが、それら
を統合した学際分野や境界領域の研究は遅れている。 

 バイオロギングについては、対象生物の行動生態を記載するような個
体レベルの研究が主体で、水産資源研究への応用例はまだ少ない。海
洋研究やモデリング等との連携も緒についた段階である。微細な運動
計測等に活用されている「加速度センサ」等の新規のセンサの導入や
応用には大きく貢献している。 

 生態系や生物資源に関する時系列評価の基礎となる継続的・体系的な
生物データの基盤が貧弱である。小達和子博士（東北区水産研究所）
が 1960 年代以降に収集した動物プランクトン標本（小達コレクショ
ンとして世界的に知られている）の解析が行われた例を除けば、長期
的な海洋生物モニタリングのデータベースはほとんど確立されていな
い。 
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応用研究・ 
開発 

○ → 

 水産資源生産に関連する水産海洋学分野の国際共同研究プログラム
（PICES や IMBER、［注目すべき国内外のプロジェクト］参照）にお
いて、数値モデル開発等で世界をリードしている。 

 水産資源管理や漁業管理が中心であり、生態系を基礎にした水産資源
や環境の管理については、検討が開始された段階である 125)。 

 生物資源の成育場として重要な沿岸浅海域の多くは埋め立て等により
消失しており、生態系の健全性を回復するための修復技術の確立や健
全性の評価手法開発はこれからの課題となっている。 

米国 

基礎研究 ◎ ↗ 

 PICES や ICES、IMBER 等の国際的な研究組織で世界の研究をリー
ドしている。 

 海洋大気局（NOAA）等による長期モニタリング：水産資源や環境の
モニタリングとデータ解析を 1949 年からカルフォルニア沖で継続し
ている（CalCOFI：Calfornia Cooperative Oceanic Fisheries Inves-
tigations）126)。また、2000 年代初めから、カリフォルニア海流 LME
（Large Marine Ecosystem）でも、気候変動が低次生態系や漁業資源
に及ぼす影響の監視を目的とする沿岸生態系モニタリング
（PaCOOS：Pacific Coastal Ocean Observing System）127) を開始し
ている。 

 バイオロギングについては、様々な生物種を対象として回遊や潜水行
動の基礎科学から水産資源管理への応用まで、幅広い領域で世界の研
究をリードしている。モデリングとの融合研究にも着手している。 

 仔稚魚等の魚類プランクトンの現場での連続計測ができる ISIIS（In 
Situ Ichthyoplankton Imaging System）128)を開発するなど、微細な
時空間規模の物理―生物相互作用の解明に貢献している。 

応用研究・ 
開発 

◎ → 

 チェサピーク湾において、生態系を基礎とした漁業資源の保全と管理
に取り組む漁業生態系管理計画を世界に先駆けて策定している 129)。 

 富栄養化や貧酸素化が問題となっているチェサピーク湾を対象に、過
去の環境変遷の解析結果を踏まえて、流入負荷削減と湿地やカキ礁の
生物機能修復を組み合わせた体系的な環境修復戦略を提示 130)。 

欧州 

基礎研究 ◎ → 

 ICES、IMBER 等の国際的な研究組織で世界の研究をリード（ドイツ、
英国、ノルウェー等が中心）。 

 プランクトン連続採集器（CPR：Continuous Plankton Recorder）に
よる生物モニタリング（1931 年からプリマス海洋研究所で開始、現在
は、SAHFOS （The Sir Alister Hardy Foundation for Ocean Sci-
ence）に引き継がれている 131)。 

 バイオロギングについては米国と同様の状況。 

応用研究・ 
開発 

○ ↗ 

 Oslo Paris Commishion （ OSPAR ） や Helsinki Commission
（HELCOM）等で、モニタリングに基づく海洋生態系の健全度評価指
標の開発に取り組み、定期的に公表する仕組みを構築している 132)133)。 

 ICES の Science Plan において、社会科学分野を含む分野統合的な研
究の推進や産業界との連携が提唱され、生態系保全を基礎とする海洋
空間の統合的な利用計画（Marine Spatial Planning）を策定するよう
なプロジェクト等が実施されている 134)。 

中国 

基礎研究 ○ → 

 気候変動の生物資源や生態系への影響に関する国際共同研究を推進し
ているが、学際領域の科学や分野統合型の研究への取り組みは遅れて
いる。 

 バイオロギングについては、一部で日本等との共同研究が実施されて
いるだけで、目立った研究実績はない。台湾の方が研究開発で先行し
ている。 

応用研究・ 
開発 

△ → 

 水産資源管理・漁業管理のための研究開発が中心で、生態系アプロー
チへの取り組みは遅れている 125)。 

 富栄養化や流域開発など個別の環境問題への取り組みが主体 135)。生態
系評価手法の開発は今後の課題。 

韓国 

基礎研究 ○ → 

 PICES-FUTURE 等の国際プログラムを主導するなど、気候変動の生
物資源や生態系への影響に関する国際共同研究を推進しているが、学
際領域の科学や分野統合型の研究への取り組みは遅れている。 

 バイオロギングについては中国と同様の状況。 

応用研究・ 
開発 

△ → 

 水産資源管理・漁業管理のための研究開発が中心で、生態系アプロー
チへの取り組みは遅れている 125)。 

 韓国海洋研究院、韓国水産課学院等により環境モニタリングや水産資
源管理に関する研究が行われているが、海洋生態系の健全性の評価は
今後の課題。 
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（註1）フェーズ 

基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

 

（註2）現状 ※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価である。 

◎ 特に顕著な活動・成果が見えている、 ○ 顕著な活動・成果が見えている 

△ 顕著な活動・成果が見えていない、 × 活動・成果がほとんど見えていない 

 

（註3）トレンド 

↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.４.３ リサイクル・廃棄物処理 

 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 

過去の大量生産・大量消費社会から、環境負荷低減が見込まれる省資源・省エネルギーを

基盤とした循環型社会の構築を目指した廃棄物等の処理技術やリサイクル技術に関する研究

開発領域である。 

 

 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の研究開発動向 

［意義］ 

リサイクルは各国の生活水準や産業構造と深い関係をもつ。途上国では、大量廃棄物の埋

立処分量を削減することを目的とした「量のリサイクル」技術の必要性が指摘されている。

先進諸国においては、都市鉱山に代表される質の高い資源循環の構築が期待されている。特

に素材原料の大半を輸入に依存する日本において、優良天然資源の減少や資源の安定供給に

関するリスクは、技術立国の根幹を脅かす問題である。「質のリサイクル」技術の確立は、自

国の未利用資源の活用を可能にする極めて重要な課題であり、その技術を有効活用可能な社

会システムの構築が新たに求められている。 

プラスチックに関しては、2013 年の世界のプラスチック生産量は 2 億 9,900 万 t に上り

10 年間で 1.5 倍に増えているものの 1)、適正処理技術・リサイクル技術を持ち合わせていな

い国・地域も存在し、その対応は喫緊の課題となっている。廃棄されるプラスチック（以下

「廃プラ」）の有効利用の観点のみならず、世界規模の資源利用効率の向上、地球温暖化対策

の観点から研究開発の進展が求められている。 

また、日本では、中間処理されずに直接、埋立処分される廃棄物量はわずかであり、埋立

処分される廃棄物の約 9 割が焼却残渣で占められ、この焼却残渣の循環資源化が求められて

いる。焼却残渣には無機物（金属、無機塩類）が集積しており、鉄、アルミニウム、銅等の

常用金属の回収が期待されている。 

 

［動向（歴史）］ 

本領域の技術は、対象別、用途別に極めて多岐にわたっている。その中でも都市鉱山開発

は重要技術であり、共通技術でもある物理的な選別技術は、天然鉱山の選鉱技術がベースと

なり、各種の粉砕機と選別装置（比重選別、磁選等の集合選別技術）が利用されてきた。さ

らに 1980 年頃から、対象物の物性を検出して個別選別する、リサイクルに特化したソーテ

ィング技術（Sencer based sorting）が開発・導入され始め、近年においても発展し続けて

いる。集合選別技術に各国の差はないが、個別選別技術は特に欧州での開発が盛んである。

これは、日本では中小工場による分散的処理が主体であるが、欧米では大工場による集約的

処理がなされていることに起因する。同様の理由により、個別の装置を組み合わせるシステ

ム化も欧州が高い実績を有している。また、集約的処理技術においては、現状、必ずしも質

を追求するものではないが、こちらも欧州が先導しているといえる。なお、都市鉱山に求め

られる分離技術は、法制定や政策によって大きく左右されるのが特徴である。特に 2010 年

～2011 年には中国の輸出制限政策によりレアアースが急騰し、国内ではいくつかのレアメタ
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ルを対象とした分離技術の開発が加速した。 

一方、日本におけるプラスチック（樹脂）の生産量は 1963 年頃 100 万 t を超え、1970 年

代になるとその 5 倍に増加している。最終処分埋立地許容量の問題などが顕在化し、当該分

野の研究が行われる一方、プラスチック製容器に係る環境負荷分析を起点とする LCA（Life 

Cycle Assessment）研究 2)も行われるようになった。その後、1995 年に「容器包装リサイク

ル法」が制定されると、プラスチックの再資源化に係る研究・技術開発に対する社会的要請

は高まり、廃プラリサイクルに関する研究・技術開発が大きく進展した。 

日本で実用化されているリサイクル手法としては、材料リサイクル（再生利用）とサーマ

ルリサイクル（セメント原燃料化、ごみ発電、RPF：Refuse Paper and Plastic Fuel、RDF：

Refuse Derived Fuel）、そしてフィードストックリサイクルがある。フィードストックリサ

イクルは廃プラに化学的な組成変換を施した後にリサイクルする手法の総称であり、日本で

は、①原料・モノマー化、②高炉原料化、③コークス炉化学原料化、④ガス化、⑤油化に分

類されている。フィードストックリサイクル技術の研究開発技術としては、加溶媒分解によ

る有機原料回収、熱分解油化、熱分解ガス化があげられる。加溶媒分解による有機原料回収

は、PET 等のエステル系樹脂を中心とした廃プラを解重合により化学原料やモノマーにして

回収する手法で、原料まで戻すためバージン品と同等品質まで再生可能である。モノマー化

のプロセスは多様に存在するが、代表的なものとして水による加水分解、アルコールによる

アルコリシス・グリコリシス、アミンによるアミノリシス等があげられる。これらの反応を

基礎として、常温・常圧、高温・高圧の亜臨界・超臨界等の反応条件を駆使した多くの研究

がなされ、比較的低温において高収率のモノマー回収が可能となっている 3)。熱分解法は、

空気を遮断した不活性ガス雰囲気下でプラスチックの化学結合を熱的に切断し、低分子化す

る手法である。例えば容器包装プラスチックでは、この手法により得た熱分解油は蒸留プロ

セスを経ることで、軽・中・重油相当の原燃料として再利用することができ、気体および残

渣も燃料として有効利用可能である 4)。 

近年のプラスチックリサイクルの地球温暖化防止に対する寄与度について見ると、2014

年度はプラ製容器包装の再商品化により、エネルギー資源消費換算で少なくとも190億MJ、

CO2排出量換算で 164 万 t の削減効果があった。廃プラの有効利用・天然資源節約・地球温

暖化防止に寄与しているといえる。 

廃棄物に関して日本は、戦後の高度経済成長に伴う廃棄物排出量の急増に対処するため廃

棄物の焼却処理が推進されてきた。その結果、世界でも最も高い焼却率 80％に達しており、

リサイクルされなかった可燃物のほぼ全量を焼却するに至っている。近年では、埋立処分さ

れる廃棄物の約 9 割を焼却残渣が占めている。一方、最終処分容量の確保は難しく、最終処

分場の延命化のために、焼却残渣がセメント原料としての有効利用されているものの、焼却

残渣にはセメントの忌避物質である塩素が高濃度に含有されているため、効率的な塩素除去

技術が求められている。欧州においても、日本と同様、廃棄物の焼却処理が推進されており、

焼却灰の土木資材としての有効利用が行われている。米国においも、テネシー州、ペンシル

バニア州を始め、焼却処理が進んでいる地域においては、焼却灰を盛土材、埋戻し材として

利用している。 

焼却灰の循環資源化において求められる技術開発は、焼却灰中の未燃物の除去、篩選別に

よる粒度調整、鉄・アルミニウム等の高効率の有価金属回収である。排出直後の焼却灰は活
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性が高く性状が不安定であり、また、重金属、無機塩類が溶出しやすいことからエージング

による前処理技術開発も課題となっている。 

 

 

（３）注目動向 

［新たな技術動向］ 

近年、日本において、製品の形態特徴量からニューラルネットワークにより個体認識が可

能なソーティング技術（ARENNA ソータ 5)）が、世界に先駆けて開発された。また、その

後、フィンランドの ZenRobotics Ltd6)では、同様の思想に基づいた建設廃材の選別システム

を製品化している。旧来の単一検出から、3D 形状や画像等の複合的な形態特徴量に基づく

検出システムへ展開が進んでおり、廃製品を資源価値別に自動選別する技術の開発が、現実

味を帯びてきている。また、スイスの SELFRAG AG7)では、パルス電気粉砕による単体分離

を促進する装置の製品化に成功しており、日本でも同装置の性能評価が行われている 8)。単

体分離促進装置の開発は、まだ始まったばかりであり、今後、様々な形式の装置開発が期待

される。 

一方、集合選別は、新たな選別原理に基づく装置の発明は近年見られないものの、その制

御方法については、新たな手法の開発が始まっている。日本で開発された廃電子素子群から

タンタルコンデンサを回収する技術 9)において、世界で初めて、廃電子素子の物性情報に基

づく計算によって、装置スペックや装置運転条件の最適化を実現し、製品化した。従来の経

験制御では、集合選別装置の能力の一部しか利用できていなかったが、数値計算に基づく最

適化により、能力を最大限引き出すことにより、今後、革新的な選別精度の実現が期待され

る。 

イオン液体による新規分離剤の開発が行われている。常温で液体を呈するイオン液体は、

100 年ほど前からその存在は知られていたものの、工業的な利用が研究開発され始めたのは

ここ 20 年ほどのことである。ここ数年、従来とは異なる選択性を有する分離剤としての利

用研究が、計算科学との融合によって積極的に進められている。 

プラスチック材料のリサイクルでは、選別技術・再製品化技術が高度化し、スケールメリ

ットを活かしてコスト削減を図る試みが出てきている。フィードストックの熱分解法に関し

ては、プラスチック・木質バイオマス混合廃棄物を高付加価値化合物に転換する熱分解プロ

セス技術の開発 10)や、金属含有 PET から、有用なベンゼンを同時回収するプロセス技術開

発 11)が進んでいる。一方で、近年は混合プラスチックの分解触媒の開発が行われ 12) 、実社

会から排出される廃プラ実態に近い研究開発対象へと移行してきている。また、今後は炭素

繊維複合材料 13)のリサイクル問題に直面すると考えられる。炭素繊維強化プラスチック

（CFRP：Carbon-Fiber-Reinforced Plastic）のリサイクルに関しては、近年、熱分解法の他

に常圧溶解法 14)や超臨界・亜臨界流体を用いた CFRP リサイクル手法などの研究・技術開発 15)

が進められている。熱可塑性の CFRP も市場に投入されてきており、今後、新たな対応技術

が求められると考えられる。さらに、リサイクルの採算性を含めた検討や、リデュース・リ

ユースも含めた技術と社会のインタフェースの在り方も含めた研究 16)も求められる。 

一方、個別リサイクル法毎の技術動向を見ると、容器包装プラスチックでは、前処理工程

を見直し RCP（Rotary Channel Pump）を適用してリサイクル費用削減を図る技術・シス
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テム開発などが行われている。自動車リサイクルでは、軽く強度・寸法精度・導電性に優れ

た CFRP への部品適用が進むことが予測され、CFRP のリサイクル技術に対する研究・開発

を進める必要性も高まると考えられる。また、蛍光物質を特定成形品に微量に練り込むこと

でリサイクル時に高精度の自動選別が達成できる技術は、これまで赤外線・ラマン散乱光、

Ｘ線等で行ってきた光学選別の可能性を広げている。家電リサイクルでは、PP や ABS・PS

等高純度単一プラスチック選別技術の実用化が進められている。色彩選別の高度化による白

色 PP ペレットの製造の実現化や、シボ金型による異物隠蔽技術により意匠部品への混合プ

ラスチック由来のリサイクル材の意匠部品への導入が可能となってきている 17)。 

焼却残渣の処理については、セメント原料としての有効利用のため、高効率の塩素の除去

技術が求められている。難溶解性塩素であるフリーデル氏塩（3CaO･Al2O3･CaCl2･10H2O）

は、二酸化炭素、硫酸イオンによって分解され脱塩素される。新たな脱塩素技術として、二

酸化炭素のウルトラファインバブル（UFB）を用いた分解技術や焼却灰への薬剤（硫酸塩）

の添加による分解技術開発の取り組みがなされている。また、新たな取り組みとして、一般

廃棄物をセメント工場で受入れ、遊休キルンを改造したごみ資源化キルンで都市ごみ中の有

機物を好気性分解させた後、破砕・選別を行った上で、他のセメント原料とともにセメント

焼成キルンに投入し、高温で焼成するシステムが導入されている。 

 

［注目すべき国内外のプロジェクト］ 

米国エネルギー省（DOE）では、Critical Materials Institute を組織し、傘下の研究機関

のイノベーションハブとして 30 のプロジェクトを実施している。特にレアアース関連の製

錬・材料プロセスを中心に 2013 年から 5 年間で 150 億円規模の研究開発をしている 18)。ま

た、2016 年 6 月には、リサイクルやリユースに関する 70 億円規模の資金提供プログラム

REMADE （Reducing EMbodied-energy And Decreasing Emissions）を開始した 19)。 

EU では、欧州委員会における Horizon 2020 （2014～2020）の Resource Efficiency and 

Raw Materials 等に、多くのリサイクル関連プロジェクトが立ち上がっている 20)。廃製品別

の技術開発や流通情報網の構築など、各プロジェクトを合わせると 100 億円以上になると推

定される。一例を上げれば、ProSUM（Prospecting Secondary raw materials in the Urban 

mine and Mining waste）プロジェクト 21)では、2017 年までに廃家電等の希少金属データの

抽出法・分析法を開発し、Urban Mine Knowledge Database Platform （EU-UMKDP）を

作成する。また、開発中の他のデータベースと連携して、EU 内の動脈産業～静脈産業に至

る希少金属量やフローの可視化を目指している。EU では、技術開発もさることながら、規

準や政策決定に資する情報網構築に勢力が注がれているのが特徴である。 

日本では、文部科学省が「東北発素材技術先導プロジェクト」を実施中である。希少元素

高効率抽出技術領域 22)では、前述のパルス電気粉砕をはじめ、廃小型家電に対する選別や金

属抽出する技術を検討するとともに、計算科学、構造解析などの基礎的なアプローチから、

これらの技術開発の支援を行っている。また、NEDO では、エネルギー・環境新技術先導プ

ログラムの中で「動静脈産業連携による循環制御型資源再生技術」を 2016 年 1 月より実施

している 23)。製品の資源配慮設計や製品情報の利用と新規リサイクル技術を連携させるとと

もに、都市鉱山ポテンシャルや金属需要の推計・予測など都市鉱山の計画的な開発を実現す

ることで、多くの金属種に対する経済的な資源循環を目指している。産業技術総合研究所の
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SURE コンソーシアム 24)25)が核となって推進しており、今後の本格研究への発展が期待され

る。 

なお、NEDO では 2016 年度よりアジア省エネルギー型資源循環制度導入実証事業を実施

している。これは、リサイクルによる資源・エネルギーの安定供給および温室効果ガス削減

の達成に向け、アジア全体での省エネルギー型資源循環制度の実現を目指すため、相手国に

おいて適切な資源循環制度が構築されるよう、日本の自治体等が過去に実施してきた環境負

荷を低減させるノウハウ（政策ツールや技術・システムなど）を提供し、実証事業を通じて

その有効性を検証するものである。これにより相手国への資源循環に係る制度と技術の一体

的な導入を進める。同時に国内において、動脈産業側と静脈産業側が一体となった高度な資

源循環システムの構築を目指して、資源リサイクルの効率化・高度化を図る研究実証事業を

実施するものである 26)。 

プラスチックリサイクル関連では、PLA-PLUS プロジェクト（「平成 27 年度製品プラスチ

ックの効率的な回収・リサイクル方策に係る調査・実証業務」、日本環境設計（株）・環境省）

や、平成 27 年度容器包装における環境負荷低減効果等モデル実証事業・離島における小型

油化施設を用いた分別収集参加市町村の増加方策検討実証事業（環境省）、平成 28 年度バイ

オマスプラスチックの二酸化炭素削減効果及び信頼性等検証事業（環境省）などが行われた。 

また、最終処分量を最小化させるための焼却残渣の有効利用に関する注目すべき取り組み

として、二酸化炭素 UFB を用いた焼却残渣中の難溶解性塩素の分解（九州大学）、薬剤（硫

酸塩）による焼却残渣中の難溶解性塩素の分解（栗田工業）、遊休キルンを活用した生ごみの

処理とセメント原料化（太平洋セメント）、焼却灰の分級による高効率の金属回収（デンマー

ク・AFATEK 社）、焼却灰からの水素ガス回収と回収残渣のセメント原料化（九州大学）な

どの研究がなされている。 

 

 

（４）科学技術的課題 

［課題（ボトルネック）］ 

「質のリサイクル」を経済ベースで確立するには、化学分離工程の前に、低コストで一次濃

縮可能な物理選別で、どこまで濃縮できるかが鍵となる。しかし、物理選別プロセスは複雑

な個々の粒子物性に強く依存するため理論的解釈が困難であり、経験値に基づく操業が余儀

なくされている。混沌とした状態をなし変動が激しい廃製品群に対し、経験則に基づいてプ

ロセスや運転条件を常に最適に保つことは事実上不可能であり、現状では装置が本来持つ性

能が十分に発揮できていない。さらに、装置の理想的な機構についても理論的解釈が進んで

いないため、装置開発もその追求が十分にできていない状況にある。 

物理選別の高度化を実現する上で理論解釈の構築が特に重要なものは、粉砕工程での「単

体分離機構」と各種選別機内での「粒子運動（選別機構)」である。いずれも従来は、装置を

ブラックボックス化して、装置投入前後の産物状態を実験的に観察することで最適化が行わ

れてきた。しかし、実際には変動パラメータが非常に多く、実験結果と多くの仮定に基づい

て最適条件を推定してきたため、予測と実際の結果が合わない、再現性が乏しいなどの状況

が日常的に発生していた。このため、学術的にも、粉砕や選別の予測結果は、確率的に発生

するものとして曖昧さを残していた。しかし、これらの精緻な理論解釈が進めば、確率が何



研究開発の俯瞰報告書 

環境分野（2017年） 

 

 

 
CRDS-FY2016-FR-03 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

290 

によって支配されるかが明らかになり、確率を制御することで、物理選別工程の精度が格段

に向上することが期待できる。 

プラスチックのリサイクルでは、徹底した異物除去・材料選別、熱履歴・経年劣化等によ

る物性低下への対応などが技術的課題としてあげられる 27)。しかし、多層性フィルムなど材

料リサイクルには適さない 28)製品が次々と出現しているため、材料リサイクルの技術的課題

を補完するフィードストックリサイクル技術の開発が必要である。また、フィードストック

リサイクルの熱分解技術に関しては、PVC や PET が含有した複合プラスチックの熱分解法

における課題が残存している。PET は熱分解で TPA（テレフタル酸）や安息香酸等の昇華性

物質を生成するため、機器や配管等の腐食と閉塞の原因となり 29) 、PVC については、熱分

解の過程で脱離した塩化水素ガスが塩酸となるため、機器・配管の腐食の原因になる 30)ばか

りでなく、他のプラスチックと混合することで、有機塩素化合物を生成し、生成物の品質が

低下する課題もある 。フィードストックリサイクル技術においても、プラスチック製品の多

様化・高機能化に対応する技術開発研究が欠かせない状況にある。 

焼却残渣については、その利用に伴う地盤の土質力学特性の解明、環境影響評価、長期的

な化学鉱物学的な性状の変化と有害重金属の挙動の解明などが課題となる。また、セメント

原料としての利用については、セメントの忌避物質である焼却残渣中の塩素、クロニウム、

ステンレスの制御が課題である。焼却残渣からの有用金属の回収、水素ガスの回収によって、

いっそう、セメント原料としての利用は促進されると考えられる。 

 

［今後取組むべき研究テーマ］ 

これまで、粉砕機内の「単体分離機構」と各種選別機内の「選別機構」の理論解釈は、世

界的に見ても十分に発展してきたとは言い難い。予測精度の高い「単体分離機構」と「選別

機構」の理論を体系化できれば、対象物に応じた合理的な最適化手法を確立できる。また、

その理論を応用すれば未踏の装置開発を短期間に実現することも可能となるであろう。この

様な思想は、世界的にもいまだ着手されておらず、日本が世界に先駆けて上記理論の体系化

を実現できれば、都市鉱山のみならず、広く難処理未利用資源の開発手段を独占的に獲得で

きることを意味し、日本の資源開発を優位に展開することが可能となる。 

また、新規に都市鉱山向けの製錬設備を立ち上げることも構想の一つとして考えられる。

白金属元素などの貴金属元素は高価であり、その設備投資の回収も比較的容易であり、都市

鉱山に特化したプロセスが、実際に操業されている（ローズ法）。しかし、貴金属以外の元素

では、現時点で都市鉱山資源に特化した製錬は行われていない。今後、リサイクルの社会シ

ステムが成熟し、効率的な製品の解体分離技術が発展すれば、目的成分を多く含む部品を集

積できるようになり、これら成分に適した高効率・省エネルギーの製錬法の開発の必要が生

じると予想される。 

プラスチックリサイクルの今後取り組むべき研究テーマとしては、熱分解プロセスにおい

て有害物質の発生を抑制する技術開発、有害物質の分解・無害化技術開発があげられる。一

方 CFRP の自動車部品適用拡大に伴い、CFRP リサイクル技術の高度化が必要であるととも

に、将来的にはカーボンニュートラルの観点からバイオ FRP リサイクル技術の研究・開発の

必要性も高まると考えられる。 

さらに、日本の焼却処理においては、エネルギー回収（waste to energy）に留まらず、廃
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棄物より土木資材（粒状骨材）、土木建築資材の 3 要素（セメント、鉄、ガラス）の一つであ

るセメント原料の生産のための焼却（waste to materials）へと転換を図ることが望まれる。

そのための原料たる焼却対象廃棄物性状の改質、燃焼制御、焼却残渣排出時の改質技術の開

発に取り組むことが求められる。 

 

 

（５）政策的課題 

リサイクルにおいて、技術と制度は両輪であり、一方だけでは資源循環は成立しない。従

来は、制度の網羅性を担保するため、現有技術の底辺に合わせた制度が構築されてきた。こ

れは、日本のリサイクルが、極めて多くの中小工場により支えられてきたことにも起因する。

近未来の日本の高度なリサイクル技術を最大限に活用するには、1.高度な技術の普及（教育・

啓発)、2.高い技術に基づく制度の制定、3.都市鉱山ポテンシャルや資源の需要予測に基づい

た戦略的・計画的な都市鉱山の運用など、政策面が担う役割も極めて重要である。特にこれ

までは、発生した廃製品を静脈産業が個別かつ非制御的に再資源化する構図が主体であった

ため、時々の資源相場に強く影響され、安定的な再生資源の供給が困難な面があった。戦略

的な都市鉱山開発においては、動脈産業と静脈産業が密に連携し、国内の資源循環をコント

ロールしてゆく体制を整えることが必要となる。 

一方、国内で生産される製品の多くは海外に輸出されるため、国内都市鉱山だけを開発し

たのでは、需要の一部しか賄うことができない。日本製品の市場は世界であり、海外で発生

した廃製品をどのようにハンドリングしてゆくかは、大きな課題である。各国における廃棄

物処理の法律や文化、あるいはバーゼル条約による廃棄物移動の制約などを、どのように解

決してゆくかの議論も重要となる。 

プラスチックリサイクルに関しては、「容器包装リサイクル法」、「自動車リサイクル法」、

「家電リサイクル法」等それぞれの個別リサイクル法の枠組みの中で対応しているのが現状で

ある。しかし効率性の観点からは、個別リサイクル法の枠組みを超えたリサイクルシステム

の適用が望ましい場合も考えられる。国は「素材別リサイクル戦略マップ策定に向けた調査・

検討」を始めたところではあるが、金属同様に動脈・静脈を含めた物質フロー、コスト（回

収・輸送・処理）、静脈産業インフラ、等を含めて効率的な社会システムのあり方、その実現

のための法規制のあり方について検討を急ぐべきである。一方、リサイクル効率を高めるた

めの技術適用の側面からの検討も進めるべきである。 

都市鉱山と同様、日々、排出される焼却残渣、さらに過去に最終処分された膨大な量の焼

却残渣より鉱物資源を回収する取り組みが求められる。最終処分される廃棄物が極小化され、

焼却残渣中の枯渇性資源が徹底して循環利用される持続型社会の構築が急がれる。 

 

 

（６）キーワード 

都市鉱山、物理選別、中間処理技術、希少金属、資源循環、廃棄物処理、プラスチックリサ

イクル、フィードストックリサイクル、熱分解法、ハロゲン化物、窒素含有プラスチック、

CFRP、焼却残渣、最終処分、土木資材、セメント原料、高効率金属回収、水素ガス回収 
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（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ → 

 国としては高いポテンシャルは有しているが、かつての技術者の高齢
化、研究者人口の減少などもあり、研究分野の再興が急務の課題。 

 プラスチックリサイクルに関して 1990 年代より先進的技術開発に向け
た基礎研究が継続的に行われている。フィードストックリサイクルに関
しては既存の技術では再資源化が不可能であった混合廃プラの分解に
関するメカニズム解明のための嚆矢となる基礎研究が行われている。し
かし、製品として社会に投入されるプラスチックの多様化・高機能化の
速度があまりにも速いため、成果が表面化しにくい側面もある。 

 焼却残渣の循環資源化に関する基礎研究は、1990 年代後半より継続的
に行われている。コンクリートの骨材、焼却灰の道路路盤材への有効利
用に関する基礎研究や焼却灰のセメント原料のための脱塩素の研究が
なされている。関連して土石系資材のマテリアルフロー研究や有効利用
に関する基準策定に向けた取り組みが近年、始まっている。 

応用研究・
開発 

○ → 

 個別製品に対するレアメタルリサイクル技術（方法）は世界トップクラ
ス。ただし、欧州開発装置をベースにしている技術や輸入品の導入が多
く、オリジナル装置の開発は限定的。また、中小工場が多いため、装置
単位での導入が主体であり、大規模・集約的な選別システムや、プラン
トエンジアリングに関しては未成熟の段階。 

 プラスチックリサイクルに関しては、高機能選別機・破砕機の導入が進
んでいる。日本のリサイクル産業は欧米に比べて中小規模の企業が多く
スケールメリットが得にくい構造であったが、その見直しの展望も出て
きた 31)。 

 セメントの原料としての有効利用で、多くのセメント企業が焼却灰の洗
浄技術、塩素バイパスの開発を行っている。環境プラントメーカにおい
ても、焼却残渣から高効率の塩素除去技術の取り組みを行っている。遊
休キルンを用いた生ごみからセメント原料化の技術開発もなされてい
る。 

米国 

基礎研究 ○ → 

 世界トップの鉱山向け粉砕・選別技術を有し、国としてのポテンシャル
は極めて高い。ただし、都市鉱山向け技術開発の研究者人口は少なく、
Critical Materials Institute18)でも、粉砕・選別技術の開発は盛んでは
ない。 

 日本の一般廃棄物にあたる MSW（Municipal Solid Waste）において
プラスチックの材料リサイクル率は 8.8％に留まる 32)ものの、プラスチ
ックリサイクルに関する基礎研究は 1980 年代後半から行われており、
研究の蓄積がある。 

応用研究・
開発 

△ → 

 大規模集約的な中間処理が主体であり、水準技術によって「量のリサイ
クル」を実施している。新規技術開発は必ずしも盛んではないが、光学
選別に高い技術力を有する装置メーカが少数存在する 33)。今後、リサ
イクル関連装置の市場が拡大すると台頭する可能性がある。 

 廃プラを原料とした油化（PTF：plastics-to-fuel）施設の導入が進んで
いる。現段階ではその成果は不明だが、2015‐2016 年にかけても複数
の施設の建設計画がある 34)。 

欧州 基礎研究 ◎ ↗ 

 世界トップの鉱山向け粉砕・選別技術を有し、国にとしてのポテンシャ
ルは極めて高い。また、ドイツ、スウェーデン等を中心に、野心的な研
究開発も進められている。中性子線 35)やテラヘルツ波 36)を利用した選
別技術の研究は他の追随を許さない。レアメタルリサイクルでは、日本
が優位にあるが、都市鉱山向け粉砕・選別の研究レベルは世界トップク
ラス。 

 一方、埋立処理政策に対する国のスタンスによりリサイクルの現状に大
きな差異が存在する 37)。プラスチックリサイクルに関してはドイツ、
英国、イタリア、スペインにおいて基礎研究が盛んに行われ、特にドイ
ツ、イタリアでは 2010年以降研究文献数の増加傾向が顕著にみられる。 

 都市ごみ焼却残渣の無害・安定化方法として、最低 3 か月間のエージン
グ処理を施すなど、焼却残渣の有効利用に伴う環境影響および環境負荷
低減のための基礎的な研究がなされている。また、金属、貴金属、非鉄
金属を高純度で回収するための破砕、分級、選別、回収の各技術の基礎
的研究が活発である。 
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応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 大規模集約的な中間処理が主体である。現状、「量のリサイクル」に視
点があるが「質のリサイクル」へ移行可能な技術ポテンシャルを有して
いる。特に個別選別技術（ソーティング技術）の開発は盛んであり世界
トップの水準にある。最新の機械学習を用いた選別技術の研究開発も進
められている 38)39)。集合選別技術は他国と大差ないが、これらをシス
テム化するプラントエンジアリングに優れており、選別システム単位で
の販売が盛んである。 

 リサイクルメジャーの進出や買収により企業の集約化が進む。高度で大
規模な選別技術により高い品質の材料リサイクルが実現している 40)。 

中国 

基礎研究 ○ ↗ 

 現状の技術水準は決して高くないが、集約的な研究開発が進められてお
り、諸外国の技術の分析・導入が進められている。 

 2000 年代後半からプラスチックリサイクルに関する基礎研究が増えて
きており、2008 年頃から研究文献数が急増している。近年 WEEE や自
動車リサイクルに関連したプラスチックリサイクルに関する基礎研究
も見られる。 

応用研究・
開発 

△ ↗ 

 手作業による人海戦術的手法が主体であったが、近年、機械化が進めら
れている。多くは先進国製の模倣品であることが多いが、ここ数年、関
連特許の出願数が急増している。 

 「循環経済政策」に伴い産業区などで大規模なリサイクルインフラ整備
が行われている一方で、国内からの循環資源としての廃プラ確保が課題
である 41)。また現状としては選別効率も低く再生資源の品質も高くな
い 42)。 

 焼却残渣は、道路路盤材、セメント原料、コンクリート二次製品への利
用が活発である。 

韓国 

基礎研究 △ → 

 現状の技術水準は決して高くないが、日本との交流も深く、国立機関に
よる集約的研究体制の整備は日本よりも進んでいる。 

 プラスチックリサイクルに関する基礎研究は低調である。 
 焼却残渣の有効利用動向は、法律上、リサイクルが制限されていること
からリサイクル施設も少なく、あまり有効利用されていない。 

応用研究・
開発 

△ → 

 諸外国の技術導入により、先進国と同水準の中間処理を実施。また、こ
こ数年、関連特許の出願数が急増している。 

 自動車リサイクルでバンパーリサイクル技術成果が見られるが、その他
特筆すべき事項が見当たらない。 

（註1）フェーズ 

基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

 

（註2）現状 ※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価である。 

◎ 特に顕著な活動・成果が見えている、 ○ 顕著な活動・成果が見えている 

△ 顕著な活動・成果が見えていない、 × 活動・成果がほとんど見えていない 

 

（註3）トレンド 

↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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研究開発の俯瞰報告書 

環境分野（2017年） 

 

 

 
CRDS-FY2016-FR-03 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

294 

pp.48～54、2016 

 日本環境衛生施設工業会：欧州における都市ごみ焼却残さの土木資材化による有効利用の現地調

査業務報告書、2015 

1)  Plastics Europe “Plastics – the Facts 2014/2015 An analysis of European plastics production, 

demand and waste data” 

2)  U.S. Environmental Protection Agency(1974) “Resource and Environmental Profile Analysis 

of Nine Beverage Container Alternatives” 

3)  吉岡敏明・熊谷将吾（2014）「プラスチックの化学原燃料化に関する研究動向」化学経済,61

（8）,pp.51-61 

4)  Okuwaki,A;Yoshioka,T;Asai,M;Tachibana,H;Wakai,K;Tada,K.(2006)“The Liquefaction of 

Plastic Containers and Packaging in Japan”,Feedstock Recycling and Pyroysis of Waste 

Plastics,pp.665-708 

5)  古屋仲茂樹・小林賢一郎・大木達也、アリーナ（ARENNA）ソータによる廃携帯電話製品の選

別 https://staff.aist.go.jp/s-koyanaka/ARENNA.pdf 

6)  ZenRobotics http://zenrobotics.com/ja/ 

7)  SELFRAG http://selectivefragmentation.com/index.php 

8)  東北大学 希少元素高効率抽出技術領域 平成 24 年度の成果 

http://tohoku-timt.net/rare-elements/achievements.html 

9)  産業技術総合研究所、廃プリント基板からタンタルコンデンサーなどの電子素子を種類別に回

収－都市鉱山からのレアメタルリサイクルを実現する高精度選別機－、2012/05/17 

http://www.aist.go.jp/aist_j/press_release/pr2012/pr20120517/pr20120517.html 

10)  Shogo Kumagai,Jon Alvarez,Paula H. Blanco,Chunfei Wu,Toshiaki Yoshioka,Martin 

Olazar,Paul T.Williams(2015)“Novel Ni-Mg-Al-Ca catalyst for enhanced hydrogen produc-

tion for the pyrolysis-gasification of a biomass/plastic mixture”Journal of Analytical and 

Applied Pyrolysis,113,pp.15-21 

11)  Shogo Kumagai,Guido Grause,Tomohito Kameda,Toshiaki Yoshioka(2015)“Simultaneous 

Recovery of Benzene-Rich Oil and Metals by Steam Pyrolysis of Metal-Poly(ethylene ter-

ephthalate)Composite Waste”Environmental Science & Technolo-

gy,Vol.48,No.6.pp.3430-3437 

12)  上道芳夫（2014）「プラスチックリサイクル触媒の開発と新しいケミカルリサイクルシステムの

構築」PETROTECH,37(9),pp.683-686 

13)  山口晃司（2013）「炭素繊維ならびに CFRP について‐炭素繊維の構造や CFRP の力学特性と

用途」プラスチックリサイクル化学研究会講演会資料『CFRP のリサイクル技術の最前

線』,pp.119-138 

14)  柴田勝司（2013）「常圧溶解法による CFRP リサイクル技術」プラスチックリサイクル 

15)  岡島いづみ（2013）「超臨界・亜臨界流体を用いる CFRP のリサイクル」プラスチックリサイ

クル化学研究会講演会資料『CFRP のリサイクル技術の最前線』,pp.79-102 

16)  A.Herrmann,T.Witte(2015)8th International Symposium on Feedstock Recycling of Poly-

meric Materials Book of Abstracts,p.16 

17)  井関康人（2015）「家電破砕混合プラスチック選別技術と自己循環リサイクルの進展」成形加工

https://staff.aist.go.jp/s-koyanaka/ARENNA.pdf
http://zenrobotics.com/ja/
http://selectivefragmentation.com/index.php
http://tohoku-timt.net/rare-elements/achievements.html
http://www.aist.go.jp/aist_j/press_release/pr2012/pr20120517/pr20120517.html


研究開発の俯瞰報告書 

環境分野（2017年） 

 

 

 
CRDS-FY2016-FR-03 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

295 

俯
瞰
区
分
と
研
究
開
発
領
域 

循
環
型
社
会
区
分 

27（12）pp.503-506 

18)  The Ames Laboratory for USDOE, The Critical Materials Institute  

https://cmi.ameslab.gov/ 

19)  USDOE , REMADE  

https://www.manufacturing.gov/doe-foa-clean-energy-manufacturing-innovation-institute-for-

reducing-embodied-energy-and-decreasing-emissions-remade-in-materials-manufacturing/ 

20)  Horizon2020, Climate Action, Environment, Resource Efficiency and Raw Materials  

https://ec.europa.eu/programmes/horizon2020/en/h2020-section/climate-action-environment

-resource-efficiency-and-raw-materials 

21)  ProSUM project  http://www.prosumproject.eu/ 

22)  東北発素材技術先導プロジェクト 希少元素高効率抽出技術領域 

http://tohoku-timt.net/rare-elements/ 

23)  NEDO 平成２７年度エネルギー・環境新技術先導プログラム 第２回公募採択テーマ一覧 

http://www.nedo.go.jp/content/100769336.pdf 

24)  産業技術総合研究所 SURE コンソーシアム 

https://unit.aist.go.jp/emri/sure/cons.html 

25)  産業技術総合研究所 戦略的都市鉱山研究拠点（SURE） 

https://unit.aist.go.jp/emri/sure/project.html 

26)  NEDO「アジア省エネルギー型資源循環制度導入実証事業」に係る公募について、平成 28 年 3

月 31 日 http://www.nedo.go.jp/koubo/EV2_100125.html 

27)  植田知美・中瀬道行（2013）「サステナブルな社会の実現とプラスチックの役割‐プラスチッ

クが演出するグリーンイノベーション‐」プラスチックエージ 2013.10, 

28)  一般社団法人プラスチック循環利用協会（2015）p.9 

29)  社団法人プラスチック処理促進協会（1995）「廃プラスチック類の熱分解油化の事例（技術及

びその経済性の調査）」 

30)  福島正明他（2011）「外熱式ロータリーキルンを使用した容器包装廃プラスチックの熱分解技

術の開発」廃棄物資源循環学会論文誌,Vol.22,No.2,p.114 

31)  林孝昌（ 2015 ）「日本のリサイクルビジネスの将来展望」廃棄物資源循環学会

誌,Vol.26,No.6,pp.440-448 

32)  EPA(2014)“Municipal Solid Waste Generation, Recycling, and Disposal in the United States 

Tables and Figures for 2012” 

33)  http://www.magsep.com/ 

34)  The American Chemistry Council(2015)“2015 Plastics-to-Fuel Project Developer’s Guide” 

35)  M. Hirsch, et al., Online Prompt Gamma Neutron Activation Analysis for the Characteriza-

tion of Raw Materials, Proceedings of 7th Sensor-Based Sorting & Control 2016, Aahen, 

2016 

36)  C. Brand., et al., Soritng of brack plastics using statistical pattern recognition on terahertz 

frequency domain data, Proceedings of 7th Sensor-Based Sorting & Control 2016, Aahen, 

2016 

37)  Plastics Europe“Plastics-the Facts 2015 An analysis of European plastics produc-

https://cmi.ameslab.gov/
https://www.manufacturing.gov/doe-foa-clean-energy-manufacturing-innovation-institute-for-reducing-embodied-energy-and-decreasing-emissions-remade-in-materials-manufacturing/
https://www.manufacturing.gov/doe-foa-clean-energy-manufacturing-innovation-institute-for-reducing-embodied-energy-and-decreasing-emissions-remade-in-materials-manufacturing/
https://ec.europa.eu/programmes/horizon2020/en/h2020-section/climate-action-environment-resource-efficiency-and-raw-materials
https://ec.europa.eu/programmes/horizon2020/en/h2020-section/climate-action-environment-resource-efficiency-and-raw-materials
http://www.prosumproject.eu/
http://tohoku-timt.net/rare-elements/
http://www.nedo.go.jp/content/100769336.pdf
https://unit.aist.go.jp/emri/sure/cons.html
https://unit.aist.go.jp/emri/sure/project.html
http://www.nedo.go.jp/koubo/EV2_100125.html
http://www.magsep.com/


研究開発の俯瞰報告書 

環境分野（2017年） 

 

 

 
CRDS-FY2016-FR-03 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

296 

tion,demand and waste data” 

38)  T. J. Lukka, et al.,Zenrobotics Recycler–Robitic Sorting unsig Machine Laering, Proceedings 

of Sensor-Based Sorting 2014, Aahen, 2014 

39)  H. E. Melin, Data Driven Recycling of End-of-Life Electronics, Proceedings of Going Green – 

Care Innovation 2014, Vienna, 2014 

40)  浅川薫（2015）「欧州、ドイツと日本におけるプラスチック製容器包装のリサイクル」廃棄物

資源循環学会誌,Vol.26,No.4,pp.275-282 

41)  ㈱NTT データ経営研究所「中国天津市における廃プラスチックのマテリアルリサイクル事業報

告書」平成 25 年 3 月 

42)  Chen Qinghua(2015)“China Recycle Plastics Industry High Value Utilization Technology 

Trend and Innovation Development Mode Research”2015 The 3rd Global Meeting of World 

Plastics Council & the 11th China International Forum on Development of Plastics Industry 

 



研究開発の俯瞰報告書 

環境分野（2017年） 

 

 

 
CRDS-FY2016-FR-03 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

297 

俯
瞰
区
分
と
研
究
開
発
領
域 

循
環
型
社
会
区
分 

３.４.４ 資源・生産・消費管理 

 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 

製品やサービスの全ライフサイクルについて、環境負荷や影響を把握・低減するための評

価・管理技術に関する研究開発領域である。データベースの構築およびライフサイクルアセ

スメント（LCA：Life Cycle Assessment）、物質フロー分析（MFA：Material Flow Analysis）、

物質ストック・フロー分析（MSFA：Material Stock / Flow Analysis）などが該当する。 

 

 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の研究開発動向 

［意義］ 

資源には枯渇性資源（化石資源や鉱物資源など）と再生可能資源（自然資源など）がある

が、多種の資源を複雑に利活用することで製品の製造や消費、サービス、日常の社会活動を

行っている。複雑かつ拡大化するサプライチェーンにおいて、適切に資源・生産・消費を管

理するためには、俯瞰的な視野における全体の可視化と、科学的な分析手法によるフローや

ストックの定量化が必須である。手法としては、上記の LCA、MFA、MSFA などがある。

これらは、資源・生産・消費のそれぞれのフェーズを含み対象地域における物質の流れを表

すものであるが、なかでも LCA やその基礎的な考え方であるライフサイクル思考は、製品

のライフサイクル全体を対象とした環境負荷や社会的影響、コストの定量的分析を行う手法

として開発され、国内外で利用されている。また、MFA は、国や地域のすべての物質（もし

くは特定物質）の流れに着目して、投入・生産・消費・蓄積・排出・リサイクル・廃棄とい

った流れ分析するものであり、自然資源の利用と人間活動との関わりを客観的かつ経年的に

表すこと、社会経済指標と比較することで社会の状況を様々な視点から分析・評価すること

が可能である。このような分析と可視化、共有、判断により資源や環境負荷の持続性を高め、

生産や消費を管理することができるようになるため、これらの方法論やデータベースの開発

と構築など、当該領域における研究開発の必要性はさらに高まっている。 

 

［動向（歴史）］ 

ライフサイクル視点で資源消費・環境負荷排出を考えるようになった研究は、1969 年にコ

カ・コーラ社が米国のミッドウエスト研究所に委託して実施した飲料用容器の比較とされて

いる 1)。その後、1980 年代には「エコバランス」の名称が用いられ同様に製品・社会システ

ムの要求する資源の流れ、環境負荷排出を測る研究が進められてきた。同時期に、英国の

Bousted らが中心となって LCA 評価のための原単位データベースが開発されはじめた。オ

ランダのライデン大学環境科学センター（CML：Centre of Environmental Science, Leiden 

University）は、1992 年にライフサイクルインパクト（影響）評価でその後広く利用される

特性化係数について示した“Life Cycle Assessment of Products”という報告書を発表し、現在

の影響評価の枠組みの基礎となっている。スウェーデン環境研究所は EPS（Environmental 

Priority Strategies for Product Design）と呼ばれる環境影響評価システムを開発し、広く利

用された。スイスでは、スイス連邦内務省環境局（BUWAL：Bundesamt für Umwelt）が

容器包装に使われる素材についてエネルギー消費量や環境負荷についてまとめている。1991
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年には環境毒物化学会（SETAC：Society of Environemntal Toxicology and Chemistry）が

LCA の方法論を発表し、世界的な LCA ソフトウェア SimaPro が発売されている。その後、

欧州では Eco-Indicator95 が発表され、環境影響の統合化手法が公開され、LCA を実行する

ための手法群が開発された。1998 年には日本において LCA 国家プロジェクトが開始され、

国産のデータベースの開発が進められるようになった。 

国連では、UNEP-IRP（国際資源パネル）を中心にデカップリング 2)や資源効率性 3)の議

論・研究が進んでおり、日本の研究者も中心的役割を果たしている。2011 年には、社会にお

ける資源消費量を推計し経済活動と資源消費量・環境負荷排出量の正の関連があった流れを

「デカップリング」する必要性が指摘された 4)。経済成長と資源消費との乖離状況（デカップ

リング度）を計測するためには、物質フローの定量化および分析・評価が不可欠となってい

る。一方、物質ストックにも着目した定量化や評価手法の議論も増えている。 

なお、物質フロー分析は、低炭素社会、循環型社会、自然共生型社会に対し、横串の役割

を果たせる可能性がある。投入資源を確保するために利用した自然環境の量も「隠れたフロ

ー（HMF：Hidden Material Flow）」として表すことが出来る。鉱物資源に関する HMF は、

物質・材料研究機構、国立環境研究所、東北大学を中心とするグループにより詳細なデータ

ベースが構築されている。 

2016 年現在においては、各国で LCA データベースや影響評価手法の開発がなされ、利用

可能な状態となっている。日本国内においては日本 LCA 学会が 2005 年に設立され、日本

LCA 学会誌や年に 1 回の研究発表会で研究発信を行っている。産業技術総合研究所において

は、被害算定型環境影響評価手法（LIME： Life -cycle Impact assessment Method based on 

Endpoint modeling）の開発も進められている。SETAC は現在も SETAC Europe、North 

America、Latin America、Africa、Asia/Pacific といった地域ごとに研究会を開催し、学側・

産側からの環境影響評価に関する報告や方法論の開発、議論が続けられている。 

 

 

（３）注目動向 

［新たな技術動向］ 

近年、LCA に関しては、基礎的な方法論の深化とともに、応用研究・開発の推進が積極的

に進められている。LCA の適用先としては大きく、（A）製品レベル LCA、（B）組織の LCA、

（C）消費者/ライフスタイルの LCA、（D）国の LCA、をあげることができる 5)。いずれの適

用先においても、LCA の基本的なステップである、目的および調査範囲の設定、ライフサイ

クルインベントリ分析（LCI）、ライフサイクル影響評価（LCIA）、その統合化、およびライ

フサイクル解釈における方法論の深化が不可欠である。例えば、目的および調査範囲の設定

においては、高機能化する ICT 技術の評価などにおいて、機能単位の設定方法が複雑になり

つつある。インベントリ分析においては、食料＋バイオマスや木材＋バイオマス・エネルギ

ーなど、植物資源由来の製品製造プロセスなどで、複数製品を生産する工場における環境負

荷の配分問題がさらに複雑化している。こうした中、環境情報を開示するための規格の整備

も進んでいる。ISO14072 ‎6)では組織の LCA に関する方法論がまとめられており、GHG の

見える化‎7)における各 Scope に合わせた定量化のガイドラインとして参考とすることができ

るようになった。定量化した情報の開示方法の 1 つとして、フットプリントがあるが、これ
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についても、ISO14067 においてカーボンフットプリント（CFP）‎8)、ISO14046 においてウ

ォーターフットプリント（WFP）‎9)などが規格化されている。これらの規格により、情報の

開示における要件が定義され、フットプリントの算定を行い開示した際に算定方法による不

公平が発生しにくくなったといえる。 

このような規格化の流れは、基礎的な LCA に関する研究が基になり手順が策定されてい

るといえるが、前述の ISO14067、ISO14046 に加えて ISO14040 シリーズにより規格化が

行われたことにより、今度は規格に則った定量化と実態のかい離や、理想的な評価と意思決

定の関係に関する研究開発が世界的に進められていくことが想像できる。例えば、フットプ

リントに関しては、すでにカーボンや水以外のフットプリントについても提案や算定の取組

が進められている。欧州委員会は温室効果ガス以外の指標も考慮した「製品の環境フットプ

リント（PEF）」と「組織の環境フットプリント（OEF）」に関する方法論の開発に着手し、

2013年 4月にその最終版を発行している‎10)。Global Footprint Networkは、各国のEcological 

Wealth の一側面として Ecological Footprint を算定し、Web 上にて公開・更新している‎11)。

その他、様々な国においてコンソーシアムや算定のためのガイドラインが策定されてきてい

る‎12)。 

 

［注目すべき国内外のプロジェクト］ 

これまでマテリアルフロー・ストック分析について Yale U.の Prof. Graedel らのグループ

が多くの研究出力を生み出してきた。日本においては、国立環境研究所、東北大学、東京大

学をはじめとして、ベースメタル（鉄、アルミ、銅）13)-17)、稀少金属・戦略物質のマテリア

ルフロー・ストック分析が行われてきた 18)-21)。また建築・土木構造物に着目をしたストック

分析は名古屋大学、立命館大学の研究グループが多くの研究出力を生んでいる 22)-24)。近年、

LCA 研究をベースとした資源消費に関わるフットプリント研究が盛んであり、水 25)-27)、炭

素 28)の他に、窒素 29)等に踏み込んだ研究もなされている。 

また環境産業連関分析（EIOA：Environmental Input-Output Analysis または EEIO：

Environmentally Extended Input-Output）による解析も活発に行われている。特に多地域

産業連関分析モデルの手法を世界大に適用して、ある国の産業活動が引き起こす貿易を介し

た他国における環境負荷排出量の推計や、土地改変や水消費等の環境影響についての解析結

果が多数報告されてきている。国際貿易に体化された全球的環境フットプリント研究：国際

貿易を通じた全球的投入・産業連関モデル、MRIO（Multi-regional Input-Output Model）

が、EU（EXIOPOL,CREEA, WIOD）と豪州（Eora）を中心とした大規模プロジェクトで

開発されている 30)-34)。日本においては国立環境研究所を中心とした研究グループによる

GLIO モデルによる解析が行われている 35)-37)。特に、豪州グループは初めて大規模な産業連

関データを用いて、サプライチェーンを通じた資源利用と生物多様性への影響の解析を行っ

た 38)。 

また資源供給側の Criticality に関わる研究が着目されており、Yale U.のグループによる

積極的な研究報告が行われており 39)-43)、国内では産業総合研究所 畑山らによる研究報告が

なされている 44)。 

また、2015 年 9 月 25 日の「持続可能な開発サミット」で採択された「持続可能な開発の

ための 2030 アジェンダ」の中には、17 個の持続可能な開発目標（SDGs）が含まれている‎45)‎46)。
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今後、持続可能性に関わる国際的なプロジェクトや SDGs に関する定量化手法、ケーススタ

ディなどといった研究が行われていくことが予想され、注目すべきといえる。 

 

 

（４）科学技術的課題 

［課題（ボトルネック）］ 

複雑かつ多様化する資源、生産、消費の形態に対して、定量的な分析を行っていくために

は、複雑なシステムを簡易に扱える方法と、多面的な分析を解釈可能な形に変換する方法が

必要になる。複雑なシステムを、科学的正確性を失わないように、簡易に扱うためには、方

法論の考案だけでなく、多種多様なケーススタディを実施し、その結果を共有していくこと

が必要となる。しかし、サプライチェーンや製品製造プロセスシステムの技術情報を共有す

ることは必ずしも容易ではなく、常にデータの守秘性と秘匿化を考慮しなければならない。

他方、GDP とエネルギー消費がデカップリングしていることが明らかになっているように、

必ずしも、サプライチェーンで消費するエネルギーや排出する環境負荷がコストに結び付い

ているとは限らないことは明らかである。ライフサイクル情報の公開と技術の優位性との関

係を明らかにしていくことが、今後のさらなる研究開発には必要と考えられる。その上で、

複雑なシステムを簡易に扱える方法の開発が必要といえる。任意の製品、技術、プロセスシ

ステムに対し、複数のデータ、複数の手法による解析を行うケーススタディを行い、方法論

を構築していくことが望まれる。 

多面的な分析を解釈可能な形に変換する方法については、上述の SDGs をはじめとする、

国際的な動きに留意しながら進めることが必要といえる。環境影響の定量化方法には様々な

ものが存在するが、近年、コンセンサスモデルの策定に関する研究が始まっている。日本か

らも研究者が参加しているが、こうした国際的な影響評価手法の開発と規格化における日本

の貢献が、今後の方法論開発においては必要なネットワークといえる。 

ただ、積み上げ型のマテリアルフロー・ストック研究には技術的にはある程度確立してき

ており、近年は、サプライチェーンを通じた資源利用とそれによって引き起こされる環境・

社会影響についての解析に関する社会的要請が強まってきている。環境負荷発生や資源フロ

ーに関する情報は多くの場合、国レベルの解像度で整備されている。しかしながら一方で、

環境・社会影響や、資源調達に関わる安定性（Criticality）に言及しようとすると、国レベ

ルよりも詳細な解像度が求められる。これらの解像度の違いを埋めるステップは困難な課題

となっている。 

サプライチェーンを通じた資源の流れを解析する手法の一つとして EIOA による輸出入を

考慮した環境負荷原単位の算定、地球規模での地域的な影響評価への展開が進められている

が、地球規模のサプライチェーンのホットスポットを特定するという目的に対しては、地域

的な解像度や網羅性の点では発展途上である。 

 

［今後取組むべき研究テーマ］ 

上述のインベントリ分析手法や影響評価手法のように、LCA における定量化手法の開発に

加えて、LCA 結果を使う方法についても開発が必要といえる。一方、実際の意思決定におい

て LCA の結果だけが最終結果を左右することは珍しい。実際には経済性評価や社会性評価、
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安全評価など、資源、生産、消費における意思決定には様々な観点が考慮される。この中で

適切に環境情報が解釈されていくためには、実際の意思決定における環境情報の提示とその

結果のトレースが必要である。上述のインベントリ分析や影響評価と合わせて、ケーススタ

ディの実施と結果の詳細な共有を行う研究活動が必要といえる。 

また、GHG プロトコルの「スコープ 3 算定報告基準」や国際標準化機構（ISO）における

「組織の GHG 排出量の定量化および報告」など、組織に対して、直接的な環境負荷排出や間

接的なエネルギー起源の環境負荷排出だけでなく、原料・資源調達などサプライチェーンに

起因する環境負荷の算定および報告を求める動きが活発になってきている。国内経済の事業

継続・環境保全を目的とした地域規模、ならびに地球大の環境保全、資源調達の安定性、資

源安全保障の向上を目的とした地球規模、双方のレベルのサプライチェーンホットスポット

を特定する研究の発展が今後期待される。また、ライフサイクルを通じた環境影響を見る環

境 LCA（ELCA：Environmental LCA）の発展の一方で、人権、紛争、文化遺産なども含

め、多様な利害関係者に結びつく社会影響を見る社会 LCA（SLCA：Social LCA）について

はデータベースの構築、分析手法の確立ともに更なる拡張が期待される。 

加えて、物質ストックとも対象領域が広く、日本において統計データが充実しているとは

いえ、直接物質フローを計測してはいないため様々な推計手法を用いているのが現状である。

また、地域別（都道府県や都市レベル）の物質フローは、その重要性が認められつつも、統

計データ不足や推計の難しさ等からなかなか普及していない。国の環境政策の実現に向けて、

地域間で比較できる物質フローデータの整備が必要である。 

物質ストックについては、定量化に向けた研究が進行している段階であるが、物質フロー

同様にデータ不足を補う推計手法の確立が求められる。また、物質ストックの評価は、スト

ックによるサービスを利用している主体が多いため、非常に難しく、今後の研究の進展が望

まれる。 

 

 

（５）政策的課題 

稀少資源の消費増大に伴う環境・社会（水・土地改変・生物多様性損失、人権・文化遺産・

雇用）への影響は今後、革新技術の開発普及において注視しなければならない。しかしなが

ら希少資源の社会全体での流通把握が十分になされておらず、サプライチェーンを通じてど

のステークホルダーにどの程度の責任配分を行うべきかが見えにくい。稀少資源の調達に関

わる生物多様性への影響や、水資源の利用等のインパクト分析は地理情報との接続が求めら

れる。特に稀少資源利用に関わるインベントリデータベースの充実と、その調達先の地理情

報の充実において大きな課題がある。現在、分析を行うために十分な情報蓄積が行われてお

らず、拡散している専門家知識を集約・共有するためのプラットフォームが無いことは学術

的課題というより政策的課題といえる。 

また、物質フロー分析においては、物質フロー指標は環境政策に関連する指標として使わ

れてきたが、環境政策に留まらず社会、経済、産業、エネルギー等々を含む総合政策として

利用すべきである。そのためには、さらなる多分野融合型の研究プロジェクトが望まれる。

欧州では早い段階から社会科学分野の研究者が物質フロー分析を行い、EU や UN の資源戦

略にも貢献してきた。日本においても多くの学術分野で Interdicipulinary（学際的）な研究

が望まれて久しいが、本分野でもさらなる多分野融合型研究が必要である。また、物質スト
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ックに関する政策（特に建築・土木）は、国土交通省にでも「ストック型社会」「コンパクト

シティ」をはじめ多くの議論がなされてきたため、国土交通省・経済産業省・環境省が一体

となり総合政策として検討することが望まれる。 

さらに、産学が連携して取り組む環境影響評価・公開に関する研究プロジェクトを進めて

いくことが必要である。環境影響評価においては秘匿データの範囲に関する第三者からの判

断など、これまでにない枠組みでの実施を許容する、もしくは推奨する仕組みが必要である。

また、得られた結果をデータベース化し、共有していくためには、データベースの維持・管

理に関する動機付けが必要であり、何らかの補助が必要といえる。こうした資金的な補助に

より、当該分野の研究者や従事者を増やすことができるようになり、安定した基盤となりう

る。 

 
 

（６）キーワード 

ライフサイクルアセスメント（LCA：Life Cycle Assessment）、物質フロー分析（MFA：

Material Flow Analysis）、物質ストック・フロー分析（MSFA：Material Stock / Flow 

Analysis）、環境ラベル、フットプリント（FP）、持続可能な開発目標、デカップリング、

資源効率、ストック型社会、サプライチェーン、稀少資源、地理情報 

 
 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ → 

 MFA, MSFA とも基礎研究は進んでいる。 
 マテリアルフロー研究・LCA 視点に基づく資源の消費・廃棄に関わる
研究が複数の企業、研究機関などで継続的に行われている。 

 JOGMECによる鉱物資源マテリアルフロー情報が継続的に整備されて
いる。 

 日本 LCA 学会、資源エネルギー学会、廃棄物資源学会、土木学会環境
システム委員会等を中心に学術的議論が進んでいる。 

 Web of Science では、456 件の文献が抽出され、115 国・地域のうち
14 位であった。2010 年頃までは第 3 位につける文献数であったが、こ
の数年順位は落としている。近年も文献数は伸びており、成果を着実に
あげている。 

応用研究・
開発 

○ → 

 豊富な統計情報とともに、MFA では政策実装まで進み、循環型社会形
成推進基本計画による指標導入・数値目標設定が進んでいる。 

 AIST/IDEAや JLCA-LCAなど、LCAデータベースが公開され、MiLCA
をはじめとするソフトウェアも開発されてきており、さらに、エコリー
フや CFP プログラムにより、環境情報の開示についても推進され、応
用研究・開発の基盤が強化されてきている。 

米国 

基礎研究 ◎ → 

 Yale U.をはじめ、多くの研究出力がなされている。国際会議
International Soiety for Industrial Ecology（ISIE）47)やジャーナル
Journal of Industrial Ecology（JIE）48)を中心に国際的議論の中心と
なっている。 

 Web of Science では、2,496 件の文献が抽出され、1992 年以降、1 位
を維持している。近年も文献数は伸びており、着実に研究成果をあげて
いるが、増加率は落ち続けている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 ISIE の北米会議等を通じて研究者同士の交流も盛んである。 
 都市レベルの分析として、世界の主要都市のメタボリズムを計測する研
究グループが基礎的なデータベースを構築 49)している。 

 Criticality matrix により Criticality 評価の視覚的提示を行うなど、戦
略物質の管理に関わる優先順位を供給リスクと重要性に応じて評価し
ており、政策・意思決定プロセスへの積極的な活用がなされている。 

 ウォルマートによる Hotspot 分析や、再生可能エネルギー研究所
（NREL）による LCA データベースの公開なども進んでおり、環境情報
の開示に関する応用研究・開発は大きく進展しつつある。 
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欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 

 LCA 手法や環境負荷評価の指標開発において、複数の企業、研究機関
などで継続的に行われている。MFA 関連の研究では、ブッパタール研
究所（ドイツ）、IFF（オーストリア）、ライデン大学（オランダ）、
ポツダム影響気候研究所 PIK（ドイツ）、NTNU（ノルウェー）を中
心に盛んである。 

 Web of Science では、欧州全体で 8,596 件の文献がある。OECD 加盟
国では、イタリア（2 位）やドイツ（4 位）、スペイン（5 位）など、
文献数で上位に入っている。欧州全体の文献増加率も高いが、特に
OECD 非加盟国における文献の増加率が著しく伸びている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 上場企業の気候変動リスクに関する情報開示の義務化や各種環境ラベ
ルに関する欧州委員会の事業展開などにより、強く環境性能の可視化が
推進されている。世界最大の LCAデータベースの 1つである ecoinvent
やソフトウェア SimaPro などにより、LCA の応用研究は大きく広がり
を見せている。特に環境フットプリントについては欧州の B to C 市場
において、政府だけでなく、生産者や流通・小売などの業種から多くの
産業も協力するなど、ライフサイクル思考に基づく情報の開示が進めら
れている。 

中国 

基礎研究 ○ ↗ 

 ISIE の学術誌 JIE の中国語版を発行しており、産業共生分野を中心に
急速に論文数を伸ばしている。 

 都市の MFA についても研究事例 50)が見られ基礎研究が進んでいる。 
 清華大学、東北大学、中国科学院が積極的に取り組んでいる。欧州、米
国、日本で MFA や産業共生・連携などを学んで帰国した研究者が活躍
している。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 
 中央政府が関心をもつ希少資源の管理・保全については、マテリアルフ
ロー研究が活発化してきている。 

 産業共生・連携分野を中心に研究が進んでいる。 

韓国 

基礎研究 ○ → 

 韓国環境産業技術院（KEITI）を中心に、LCA 研究が継続的に行われ
ている。 

 産業共生・連携などの分野では、ウルサン大学の研究者を中心に進めら
れているものの、MFA、 MSFA 関連の研究は少ない。 

 Web of Science では、168 件の文献が抽出され、115 国・地域のうち
20 位であった。研究の開始は日本よりも遅いが、文献の増加率におい
て 2005 年以降は日本を大きく上まっている。 

応用研究・
開発 

△ → 

 韓国環境産業技術院による製品由来の GHG 排出量算定に関する取り
組みなどが展開されている。 

 マテリアルフロー研究の出力数は多くないが、今後、発展する可能性は
ある。 

（註1）フェーズ 

基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

 

（註2）現状 ※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価である。 

◎ 特に顕著な活動・成果が見えている、 ○ 顕著な活動・成果が見えている 

△ 顕著な活動・成果が見えていない、 × 活動・成果がほとんど見えていない 

 

（註3）トレンド 

↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.４.５ 環境都市 

 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 

地球環境への負荷を削減しつつ、居住者の QOL（Quality Of Life）も高い、持続可能な都

市・地域を実現するための戦略づくりを支援するための、科学的かつ実践的な方法論に関す

る研究開発領域である。 

 

 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の研究開発動向 

［意義］ 

21 世紀に入り、産業や暮らしの拠点であった都市は、人口減少や高齢化などこれまでに経

験のない転換に直面している。近い将来、海外でも気候変動や資源枯渇などの影響が不可避

であり、産業化と人口増加を支えてきた都市では、新たな規範の下での計画、評価、再構築

が必要になっている。一方、変化への対応を社会全体で一律に達成するのではなく、環境都

市やモデル地区など身近なスケールでの「社会転換（社会イノベーション）」として具体化し、

それを「モデル（模範）」として国や世界に広げる試みも世界の各地で広がっている。21 世

紀の都市は、これまで果たしてきた生産、暮らしの空間に加えて、地域と地球の環境保全へ

の先導的な貢献を担うとともに、新しい革新（イノベーション）を生み出す場として捉えら

れ、理論的な目標設計とその実践をつなげる新しい社会科学・工学融合型の研究が広がって

いる。 

 

［動向（歴史）］ 

従来の都市環境政策では、経済成長のもとで現状延長と発展を軸にして、関係主体の間で

多数の合意を得ることができた。しかし、21 世紀は成長から緩やかな縮小まで、関係主体の

目指す将来像が多様化していることが課題といえる。また、統計情報の整備とともに、衛星

情報の高度化、さらに空間情報などの利用性の向上により、都市の評価を可能にする情報群

が拡大しており、そこから得られる研究知見そのものが多様化しうることもその背景にある。

将来の方向性の多様化の中で極めて不効率な都市空間の制御が実現する可能性も存在してお

り、住民や企業を含む都市の関係主体に柔軟な選択肢を提供しつつ、都市の活力を短期的か

つ中長期的に維持、確保できる方向性を提供するために、透明で合理的な科学的アプローチ

が求められている。 

温暖化の防止と適応、資源循環、生態系保全などの影響発現は長期かつ広域にわたるため、

現在の環境都市研究では、対策を講じてもその効果が見えにくい要素を評価に取り込むこと

が求められる。21 世紀の最重要課題である気候変動の影響を評価に内生化するには、快適性

や利便性、経済活力に加え、長期的な産業活力や人口変動に伴う都市基盤の効率性を考慮す

るまちづくりを含めて議論をする必要がある。しかし、これらの短期的な都市像と長期的な

都市像が必ずしも一致するとは限らない。都市の産業構造の転換や、都市インフラの整備更

新という長期的目標を総論として賛成を得ることはできても、具体的な費用を含む短期的な

各論については、短期的な効率を優先する立場と、中長期的なリスク回避を優先する立場で

目指すべき方策が一致しないことがあり、こうした課題を解決する研究理論と方法論の開発
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が期待される。 

 環境都市評価 

国内の都市の環境評価は、公害の被害が深刻になった高度成長期に生活環境として守るべ

き環境基準を設定して、水質や大気の質を定点観測することから始まった。1980 年代には多

様な都市の快適性を求める住民と行政の要請にこたえて、快適環境指標が開発された。環境

汚染や生活質の指標が住民の許容できる閾値（環境基準あるいはシビルミニマム）として利

用されたことに対し、快適環境指標は住民の多様な環境満足度を定量化して複数の指標間を

統合化した 1)。住民意識調査と環境観測情報を組み合わせたことと、実際の自治体で具体的

に導入されたことに、この時期の環境評価論としての先駆性がある。地理情報システムなど

都市情報の整備などが進む現在において、その有用性が再び高く評価されている。 

ヨーロッパを中心に 1990 年代に地球環境問題の解決を含む社会の持続可能性への関心が

高まるにつれ、国連持続可能な開発会議（UNCSD）が提案した持続可能性指標を都市のス

ケ ー ル で 定 量 化 す る 方 法 論 が 開 発 さ れ て き た 。 持 続 可 能 性 を P-S-R 

（Pressure-State-Response）あるいは D-P-S-I-R（Driver-Pressure-Impact-State-Response）

で評価する指標体系の開発は、現在でも環境基本計画における評価の論理的フレームの議論

でも活用されているが、個別の指標群を総合化して都市の持続可能性を定量化するための論

理について検討が深まらないまま現在に至っている。持続可能性指標は、都市の経済、環境

の状態をその原因と対策を含めて相対比較するうえで有用ではあった。しかし、多元的であ

ることから都市政策の立案につなげることが困難であるなどの理由で、環境と共生する都市

を政策のターゲットとする 21 世紀の環境都市の議論では、むしろ十分に統合化された形で

指標を集約化することが重要になってきている 2)。 

さらに、21 世紀に入り住民の志向を定量化するステークホルダー会議を通じての指標の算

定 3)や、多元的な指標間での重要度の相対性を定量化する試み 4)がアジアにも広がっている。 

なお、世界銀行を中心とするグループは、都市が自らのパフォーマンスを測定・報告・改

善し、成功事例を共有することができるプログラムとして、世界都市指標プログラム（Global 

City Indicators Program）を実施している 5)。開発された指標は ISO 37120 として標準化さ

れ、経済、教育、エネルギー、環境、ファイナンス、火事と緊急事態への対応、ガバナンス、

健康、レクリエーション、安全、避難所、廃棄物、通信、交通、都市計画、廃水、水と公衆

衛生という 17 のテーマについて、計 100 種類の指標を定めている 6)。日本も国際標準化活

動を進めており、都市インフラの評価指標の標準化のための委員会 ISO/TC 268/SC 1 が日本

主導で設置され、2015 年に発行された技術仕様書 ISO/TS 37151 では、エネルギー、水、交

通・運輸、廃棄物処理、情報の少なくとも 5 インフラでパフォーマンス特性が選定された 7)。 

 ライフサイクル評価 

環境問題への関心の高まりは産業と環境の統合的な評価を必要とし、LCA （Life Cycle 

Assessment）の方法論がヨーロッパの研究グループを中心に開発されてきた。LCA はもと

もと工業製品について、原料採掘から、輸送、製造、使用、廃棄までをひとつのシステムと

して捉え、そこから発生する環境負荷を定量的に算定し、政策担当者や企業責任者の意思決

定を支援する手法である 8)9)。90 年代より建設物、廃棄物の評価を通じて都市の評価へ適用

が進められてきた。 

日本では資源循環システムに LCA を適用する研究が 2000 年代に入り先行し、地域性を考
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慮する手法開発が進められた。既存の都市部を対象に、更新も含む環境改善施策の実施シナ

リオごとの LCCO2を算定し、都市再開発の政策を提言する研究が行われた 10)。また、コン

パクト都市や基盤の再編など都市の更新を評価する LCA 研究 11)や、地域 LCA システムの開

発 12)が進められてきた。都市の LCA 研究では、具体的な対象地域を特定して積み上げ的な

算定を行い、産業連関表などのマクロ的な算定手法で補完することが行われてきた。各発生

源からの発生量および質が地域によって異なるため、普遍的な算定が可能な工業技術対策と

比べ、都市政策が低炭素や資源循環の対策として、二次的に取り扱われる状況を招いたこと

も否定できない。一方で、GHG プロトコルの SCOPE3 のように、間接的な環境影響を考慮

する評価手法が注目される中で、生産に伴う温室効果ガスの発生を消費者あるいはその集合

体である都市で担うべきとする原則を社会で実装するためには、国際的に共有できる都市の

LCA の理論と手法が必要となる。また、多様な利害関係者に結びつく社会影響を見る社会

LCA（SLCA：Social LCA）のような観点も今後期待される。 

 フットプリント評価 

ヨーロッパでエコロジカル•フットプリント（EF）の概念が 1990 年代に提案された。一

定の人口が消費する資源および化石、核燃料消費によって生じた廃棄物の一部を吸収するた

めに必要となる、生物学的な土地利用と水の量とで定義される 13)。耕地の利用、牧草地の利

用、樹木/森林の利用、市街地の利用、生産的海域の利用（漁業）、人工林の利活用 14)を総合

的に算定することで、EF は都市活動が消費する総生態資産と解釈できる。国土や都市、地

域の持続可能性の評価に用いられてきた。 

アジアでも中国や日本の都市で EF を比較する研究が行われている 15)。特に、都市化のも

たらす水資源の不足が深刻な中国では、水のフットプリントを明らかにすることで、北京市

の都市政策への政策を協議する研究 16) や、中国遼寧省での研究がある 17)。  

気候変動への対策に社会関心が高まるとともに、CO2 排出緩和に特化するカーボンフット

プリント（CF）研究も世界の各地で進められている。人間活動によって直接および間接的に

生じた CO2の換算排出量として定義されている 18)。CF 研究は国、都市、家庭、組織、生産

プロセスおよび製品など様々なスケールで行われているが、その多くは産業連関表による推

計を行っており、産業連関表が存在しない都市単位での研究は試行段階にある。12 の大都市

圏の CF 推定や 19)、IPCC の方法を利用した中国都市の CF 算定も行われている 20)21)。1980

年代に提唱された Energy 指標は、都市活動で直接的、間接的に利用された資源エネルギー

を太陽エネルギーに集約する方法であり 22)、人間社会の環境効率を統合的に評価するものと

して近年注目が集まっている 23)。 

 エネルギーシステム研究 

都市・地域計画においては元来、エネルギーシステムについての考慮があまり行われてこ

なかった。これは、日本をはじめ多くの国々でエネルギー供給は民間事業者によって行われ

ており、自治体による都市・地域計画の埒外であったことや、エネルギー供給政策が国レベ

ルで検討・実施されるものであったことが理由である。しかし、21 世紀に入ってから欧州で

は二酸化炭素排出削減の観点から化石燃料依存を抑制するための未利用エネルギー・再生可

能エネルギー活用が盛んに研究・導入されるようになり、また米国では電力自由化に伴う大

停電などの供給不安から、地域で送配電網を管理し自家発電・蓄電設備を設けることで供給

を安定化させるスマートグリッドの取組が進展した。さらに IT を活用して需給の変動を平
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準化しギャップを緩和するとともに、供給が不安定な自然エネルギー導入を容易とするシス

テムへと発展させた。また、20 世紀からすでに普及していた熱供給システム、そしてコージ

ェネレーション（熱電併給）とも融合し、いわゆるスマートシティを構成する重要なインフ

ラとして認識されるようになっている。さらに近年では、環境負荷削減に加え災害リスクへ

の対応と両立しうるエネルギーシステムに関する研究が注目されつつある。 

一方で、スマートシティの考え方は従来の都市・地域計画とあまり融合できていない。も

ともとエネルギー工学と土木・建築分野とが疎遠であったこと、都市・地域計画は長期間で

効果を発揮し、新規開発地域でなければ自由に設定することが困難であることから、比較的

短期で整備できるエネルギー技術とスケジュール感が合わないことが原因である。しかし、

都市・地域の空間構造を固定してエネルギー技術を導入しても、根本的なエネルギー需要構

造は変わらず、導入コストや効率性にも影響を与える。エネルギー技術と都市・地域計画を

融合した真の意味でのスマートシティ・デザイン手法が現在求められている。 

 

 

（３）注目動向 

［新たな技術動向］ 

• 観測技術の進展により様々な環境情報が入手可能となり、データの蓄積やその解析技術も

発展している。近年は土地利用や人の移動に関する情報も活用されるようになり、自然科

学的な情報だけでなく社会経済的な情報も含めて総合的に解析する様々な研究開発が行わ

れている。多種多様な要素が複雑に関係し影響しあう都市研究において総合的な把握は重

要であり、こうした動向はいっそう加速するものと考えられる。 

• 都市・地域計画の分野では、空間構造による民生・交通エネルギー消費量（および温室効

果ガス排出量）の違いが実データやモデル分析によって検討され、交通については違いが

大きいものの民生については違いが小さいことが明らかにされてきた。しかし近年、エネ

ルギー技術導入の可能性や効果が空間構造によって異なること、例えばある程度密度が高

く、職住近接のような用途混合が行われている地区（いわゆるコンパクトシティ）では高

い効果が発揮できる可能性があることが示唆され、都市・地域計画における配慮必要性へ

の認識につながっている。 

 

［注目すべき国内外のプロジェクト］ 

• 科学技術新興機構（JST）社会技術研究開発センター（RISTEX）では、2014 年度より研

究開発領域「持続可能な多世代多世代共創社会のデザイン」を開始した。本領域では、環

境・社会・経済など多面的に持続可能な社会の実現に向け、多世代・多様な人々が活躍す

るとともに将来世代も見据えた都市・地域を、世代を超えて共にデザインしていく研究開

発が進められている。 

• EU の共同プログラミングイニシアティブ（JPI）「Urban Europe」において、一国では

対応できないような課題に国を超えて取り組む都市研究が実施されている。優先的に取り

組む 5 つのテーマとして、アクセシビリティと接続性、都市環境の持続可能性とレジリエ

ンス、都市管理と参加、変化する経済の中での活力、福祉と金融があげられている。 

• サンパウロ研究振興財団（FAPESP）、英国経済・社会研究会議（ESRC）、オランダ科
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学研究機構（NWO）による「持続可能な都市開発（Sustainable Urban Development）」

が実施されている。総額約 540 万ユーロの資金提供を行う共同公募に 7 件の国際研究プロ

ジェクトが採択され、2015 年から開始、レジリエンスや社会的公正とガバナンス、民主主

義などのテーマを調査する共同研究プロジェクトの実施を通じて、ブラジル・サンパウロ

州、英国、オランダ間における研究協力体制の強化を目指す 24)。 

 

 

（４）科学技術的課題 

［課題（ボトルネック）］ 

• 多様な都市効用の複合評価 

 高齢化や人口減少、強靭化など地域に帰属する効用の改善とともに、低炭素、資源節約、

自然生態系保全など、地域間や国際的にも共有しうる課題の解決への貢献を含めた将来の

都市像を、多元的な機能を総合化して描くことが必要となる。各分野の個別最適ではなく

全体最適につながるような複合便益型の包括的な将来ターゲットが求められる。 

• 長期と短期の都市の効用の総合評価 

 重大な中長期の将来負担を避けるために、身近な負担水準などを科学的、定量的に設定

し提示することが求められる。その際には短期的に実現可能な事業と長期的な事業のスコ

ープの広がりや、短期的な住民要望と中長期的な地域目標を描くことが求められる。 

 

［今後取組むべき研究テーマ］ 

• 分野横断的な統合評価研究と都市計画への展開の理論と手法 

 あらゆる要素の国際的な相互依存が高まる中で、日本の都市の個性や長所を、客観性と

透明性を持って国際社会と共有し、日本の経験と知恵を技術や事業とともに国際社会と共

有することにより、市町村で将来の活力を高める可能性がある。そのためには様々な個別

技術を地域特性等を踏まえシステムとしてくみ上げる必要がある。また、気候変動に対す

る緩和と適応、高効率の資源利用とともに、地域の活力を再生しつつ強靭化を実現するた

めには、生産チェーンや交通ネットワークなど異なる都市間や世代間が連携し、適正な効

用と負担を共有する技術や政策評価の理論と手法の開発が求められ、今後発展すると考え

られる。 

• 社会転換を環境都市で実現する方法論の研究（社会システムイノベーション） 

 OECD の「Green Growth Strategy（グリーン成長戦略）」では、環境効率の高い生産

と消費システムの構築には市場メカニズムだけでは不十分であり、価格シグナルに加えて

適正な規制とともに、消費者生産者の意識を高める施策が必要としている。また、F.W.ギ

ールら 25)は、交通、通信、住宅、エネルギーや食糧の分野では個別の技術革新だけではな

く社会技術システム（socio-technical systems）のイノベーションが必要であり、小さな

実験的な試み（ニッチ実証；niche）での実現から、そのパッチワークを経て、社会潮流の

変化に進めるプロセスを提案している。総合的なイノベーションの議論をふまえ、理念か

ら政策や事業や行動の段階に進むために、社会実践と連携する研究推進が必要となる 26)27)。 
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（５）政策的課題 

• 地域の特徴を生かす政策パッケージの設計 

 個別の技術あるいは技術システム群の開発は、環境制約下での社会の効用を高める原動

力となる。その際、対象技術の選定のプロセスが重要となる。単体の技術による部分的な

個別機能の最適を目指すよりも、複合技術群の組合せによる総合的な機能最適により、そ

の開発の限界費用を低減して社会への限界効用を高めることができる。  

• 都市評価を活用する双方向の計画策定 

 情報システムに関する技術開発が目覚ましい。地理情報システム、双方向のネットワー

クシステムなどを活用し、計画策定にあたり、専門家だけでなく関係主体と情報を共有し、

現在から将来にかけての経済活力や環境快適性、外部影響などの、都市や地域の行動特性

等を解析する「地域診断」をリアルタイムで共有するプロセスが求められる。また、環境

都市の実現に向けた技術と社会制度を含む総合的な解決策を、地域の特徴に応じて参加型

により計画し、その効果の算定結果に基づいて都市の将来像と方策を選定する双方向型の

シミュレーションモデルに都市の評価論を活用することも期待される。短期、中期、長期

についての将来ターゲットを可能な限り選択的に組み合わせるとともに、社会変化の下で

定期的に見直せる意思決定のプロセスなどをもつことも想定される。 

• スマートシティとコンパクトシティの検討の融合 

 エネルギーや IT 分野でのスマートシティ検討と、都市・地域計画分野でのコンパクト

シティ検討があまり関係なく進んでいる。また、都市・地域計画が IT 普及やエネルギー

供給構造変化、シェアリングエコノミーといった今後の趨勢をあまり考慮できていない。

このような各分野の連携・融合が進めばブレークスルーが起きる可能性がある。日本だけ

でなく世界的に見ても必ずしもできているとはいえない。 

 

 

（６）キーワード 

環境モデル都市、低炭素社会、気候変動、資源循環、LCA、統合評価モデル、社会イノベー

ション、フットプリント、環境評価指標、社会実践、スマートシティ、コンパクトシティ、

低炭素交通システム、再生可能エネルギー 

 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠 

日本 

基礎研究 ◎ → 
 1980 年代の都市環境指標の研究推進に続いて、リオサミット以降、環
境基本法成立などを背景にLCAなどの様々な環境評価論の都市への展
開が進められてきた。 

応用研究・
開発 

○ 
↗ 
 

 2007 年の環境都市政策の実践に伴い、分野横断的な環境評価理論と、
計画支援手法の開発が進められてきた。強靭な国土や災害レジリエン
スなどを含むより包括的な環境価値を定量化する理論の開発ととも
に、社会イノベーションなど実践を支援する方法論を含む産学連携研
究も広がっている。 

 都市開発に環境価値を内生化することで付加価値を高める事業が進め
られており、環境モデル都市やスマート都市などでの事業化がみられ
るものの、公共事業と市場経済の合理的な連携の方策については数年
進捗していない。 
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米国 

基礎研究 ○ → 
 LCA、スマート都市などの個別の技術開発研究は進捗しているが、産
官連携での事業を支援するための論理構造の構築につながっていな
い。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

 環境価値の定量化を合意形成につなげることや、空間情報の整備を背
景とする方法論の開発などが急速に進展している。 

 郊外都市、都心再開発に環境価値を内包化する取り組みが目立ちつつ
あり、成長管理政策などで先行しているポートランド市の方法論を事
業展開する試みも見られる。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 
 気候変動対応のための新たな都市計画論に対する要請が 1990 年代よ
り急速に広がり、それに応える研究展開がみられる。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 IPCC、パリ協定の中でも都市の低炭素社会実現への貢献が記載されて
いることを受け、具体的な社会イノベーションの実現を支援する研究
開発の進展も見られる。 

 気候変動への適応に向けた都市転換の事業化の動きが欧州の各地で見
られる（テムズ川 2100 年計画、Copenhagen Adaptation Plan, 2011）。 

中国 

基礎研究 △ ↗ 
 都市の統計データの整備が途上であるため、特別市など限られた地域
での研究にとどまっている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 LCA、エコロジカル・フットプリントなどの手法を用いて、代替デー
タを活用した都市の評価研究が急速に進んでいる。 

 21 世紀以降の行政主導による新都市開発の中では、必ず環境都市や生
態都市であることが求められいる。環境汚染の急速な悪化とともに、
環境費用を内生化する独自の都市開発理論と手法の開発が期待され
る。 

韓国 
 

基礎研究 ◎ → 
 環境汚染対策の取り組みが一段落した中で、Green Innovation の一環
として環境都市の基盤整備が進められている。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

 Cleaner Production Center での Ulsan の評価研究や、気候変動の影
響などの個別研究が各分野で進められている。 

 2010 年より Low Carbon Green Project などの低炭素化都市の事業化
が進められている。 

（註1）フェーズ 

基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

 

（註2）現状 ※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価である。 

◎ 特に顕著な活動・成果が見えている、 ○ 顕著な活動・成果が見えている 

△ 顕著な活動・成果が見えていない、 × 活動・成果がほとんど見えていない 

 

（註3）トレンド 

↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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